
ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度の運用に関する意見及びその考え方 

 

総論 

意   見 再  意  見 考  え  方 

 意見１ 公正競争レビュー制度の実効性を更に

高める観点から、外部による客観的な検証と

適正性の担保が可能となるよう、より透明性

の高い第三者による監視・検査等の仕組みを

導入することを検討すべき。 

 再意見１  考え方１ 

■ 過去の行政指導に対する措置の再検証や監視

機能の強化 

２００７～２０１１年度の検証結果に基づく

累次の行政指導に対してＮＴＴ東西殿が実施す

るとした措置について、実効性があったか、継

続的に機能しているか等を検証するとともに、

さらなる措置の実施を指導することが必要と考

えます。 

また、電話・口頭での活動は証拠が残りにく

く、ましてＮＴＴグループやＮＴＴ東西殿内部

の状況は認知すらできないため、競争事業者に

よる実態調査には限界があります。 

そのため、公正競争レビュー制度の実効性を

さらに高める観点から、外部による客観的な検

証と適正性の担保が可能となるよう、より透明

性の高い第三者による監視・検査等の仕組みを

導入することを検討すべきと考えます。 

（ケイ・オプティコム） 

■ ＫＤＤＩ殿、ケイ・オプティコム殿のご意見

に賛同いたします。 

本制度の運用を実効性あるものとするために

は、競争セーフガード制度以来の課題である

「検証スキームの透明性」を確保すべきです。

具体的には、本制度の枠組みで意見された各事

案は、電気通信事業法第１６６条に基づき総務

省殿にて立入調査を実施することや、第三者機

関による調査、検査することを検討すると共

に、競争政策委員会等のオープンな場で調査審

議することにより、課題と必要な措置の明確化

を図る必要があると考えます。 

（イー・アクセス） 

 

■ 透明性を確保する観点から、総務省が検証結

果を情報通信審議会に報告する従来の仕組みで

はなく、検証結果案の段階で審議会において調

査審議する仕組みに変更すべきと考えます。 

その結果、問題が生じている場合には、必要

な措置を講ずるとともに、２０１４年度の包括

■ 「ブロードバンド普及促進のための公正競

争レビュー制度の運用に関するガイドライ

ン」（平成２４年５月策定。以下「公正競争

レビュー制度運用ガイドライン」という。）

に示しているとおり、本制度に基づく検証の

結果は、透明性確保及び政策検討の観点から

情報通信審議会へ報告することとしており、

当該報告に加え、検証の対象となる各事項に

ついての事前の意見公募及び再意見公募、検

証結果の案についての意見公募と提出された

意見等に対する総務省の考え方を付した検証

結果の公表を行うことにより、透明性・客観

性が確保されているものと考える。 

なお、情報通信審議会への報告に際し、同

審議会において議論された内容を踏まえつ

つ、次年度の本制度の運用を行うことを予定

している。 

 

■ 包括的な検証を待たずに直ちにＮＴＴの在

り方を含む抜本的な競争政策の見直しを行う
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的な検証を待たずに直ちにＮＴＴの在り方を含

む抜本的な競争政策の見直しを行うべきです。 

（ＫＤＤＩ） 

 

べきとの御意見については、次の点を踏まえ

て対応することとしている。 

・「電気通信事業法及び日本電信電話株式会

社等に関する法律の一部を改正する法律」

（平成２３年法律第５８号）附則第５条に

おいて、「政府は、この法律の施行後三年

を目途として、この法律による改正後の規

定の実施状況について検討を加え、必要が

あると認めるときは、その結果に基づいて

所要の措置を講ずるものとする」として規

定されている。 

・ブロードバンド普及促進のための「基本方

針」（平成２２年１２月策定。以下「基本

方針」という。）において、「包括的な検

証の結果、「光の道」実現への進展が十分

でない場合には、更なる措置について検討

を行う必要がある。特に、公正競争環境が

十分に確保されていない場合には、ボトル

ネック設備の更なるオープン化や、構造分

離・資本分離を含めたファイアウォール規

制の強化など、公正競争環境を整備するた

めの更なる措置について検討を行う。」と

している。 

 意見２ 市場環境の変化を適時適切に捉えた競

争ルールの見直しを行うためには、本制度の

検証にて制度全般における課題、及び必要な

見直し内容を明確化し、その結果を有機的に

包括的検証に反映するためのＰＤＣＡサイク

ルを確立すべき。 

 再意見２ 考え方２ 

■ 包括的検証を見据えたＰＤＣＡサイクルの確           ■ ＫＤＤＩ殿及びイー・アクセス殿の意見に賛■ 本制度の検証結果を有機的に包括的な検証
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 立 

  ２０１２年１２月２０日付の「ブロードバン

ド普及促進のための環境整備の在り方」答申に

より、本制度の運用状況や検証結果を踏まえ

て、２０１４年度に競争ルール全体の枠組みの

見直しも視野に入れたに包括的検証を行う方針

が示されました。 

  この包括的検証を有効なものとして、市場環

境の変化を適時適切に捉えた競争ルールの見直

しを行うためには、本制度の検証にて制度全般

における課題、及び必要な見直し内容を明確化

し、その結果を有機的に包括的検証に反映する

ためのＰＤＣＡサイクルを確立すべきであり、

具体的には、以下２点の対応が必要と考えま

す。 

  従来の競争セーフガード制度で注視事項とな

っていた事例は、競争政策委員会等のオープン

な場で審議し、公正競争上の問題の有無や必要

な措置の明確化を図る。 

  包括的検証の実施を見据え、本制度の検証で

は制度の運用の適正性に留まらず、制度全般の

有効性や適正性における課題等のレビューも実

施。 

なお、本制度の検証において、明らかに制度

上の問題が浮き彫りになるような事例が発覚し

た場合には、包括的検証を待たずに適宜公正競

争要件を見直すことも必要と考えます。 

（イー・アクセス） 

 

 

同します。弊社共意見書においても述べたとお

り、現在市場において起きている問題の速やか

な解決のため、措置を講ずるのはもちろんのこ

と、包括検証を待たず競争政策の在り方を見直

すことも必要と考えます。 

また、公正競争レビューにおいては、競争セ

ーフガード制度の運用時のように情報通信審議

会へ報告するのみにとどまらず、外部検証性を

担保するため、同審議会で検証結果案を審議す

る仕組みを検討すべきと考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ 透明性を確保する観点から、総務省が検証結

果を情報通信審議会に報告する従来の仕組みで

はなく、検証結果案の段階で審議会において調

査審議する仕組みに変更すべきと考えます。 

その結果、問題が生じている場合には、必要

な措置を講ずるとともに、２０１４年度の包括

的な検証を待たずに直ちにＮＴＴの在り方を含

む抜本的な競争政策の見直しを行うべきです。 

（ＫＤＤＩ） 

 

■ 当社は、従来事業法等の法令及び各種ガイド

ラインを遵守して事業活動を行っており、さら

に、改正事業法によるさらなる公正競争環境整

備についても、適切な措置を講じていることか

ら、公正競争上の問題は特段生じていないもの

と考えます。 

・ むしろ、ＮＴＴグループ以外の事業者は、市

に反映するためのＰＤＣＡサイクルを確立す

べきとの御意見については、公正競争レビュ

ー制度運用ガイドラインに示しているとお

り、本制度の運用状況や検証結果を踏まえ、

「基本方針」に掲げる包括的な検証を実施す

るものであり、当該包括的な検証の結果、既

存の市場構造や考え方を前提とした競争ルー

ルに制度的課題が生じていると認められる場

合には、本制度により得られた知見等を活用

しつつ、ＮＴＴの在り方のほか、指定電気通

信設備制度及びＮＴＴ等に係る累次の公正競

争要件を中心として構成されている競争ルー

ル全体の見直し等について検討することとす

る。 

なお、上記ガイドラインに示しているとお

り、「ＮＴＴ東西等における規制の遵守状況

等の検証」の結果等を踏まえ、包括的な検証

の結果を待つことなく速やかに対応すべき課

題があると認められる場合、総務省は、必要

に応じて情報通信審議会における審議も活用

しつつ、所要の検討を行うものである。 

 

■ 市場環境や競争環境の変化を踏まえた検証

を行うべきとの御意見については、本制度に

おける検証は、 

①固定系ブロードバンドサービスのみなら

ず、移動系ブロードバンドサービスについ

ても対象としていること 

②「関係主体の取組に関する検証」に当た

り、ネットワーク・プラットフォーム・端
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場環境・競争環境の変化に対応し、自社のスマ

ートフォンと自社又は特定の他社のＦＴＴＨ等

を組み合わせた割引サービスの提供を開始する

等、柔軟なサービス提供を展開しています。こ

のような中でＮＴＴグループだけが柔軟に連

携・対応できないとすると、ＮＴＴグループの

お客様だけが不利益を被ることになり、ＩＰ・

ブロードバンドの利活用促進やお客様利便の向

上を阻害することになります。 

  したがって、市場環境や競争環境の変化を踏

まえ、電話時代を前提とした非対称規制の必要

性から検証し、実態にそぐわない不要な規制は

見直し又は撤廃していただきたいと考えます。 

・ また、公正競争レビュー制度に基づく検証及

び包括的検証を行うにあたっては、市場環境や

競争環境の変化をしっかりと踏まえた検証を行

っていただく必要があると考えております。具

体的には、ＦＴＴＨ、ＤＳＬ、ＣＡＴＶ等のサ

ービス毎の市場に閉じた検証を行うのではな

く、固定通信・移動通信を一つとして捉えたＦ

ＭＣ市場の検証や、そのＦＭＣ市場が個々の市

場に与える影響、さらには、上位レイヤで市場

支配力を持つプレイヤーが通信市場に参入する

ことによる影響について検証を行う等、現在の

市場環境を捉えた検証を行う必要があるものと

考えます。 

・ 加えて、２０１２年５月１８日公表のブロー

ドバンド普及促進のための公正競争レビュー制

度に基づく暫定検証結果においては、政府が主

体となったＩＣＴ利活用の促進策（予算確保、

末の各レイヤー間の関係についても着目し

ていること 

③「関係主体の取組に関する検証」に当た

り、「ＩＣＴ利活用の促進」についても対

象とした上で、本制度の趣旨に照らして重

要と考えられるものについて整理を行って

いることから、市場環境や競争環境の変化

を踏まえたものとなっているものである。 

 

■ ＮＴＴグループに係る規制の在り方に関す

る御意見については、上記のとおり、包括的

な検証の結果、既存の市場構造や考え方を前

提とした競争ルールに制度的課題が生じてい

ると認められる場合には、本制度により得ら

れた知見等を活用しつつ、ＮＴＴの在り方の

ほか、指定電気通信設備制度及びＮＴＴ等に

係る累次の公正競争要件を中心として構成さ

れている競争ルール全体の見直し等について

検討することとする。 

 

■ 外部検証性や透明性の確保に関する御意見

については、考え方１のとおり。 

 

■ 包括的な検証を待たずに直ちにＮＴＴの在

り方を含む抜本的な競争政策の見直しを行う

べきとの御意見については、考え方１のとお

り。 
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事業推進、規制・制度等の見直し等）の一例が

紹介されていますが、公正競争レビュー制度の

検証においては、政府の取組みを紹介するだけ

でなく、その取組みがＩＣＴ利活用促進にどれ

だけ効果があったのか検証するとともに、通信

事業者や、通信事業者以外の端末メーカ、アプ

リケーション・コンテンツプロバイダ、医療機

関や教育機関等のプレイヤーがそれぞれどのよ

うな役割を果たし利活用促進に貢献したのかと

いった点について、より掘り下げた検証を行う

必要があると考えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

■ 包括的な検証に向けては、超高速ブロードバ

ンドの普及促進を図るという視点での検証が必

要であると考えます。 

・ そのためには、まずは、ＦＴＴＨに限らず、

３０Ｍｂｐｓ以上のＣＡＴＶ、ＤＳＬ、無線ブ

ロードバンド等を含めた超高速ブロードバンド

サービスとしての市場を一括りとして捉え、少

なくとも都道府県別に参入状況や普及状況を把

握することが必要と考えます。 

・ その上で、それぞれ参入・普及が進んでい

る、あるいは進んでいない要因について、競争

環境の整備という視点だけでなく、各事業者の

事業戦略や参入意欲の問題まで含め多角的に分

析するとともに、他の先進諸国における利活用

促進に向けた取組状況を参考に、医療・教育・

行政等の分野での公的アプリケーションをはじ

めとして、利活用促進の観点から必要なアプリ
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ケーションが開発・導入されたのか、また、通

信事業者だけでなく、政府、端末メーカ、アプ

リケーション・コンテンツプロバイダ、ＩＳＰ

等がそれぞれどのような役割を果たし利活用促

進に貢献したのかといった点について、検証を

行っていただきたいと考えます。 

・ 一方、禁止行為規制等に関する検証に関して

は、他事業者から提出される根拠の不十分な意

見に基づき、当社に対する措置要請が行われる

ことは、当社としての本来正当な事業活動を萎

縮させることにもつながりかねません。 

・ これらを踏まえ、当社だけでなく、他の通信

事業者や行政を含めた様々なプレイヤーが果た

してきた役割・成果や超高速ブロードバンドの

市場実態を定量的かつ多角的に把握した上で、

その普及促進に資するような客観的で総合的な

検証を行う必要があると考えます。 

（ＮＴＴ西日本） 

意見３ 競争セーフガード制度においては、多

くの検証項目において注視という結果が繰り

返されて検証プロセスそのものが形骸化した

ことや、検証対象である各規制・制度自体の

検証が行われてこなかった。本制度について

は、運用方法等の抜本的な見直し等を実施す

ると共に、検証対象たる制度そのものの適正

性の検証等も行うべき。 

再意見３ 考え方３ 

■ 情報通信は我が国の社会・経済活動の重要な

基盤としての役割を果たしており、国民生活の

利便性向上、経済活性化、国際競争力の強化等

を実現する上で、ブロードバンドの普及促進が

■ 左記の意見に賛同します。 

  多くの検証項目に対して「注視」という結果

では、問題として認識されている内容について

も、これまでは実質的に何も対応できず、課題

■ 運用方法の抜本的な見直し等を実施すべき

との御意見については、本制度は、これまで

運用してきた競争セーフガード制度等の取組

を踏まえつつ、「基本方針」に掲げる「包括
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重要な課題となっています。このような状況を

踏まえ、政府において、２０１５年頃を目途に

全世帯でのブロードバンド利用の実現を目標に

掲げ、「光の道」構想に係る「基本方針」及び

「工程表」が策定されました。公正競争レビュ

ー制度（以下、「本制度」という。）は、「光

の道」の実現に向けた、我が国の基幹的政策で

あるブロードバンドの普及促進とその実現の前

提条件たり得る公正競争環境の実現のため、毎

年度の継続的なチェック及び包括的な検証を行

うものであると認識しています。 

本制度の前身と位置づけることが出来る競争

セーフガード制度においては、指導の発出等に

より、一定の効果があったものの多くの検証項

目において注視という結果が繰り返され、検証

プロセスそのものが形骸化し、必ずしも十分に

有効な制度として機能してこなかったことや検

証対象である各規制・制度自体の検証が行われ

てこなかったこと等、課題が存在していたもの

と考えられます。本制度については、競争セー

フガード制度の運用において得られた経験等も

踏まえ、運用方法等の抜本的な見直し等を実施

頂くと共に、本制度の検証対象たる制度そのも

のの適正性の検証等も行うことにより、現在市

場において起きている問題を柔軟かつ実効的に

解決しうる検証制度として頂くことを要望しま

す。 

なお、市場において、ＮＴＴグループの料金

の請求・回収業務等の統合や東日本電信電話株

式会社（以下、「ＮＴＴ東日本」という。）殿

の解決に至らないケースが多く見受けられまし

た。過去の反省も含めて、今後運用される「公

正競争レビュー制度」については、できる限り

実質的に効果が期待できる対策が打ち出される

ことを期待します。 

（テレコムサービス協会） 

 

■ ソフトバンク殿のご意見に賛同いたします。 

２０１４年度に予定される競争ルール全般の

見直しを視野に入れた包括的検証を有効なもの

とするためには、予め累次の公正競争要件にお

ける課題を洗い出すことが必要と考えます。 

従って、市場環境の変化や通信事業者各社の

業務実態等を踏まえ、本制度の枠組みで公正競

争要件そのものの実効性や適正性を検証すべき

と考えます。 

（イー・アクセス） 

 

■ 先般の当社提出意見においても述べたとお

り、公正競争レビュー制度を運用するにあたっ

ては、総務省において少なくとも四半期毎に精

緻な調査・検証を行うべきであり、検証結果に

ついても、総務省が検証結果を情報通信審議会

に報告する従来の仕組みではなく、検証結果案

の段階で公の場である審議会において調査審議

する仕組みに変更し、透明性を確保すべきと考

えます。 

本意見募集においても、競争事業者各社から

公正競争上の課題について意見が寄せられてお

り、これらについては直ちに調査・検証し、必

的な検証」に資するため、毎年度の継続的な

チェックを行う仕組みとして運用するもので

あり、この趣旨を踏まえた運用を行ってい

く。 

 

■ 検証対象である制度そのものの検証を行う

べきとの御意見については、考え方２のとお

り。 

 

■ 透明性を確保すべきとの御意見について

は、考え方１のとおり。 
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及び西日本電信電話株式会社（以下、「ＮＴＴ

西日本」という。）殿（以下、合わせて「ＮＴ

Ｔ東西殿」という。）の活用業務に関する申請

増によるなし崩し的な業務範囲拡大等、長期的

な視点において公正競争環境が損なわれる施策

等が実施されており、ひいては一般消費者が利

益を享受する機会を奪われることにもつながり

かねません。また、ＮＴＴ新社長の発言（２０

１２年７月２日 通信興業新聞第１面）を見る

に、グループ連携の強化、ＮＴＴ東西の子会社

を通じた業務拡大が示唆されていることも懸念

されます。総務省殿においては、２００９年の

ＮＴＴ西日本殿による接続情報の目的外利用に

係る事案の発覚や未然の防止等に至らなかった

こと等を踏まえ、同様の事態に至らないよう

に、即時必要な措置を講じる等、対応頂きたい

と考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

要な措置を講じる等、厳格な運用を行うべきで

す。 

（ＫＤＤＩ） 

 

 

意見４ 指定電気通信設備制度の導入、及びＮ

ＴＴグループに係る累次の公正競争要件の設

定がなされた当時とは競争環境が変化してい

る。通信事業者のネットワークのみならずＩ

ＣＴ利活用やコンテンツ・アプリケーション

サービスまで含めた俯瞰した俯瞰的な観点か

ら、現行の指定電気通信設備規制や禁止行為

等規制については、改めてその必要性から検

証し、実態にそぐわない不要な規制について

は速やかに見直し又は撤廃を行うべき。 

再意見４  考え方４ 

■ 情報通信市場は、技術のイノベーションが非 ■ 我が国では電気通信市場に競争を導入するこ■ 考え方２のとおり。 
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常に早く、モバイル化、ブロードバンド化が大

きく進展し、同時にサービスやプレイヤーのグ

ローバル化が急激に進むなど、大きなパラダイ

ムシフトが進展しています。 

移動通信市場においては、過去１０年間で、

最大３８４Ｋｂｐｓ（当初）の通信が可能な３

Ｇユーザ数は１０万から１．２億へと拡大し、

固定通信市場に比べて約４倍ものユーザが、既

にインターネットへアクセスできる環境にあり

ます。さらに、ＷｉＭＡＸやＬＴＥが商用化さ

れ、２０１２年３月末時点で約４６０万契約と

なり、超高速ブロードバンド化が急速に進展し

てきております。 

・ また、平成２４年度版情報通信白書に記載さ

れているとおり、各事業者の携帯電話の新規販

売台数に占めるスマートフォンの割合は、約１

０％（２０１０年度）から約４０％（２０１１

年度）に急増し、その結果、２０１１年度のス

マートフォンの販売台数は約２，５００万台を

超えております。 

このスマートフォンの利用者は、自宅ではＷ

ｉＦｉ＋固定ブロードバンド回線、駅や公共施

設・カフェ等では公衆無線ＬＡＮ、それ以外の

屋外では３Ｇで利用する等、１つの端末で移

動・固定を組み合わせ、最適な回線を選択して

利用しています。さらに、他事業者は自社のス

マートフォンと自社または他社のＦＴＴＨ・Ｃ

ＡＴＶを組み合わせた割引サービスの提供を開

始しており、例えばＫＤＤＩ殿のａｕスマート

バリューの契約数は既に１３３万となっていま

とにより、サービスの多様化や料金の低廉化と

いった形でＩＣＴの普及や利便性向上が実現さ

れてきました。しかしながら、公社の流れを汲

むＮＴＴは、依然として国が出資している特殊

会社であり、ＮＴＴ東・西は固定通信市場にお

いて約７割、ＮＴＴドコモは移動体通信市場に

おいて約５割のシェアを保有するドミナント事

業者となっています。 

このようなドミナント事業者同士がサービス

や営業等において連携を行い、ＮＴＴグループ

の一体化が進むことになれば、サービスの多様

化や料金の低廉化といったこれまでの競争政策

の成果は失われることとなり、ユーザの利便性

は却って損なわれることになります。 

したがって、第一種指定電気通信設備規制や

禁止行為規制等、公正競争を担保するうえで必

要な現行の規制については引き続き維持すべき

です。 

（ＫＤＤＩ） 
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す（２０１２年６月３０日時点）。このように

スマートフォンをトリガーに固定通信と移動通

信が融合したＦＭＣ市場が急速に拡大し、これ

が単体のＦＴＴＨ市場にも影響を与える状況と

なってきています。  

・ 加えて、サービスやプレイヤーのグローバル

化が急速に進み、例えばＧｏｏｇｌｅやＡｐｐ

ｌｅ等の巨大なグローバルプレイヤーが、タブ

レットＰＣやスマートフォン上のアプリケーシ

ョンにより通信サービス（電話・メール等）を

自在に提供するなど、端末やコンテンツ・アプ

リケーションと通信との一体的なサービス提供

が進展しています。 

・ このように、移動通信の超高速ブロードバン

ド化の進展、ＦＭＣ市場の拡大、グローバルプ

レイヤーによる一体的なサービス提供といった

市場環境・競争環境のパラダイムシフトによ

り、ユーザの選択肢が固定通信と移動通信の垣

根を越えるとともに、国内の通信事業者だけで

なく、海外のプロバイダが提供する通信サービ

スまで非常に多様化し、ユーザはその多様なサ

ービスを個々の必要に応じて自由自在に使いこ

なしています。こうした点は、サービスを提供

する通信事業者が当初ＮＴＴ１社しかなく、ア

プリケーションも音声通信しかなかった電話時

代とは大きく状況が異なっています。 

・ こうした状況にありながら、これまでの競争

セーフガードや接続ルール見直しの議論・答申

においては、市場環境や競争環境の変化は踏ま

えずに、依然として固定通信と移動通信、通信
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レイヤと上位レイヤを分けた議論がなされ、当

社をはじめとするＮＴＴグループに対して、依

然として電話時代を前提とした指定電気通信設

備規制や禁止行為規制といった非対称規制を課

していますが、こうした規制は、ユーザの利便

性を損ねているとともに、更なるＩＰ・ブロー

ドバンドサービスの普及拡大、ひいてはＩＣＴ

利活用の促進や日本の国際競争力の向上に障害

になると考えます。 

  公正競争レビュー制度の目的であるブロード

バンドの普及促進を図るためには、通信事業者

のネットワークのみならずＩＣＴ利活用やコン

テンツ・アプリケーションサービスまで含め

て、情報通信市場全体を俯瞰した議論がなされ

るべきであり、当社も含めた全てのプレイヤー

が他のプレイヤーと自由にコラボレーション等

を可能とする等により、新たなビジネスの創出

を促し、多様で低廉なサービスを迅速に提供で

きる環境を整備するといった視点で検討を進め

ることが重要であると考えます。こうした、原

則自由なマーケットにおいてこそ、競争を通じ

てイノベーションが起こり、新たなサービスが

創造され、ユーザ利便が向上すると考えます。 

・ したがって、公正競争レビュー制度に基づく

検証を行うにあたっては、市場環境や競争環境

の変化をしっかりと踏まえた検証を行っていた

だく必要があると考えており、具体的には、Ｆ

ＴＴＨ、ＤＳＬ、ＣＡＴＶ等のサービス毎の市

場に閉じた検証を行うのではなく、固定通信・

移動通信を一つとして捉えたＦＭＣ市場の検証
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や、そのＦＭＣ市場が個々の市場に与える影

響、さらには、上位レイヤで市場支配力を持つ

プレイヤーが通信市場に参入することによる影

響について検証を行う等、現在の市場環境を捉

えた検証を行う必要があるものと考えます。 

・ 加えて、当社は、従来より事業法等の法令及

び各種ガイドラインを遵守して事業活動を行っ

ており、さらに、改正事業法によるさらなる公

正競争環境整備についても、適切な措置を講じ

ていることから、公正競争上の問題は特段生じ

ていないものと考えます。上述のとおり、ブロ

ードバンドの普及促進を図るためにも、過去の

延長線で今後の競争政策を決定するのではな

く、市場環境や競争環境の変化を踏まえ、現行

の指定電気通信設備規制や禁止行為規制等の必

要性から検証し、実態にそぐわない不要な規制

は見直しまたは撤廃していただきたいと考えま

す。 

・ また、モバイルを含めたブロードバンド全体

のエリアカバー率は１００％、ＮＴＴ東西のフ

レッツ光のエリアカバー率だけでみても９２％

（２０１２年３月末）に達しており、ブロード

バンド基盤は全国的に整備されてきております

が、平成２４年度版情報通信白書にも記載され

ているとおり、日本におけるＩＣＴ利活用は、

例えば公的分野では諸外国と比較して遅れてお

り、ＩＣＴ利活用促進に向け、多様なプレイヤ

ーが様々な形で貢献していくことが求められて

います。当社はこれまで、自治体と連携した住

民へのブロードバンド回線を利用した告知サー
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ビスや、医療機関と連携したテレビ電話による

遠隔健康相談、光ｉフレームを活用した高齢者

への買い物支援、教育機関と連携した校務シス

テムやデジタル教材の提供等、医療、教育、行

政等の分野におけるＩＣＴ利活用の促進に向け

た事業展開を進めてきておりますが、こうした

取組みをさらに推進していくためには、今後と

も政府や自治体等に加え、端末メーカ、アプリ

ケーション・コンテンツプロバイダ等のプレイ

ヤーと連携、協業していく必要があると考えて

おります。 

  ２０１２年５月１８日公表のブロードバンド

普及促進のための公正競争レビュー制度に基づ

く暫定検証結果においては、政府が主体となっ

たＩＣＴ利活用の促進策（予算確保、事業推

進、規制・制度等の見直し等）の一例が紹介さ

れていますが、公正競争レビュー制度の検証に

おいては、政府の取組みを紹介するだけでな

く、その取組みがＩＣＴ利活用促進にどれだけ

効果があったのか検証するとともに、通信事業

者や、通信事業者以外の端末メーカ、アプリケ

ーション・コンテンツプロバイダ、医療機関や

教育機関等のプレイヤーがそれぞれどのような

役割を果たし利活用促進に貢献したのかといっ

た点について、より掘り下げた検証を行う必要

があると考えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

■ 情報通信市場は、技術のイノベーションが非

常に早く、移動通信の高速ブロードバンド化の
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進展、ＦＭＣ市場の拡大、グローバルプレイヤ

ーによる端末とアプリケーションサービスの一

体提供等により、市場環境・競争環境の急激な

パラダイムシフトが進んでいます。その結果、

ユーザの選択肢も、固定から移動へ、国内から

海外へ、通信サービスからアプリケーションサ

ービスへといった具合に、これまでの垣根を越

えるようになってきており、ユーザも個々の必

要に応じてそれらの多様なサービスを自在に使

いこなせるようになっています。こうした点

で、サービスを提供する通信事業者が当初はＮ

ＴＴ１社しかなく、アプリケーションも音声通

信サービスしかなかった電話時代とは大きく状

況が変わってきています。 

・ 移動通信市場では、モバイルブロードバンド

通信が可能なユーザが約１．２億に拡大し、固

定ブロードバンド通信ユーザの約４倍ものユー

ザがインターネットにアクセスできる環境にあ

ります。更に、ＷｉＭＡＸやＬＴＥが商用化さ

れ、それらサービスのユーザも約４６０万（平

成２４年３月末）になる等、モバイルブロード

バンド通信の高速化も進んでいます。 

・ 携帯電話の新規販売台数に占めるスマートフ

ォンの割合は約１０％（平成２２年度）から約

４０％（平成２３年度）に急増し、平成２３年

度のスマートフォン販売台数は約２，５００万

台を超えるようになってきています。スマート

フォン利用者は、自宅ではＷｉＦｉ経由で固定

ブロードバンド回線を、駅や公共施設・カフェ

等では公衆無線ＬＡＮを、それ以外の屋外では
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モバイルブロードバンド回線をといった具合

に、１つの端末で、固定と移動の中から、最適

な回線を選択しながらインターネットにアクセ

スするようになっています。そのため、他事業

者もスマートフォン利用者向けに、自社のモバ

イルブロードバンド通信と自社又は他社の固定

ブロードバンド通信を組み合わせた割引サービ

スを提供開始する等、スマートフォンをトリガ

ーとした固定通信と移動通信の融合が進んでい

ます。その結果、例えばＫＤＤＩ殿のａｕスマ

ートバリューの契約数が既に１３３万（平成２

４年６月末）になる等、ＦＭＣ市場が急速に拡

大し、単体の固定ブロードバンド市場やＦＴＴ

Ｈサービス市場に影響を与えるようになってい

ます。 

・ ＧｏｏｇｌｅやＡｐｐｌｅ等のグローバルプ

レイヤーやＳｋｙｐｅ等の様々なアプリケーシ

ョンサービスプロバイダが、スマートフォンや

タブレット上で、これまで主に通信事業者が提

供してきた電話やメール等の通信サービスをア

プリケーションサービスとして自在に提供する

ようになっています。また、それら事業者は、

端末とコンテンツ・アプリケーションサービス

を一体的に提供するようになっています。 

こうした状況にありながら、今回の公正競争

レビューにあたって、これまでの競争セーフガ

ード制度や接続ルール見直しの議論・答申と同

様に、固定通信と移動通信、通信レイヤと上位

レイヤといった、ユーザにとっては意味がなく

なりつつある区分を前提とした議論を継続し、
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当社をはじめとするＮＴＴグループに対し、電

話時代を前提とした指定電気通信設備規制や禁

止行為規制といった非対称規制を課し続けるこ

とになるとすれば、かかる硬直的な規制によっ

てユーザの利便性が損なわれるだけでなく、Ｉ

Ｐ・ブロードバンドサービスの普及拡大にも影

響が及び、ひいてはＩＣＴ利活用の促進や我が

国の国際競争力の向上にとっても障害になると

考えます。 

公正競争レビュー制度の目的であるブロード

バンド普及促進を図るためには、通信事業者の

ネットワークサービスのみならず、国内外の

様々なプレイヤーが提供するコンテンツ・アプ

リケーションサービスまで含め、情報通信市場

全体を俯瞰した議論がなされるべきであり、当

社も含む全てのプレイヤーが他のプレイヤーと

自由にコラボレーション等して、新たなビジネ

スを迅速に創出できる環境や、多様で低廉なサ

ービスを迅速に提供できる環境を整備するとい

った視点で検討を進めることが重要であると考

えます。こうした自由なマーケットにおいてこ

そ、イノベーションが起こって、新たなサービ

スが創造され、ユーザ利便が向上していくと考

えます。したがって、今回、公正競争レビュー

制度に基づく検証を行うにあたっては、ＦＴＴ

Ｈ、ＤＳＬ、ＣＡＴＶ等のサービス毎の市場に

閉じた検証を行うのではなく、固定通信・移動

通信を一つとして捉えたＦＭＣ市場の検証や、

そのＦＭＣ市場が個々の市場に与える影響、更

には、上位レイヤで市場支配力を持つプレイヤ
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ーが通信市場に参入することによる影響等、市

場環境や競争環境の変化をしっかりと踏まえた

検証を行っていただく必要があると考えます。 

  その上で、当社については、従来より事業法

等の法令及び各種ガイドラインを遵守して事業

活動を行っており、また、改正事業法に定めら

れた更なる公正競争環境整備についても、適切

な措置を講じており、公正競争上の問題は特段

生じないものと考えていることから、上述のと

おり、ブロードバンドの普及促進を図るために

も、過去の延長線で今後の競争政策を決定する

のではなく、市場環境や競争環境の変化を十分

踏まえて、現行の指定電気通信設備規制や禁止

行為規制等については、改めてその必要性から

検証し、実態にそぐわない不要な規制について

は速やかに見直しまたは撤廃を行っていただき

たいと考えます。 

（ＮＴＴ西日本） 

 意見５ 日本におけるＩＣＴ利活用を促進する

ために、今後とも政府や自治体等に加え、端

末メーカ、アプリケーション・コンテンツプ

ロバイダ等のプレイヤーと連携、協業してい

くことが必要。 

再意見５  考え方５ 

■ また、モバイルを含めたブロードバンド全体

のエリアカバー率は１００％、ＮＴＴ東西のフ

レッツ光のエリアカバー率だけでみても９２％

（２０１２年３月末）に達しており、ブロード

バンド基盤は全国的に整備されてきております

が、平成２４年度版情報通信白書にも記載され

ているとおり、日本におけるＩＣＴ利活用は、

■ 左記の意見には全面的に賛同いたします。さ

らに、ここに挙げられている医療、教育、行政

に加えて、様々な産業の分野でＩＣＴの利活用

を促進していくためには、ＮＴＴ東西殿の意見

にも書かれているように、より一層の「端末メ

ーカ、アプリケーション・コンテンツプロバイ

ダ等のプレイヤーと連携、協業」が求められる

■ 御意見のとおり、ブロードバンド普及促進

のためにＩＣＴ利活用の促進は重要と考えて

おり、本制度における「関係主体の取組状況

に関する検証」に当たっては、「ＩＣＴ利活

用の促進に関する取組」を対象としている。 

 １７ 



例えば公的分野では諸外国と比較して遅れてお

り、ＩＣＴ利活用促進に向け、多様なプレイヤ

ーが様々な形で貢献していくことが求められて

います。当社はこれまで、自治体と連携した住

民へのブロードバンド回線を利用した告知サー

ビスや、医療機関と連携したテレビ電話による

遠隔健康相談、光ｉフレームを活用した高齢者

への買い物支援、教育機関と連携した校務シス

テムやデジタル教材の提供等、医療、教育、行

政等の分野におけるＩＣＴ利活用の促進に向け

た事業展開を進めてきておりますが、こうした

取組みをさらに推進していくためには、今後と

も政府や自治体等に加え、端末メーカ、アプリ

ケーション・コンテンツプロバイダ等のプレイ

ヤーと連携、協業していく必要があると考えて

おります。 

（ＮＴＴ東日本） 

と考えます。 

そのためには、ＮＴＴ東西殿が積極的にＮＧ

Ｎのオープン化を進め、多くの事業者が新たな

サービスの提供のために簡単にＮＧＮを利活用

できるような環境の構築を進めることが重要で

す。ＩＣＴの利活用促進に向けて、ＮＴＴ東西

殿には、ＮＧＮ特有の機能のアンバンドル化な

ども含め、積極的にＮＧＮのオープン化を推進

する姿勢に転換されることを強く望みます。 

（テレコムサービス協会） 

意見６ 本制度の運用に当たっては、総務省に

おいて少なくとも四半期毎に精緻な調査・検

証を行うべきであり、検証結果についても、

総務省が検証結果を情報通信審議会に報告す

る従来の仕組みではなく、検証結果案の段階

で公の場である審議会において調査審議する

仕組みに変更し、透明性を確保すべき。 

再意見６  考え方６ 

■ 公正競争レビュー制度を運用するにあたって

は、総務省において少なくとも四半期毎に精緻

な調査・検証を行うべきであり、検証結果につ

いても、総務省が検証結果を情報通信審議会に

報告する従来の仕組みではなく、検証結果案の

段階で公の場である審議会において調査審議す

■ ＫＤＤＩ殿、ケイ・オプティコム殿のご意見

に賛同いたします。 

本制度の運用を実効性あるものとするために

は、競争セーフガード制度以来の課題である

「検証スキームの透明性」を確保すべきです。

具体的には、本制度の枠組みで意見された各事

■ 考え方１のとおり。 

なお、検証等の頻度に関する御意見につい

ては、本制度が「基本方針」に掲げる包括的

な検証に資するため、毎年度の継続的なチェ

ックを行う仕組みとして運用するものである

ことを踏まえつつ、規制の対象となる各事項
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る仕組みに変更し、透明性を確保すべきです。 

詳細は後述しますが、現状当社では以下の事

項について、公正競争上の課題があると認識し

ており、注視するのみならず、直ちに調査・検

証し、必要な措置を講じる等、厳格な運用を行

うべきと考えます。 

・光屋内配線の転用率向上に関する課題の解消 

・利用部門と競争事業者とのリードタイム等同

等性の確保 

・コロケーション・中継ダークファイバについ

ての設備枯渇の解消 

・加入ダークファイバ開通要員の公平な配置ル

ール 

・地中化エリアの光ファイバの開放 

・無派遣工事メニューの設定（ＮＴＴ西日本） 

・固定電話の番号ポータビリティ可能エリアの

運用の見直し 

・光配線区画の適正化と光配線区域情報のリア

ルタイム性の確保 

・ＦＴＴＨ販売に係る接続関連情報の利用 

・活用業務の認可制から届出制への変更 

・フレッツ・テレビの広告表示（ＮＴＴ東日

本） 

・ドミナント事業者に対する禁止行為規制の維 

 持 

・ＮＴＴファイナンスによる料金請求・回収業

務の統合 

・ＮＴＴグループ各社の一体営業 

・ＮＴＴ東・西／ＮＴＴドコモのグループ内Ｉ

Ｄ連携 

案は、電気通信事業法第１６６条に基づき総務

省殿にて立入調査を実施することや、第三者機

関による調査、検査することを検討すると共

に、競争政策委員会等のオープンな場で調査審

議することにより、課題と必要な措置の明確化

を図る必要があると考えます。 

（イー・アクセス） 

 

■ ＫＤＤＩ殿及びイー・アクセス殿の意見に賛

同します。弊社共意見書においても述べたとお

り、現在市場において起きている問題の速やか

な解決のため、措置を講ずるのはもちろんのこ

と、包括検証を待たず競争政策の在り方を見直

すことも必要と考えます。 

また、公正競争レビューにおいては、競争セ

ーフガード制度の運用時のように情報通信審議

会へ報告するのみにとどまらず、外部検証性を

担保するため、同審議会で検証結果案を審議す

る仕組みを検討すべきと考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

への意見公募及び再意見公募、検証結果の案

についての意見公募と提出された意見等に対

する総務省の考え方を付した検証結果の公表

等のプロセスの中で、様々な論点に関して継

続的に調査・検証を行っているものである。 
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・ＮＴＴブランドの使用 

・光ポータブルによるグループ内サービスのセ

ット販売 

（ＫＤＤＩ） 

 

■ 今後の検討に向けて 

透明性を確保する観点から、総務省が検証結

果を情報通信審議会に報告する従来の仕組みで

はなく、検証結果案の段階で審議会において調

査審議する仕組みに変更すべきです。その結

果、問題が生じている場合には、直ちに必要な

措置を講ずるとともに、２０１４年度の包括的

な検証を待たずにＮＴＴの在り方を含む抜本的

な競争政策の見直しを行うことを検討すべきで

す。 

（ＫＤＤＩ） 

 

１ 指定電気通信設備制度に関する検証 

（１） 第一種指定電気通信設備に関する検証 

ア 指定要件に関する検証 

意   見 再  意  見 考  え  方 

意見７ ネガティブリスト方式・端末系伝送路

設備の種別（メタル・光）を現行維持すべ

き。 

再意見７ 考え方７  

■ ネガティブリスト方式・端末系伝送路設備の

種別（メタル・光）の現行維持が必要 

第一種指定電気通信設備の指定要件について

は、平成２４年５月１８日付の「競争セーフガ

ード制度に基づく検証結果（２０１１年度）の

公表」にて総務省殿の考え方が示されました

■【現行の指定方法の見直しについて】 

・ 先般の当社意見で述べた通り、現行制度の下

においては、ＮＴＴ東西のほぼ全ての県内電気

通信設備が、ボトルネック性の有無についての

十分な検証がされないままに、ボトルネック性

を有するとの蓋然性があるという理由で、原則

■ 現行の第一種指定電気通信設備（以下「一種

指定設備」という。）の指定については、情報

通信審議会答申「コロケーションルールの見直

し等に係る接続ルールの整備について」（平成

１９年情通審第３４号。以下「３月答申」とい

う。）において、伝送路設備及び交換等設備に
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が、現在においても、その考え方を変更すべき

特段の事情は依然として認められない状況であ

るため、引き続き、ネガティブリスト方式の採

用及び、端末系伝送路設備の種別（メタル・

光）を区別せずに第一種指定電気通信設備の指

定を継続することが必要と考えます。 

（イー・アクセス） 

 

■ 第一種指定電気通信設備の指定要件について

は、競争セーフガード制度の検証において示さ

れている下記考え方について、特段の事情の変

化が認められないことから、その考え方を踏襲

するとされてきたところです。 

－ポジティブリスト方式はボトルネック性を有

する設備であるにも係らず一定期間指定され

ない場合が生じ得るリスクがあり、ネガティ

ブリスト方式の採用がＮＴＴ東西殿による迅

速なサービス提供に対し重大な支障となって

いるという事実やＮＴＴ東西殿を競争上不利

な状況に置くまたはお客様利便を損ねている

等の状況も認められないことから、ネガティ

ブリスト方式の採用は第一種指定電気通信設

備制度の趣旨に照らして妥当。 

 －メタル回線と光ファイバ回線は、①共に利用

者から見て代替性の高いブロードバンドサー

ビスの提供に用いられていること、②既存の

電柱・管路等の共通の線路敷設基盤の上に敷

設されていること、③実態としてＮＴＴ東西

殿はメタル回線を光ファイバ回線に更新する

際のコスト・手続の両面において優位性を有

として全て指定電気通信設備とされるネガティ

ブリスト方式が採用されています。 

しかしながら、本来、規制の対象となる設備

は、行政当局が個別に不可欠性を挙証できた必

要最小限のものに限定すべきであると考えま

す。 

・ なお、昨年度の競争セーフガード制度に基づ

く検証結果において「ポジティブリスト方式に

変更した場合、ボトルネック性を有する設備で

あるにもかかわらず一定期間指定されない場合

が生じ得るため、電気通信市場の健全な発達が

損なわれる可能性がある」とされております

が、新たに導入する設備が不可欠性を有するこ

とになるかどうかは、導入当初では判断できな

いはずであり、むしろ現に指定されているルー

タ等の局内装置は、他事業者が自ら設置し、当

社の局内装置を利用するケースはほとんど皆無

であることを踏まえれば、不可欠性はなく、こ

れらの装置を指定電気通信設備とすることは、

過剰な規制であると考えます。 

・ このように、新たに導入する設備をすべて指

定電気通信設備の対象とする現行の指定方法

は、「必要以上の設備を指定電気通信設備とし

て指定することは回避されなければならない」

とする「コロケーションルールの見直し等に係

る接続ルールの整備について」答申（２００７

年３月３０日）の趣旨にも反していると考えま

す。 

・ 加えて、昨年度の競争セーフガード制度に基

づく検証結果において「現時点においても、ネ

対する指定方法をネガティブリスト方式（指定

しない設備を具体的に列挙する方式）からポジ

ティブリスト方式（指定する設備を具体的に列

挙する方式）に変更した場合、ボトルネック性

を有する設備であるにもかかわらず一定期間指

定されない場合が生じ得るため、電気通信市場

の健全な発達が損なわれる可能性がある旨が示

されているところである。 

昨年度の競争セーフガード制度に基づく検証

結果では、ネガティブリスト方式の採用が東日

本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ東日本」と

いう。）及び西日本電信電話株式会社（以下

「ＮＴＴ西日本」という。また、ＮＴＴ東日本

とあわせて「ＮＴＴ東西」という。）による迅

速なサービス提供等に対し重大な支障となって

いるという事実は認められないとしたところで

ある。 

この点については、新たに導入する設備は、

アクセス回線と一体的に機能する蓋然性は高い

ものと考えられることに加え、競争セーフガー

ド制度及び本公正競争レビュー制度において毎

年度指定対象設備を検証していることを踏まえ

ると、現行の指定方法は、「必要以上の設備を

指定電気通信設備として指定することは回避さ

れなければならない」とする３月答申の趣旨に

反しているものではなく、一種指定設備制度の

趣旨に照らして妥当である。 

 

■ 端末系伝送路設備については、昨年度の競争

セーフガード制度に基づく検証結果において、
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していることから端末系伝送路設備の種別

（メタル・光）を区別せずに第一種指定電気

通信設備の指定を行うことには合理性があ

る。 

今年度のブロードバンド普及促進のための公

正競争レビュー制度（以下、「本制度」とい

う。）においても、例えばＦＴＴＨ市場につい

て、ＮＴＴ東西殿の契約数のシェアは７４％と

依然として高いこと等を鑑みるに、上記考え方

を変更すべき特段の状況の変化はみられないこ

とから、引き続き、ネガティブリスト方式の採

用と端末系伝送路設備の種別（メタル・光）を

区別せずに第一種指定電気通信設備の指定を行

うことを継続すべきです。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

ガティブリスト方式の採用がＮＴＴ東西による

迅速なサービス提供等に対し重大な支障となっ

ているという事実は認められない」とされてお

りますが、熾烈な競争が繰り広げられているブ

ロードバンド市場においては、たとえ「数ヶ

月」であっても、サービス開始前に接続約款の

認可又は告示改正等の行政手続きが必要となる

こと、また事実上、認可申請前にも事前説明に

一定の時間が必要となることは、当社を競争上

極めて不利な立場に置くだけでなく、お客様に

対して新サービスの提供や料金値下げが遅れる

結果となり、お客様利便を著しく損ねていると

考えます。 

・ また、昨年度の競争セーフガード制度に基づ

く検証結果において「新たに導入する設備は、

アクセス回線と一体的に機能する蓋然性は高い

ものと考えられる」とされておりますが、当社

は、光ファイバ等のアクセス回線を当社（利用

部門）と同等の条件で他事業者に貸し出してお

り、現に、他事業者は、オープン化された当社

の光ファイバ等を利用してエンドエンドでＩＰ

通信網を構築しサービスを展開していることか

ら、アクセスのボトルネック性はネットワーク

とは遮断されおり、こうしたご指摘は当たらな

いと考えます。 

・ したがって、行政当局においては、現行の指

定告示の規定方法である「指定しない設備を具

体的に列挙する方法」を「指定する設備を具体

的に列挙する方法」に見直すとともに、指定電

気通信設備の対象とする具体的な基準を明らか

メタル・光の種別を区別せずに一種指定設備と

して指定することは、①共に利用者から見て代

替性の高いブロードバンドサービスの提供に用

いられていること、②既存の電柱・管路等の共

通の線路敷設基盤の上に敷設されていること、

③実態としてＮＴＴ東西はメタル回線を光ファ

イバ回線に更新する際のコスト・手続の両面に

おいて優位性を有していること等に鑑みれば、

合理性があると認められるとの考え方を示した

ところである。 

また、ボトルネック性の判断に当たり、ブロ

ードバンドに利用されていないＣＡＴＶ回線や

高速無線アクセス回線については、利用者から

みてメタル回線で提供されるサービスと代替性

があるとは必ずしもいえない点で異なることか

ら、これらを含めて判断することは適当でな

い。 

ＮＴＴ東西の今回の再意見や、ＰＳＴＮから

ＩＰ網への移行に伴うアクセス回線の移行の進

展状況を考慮しても、この考え方を変更すべき

特段の事情は依然認められないことから、端末

系伝送路設備については、引き続きメタル・光

の種別を区別せずに一種指定設備として指定す

ることが適当である。 

 

■ 加入光ファイバの指定を除外すべきとの再意

見については、昨年度の競争セーフガード制度

に基づく検証結果では、ＮＴＴ東西は、全加入

者回線の９割以上の回線を有しており、競争事

業者にとって、ＮＴＴ東西の光ファイバを利用
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にし、その対象設備は、行政当局が個別にボト

ルネック性を挙証できた必要最小限のものに限

定すべきであると考えます。 

 

【加入者光ファイバについて】 

・ 先般の当社意見で述べた通り、指定電気通信

設備規制（ボトルネック規制）の根幹となる端

末系伝送路設備のうち、加入者光ファイバにつ

いては、はじめから競争下で構築されてきてお

り、ボトルネック性はなく、既存のメタル回線

とは市場環境や競争状況等が以下のとおり異な

っていることから、メタル回線と競争下で敷設

される光ファイバ回線の規制を区分し、加入者

光ファイバについては指定電気通信設備の対象

から除外していただきたいと考えます。 

－線路敷設基盤は既に開放済であり、他事業者

が光ファイバ等を自前敷設できる環境は十分

整備されていること。また、電柱について

は、より使い易い高さを利用できるよう改善

し、その手続きも簡便なものに見直してきて

おり、他事業者が光ファイバを自前設置でき

る環境は更に整備されてきていること。 

－現に他事業者も当該線路敷設基盤を利用して

光ファイバ等を自前で敷設しサービスを提供

しており、ＫＤＤＩ殿や電力系事業者は相当

量の設備を保有していること。 

－「光の道」構想に関する意見募集（２０１０

年８月１７日）において、ジュピターテレコ

ム殿から「ケーブルテレビ事業者は、線路敷

設基盤を保有しない状態で、今まで設備競争

することが欠かせないことから、加入光ファイ

バを引き続き一種指定設備に指定することが適

当としたところである。 

以上の状況は現時点においても変わりはない

ことから、加入光ファイバを引き続き一種指定

設備に指定することが適当である。 

なお、線路敷設基盤の開放については、情報

通信審議会答申「ブロードバンドの普及促進に

向けた環境整備の在り方」（平成２３年情通審

第１０８号。以下「ブロードバンド答申」とい

う。）において、設備競争の促進の観点から、

課題が示されたところである。 
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を行ってきた。体力のある通信大手キャリア

と異なり、規模の小さいケーブルテレビ事業

者が、一社一社のカバーエリアは狭いながら

も業界全体で世帯カバー率、８８％まで設備

を整えられたことは、電気通信業界におい

て、設備競争をより活発に行うことが可能で

あることの証明であると考える」といった意

見が提出されているように、線路敷設基盤を

持たなくても、意欲のある事業者であれば、

当社や電力会社の線路敷設基盤を利用して自

前ネットワークを構築することが十分可能で

あること。 

－ＫＤＤＩ殿、ソフトバンク殿が有する財務

力、顧客基盤を用いれば、光ファイバを敷設

しサービスを提供することは十分可能である

こと。 

－加入者光ファイバについては、諸外国で日本

のように厳格なアンバンドル規制を課してい

る例は無いこと。 

・ なお、昨年度の競争セーフガード制度に基づ

く検証結果では、メタル回線と光ファイバ回線

は、 

①共に利用者から見て代替性の高いブロードバ

ンドサービスの提供に用いられていること、 

②既存の電柱・管路等の共通の線路敷設基盤の

上に敷設されていること、 

③実態としてＮＴＴ東西はメタル回線を光ファ

イバ回線に更新する際のコスト・手続の両面

において優位性を有していること、 

から、メタルと光を区別せずに第一種指定電気
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通信設備として指定することとされておりま

す。 

しかしながら、こうした理由は、以下の観点

から、合理性は無いと考えます。 

－メタル回線（ＤＳＬサービス）と光ファイバ

（光サービス）との間でサービスの代替性が

あることと、設備のボトルネック性とは直接

関係が無いこと。 

－電柱・管路等の線路敷設基盤は、徹底したオ

ープン化により、他事業者は、構築意欲さえ

あれば、光ファイバを自前敷設することが可

能であること。 

－当社は、メタル回線とは別に光ファイバを重

畳的に敷設しており、メタル回線を保有して

いることで他事業者よりも安く光ファイバを

敷設できるわけではないため、当社にコスト

面での優位性もないこと。 

 また、他事業者も計画的に光ファイバを敷

設することにより、個々のお客様からの申込

みに対して当社と同等の期間でサービス提供

することは可能となっており、当社に手続面

での優位性は無いいこと。 

・ 現に、ＮＴＴ東西の加入電話契約者数は、１

９９８年３月末時点のピーク時に約６，３００

万でしたが、２０１２年３月末時点では約３，

１００万へと減少しています。一方、フレッツ

光のひかり電話契約者数（ｃｈ数）は、２０１

２年３月末時点で約１，４００万たらずであ

り、加入電話のピーク時に比べると約１，８０

０万ものお客様が、ＮＴＴ東西の固定電話以外
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の他社直収電話やＦＴＴＨサービス又は携帯電

話等へ移行したものと想定されます。 

・ こうした状況は、お客様ご自身が自由にサー

ビスを選択した結果であり、多種多様なお客様

ニーズがあることを踏まえれば、メタル回線で

提供される代替サービスについて、固定のブロ

ードバンド回線の光ファイバに限定するという

考え方は市場実態を反映したものではなく、光

ファイバだけを抜き出して指定電気通信設備と

する理由にはならないと考えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

■【現行の指定方法の見直しについて】 

・ 殆ど全ての県内設備に事前規制をかける現行

の第一種指定電気通信設備の指定方法を継続し

た場合、健全な競争が繰り広げられているブロ

ードバンド通信市場においても、サービス開始

前に接続約款の認可又は告示改正等の行政手続

きが必要となり、また、認可申請前の事前説明

にも一定の時間が必要となるため、お客様に対

する新サービスの提供や料金値下げを遅らせる

原因となり、当社を他事業者との競争上極めて

不利な立場に置くことになるだけでなく、更な

るブロードバンド普及に向けたインフラ整備や

新規サービス開発の芽を摘むことによって、お

客様の利便の向上を妨げることになると考えま

す。 

・ したがって、現行制度の下においては、ＮＴ

Ｔ東西のほぼ全ての県内電気通信設備が、ボト

ルネック性の有無についての十分な検証がされ
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ないままに、ボトルネック性を有するとの蓋然

性があるという理由で、原則として全て指定電

気通信設備とされるネガティブリスト方式が採

用されておりますが、本来、規制の対象となる

設備は、行政当局が個別に不可欠性を挙証でき

た必要最小限のものに限定し、具体的に列挙す

る方式（ポジティブリスト方式）を採用すべき

と考えます。 

 

【加入光ファイバについて】 

・ 加入光ファイバについては、以下の観点にお

いてボトルネック性がないことは明らかである

ことから、第一種指定電気通信設備の対象から

除外していただきたいと考えます。 

－指定電気通信設備規制（ボトルネック規制）

の根幹となる端末系伝送路設備については、

電柱等ガイドラインに基づく線路敷設基盤の

オープン化や電柱の新たな添架ポイントの開

放・手続きの簡素化等により、他事業者が自

前の加入者回線を敷設するための環境が整備

された結果、他事業者の参入機会の均等性は

確保されており、ＩＰ・ブロードバンド市場

においては、アクセス区間においても現に設

備競争が進展していること。 

－現に、光ファイバについては、電力会社が当

社の約２倍の電柱を保有しており、電力系事

業者は相当量の設備を保有する等、当社と健

全な設備競争を展開しており、ＣＡＴＶ事業

者も、通信と放送の融合が進む中、電力会社

や当社の電柱を利用して自前アクセス回線を
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敷設し、過去１０年間で契約数を約１．８倍

の約２，８６７万世帯（平成２４年３月末。

登録に係る有線電気通信設備によりサービス

を受ける加入世帯数、「再放送のみ」を含

む。）に増加させていること。 

これに関して、平成２２年度の「光の道」

構想に関する意見募集に際して、ジュピター

テレコム殿からも、「ケーブルテレビ事業者

は、線路敷設基盤を保有しない状態で、今ま

で設備競争を行ってきた。体力のある通信大

手キャリアと異なり、規模の小さいケーブル

テレビ事業者が、一社一社のカバーエリアは

狭いながらも業界全体で世帯カバー率８８％

まで設備を整えられたことは、電気通信業界

において、設備競争をより活発に行うことが

可能であることの証明であると考える。」と

いった意見も提出されており、線路敷設基盤

を持たなくても、意欲のある事業者であれ

ば、当社や電力会社の線路敷設基盤を利用し

て自前ネットワークを構築することは十分可

能であること。 

－主要国において、加入光ファイバをアンバン

ドルし、提供義務が課せられているのは日本

だけであること。 

これに関して、平成２２年度の「光の道」

構想に関する意見募集に際して、米国電気通

信協会殿から、「米国では、高速大容量の光

ファイバー網を構造分離・機能分離・オープ

ン化する規制ではなく、規制を軽微に留めて

設備ベースの競争を促す方針が一貫して採ら
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れています。」「このように、日本において

は、さらなる規制負担によって高度通信網へ

の設備ベースの投資を阻害するのではなく、

現存するオープン化規制等の障壁を取り除く

ことを検討する必要があると考えられます。

米国には、高度通信網のオープン化規制が存

在しません。」といった意見も提出されてい

ること。 

・ なお、現行の固定系の指定電気通信設備規制

は、端末系伝送路設備（メタルと光の区別がな

い）の５０％以上の使用設備シェアを保有する

場合には、これと一体として設置される電気通

信設備を指定電気通信設備として規制する仕組

みとなっていますが、仮に、今回は、加入光フ

ァイバが第一種指定電気通信設備の対象から除

外されないことになったとしても、今後に向け

ては、既に敷設済のメタル回線と、健全な設備

競争の下で整備されてきた光ファイバの規制を

明確に区分し、個々にそのボトルネック性の有

無等の検証を行い、諸外国での規制の状況等も

踏まえながら、規制の要否を判断する必要があ

ると考えます。 

・ また、その際には、加入光ファイバのボトル

ネック性の判断にあたって、設備競争における

競争中立性を確保する観点から、通信・放送の

融合やモバイル系ブロードバンドサービスの普

及等を踏まえ、ＣＡＴＶ回線や高速モバイルア

クセス等を含めるよう見直すことについて検討

していただきたいと考えます。 

・ さらに、現行のシェア基準値（５０％超）に
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よる規制は、事業者間のシェアが５０％前後で

拮抗する場合でも、５０％超か否かで事業者間

に規制上の大きな差が生じる仕組みとなってい

るため、競争中立性を確保する観点から、一定

のシェアを有する事業者に対する規制の同等性

を確保するよう見直すことについて検討してい

ただきたいと考えます。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

イ 指定の対象に関する検証 

意   見 再  意  見 考  え  方 

意見８ 現在指定されている第一種指定電気通

信設備について、引き続き指定を継続すべ

き。 

再意見８  考え方８ 

■ 指定の対象は現行維持が必要 

ＮＧＮ、地域ＩＰ網及び、ひかり電話網、加

入光ファイバ、ＷＤＭ装置等の第一種指定電気

通信設備の指定の対象は、平成２４年５月１８

日付の「競争セーフガード制度に基づく検証結

果（２０１１年度）の公表」にて総務省殿の考

え方が示されたとおり、現在においても状況は

変わっていないため、引き続き、第一種指定電

気通信設備の指定を行うことが必要と考えま

す。 

【電気通信サービスの契約数及びシェアに関する

四半期データ（Ｈ２３年度３月末時点）】 

ＮＴＴ東西加入電話：約３，１３５万 

直収電話：約３８６万 

ＤＳＬ：約６７０万 

ＦＴＴＨ：ＮＴＴ東西殿のシェア ７４．２％ 

■ 先般の当社意見で述べたとおり、指定電気通

信設備制度が導入された当時は、電話の時代で

あり、他事業者が加入者回線の敷設や加入者交

換機を設置して、当社と同等のネットワークを

自ら構築することが実質的に困難であったこと

から、他事業者がサービスを提供するために当

社の固定電話網が不可欠であるとして、規制が

課されてきました。 

 しかしながら、ＩＰ・ブロードバンド時代に

おいては、他事業者は、ルータ等の局内装置を

自ら設置し独自のＩＰ通信網を構築し、アクセ

ス回線も自ら敷設、あるいは当社がオープン化

により提供しているダークファイバ等を利用し

てサービス提供しており、当社のＮＧＮをはじ

めとするＩＰ通信網に固定電話網のような不可

欠性はありません。 

■ ＮＧＮについては、情報通信審議会答申「次

世代ネットワークに係る接続ルールの在り方に

ついて」（平成２０年情審通第５３号。以下

「ＮＧＮ答申」という。）において示されたと

おり、シェア７４％超を占めるＦＴＴＨサービ

スやシェア７０％近いひかり電話等に利用され

るネットワークであり、他事業者の構築したネ

ットワークを利用してサービス提供を行うビジ

ネスモデルを採用する事業者（ＦＶＮＯ）や固

定電話網・ＩＰ網などネットワークを自ら構築

し保有している事業者（ＦＮＯ）にとって、利

用の公平性が確保された形で自網とＮＧＮを接

続可能であることがその事業展開上不可欠であ

り、かつ、利用者利便の確保の観点からも不可

欠であると考えられること等から、ＮＧＮを一

種指定設備に指定することとされたものであ
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０ＡＢＪ番号におけるＮＴＴ東西のシェア  

６５．５％ 

（イー・アクセス） 

 

■ ＮＴＴ東西殿の地域ＩＰ網や光アクセス回線

については、依然として競争事業者にとって実

質的に代替性の無いボトルネック設備であるこ

と、ＮＴＴ東西殿の次世代ネットワーク（以

下、「ＮＴＴ－ＮＧＮ」という。）や光ＩＰ電

話用ルータについては、フレッツネクストサー

ビスやひかり電話の加入契約数増加によりＮＴ

Ｔ東西殿のシェアが依然として高い水準を維持

していること等から、現在指定を受けている第

一種指定電気通信設備について、引き続き指定

を継続すべきです。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 現に、電力系事業者、ＫＤＤＩ殿、ＣＡＴＶ

事業者といった固定系の事業者だけでなく、Ｗ

ｉＭＡＸやＬＴＥ等を用いた移動系の事業者を

含め、自ら設備を構築してサービスを提供する

事業者間で熾烈な競争が展開されています。 

また、ＮＴＴ東西の加入電話契約者数は、１９

９８年３月末時点のピーク時に約６，３００万

でしたが、２０１２年３月末時点では約３，１

００万へと減少しています。一方、フレッツ光

のひかり電話契約者数（ｃｈ数）は、２０１２

年３月末時点で約１，４００万たらずであり、

加入電話のピーク時に比べると約１，８００万

ものお客様が、ＮＴＴ東西の固定電話以外の他

社直収電話やＦＴＴＨサービス又は携帯電話等

へ移行したものと想定されます。 

 こうした状況は、お客様ご自身が他社サービ

スのご利用を自由に選択した結果であり、ま

た、近年の傾向として、スマートフォン等の携

帯電話しか持たないお客様も相当数いらっしゃ

ることも踏まえれば、当社のＩＰ通信網は、携

帯電話も含め、各事業者が提供する多様なネッ

トワークの選択肢の一つに過ぎないと考えま

す。 

・ したがって、本年度の検証にあたっては、こ

のような市場環境・競争環境を十分に検証し、

「不可欠性」の無い設備については、早急に指

定電気通信設備の対象から除外していただきた

いと考えます。 

 

【ＮＧＮ、地域ＩＰ網及びひかり電話】 

る。 

ブロードバンド答申においても、同様の点に

ついて確認がなされた上で、「今後我が国の基

幹的なコア網としての役割が想定されるＮＧＮ

において、多様な事業者が、競争的なサービス

や多様なコンテンツ・アプリケーションサービ

スを柔軟に提供できる環境を整備することがこ

れまで以上に重要となっている」とされたとこ

ろである。 

  また、ＮＴＴ東西のＦＴＴＨユーザは、ＮＧ

Ｎの収容ルータに収容されると、現時点ではコ

ア網として他事業者網を選択できないことか

ら、ＮＧＮはメタル回線をアクセス回線とする

電話網等よりも他事業者にとっての事業展開上

のボトルネック性が一層高いという特性を有し

ている。 

  現在でもＦＴＴＨサービスにおけるＮＴＴ東

西のシェアは７３．４％、０ＡＢ－ＪＩＰ電話

におけるシェアも６３．９％の状況にあること

を踏まえると、これらの状況は現段階において

も変わりはないことから、引き続き、ＮＧＮ

は、一種指定設備に指定することが必要と考え

られる。 

 

■ 地域ＩＰ網については、ＮＧＮへの移行が進

められているところであるが、現時点において

もＮＴＴ東西合計で１６０社のＩＳＰ事業者が

地域ＩＰ網に接続している状況等から、地域Ｉ

Ｐ網との接続は引き続き他事業者にとって事業

展開上不可欠であり、利用者利便の確保の観点
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  当社のＮＧＮ、地域ＩＰ網及びひかり電話網

等のＩＰ通信網については、以下の観点から、

指定電気通信設備の対象から除外していただき

たいと考えます。 

（１）世界で最も徹底したオープン化を図ってき

た結果、他事業者は当社と同等の条件で独

自にＩＰ通信網を構築できる環境が十分整

っており、現に他事業者は独自のＩＰ通信

網を既に構築していること、 

 また、他事業者は、アクセス回線を自ら

敷設、若しくは当社の光ファイバ等を利用

してエンドエンドで設備を構築し、サービ

スを展開していることから、光ファイバ等

のアクセス回線のボトルネック性はネット

ワークとは遮断されており、当社のＮＧＮ

をはじめとするＩＰ通信網自体にボトルネ

ック性は無いこと。 

・他事業者が自前の設備を使って独自のＩ

Ｐ通信網を構築できるよう、当社は光フ

ァイバや局舎コロケーションといった

「素材」や、電柱・管路といった線路敷

設基盤を最大限提供しております。 

中継ダークファイバの提供実績： 

１６４事業者、３，４０８区間、約５．

０万芯（２００８年３月末） 

⇒１５４事業者、３，６９７区間、約

６．８万芯（２０１２年３月末） 

局舎コロケーションの提供実績： 

１００事業者、１，９００ビル、約３．

５万架（２００８年３月末） 

からも不可欠である状況に変わりはないと考え

られる。 

このため、地域ＩＰ網は、ＮＧＮへの移行の

進展状況等に留意しつつ、当面は引き続き一種

指定設備に指定することが必要と考えられる。 

 

■ ひかり電話網については、ＮＧＮへの移行が

進められているところであるが、現時点におい

ても、固定電話事業者や携帯電話事業者が、ひ

かり電話網のひかり電話ユーザに対する着信サ

ービスを提供することは、その事業展開上不可

欠であり、また、０ＡＢ－ＪＩＰ電話市場は引

き続き拡大傾向にあり、今後その重要性が高ま

ると考えられる中で、同市場におけるシェアは

平成２４年９月末時点で６３．９％（番号ベー

ス）であることから、ＮＧＮ答申において一種

指定設備に指定することが必要とされた状況に

変わりはないと考えられる。 

このため、ひかり電話網は、引き続き一種指

定設備に指定することが必要と考えられる。 

 

■ メディアコンバータやＯＬＴ等の装置類及び

局内光ファイバについては、加入光ファイバと

一体として設置・機能するものであり、加入光

ファイバのボトルネック性とは無関係に、装置

類だけを切り出して、その市場調達性や一部事

業者における自前設置の実績をもって、ボトル

ネック性の有無を判断することは適当ではな

い。 

以上の点を踏まえれば、現時点においても、
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⇒９６事業者、２，０５２ビル、約４．

５万架（２０１２年３月末） 

・また、年々多様化する他事業者からの

新しい要望等にお応えするため、接続メ

ニューの多様化、手続きの迅速化、情報

開示の充実等を通じて、市場拡大・サー

ビス競争の促進に寄与しています。 

（２）競争が進展しているブロードバンド市場に

おいて、当社のＩＰ通信網（ＮＧＮを含

む）を規制する理由は無いこと。 

・固定ブロードバンド市場における、当社

のシェア（２０１２年３月末）は５８．

０％、特に首都圏では５１．３％と熾烈

な競争が展開されており、その結果、我

が国では、光サービスが世界に先駆けて

普及する等、世界で最も低廉で高速なブ

ロードバンドサービス環境が実現してい

ます。 

・ＦＴＴＨサービスだけに市場を限定した

場合でも、ＫＤＤＩ殿の本格展開に伴

い、四半期別の純増数で見ると、当社の

シェアは２０１１年度第３四半期では約

７７％であったのに対し、直近の２０１

１年度第４四半期では約６２％まで低下

しています。さらに、純増数シェアをエ

リア別に見ると、例えば競争の激しい東

京都は約４３％、北海道や栃木県は約３

８％に逆転しております。 

・冒頭で述べたとおり、ＷｉＭＡＸやＬＴ

Ｅが商用化され、超高速ブロードバンド

局内装置類及び局内光ファイバについて指定の

対象外とすることは引き続き適当ではない。 

なお、ＮＴＴ東西からは、接続事業者が自前

敷設した芯線数の割合が高いとの意見が示され

ているが、これについては、接続事業者が局内

光ファイバを自前敷設するのは主として一回の

工事により大きな需要に対応できる場合である

ことを踏まえる必要があり、「他事業者も計画

的に所定の手続、自前工事を行えば、当社と同

等の期間で敷設が可能」との意見については、

実態を十分に考慮した上で、更に検証すること

が必要である。 

 

■ ＷＤＭ装置については、装置類の市場調達性

のみから判断するべきではなく、中継ダークフ

ァイバと一体として設置され、ネットワークの

一部として機能するものであることから、ボト

ルネック性がないと判断することは適当ではな

い。 

 

■ イーサネットサービス等のデータ通信網につ

いては、昨年度の競争セーフガード制度に基づ

く検証結果に示したとおり、現状では、その他

の専用線等と伝送路を共用しており、設備のボ

トルネック性という意味においては他の専用線

に用いられている設備と異なるものではない。 

このため、イーサネットスイッチはネットワ

ークの一部に過ぎず、これが市場において容易

に調達可能であることや、一部の事業者がネッ

トワークを自前構築できることをもって直ちに
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化が急速に進展してきていることや、ス

マートフォン等の高度な機能を有する端

末の普及に伴い、固定系ブロードバンド

は利用せずに移動系ブロードバンドのみ

を利用するユーザもいることを踏まえる

と、移動系を含めたブロードバンド市場

全体の中の１つのネットワークとして当

社のＩＰ通信網（ＮＧＮを含む）を捉え

ることが適当であり、当該市場における

ＮＴＴ東西のシェア（２０１２年３月

末）は１１．８％に過ぎません。 

（３）加入者光ファイバについて、諸外国で日

本のように厳格なアンバンドル規制を課

している例は無いこと。 

・「光の道」構想に関する意見募集（２

０１０年８月１７日）において、米国

電気通信協会殿から、 

    「米国では、高速大容量の光ファイバ網

を構造分離・機能分離・オープン化す

る規制ではなく、規制を軽微に留めて

設備ベースの競争を促す方針が一貫し

て採られています。」 

「このように、日本においては、さらな

る規制負担によって高度通信網への設

備ベースの投資を阻害するのではな

く、現存するオープン化規制等の障壁

を取り除くことを検討する必要がある

と考えられます。米国には、高度通信

網のオープン化規制が存在しませ

ん。」 

ボトルネック性がないと判断することはできな

い。 

以上を踏まえれば、イーサネットサービス等

のデータ通信網について、現時点において指定

の対象外とすることは適当ではない。 

 

■ 加入者光ファイバについては、考え方７のと

おり。 
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    といった意見が提出されております。 

なお、昨年度の競争セーフガード制度に基づ

く検証結果において、当社のＮＧＮ、地域ＩＰ

網、ひかり電話網を指定電気通信設備とする理

由については、以下のとおり、合理性は無いと

考えます。 

 

《ＮＧＮの検証結果》 

  昨年度の競争セーフガード制度に基づく検証

結果では、当社のＮＧＮについて、 

①ＮＧＮはシェア７４％超を占めるＦＴＴＨサ

ービスやシェア７０％近いひかり電話等に利

用されるネットワークであり、他事業者の構

築したネットワークを利用してサービス提供

を行うビジネスモデルを採用する事業者（Ｆ

ＶＮＯ）や固定電話網・ＩＰ網等ネットワー

クを自ら構築し保有している事業者（ＦＮ

Ｏ）にとって、利用の公平性が確保された形

で自網とＮＧＮを接続可能であることがその

事業展開上不可欠であり、かつ利用者利便の

確保の観点からも不可欠であると考えられる

こと、 

②ＮＴＴ東西のＦＴＴＨユーザは、ＮＧＮの収

容ルータに収容されると、現時点ではコア網

として他事業者網を選択できないことから、

ＮＧＮはメタル回線をアクセス回線とする電

話網等よりも他事業者にとっての事業展開上

の不可欠性等が一層高まるという特性を有し

ており、これらの状況は現段階においても変

わりはないこと、 
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③今後我が国の基幹的なコア網としての役割が

想定されるＮＧＮにおいて、多様な事業者

が、競争的なサービスや多様なコンテンツ・

アプリケーションサービスを柔軟に提供でき

る環境を整備することがこれまで以上に重要

となっていること、 

から、引き続き第一種指定電気通信設備に指定

することが必要とされています。 

しかしながら、こうした理由は、以下の観点

から、合理性は無いと考えます。 

・シェアについていえば、そもそもシェアは各

事業者がエリア展開や営業活動を積極的に展

開したか否かの結果に過ぎず、他事業者にと

って、事業展開上の不可欠性とは何ら関係の

無いこと。 

・また、シェアの見方についていえば、 

－固定ブロードバンド市場における、当社の

シェア（２０１２年３月末）は５８．

０％、特に首都圏では５１．３％と熾烈な

競争が展開されていること。 

－ＦＴＴＨサービスだけに市場を限定した場

合でも、四半期別の純増数で見ると、当社

のシェアは２０１１年度第４四半期では約

６２％まで低下していること。さらに、純

増数シェアをエリア別に見ると、例えば競

争の激しい東京都は約４３％、北海道や栃

木県は約３８％に逆転していること。 

－移動系を含めたブロードバンド市場全体に

おけるＮＴＴ東西のシェア（２０１２年３

月末）は１１．８％に過ぎないこと。 
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・ＦＶＮＯやＦＮＯにとっての不可欠性という

観点についていえば、それぞれお客様を抱え

る独立したネットワーク間の接続は、双方の

事業者にとって事業展開上不可欠であり、当

社のＮＧＮのみを指定電気通信設備とする理

由とはならないこと。 

また、現に一般中継局ルータ等での接続は

利用されておらず、仮に、今後、ＰＳＴＮマ

イグレーションに向けてＩＰ網同士の直接接

続を実施したとしても、独立した対等のネッ

トワーク間の接続であり、当社のＮＧＮのみ

を指定電気通信設備とする理由とはならない

こと。 

・当社のＮＧＮは「他事業者にとっての事業展

開上の不可欠性等が一層高まるという特性を

有している」「今後我が国の基幹的なコア網

としての役割が想定される」とされているこ

とについていえば、ＩＰ・ブロードバンド市

場においては、他事業者が当社の固定電話網

と接続して中継電話サービスを提供していた

時代とは異なり、他事業者は当社のＮＧＮに

依存することなく、お客様を獲得する競争構

造となっていること。 

加えて、スマートフォン等の携帯電話しか

持たないお客様も相当数いることも踏まえれ

ば、当社のＩＰ通信網（ＮＧＮを含む）は、

携帯電話も含め、各事業者が提供する多様な

ネットワークの選択肢の一つに過ぎず、当社

のＮＧＮは必ずしもＰＳＴＮの移行先の基幹

的なコア網となるわけではないこと。 
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・アクセスとネットワークの一体性についてい

えば、他事業者は、アクセス回線を自ら敷

設、もしくは、オープン化された当社の光フ

ァイバ等を利用してエンドエンドで設備を構

築し、サービスを展開していることから、光

ファイバ等のアクセス回線のボトルネック性

はネットワークとは遮断されていること。 

 

《地域ＩＰ網の検証結果》 

  昨年度の競争セーフガード制度に基づく検証

結果では、地域ＩＰ網について、 

・現時点においてもＮＴＴ東西合計で１６０社

のＩＳＰ事業者が地域ＩＰ網に接続している

状況等を踏まえれば、地域ＩＰ網との接続は

引き続き他事業者にとって事業展開上不可欠

であり、利用者利便の確保の観点から不可欠

である状況に変わりはないと考えられるこ

と、 

から、引き続き第一種指定電気通信設備として

指定することが当面必要とされています。 

  しかしながら、こうした理由は、以下の観点

から、合理性は無いと考えます。 

・当社の場合、ＩＳＰフリーのオープン型モデ

ルを採用し、ＩＳＰ事業者と公平に接続して

おり、今後もオープンなネットワークとして

相互接続性の確保を図っていく考えであるこ

と。 

・また、ＩＳＰ事業者は、当社が提供するアク

セス網だけでなく、他事業者の提供するアク

セス網を利用してサービスを提供されてお

 ３８ 



り、自由にアクセス網を選択できる状況にあ

ること。 

 

《ひかり電話網の検証結果》 

  昨年度の競争セーフガード制度に基づく検証

結果では、ひかり電話網について、 

①固定電話事業者や携帯電話事業者が、ひかり

電話網のひかり電話ユーザに対する着信サー

ビスを提供することは、その事業展開上不可

欠であること、 

②０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話市場は引き続き拡大傾

向にあり、今後その重要性が高まると考えら

れる中で、同市場におけるシェアは平成２３

年６月時点で６６．５％（番号ベース）であ

ること、 

から、引き続き第一種指定電気通信設備に指定

することが必要とされています。 

  しかしながら、こうした理由は、以下の観点

から、合理性は無いと考えます。 

・それぞれお客様を抱える独立したネットワー

ク間の接続は双方の事業者にとって事業展開

上不可欠であり、ひかり電話網のみを指定電

気通信設備とする理由とはならないこと。 

・ＮＴＴ東西の加入電話やＩＳＤＮ以外の直収

電話、０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話、ＣＡＴＶ電

話、０５０ＩＰ電話の合計に占めるＮＴＴ東

西の０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話シェアは４１．

５％（東西計：２０１２年３月末）に過ぎな

いこと。 

また、そもそもシェアは各事業者がエリア
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展開や営業活動を積極的に展開したか否かの

結果に過ぎず、他事業者にとって、事業展開

上の不可欠性とは何ら関係の無いこと。 

・更に携帯電話を含めたシェアで見れば、ひか

り電話のシェアは８．３％であり、ソフトバ

ンクモバイル殿が２，８００万契約を超えて

いる中で、ひかり電話は１，３７０万番号

（東西計：２０１２年３月末）に過ぎないこ

と。 

 

【局内装置類及び局内光ファイバ】 

  メディアコンバータやＯＬＴ、スプリッタ等

の局内装置類や局内光ファイバについては、以

下の観点から、指定電気通信設備の対象から除

外していただきたいと考えます。 

（１）メディアコンバータやＯＬＴ、スプリッタ

等の局内装置類は、誰でも容易に調達・設

置可能であり、現に他事業者は局舎コロケ

ーションを利用して自ら設置しているこ

と。その結果、接続料を設定したものの他

事業者の利用は皆無であること。 

（２）局内光ファイバについては、ダークファイ

バの提供を開始した２００１年当初から他

事業者による自前敷設を可能としており、

２００３年からは効率的な利用を目的とし

た中間配線盤の開放等の取組を実施してき

た結果、８１．９％が他事業者による自前

敷設となっていること。また、他事業者も

計画的に自前工事を行えば、当社と同等の

期間で敷設が可能となっていること。 

 ４０ 



自前局内光ファイバの割合：８１．９％ 

（局内光ファイバ総数３８．７万芯のうち他

事業者の自前局内光ファイバ３１．７万芯

（２０１２年３月末）の割合） 

  なお、昨年度の競争セーフガード制度に基づ

く検証結果では、局内装置類及び局内光ファイ

バについて、「加入光ファイバと一体として設

置・機能するものであり、加入光ファイバのボ

トルネック性とは無関係に、装置類だけを切り

出して、その市場調達性や一部事業者における

自前設置の実績をもって、ボトルネック性の有

無を判断することは適当ではない」ことから、

指定電気通信設備の対象外とすることは適当で

ないとされています。 

  しかしながら、当社の加入者光ファイバは、

はじめから競争下で構築されてきており、ボト

ルネック性は無いことに加え、現に、他事業者

はオープン化された当社の加入者光ファイバや

自ら敷設したアクセス回線と、自ら設置したル

ータ等の局内装置を組み合わせて独自のＩＰ通

信網を構築しております。 

  また、当社のＩＰ通信網も、オープン化され

た加入者光ファイバと局内装置を組み合わせて

構築しているに過ぎず、当社の局内装置類及び

局内光ファイバは、加入者光ファイバと既に切

り離されていることから、上記の理由について

は、合理性は無いと考えます。 

 

【イーサネット系サービス等のデータ通信網】 

  イーサネット系サービス等のデータ通信網に
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ついては、以下の観点から、指定電気通信設備

の対象から除外していただきたいと考えます。 

（１）イーサネットサービスの市場における当社

のシェアは、１９％（２０１２年３月末）

であり、競争は十分に進展していること。 

（２）また、イーサ装置の価格は１台当たり数十

万円から数百万円程度であり、当社又は電

力系事業者等から光ファイバを借り、自前

で装置を当社ビル等にコロケーションすれ

ば、他事業者は同等のサービス提供が可能

となっており、現にそれらを利用してサー

ビスを提供していること。 

  なお、昨年度の競争セーフガード制度に基づ

く検証結果では、イーサネットサービス等のデ

ータ通信網について、 

①現状では、その他の専用線等と伝送路を共用

しており、設備のボトルネック性という意味

においては他の専用線に用いられている設備

と異なるものではないこと、 

②イーサネットスイッチはネットワークの一部

に過ぎず、これが市場において容易に調達可

能であることや、一部の事業者がネットワー

クを自前構築できることをもって直ちにボト

ルネック性が無いと判断することはできない

こと、 

から指定電気通信設備の対象外とすることは適

当でないとされています。 

  しかしながら、こうした理由は、以下の観点

から、合理性は無いと考えます。 

・専用線等と伝送路を共用していることと、設
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備のボトルネック性とは直接関係が無いこ

と。 

・現に他事業者は、当社の中継ダークファイバ

と自ら調達したイーサネットスイッチを組み

合わせ、独自のデータ通信網を構築してお

り、それ自体が当社のイーサネットサービス

等のデータ通信網にボトルネック性が無いこ

との証左であること。 

 

【ＷＤＭ装置】 

  ＷＤＭ装置については、市中で調達可能なも

のであり、他事業者は、当社の中継ダークファ

イバ等と組み合わせて、自ら設置することが可

能であることから、当社のＷＤＭ装置に不可欠

性はなく、指定電気通信設備の対象から除外す

べきであると考えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

■【ＮＧＮ、地域ＩＰ網及びひかり電話網につい

て】 

・ 当社のＮＧＮ、地域ＩＰ網及びひかり電話網

（以下、ＮＧＮ等）については、以下の観点に

おいてボトルネック性がないことは明らかで

す。 

－他事業者がＩＰ網を自前で構築する際の素材

となる線路敷設基盤やアクセス網は、世界的

に最もアンバンドリング／オープン化が進展

しており、また、ＩＰ網の自前構築に必要な

ルータ等の電気通信設備は誰でも容易に市中

で調達し、自ら設置することが可能であるた
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め、他事業者がこれらの設備を組み合わせて

当社と同様のネットワークを自前構築するこ

とは十分可能となっていること。 

－現に、他事業者は当社のＮＧＮ等に依存する

ことなく、独自のＩＰ網を構築し、当社に匹

敵するブロードバンドユーザを獲得してお

り、当社のＮＧＮ等は各事業者が提供する多

様なネットワークの選択肢の一つに過ぎない

こと。具体的には、固定系ブロードバンドサ

ービス市場で見た場合、当社シェアは西日本

マクロで４９．９％、府県別では最小で約３

７％、ＦＴＴＨ市場での競争が激しい関西エ

リアでは、２府４県でシェアが約４０％に過

ぎないこと。さらに、モバイル系ブロードバ

ンドサービスも含めたブロードバンド市場全

体で見た場合、ＮＴＴ東西のシェアはわずか

１０％程度に過ぎないこと。 

－ひかり電話サービスについて、加入電話と代

替的なサービス市場で見た場合、直収電話、

０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話、ＣＡＴＶ電話、０５

０ ＩＰ電話の合計に占めるＮＴＴ東西のシ

ェアは４１％程度（平成２４年３月末）、さ

らに、携帯電話も含めたシェアで見れば８％

程度（同上）に過ぎないこと。 

－アクセス回線のボトルネック性に起因する影

響は、オープン化により遮断されており、他

事業者はアクセス回線からの影響を受けるこ

となくネットワークを構築可能であるため、

当社のアクセス回線のシェアが高いか否かは

当社のＮＧＮ等自体のボトルネック性の有無
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の判断にあたって直接関係がないこと。 

－主要国において、ブロードバンドサービスの

ネットワーク部分をアンバンドルし、提供

義務が課せられているのは日本だけである

こと。 

・ 上述のとおり、当社のＮＧＮ等にボトルネッ

ク性がないことは明らかであり、また、ＩＰ・

ブロードバンド時代は、各事業者がそれぞれネ

ットワークを構築し、お互いのお客様同士が相

互に通信しあう、同じ立場での接続形態となっ

ており、当社の固定電話網を中継事業者へアク

セス網として貸し出す形態が中心であった電話

時代の接続とは大きく異なっていることから、

当社のＮＧＮ等は、第一種指定電気通信設備の

対象から除外していただきたいと考えます。 

 

【局内装置類及び局内光ファイバについて】 

・ イーサネットスイッチ、メディアコンバー

タ、光信号伝送装置（ＯＬＴ）、光局内スプリ

ッタ、ＷＤＭ装置等の局内装置類については、

以下の観点においてボトルネック性がないこと

は明らかであることから、第一種指定電気通信

設備の対象から除外していただきたいと考えま

す。 

－他事業者がＩＰ網を自前で構築する際の素材

となる線路敷設基盤やアクセス網は、世界的

に最もアンバンドリング／オープン化が進展

しており、ＩＰ網の自前構築に必要な当該装

置類は誰でも容易に市中で調達し、自ら設置

することが可能であるため、他事業者がこれ
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らの設備を組み合わせて当社と同様のネット

ワークを自前構築することは十分可能となっ

ていること。 

－現に、他事業者は自前の光アクセスと当該装

置類を組み合わせて、もしくは、当社の光ア

クセスと当社の局舎コロケーションを利用し

て当該装置類を設置し、サービス提供してい

ること。 

－アクセス回線のボトルネック性に起因する影

響は、オープン化により遮断されており、他

事業者はアクセス回線からの影響を受けるこ

となくネットワークを構築可能であるため、

当社のアクセス回線のシェアが高いか否かは

当社の当該装置類自体のボトルネック性の有

無の判断にあたって直接関係がないこと。 

・ なお、当該装置類の全てを第一種指定電気通

信設備の対象から除外するのに時間を要する場

合には、少なくとも、他事業者がコロケーショ

ンできない局舎に設置された局内装置類、中継

光ファイバの空きがない区間に設置されたＷＤ

Ｍ装置等に指定対象を限定していただきたいと

考えます。 

・ 局内光ファイバについては、他事業者による

自前敷設が可能であり、また、他事業者が計画

的に所定の手続き・自前工事を行うことで、当

社が局内光ファイバを敷設する場合と同等期間

で、当該他事業者も局内光ファイバを自前敷設

できることに鑑み、第一種指定電気通信設備の

対象から除外していただきたいと考えます。 

（ＮＴＴ西日本） 
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意見９ 設備ベース競争の進展に鑑み、不可欠

性のない設備については、早急に第一種指定

電気通信設備の対象から除外すべき。 

再意見９  考え方９ 

■【指定電気通信設備規制に対する基本的な考え

方】 

・ 指定電気通信設備制度が導入された当時は、

電話の時代であり、他事業者が加入者回線の敷

設や加入者交換機を設置して、当社と同等のネ

ットワークを自ら構築することが実質的に困難

であったことから、他事業者がサービスを提供

するために当社の固定電話網が不可欠であると

して、規制が課されてきました。 

  しかしながら、ＩＰ・ブロードバンド時代に

おいては、他事業者は、ルータ等の局内装置を

自ら設置し独自のＩＰ通信網を構築し、アクセ

ス回線も自ら敷設、あるいは当社がオープン化

により提供しているダークファイバ等を利用し

てサービス提供しており、当社のＮＧＮをはじ

めとするＩＰ通信網に固定電話網のような不可

欠性はありません。 

  現に、電力系事業者、ＫＤＤＩ殿、ＣＡＴＶ

事業者といった固定系の事業者だけでなく、Ｗ

ｉＭＡＸやＬＴＥ等を用いた移動系の事業者を

含め、自ら設備を構築してサービスを提供する

事業者間で熾烈な競争が展開されています。 

  また、ＮＴＴ東西の加入電話契約者数は、１

９９８年３月末時点のピーク時に約６，３００

万でしたが、２０１２年３月末時点では約３，

１００万へと減少しています。一方、フレッツ

光のひかり電話契約者数（ｃｈ数）は、２０１

■ ＮＴＴ東・西は、ＮＧＮをはじめとするＩＰ

通信網に固定電話網のような不可欠性はない旨

主張していますが、ＮＧＮをはじめとするＩＰ

通信網はボトルネック設備であるアクセス回線

と一体で構築されていることから不可欠性があ

ることは自明です。平成２４年５月１８日付の

「競争セーフガード制度に基づく検証結果（２

０１１年度）の公表」において「指定要件に係

る現行制度の枠組み及び運用は、引き続き維持

することが適当」と総務省の考え方が示されて

おり、現在においても指定対象を見直さなけれ

ばならない特段の状況とはなっていないことか

ら、これらの設備については引き続き指定設備

の対象とすべきです。 

（ＫＤＤＩ） 

■ 一種指定設備の対象については、競争セーフ

ガード制度及び本公正競争レビュー制度による

運用を通じて毎年度検証することとしており、

今年度においても公正競争レビュー制度運用ガ

イドラインに規定する考え方に基づき検証し、

その妥当性・適正性の確保に努めることとして

いる。 
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２年３月末時点で約１，４００万たらずであ

り、加入電話のピーク時に比べると約１，８０

０万ものお客様が、ＮＴＴ東西の固定電話以外

の他社直収電話やＦＴＴＨサービス又は携帯電

話等へ移行したものと想定されます。 

  こうした状況は、お客様ご自身が他社サービ

スのご利用を自由に選択した結果であり、ま

た、近年の傾向として、スマートフォン等の携

帯電話しか持たないお客様も相当数いらっしゃ

ることも踏まえれば、当社のＩＰ通信網は、携

帯電話も含め、各事業者が提供する多様なネッ

トワークの選択肢の一つに過ぎないと考えま

す。 

・ したがって、今年度の検証にあたっては、こ

のような市場環境・競争環境を十分に検証し、

「不可欠性」のない設備については、早急に指

定電気通信設備の対象から除外していただきた

いと考えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

■【指定電気通信設備規制に対する基本的な考え

方】 

・ 指定電気通信設備制度が導入された当時は、

電話の時代であり、他事業者が加入者回線や加

入者交換機を自ら設置して、当社と同等のネッ

トワークを自前構築することは実質的に困難で

あったことから、他事業者がサービスを提供す

るためには、当社の固定電話網が不可欠である

として、規制が課されてきました。 

・ しかしながら、ＩＰ・ブロードバンド時代に
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は、他事業者は、ルータ等の局内装置を自ら設

置して独自のＩＰ網を構築し、アクセス回線も

自ら敷設、あるいは当社がオープン化して提供

するダークファイバ等を利用してサービス提供

しているところであり、現に、電力系事業者、

ＫＤＤＩ殿、ＣＡＴＶ事業者といった固定系の

事業者だけでなく、ＷｉＭＡＸやＬＴＥ等を用

いた無線系の事業者を含め、自ら設備を構築し

てサービスを提供する事業者間で熾烈な競争が

展開されていることから、当社のＮＧＮをはじ

めとするＩＰ網には当社の固定電話網のような

不可欠性はありません。 

・ また、ＮＴＴ東西の加入電話契約者数は、平

成１０年３月末時点のピーク時に約６，３００

万でしたが、平成２４年３月末時点では約３，

１００万へと減少しています。一方、フレッツ

光のひかり電話契約者数（ｃｈ数）は、平成２

４年３月末時点で約１，４００万足らずに留ま

っており、加入電話契約者数のピーク時と比べ

ると、約１，８００万ものお客様が、携帯電話

や他社直収電話に移行したものと考えられま

す。これらに加えて、特に、最近の傾向とし

て、スマートフォン等しか持たないお客様が増

えてきていることも踏まえれば、当社のＩＰ網

は、携帯電話網を含め、各事業者が提供する多

様なネットワークに係る選択肢の一つに過ぎな

いと考えます。 

・ したがって、今年度の検証にあたっては、こ

のような市場環境・競争環境を十分に検証し、

「不可欠性」がない設備については、早急に指

 ４９ 



定電気通信設備の対象から除外していただきた

いと考えます。 

（ＮＴＴ西日本） 

 意見１０ ＮＧＮ、地域ＩＰ網及びひかり電話

網等のＩＰ通信網は、現に他事業者は独自の

ＩＰ網を構築するなど、ボトルネック性はな

いことから、第一種指定電気通信設備の対象

から除外すべき。 

再意見１０  考え方１０ 

■【ＮＧＮ、地域ＩＰ網及びひかり電話】 

  当社のＮＧＮ、地域ＩＰ網及びひかり電話網

等のＩＰ通信網については、以下の観点から、

指定電気通信設備の対象から除外していただき

たいと考えます。 

（１）世界で最も徹底したオープン化を図ってき

た結果、他事業者は当社と同等の条件で独

自にＩＰ通信網を構築できる環境が十分整

っており、現に他事業者は独自のＩＰ通信

網を既に構築していること、 

 また、他事業者は、アクセス回線を自ら

敷設、若しくは当社の光ファイバ等を利用

してエンドエンドで設備を構築し、サービ

スを展開していることから、光ファイバ等

のアクセス回線のボトルネック性はネット

ワークとは遮断されており、当社のＮＧＮ

をはじめとするＩＰ通信網自体にボトルネ

ック性はないこと。 

・ 他事業者が自前の設備を使って独自のＩ

Ｐ通信網を構築できるよう、当社は光ファ

イバや局舎コロケーションといった「素

材」や、電柱・管路といった線路敷設基盤

■ ＮＧＮ、地域ＩＰ網及びひかり電話網につい

は、以下の理由から利用者及び接続事業者にと

っての不可欠性が高いと考えられるため、引き

続き第一種指定電気通信設備（以下、一種指定

設備）の対象とすることが必要と考えます。 

①ＮＴＴ東西殿がブロードバンド市場において

競争が進展していると主張するものの、依然

としてＮＴＴ東西殿のＦＴＴＨにおける市場

シェアは７４．２％、０ＡＢＪ－ＩＰ電話６

５．５％（※１）と独占化傾向にあること。 

②２０１０年１１月に、ＮＴＴ東西殿がＰＳＴ

Ｎの概括的展望を示し、現在、ＰＳＴＮマイ

グレーションに係る意識合わせの場にて、Ｉ

Ｐ網同士の接続への移行を前提として議論さ

れていることから、今後ＮＧＮをはじめとし

たＮＴＴ東西殿のＩＰ網との接続の重要性が

更に高まると考えられること。 

③メタル・ＰＳＴＮから光・ＮＧＮへのマイグ

レーションの進展により、「メタル・ＰＳＴ

Ｎサービス（加入電話、ＩＳＤＮ、ＡＤＳＬ

等）におけるＮＴＴ東西殿の顧客基盤」及

び、「ＰＳＴＮの廃止に伴いサービス基盤を

■ ＮＧＮ、地域ＩＰ網及びひかり電話網につい

ては、考え方８のとおり。 
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を最大限提供しております。 

   中継ダークファイバの提供実績： 

１６４事業者、３，４０８区間、約５．０

万芯（２００８年３月末） 

⇒１５４事業者、３，６９７区間、約６．

８万芯（２０１２年３月末） 

局舎コロケーションの提供実績： 

１００事業者、１，９００ビル、約３．５

万架（２００８年３月末） 

⇒９６事業者、２，０５２ビル、約４．５

万架（２０１２年３月末） 

・ また、年々多様化する他事業者からの新

しい要望等にお応えするため、接続メニュ

ーの多様化、手続きの迅速化、情報開示の

充実等を通じて、市場拡大・サービス競争

の促進に寄与しています。 

（２）競争が進展しているブロードバンド市場に

おいて、当社のＩＰ通信網（ＮＧＮを含

む）を規制する理由はないこと。 

・ 固定ブロードバンド市場における、当社

のシェア（２０１２年３月末）は５８．

０％、特に首都圏では５１．３％と熾烈な

競争が展開されており、その結果、我が国

では、光サービスが世界に先駆けて普及す

る等、世界で最も低廉で高速なブロードバ

ンドサービス環境が実現しています。 

・ ＦＴＴＨサービスだけに市場を限定した

場合でも、ＫＤＤＩ殿の本格展開に伴い、

四半期別の純増数で見ると、当社のシェア

は２０１１年度第３四半期では約７７％で

失う競争事業者によるサービス（マイライ

ン、ドライカッパ電話、ＡＤＳＬ等）」に

て、ＮＴＴ東西殿のＦＴＴＨ、０ＡＢＪ－Ｉ

Ｐ電話への移行が進み、独占が拡大する虞が

あること。 

（※１）電気通信サービスの契約数及びシェア

に関する四半期データ（２０１２年３

月末） 

（イー・アクセス） 

 

■ ＮＴＴ東西殿の次世代ネットワーク（以下、

「ＮＴＴ－ＮＧＮ」という。）、地域ＩＰ網や

ひかり電話網については、アンバンドルが十分

に行われておらず、競争事業者の事業展開に支

障が生じています。現に、ＮＴＴ東西殿の契約

数シェアは、ＦＴＴＨで７４．２％、０ＡＢＪ

－ＩＰ電話では６５．５％（２０１２年３月末

時点）と依然として高いシェアを占めており、

競争事業者にとって実質的に代替性の無いボト

ルネック設備である状況に依然として変化があ

りません。そのため、より一層競争を促進する

施策を講じる必要があると考えます。 

さらに、ＮＴＴ－ＮＧＮ、ひかり電話網につ

いては、高いシェアを有するＮＴＴ東西殿の固

定電話網や地域ＩＰ網のユーザが将来的に移行

していくことが想定され、競争事業者にとって

事業展開上の不可欠性等がより高いと言えま

す。 

これらを踏まえると、ＮＴＴ－ＮＧＮ、地域

ＩＰ網及びひかり電話網については、競争促進
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あったのに対し、直近の２０１１年度第４

四半期では約６２％まで低下しています。

さらに、純増数シェアをエリア別に見る

と、例えば競争の激しい東京都は約４

３％、北海道や栃木県は約３８％に逆転し

ております。 

・ 冒頭で述べたとおり、ＷｉＭＡＸやＬＴ

Ｅが商用化され、超高速ブロードバンド化

が急速に進展してきていることや、スマー

トフォン等の高度な機能を有する端末の普

及に伴い、固定系ブロードバンドは利用せ

ずに移動系ブロードバンドのみを利用する

ユーザもいることを踏まえると、移動系を

含めたブロードバンド市場全体の中の１つ

のネットワークとして当社のＩＰ通信網

（ＮＧＮを含む）を捉えることが適当であ

り、当該市場におけるＮＴＴ東西のシェア

（２０１２年３月末）は１１．８％に過ぎ

ません。 

（３）加入者光ファイバについて、諸外国で日本

のように厳格なアンバンドル規制を課して

いる例はないこと。 

・ 「光の道」構想に関する意見募集（２０

１０年８月１７日）において、米国電気通

信協会殿から、 

   「米国では、高速大容量の光ファイバー網

を構造分離・機能分離・オープン化する

規制ではなく、規制を軽微に留めて設備

ベースの競争を促す方針が一貫して採ら

れています。」 

の観点から、引き続き、第一種指定電気通信設

備としての指定を継続すべきと考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ 情報通信審議会答申「次世代ネットワークに

係る接続ルールの在り方について」（平成２０

年３月２７日）にて整理されたとおり、ＮＧＮ

をはじめとするＩＰ通信網については第一種指

定電気通信設備への指定を維持すべきです。 

ＮＧＮをはじめとするＩＰ通信網は、ボトル

ネック設備であるアクセス回線と一体で構築さ

れていることから不可欠性があり、ＮＧＮと一

体で構築されているＮＴＴ東・西のＦＴＴＨの

契約数シェアは７４．２％（「電気通信サービ

スの契約数及びシェアに関する四半期データの

公表（平成２３年 度第４四半期（３月

末））」）と依然として高止まりしており、Ｎ

ＴＴ東・西が市場支配力を拡大する結果となっ

ています。 

そのため、競争を機能させる観点から、指定

の継続は当然であると考えます。 

（ＫＤＤＩ） 
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   「このように、日本においては、さらなる

規制負担によって高度通信網への設備ベ

ースの投資を阻害するのではなく、現存

するオープン化規制などの障壁を取り除

くことを検討する必要があると考えられ

ます。米国には、高度通信網のオープン

化規制が存在しません。」 

   といった意見が提出されております。 

   なお、昨年度の競争セーフガード制度に基

づく検証結果において、当社のＮＧＮ、地域

ＩＰ網、ひかり電話網を指定電気通信設備と

する理由については、以下のとおり、合理性

はないと考えます。 

 

《ＮＧＮの検証結果》 

  昨年度の競争セーフガード制度に基づく検証

結果では、当社のＮＧＮについて、 

 ①ＮＧＮはシェア７４％超を占めるＦＴＴＨサ

ービスやシェア７０％近いひかり電話等に利

用されるネットワークであり、他事業者の構

築したネットワークを利用してサービス提供

を行うビジネスモデルを採用する事業者（Ｆ

ＶＮＯ）や固定電話網・ＩＰ網などネットワ

ークを自ら構築し保有している事業者（ＦＮ

Ｏ）にとって、利用の公平性が確保された形

で自網とＮＧＮを接続可能であることがその

事業展開上不可欠であり、かつ利用者利便の

確保の観点からも不可欠であると考えられる

こと、 

 ②ＮＴＴ東西のＦＴＴＨユーザは、ＮＧＮの収
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容ルータに収容されると、現時点ではコア網

として他事業者網を選択できないことから、

ＮＧＮはメタル回線をアクセス回線とする電

話網等よりも他事業者にとっての事業展開上

の不可欠性等が一層高まるという特性を有し

ており、これらの状況は現段階においても変

わりはないこと、 

 ③今後我が国の基幹的なコア網としての役割が

想定されるＮＧＮにおいて、多様な事業者

が、競争的なサービスや多様なコンテンツ・

アプリケーションサービスを柔軟に提供でき

る環境を整備することがこれまで以上に重要

となっていること、 

から、引き続き第一種指定電気通信設備に指定

することが必要とされています。 

  しかしながら、こうした理由は、以下の観点

から、合理性はないと考えます。 

・シェアについていえば、そもそもシェアは各

事業者がエリア展開や営業活動を積極的に展

開したか否かの結果に過ぎず、他事業者にと

って、事業展開上の不可欠性とは何ら関係の

ないこと。 

・また、シェアの見方についていえば、 

  －固定ブロードバンド市場における、当社の

シェア（２０１２年３月末）は５８．

０％、特に首都圏では５１．３％と熾烈な

競争が展開されていること。 

  －ＦＴＴＨサービスだけに市場を限定した場

合でも、四半期別の純増数で見ると、当社

のシェアは２０１１年度第４四半期では約
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６２％まで低下していること。さらに、純

増数シェアをエリア別に見ると、例えば競

争の激しい東京都は約４３％、北海道や栃

木県は約３８％に逆転していること。 

  －移動系を含めたブロードバンド市場全体に

おけるＮＴＴ東西のシェア（２０１２年３

月末）は１１．８％に過ぎないこと。 

・ＦＶＮＯやＦＮＯにとっての不可欠性という

観点についていえば、それぞれお客様を抱え

る独立したネットワーク間の接続は、双方の

事業者にとって事業展開上不可欠であり、当

社のＮＧＮのみを指定電気通信設備とする理

由とはならないこと。 

   また、現に一般中継局ルータ等での接続は

利用されておらず、仮に、今後、ＰＳＴＮマ

イグレーションに向けてＩＰ網同士の直接接

続を実施したとしても、独立した対等のネッ

トワーク間の接続であり、当社のＮＧＮのみ

を指定電気通信設備とする理由とはならない

こと。 

 ・当社のＮＧＮは「他事業者にとっての事業展

開上の不可欠性等が一層高まるという特性を

有している」「今後我が国の基幹的なコア網

としての役割が想定される」とされているこ

とについていえば、ＩＰ・ブロードバンド市

場においては、他事業者が当社の固定電話網

と接続して中継電話サービスを提供していた

時代とは異なり、他事業者は当社のＮＧＮに

依存することなく、お客様を獲得する競争構

造となっていること。 
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   加えて、スマートフォン等の携帯電話しか

持たないお客様も相当数いることも踏まえれ

ば、当社のＩＰ通信網（ＮＧＮを含む）は、

携帯電話も含め、各事業者が提供する多様な

ネットワークの選択肢の一つに過ぎず、当社

のＮＧＮは必ずしもＰＳＴＮの移行先の基幹

的なコア網となるわけではないこと。 

 ・アクセスとネットワークの一体性についてい

えば、他事業者は、アクセス回線を自ら敷

設、もしくは、オープン化された当社の光フ

ァイバ等を利用してエンドエンドで設備を構

築し、サービスを展開していることから、光

ファイバ等のアクセス回線のボトルネック性

はネットワークとは遮断されていること。 

 

《地域ＩＰ網の検証結果》  

  昨年度の競争セーフガード制度に基づく検証

結果では、地域ＩＰ網について、 

 ・現時点においてもＮＴＴ東西合計で１６０社

のＩＳＰ事業者が地域ＩＰ網に接続している

状況等を踏まえれば、地域ＩＰ網との接続は

引き続き他事業者にとって事業展開上不可欠

であり、利用者利便の確保の観点から不可欠

である 状況に変わりはないと考えられるこ

と、 

から、引き続き第一種指定電気通信設備として

指定することが当面必要とされています。 

  しかしながら、こうした理由は、以下の観点

から、合理性はないと考えます。 

 ・当社の場合、ＩＳＰフリーのオープン型モデ
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ルを採用し、ＩＳＰ事業者と公平に接続して

おり、今後もオープンなネットワークとして

相互接続性の確保を図っていく考えであるこ

と。 

 ・また、ＩＳＰ事業者は、当社が提供するアク

セス網だけでなく、他事業者の提供するアク

セス網を利用してサービスを提供されてお

り、自由にアクセス網を選択できる状況にあ

ること。 

 

《ひかり電話網の検証結果》 

  昨年度の競争セーフガード制度に基づく検証

結果では、ひかり電話網について、 

 ①固定電話事業者や携帯電話事業者が、ひかり

電話網のひかり電話ユーザに対する着信サ

ービスを提供することは、その事業展開上

不可欠であること、 

 ②０ＡＢＪ－ＩＰ電話市場は引き続き拡大傾向

にあり、今後その重要性が高まると考えら

れる中で、同市場におけるシェアは平成２

３年６月時点で６６．５％（番号ベース）

であること、 

から、引き続き第一種指定電気通信設備に指定

することが必要とされています。 

  しかしながら、こうした理由は、以下の観点

から、合理性はないと考えます。 

 ・それぞれお客様を抱える独立したネットワー

ク間の接続は双方の事業者にとって事業展開

上不可欠であり、ひかり電話網のみを指定電

気通信設備とする理由とはならないこと。 
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 ・ＮＴＴ東西の加入電話やＩＳＤＮ以外の直収

電話、０ＡＢＪ－ＩＰ電話、ＣＡＴＶ電話、

０５０ＩＰ電話の合計に占めるＮＴＴ東西の

０ＡＢＪ－ＩＰ電話シェアは４１．５％（東

西計：２０１２年３月末）に過ぎないこと。 

   また、そもそもシェアは各事業者がエリア

展開や営業活動を積極的に展開したか否かの

結果に過ぎず、他事業者にとって、事業展開

上の不可欠性とは何ら関係のないこと。 

 ・更携帯電話を含めたシェアで見れば、ひかり

電話のシェアは８．３％であり、ソフトバン

クモバイル殿が２，８００万契約を超えてい

る中で、ひかり電話は１，３７０万番号（東

西計：２０１２年３月末）に過ぎないこと。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

■【ＮＧＮ、地域ＩＰ網及びひかり電話網につい

て】 

・ 当社のＮＧＮ、地域ＩＰ網及びひかり電話網

（以下、ＮＧＮ等）については、以下の観点に

おいてボトルネック性がないことは明らかで

す。 

他事業者がＩＰ網を自前で構築する際の素材

となる線路敷設基盤やアクセス網は、世界的に

最もアンバンドリング／オープン化が進展して

おり、また、ＩＰ網の自前構築に必要なルータ

等の電気通信設備は誰でも容易に市中で調達

し、自ら設置することが可能であるため、他事

業者がこれらの設備を組み合わせて当社と同様

のネットワークを自前構築することは十分可能
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となっていること。 →別添１ 

現に、他事業者は当社のＮＧＮ等に依存する

ことなく、独自のＩＰ網を構築し、当社に匹敵

するブロードバンドユーザを獲得しており、当

社のＮＧＮ等は各事業者が提供する多様なネッ

トワークの選択肢の一つに過ぎないこと。具体

的には、固定系ブロードバンドサービス市場で

見た場合、当社シェアは西日本マクロで４９．

９％、府県別では最小で約３７％、ＦＴＴＨ市

場での競争が激しい関西エリアでは、２府４県

でシェアが約４０％に過ぎないこと。→別添２ 

 さらに、モバイル系ブロードバンドサービス

も含めたブロードバンド市場全体で見た場合、

ＮＴＴ東西のシェアはわずか１０％程度に過ぎ

ないこと。→別添３ 

ひかり電話サービスについて、加入電話と代

替的なサービス市場で見た場合、直収電話、０

ＡＢＪ－ＩＰ電話、ＣＡＴＶ電話、０５０ ＩＰ

電話の合計に占めるＮＴＴ東西のシェアは４

１％程度（平成２４年３月末）、さらに、携帯

電話も含めたシェアで見れば８％程度（同上）

に過ぎないこと。→別添４ 

アクセス回線のボトルネック性に起因する影

響は、オープン化により遮断されており、他事

業者はアクセス回線からの影響を受けることな

くネットワークを構築可能であるため、当社の

アクセス回線のシェアが高いか否かは当社のＮ

ＧＮ等自体のボトルネック性の有無の判断にあ

たって直接関係がないこと。 

主要国において、ブロードバンドサービスの
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ネットワーク部分をアンバンドルし、提供義務

が課せられているのは日本だけであること。 

→別添５ 

・ 上述のとおり、当社のＮＧＮ等にボトルネッ

ク性がないことは明らかであり、また、ＩＰ・

ブロードバンド時代は、各事業者がそれぞれネ

ットワークを構築し、お互いのお客様同士が相

互に通信しあう、同じ立場での接続形態となっ

ており、当社の固定電話網を中継事業者へアク

セス網として貸し出す形態が中心であった電話

時代の接続とは大きく異なっていることから、

当社のＮＧＮ等は、第一種指定電気通信設備の

対象から除外していただきたいと考えます。 

（別添１） 

 

（別添２） 

 ６０ 



 

（別添３） 

 

（別添４） 

 

 ６１ 



 

（別添５） 

 

（ＮＴＴ西日本） 

 意見１１ ＮＴＴ東西の局内装置類及び局内光

ファイバは、加入者光ファイバと既に切り離

されていることから、指定電気通信設備の対

象から除外するべき。 

 再意見１１  考え方１１ 

■【局内装置類及び局内光ファイバ】 

  メディアコンバータやＯＬＴ、スプリッタ等

■ 局内装置類及び局内光ファイバは、２０１０

年１１月にＮＴＴ東西殿がＰＳＴＮの概括的展

■ メディアコンバータやＯＬＴ等の装置類、局

内光ファイバ及びイーサネットスイッチについ
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の局内装置類や局内光ファイバについては、以

下の観点から、指定電気通信設備の対象から除

外していただきたいと考えます。 

（１）メディアコンバータやＯＬＴ、スプリッ

タ等の局内装置類は、誰でも容易に調

達・設置可能であり、現に他事業者は局

舎コロケーションを利用して自ら設置し

ていること。その結果、接続料を設定し

たものの他事業者の利用は皆無であるこ

と。 

（２）局内光ファイバについては、ダークファ

イバの提供を開始した２００１年当初か

ら他事業者による自前敷設を可能として

おり、２００３年からは効率的な利用を

目的とした中間配線盤の開放等の取組を

実施してきた結果、８１．９％が他事業

者による自前敷設となっていること。ま

た、他事業者も計画的に自前工事を行え

ば、当社と同等の期間で敷設が可能とな

っていること。 

自前局内光ファイバの割合：８１．９％ 

（局内光ファイバ総数３８７千芯のうち他

事業者の自前局内光ファイバ３１７千芯

（２０１２年３月末）の割合） 

  なお、昨年度の競争セーフガード制度に基づ

く検証結果では、局内装置類及び局内光ファイ

バについて、「加入光ファイバと一体として設

置・機能するものであり、加入光ファイバのボ

トルネック性とは無関係に、装置類だけを切り

出して、その市場調達性や一部事業者における

望を示したことにより、今後ＩＰ化の進展が見

込まれることを考慮すれば、利用頻度が一層高

まることが想定されるため、引き続き一種指定

設備の対象とすることが必要と考えます。 

特に、メディアコンバータやＯＬＴ等は、昨

年度末の接続委員会にて接続事業者の強い要望

とともに議論された「ＧＣ接続類似機能」や

「ファイバシェアリング」を利用する上で必要

不可欠な設備です。これら接続形態について

は、実現性について結論が得られなかったもの

であり、継続的な議論が必要と認識しておりま

す。 

従って、メディアコンバータやＯＬＴ等は継

続的に一種指定設備の対象とすべきと考えま

す。 

（イー・アクセス） 

 

■ 競争セーフガード制度の２０１１年度の検証

において総務省殿が考え方を示されているとお

り、「メディアコンバータやＯＬＴ等の装置類

及び局内光ファイバについては、加入光ファイ

バと一体として設置・機能するものである」こ

と、同様にＷＤＭ装置については、「中継ダー

クファイバと一体として設置され、ネットワー

クの一部として機能するものである」ことか

ら、これらの加入光ファイバや中継ダークファ

イバのボトルネック性とは無関係に、装置類だ

けを切り出してその市場調達性や一部事業者に

おける自前設置の実績をもってボトルネック性

の有無を判断することは適当ではないと考えま

ては、考え方８のとおり。 
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自前設置の実績をもって、ボトルネック性の有

無を判断することは適当ではない」ことから、

指定電気通信設備の対象外とすることは適当で

ないとされています。 

  しかしながら、当社の加入者光ファイバは、

はじめから競争下で構築されてきており、ボト

ルネック性はないことに加え、現に、他事業者

はオープン化された当社の加入者光ファイバや

自ら敷設したアクセス回線と、自ら設置したル

ータ等の局内装置を組み合わせて独自のＩＰ通

信網を構築しております。 

  また、当社のＩＰ通信網も、オープン化され

た加入者光ファイバと局内装置を組み合わせて

構築しているに過ぎず、当社の局内装置類及び

局内光ファイバは、加入者光ファイバと既に切

り離されていることから、上記の理由について

は、合理性はないと考えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

■【局内装置類及び局内光ファイバについて】 

・ イーサネットスイッチ、メディアコンバー

タ、光信号伝送装置（ＯＬＴ）、光局内スプリ

ッタ、ＷＤＭ装置等の局内装置類については、

以下の観点においてボトルネック性がないこと

は明らかであることから、第一種指定電気通信

設備の対象から除外していただきたいと考えま

す。 

他事業者がＩＰ網を自前で構築する際の素材

となる線路敷設基盤やアクセス網は、世界的に

最もアンバンドリング／オープン化が進展して

す。 

また、イーサネット系サービス等のデータ通

信網についても、ネットワークの一部に過ぎな

いイーサネットスイッチの市場での調達の可能

性や、一部の事業者におけるネットワークの自

前構築の実績をもって、直ちにボトルネック性

がないと判断することは適切ではありません。 

加えて、上記判断は、ボトルネック性を有す

る加入光ファイバや中継ダークファイバ等と一

体的に運用が取り扱われている関係性等をも考

慮し判断されるべきと考えます。 

従って、局内装置類、局内光ファイバ、ＷＤ

Ｍ装置並びにイーサネット系サービス等のデー

タ通信網は、引き続き、第一種指定電気通信設

備として指定を継続することが必要と考えま

す。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ メディアコンバータやＯＬＴ等の局内装置類

や局内光ファイバについては、指定設備である

加入光ファイバと一体で設置・構築されるもの

であるため、ボトルネック性を有している加入

光ファイバから切り出して判断するべきではな

いと考えます。 

ボトルネック設備はいつでも競争事業者が使

用できる状況にしておかなければ 競争を担保

できなくなるおそれがあります。ドライカッ

パ、ダークファイバ及びこれらと一体として構

築される局内装置類、局内光ファイバ等は利用

 ６４ 



おり、ＩＰ網の自前構築に必要な当該装置類は

誰でも容易に市中で調達し、自ら設置すること

が可能であるため、他事業者がこれらの設備を

組み合わせて当社と同様のネットワークを自前

構築することは十分可能となっていること。  

現に、他事業者は自前の光アクセスと当該装

置類を組み合わせて、もしくは、当社の光アク

セスと当社の局舎コロケーションを利用して当

該装置類を設置し、サービス提供しているこ

と。 

アクセス回線のボトルネック性に起因する影

響は、オープン化により遮断されており、他事

業者はアクセス回線からの影響を受けることな

くネットワークを構築可能であるため、当社の

アクセス回線のシェアが高いか否かは当社の当

該装置類自体のボトルネック性の有無の判断に

あたって直接関係がないこと。 

・ なお、当該装置類の全てを第一種指定電気通

信設備の対象から除外するのに時間を要する場

合には、少なくとも、他事業者がコロケーショ

ンできない局舎に設置された局内装置類、中継

光ファイバの空きがない区間に設置されたＷＤ

Ｍ装置等に指定対象を限定していただきたいと

考えます。 

・ 局内光ファイバについては、他事業者による

自前敷設が可能であり、また、他事業者が計画

的に所定の手続き・自前工事を行うことで、当

社が局内光ファイバを敷設する場合と同等期間

で、当該他事業者も局内光ファイバを自前敷設

できることに鑑み、第一種指定電気通信設備の

の有無にかかわらず、引き続き指定設備の対象

とすべきです。 

（ＫＤＤＩ） 
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対象から除外していただきたいと考えます。 

（ＮＴＴ西日本） 

 意見１２ イーサネット系サービス等のデータ

通信網については、指定電気通信設備の対象

から除外すべき。 

 再意見１２  考え方１２ 

■【イーサネット系サービス等のデータ通信網】 

  イーサネット系サービス等のデータ通信網に

ついては、以下の観点から、指定電気通信設備

の対象から除外していただきたいと考えます。 

（１）イーサネットサービスの市場における当

社のシェアは、１９％（２０１２年３月

末）であり、競争は十分に進展している

こと。 

（２）また、イーサ装置の価格は１台当たり数

十万円から数百万円程度であり、当社又

は電力系事業者等から光ファイバを借

り、自前で装置を当社ビル等にコロケー

ションすれば、他事業者は同等のサービ

ス提供が可能となっており、現にそれら

を利用してサービスを提供しているこ

と。 

  なお、昨年度の競争セーフガード制度に基づ

く検証結果では、イーサネットサービス等のデ

ータ通信網について、 

 ①現状では、その他の専用線等と伝送路を共用

しており、設備のボトルネック性という意味

においては他の専用線に用いられている設備

と異なるものではないこと、 

 ②イーサネットスイッチはネットワークの一部

に過ぎず、これが市場において容易に調達可

■ 競争セーフガード制度の２０１１年度の検証

において総務省殿が考え方を示されているとお

り、「メディアコンバータやＯＬＴ等の装置類

及び局内光ファイバについては、加入光ファイ

バと一体として設置・機能するものである」こ

と、同様にＷＤＭ装置については、「中継ダー

クファイバと一体として設置され、ネットワー

クの一部として機能するものである」ことか

ら、これらの加入光ファイバや中継ダークファ

イバのボトルネック性とは無関係に、装置類だ

けを切り出してその市場調達性や一部事業者に

おける自前設置の実績をもってボトルネック性

の有無を判断することは適当ではないと考えま

す。 

また、イーサネット系サービス等のデータ通

信網についても、ネットワークの一部に過ぎな

いイーサネットスイッチの市場での調達の可能

性や、一部の事業者におけるネットワークの自

前構築の実績をもって、直ちにボトルネック性

がないと判断することは適切ではありません。 

加えて、上記判断は、ボトルネック性を有す

る加入光ファイバや中継ダークファイバ等と一

体的に運用が取り扱われている関係性等をも考

慮し判断されるべきと考えます。 

従って、局内装置類、局内光ファイバ、ＷＤ

■ イーサネットサービス等のデータ通信網につ

いては、考え方８のとおり。 

 

■ メディアコンバータやＯＬＴ等の装置類、局

内光ファイバ及びＷＤＭ装置については、考え

方８のとおり。 
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能であることや、一部の事業者がネットワー

クを自前構築できることをもって直ちにボト

ルネック性がないと判断することはできない

こと、 

から指定電気通信設備の対象外とすることは適

当でないとされています。 

  しかしながら、こうした理由は、以下の観点

から、合理性はないと考えます。 

 ・専用線等と伝送路を共用していることと、設

備のボトルネック性とは直接関係がないこ

と。 

 ・現に他事業者は、当社の中継ダークファイバ

と自ら調達したイーサネットスイッチを組み

合わせ、独自のデータ通信網を構築してお

り、それ自体が当社のイーサネットサービス

等のデータ通信網にボトルネック性がないこ

との証左であること。 

（ＮＴＴ東日本） 

Ｍ装置並びにイーサネット系サービス等のデー

タ通信網は、引き続き、第一種指定電気通信設

備として指定を継続することが必要と考えま

す。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ イーサネットサービス等のデータ通信網につ

いても、指定設備である加入光ファイバ等と一

体で設置・構築されるものであることから、ボ

トルネック性を有している加入光ファイバ等か

ら切り出して判断すべきではないと考えます。 

（ＫＤＤＩ） 

意見１３ 加入者光ファイバについて、第一種

指定電気通信設備の対象から除外すべき。 

再意見１３ 考え方１３ 

■【加入者光ファイバの非指定設備化】 

  現行の固定系の指定電気通信設備規制は、メ

タル回線と光ファイバ回線を区別せず、端末系

伝送路設備の１／２以上の使用設備シェアを保

有する場合には、これと一体として設置される

電気通信設備を指定電気通信設備として規制す

る仕組みとなっています。 

  しかしながら、指定電気通信設備規制（ボト

ルネック規制）の根幹となる端末系伝送路設備

のうち、加入者光ファイバについては、はじめ

■ 加入光ファイバは、以下の理由から利用者及

び接続事業者にとっての不可欠性が高いと考えら

れるため、引き続き一種指定設備の対象とするこ

とが必要と考えます。 

①ＦＴＴＨにおけるＮＴＴ東西殿の市場シェア

は７４．２％、設備シェアは７７．３％（※

２）と依然として独占化傾向にあり、加入光

ファイバの指定はサービス競争の展開に必要

不可欠であること。 

②メタル・ＰＳＴＮから光・ＮＧＮへのマイグ

■ 加入光ファイバについては、考え方７のとお

り。 

 

■ 端末系伝送路設備におけるメタル・光の種別

の区別については、考え方７のとおり。 
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から競争下で構築されてきており、ボトルネッ

ク性はなく、既存のメタル回線とは市場環境や

競争状況等が以下のとおり異なっていることか

ら、メタル回線と競争下で敷設される光ファイ

バ回線の規制を区分し、加入者光ファイバにつ

いては指定電気通信設備の対象から除外してい

ただきたいと考えます。 

 ・線路敷設基盤は既に開放済であり、他事業者

が光ファイバ等を自前敷設できる環境は十分

整備されていること。また、電柱について

は、より使い易い高さを利用できるよう改善

し、その手続きも簡便なものに見直してきて

おり、他事業者が光ファイバを自前設置でき

る環境は更に整備されてきていること。 

 ・現に他事業者も当該線路敷設基盤を利用して

光ファイバ等を自前で敷設しサービスを提供

しており、ＫＤＤＩ殿や電力系事業者は相当

量の設備を保有していること。 

 ・「光の道」構想に関する意見募集（２０１０

年８月１７日）において、ジュピターテレコ

ム殿から「ケーブルテレビ事業者は、線路敷

設基盤を保有しない状態で、今まで設備競争

を行ってきた。体力のある通信大手キャリア

と異なり、規模の小さいケーブルテレビ事業

者が、一社一社のカバーエリアは狭いながら

も業界全体で世帯カバー率、８８％まで設備

を整えられたことは、電気通信業界におい

て、設備競争をより活発に行うことが可能で

あることの証明であると考える」といった意

見が提出されているように、線路敷設基盤を

レーションの進展により、「メタル・ＰＳＴ

Ｎサービス（加入電話、ＩＳＤＮ、ＡＤＳＬ

等）におけるＮＴＴ東西殿の顧客基盤」及

び、「ＰＳＴＮの廃止に伴いサービス基盤を

失う競争事業者によるサービス（マイライ

ン、ドライカッパ電話、ＡＤＳＬ等）」に

て、ＮＴＴ東西殿のＦＴＴＨ、０ＡＢＪ－Ｉ

Ｐ電話への移行が進み、独占が拡大する虞が

あること。 

③「光の道」構想、及びブロードバンド普及促

進のための公正競争レビュー制度（以下、本

制度）の枠組みで進められているブロードバ

ンドの普及促進においては、ＦＴＴＨ市場に

おけるサービス競争の促進による料金低廉化

や利用者におけるサービス選択制の確保が必

要不可欠であること。 

（※２）平成２３年度末における固定端末系伝

送路設備の設置状況 

（イー・アクセス） 

 

■ ＮＴＴ東西殿は、公社時代から引き継いだ電

柱や管路等の線路敷設基盤や、それらを利用し

て構築される光ファイバ回線等の大半を有して

いる市場支配的事業者である一方、競争事業者

がこれらの設備を自ら敷設することは容易では

なく、ＮＴＴ東西殿の光ファイバを利用するこ

とが欠かせない状況であることに変化はありま

せん。 

 なお、２０１０年１２月公表の「グローバル

時代におけるＩＣＴ政策に関するタスクフォー
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持たなくても、意欲のある事業者であれば、

当社や電力会社の線路敷設基盤を利用して自

前ネットワークを構築することが十分可能で

あること。 

 ・ＫＤＤＩ殿、ソフトバンク殿が有する財務

力、顧客基盤を用いれば、光ファイバを敷設

しサービスを提供することは十分可能である

こと。 

 ・加入者光ファイバについては、諸外国で日本

のように厳格なアンバンドル規制を課してい

る例はないこと。 

  なお、昨年度の競争セーフガード制度に基づ

く検証結果では、メタル回線と光ファイバ回線

は、 

 ①共に利用者から見て代替性の高いブロードバ

ンドサービスの提供に用いられていること、 

 ②既存の電柱・管路等の共通の線路敷設基盤の

上に敷設されていること、 

 ③実態としてＮＴＴ東西はメタル回線を光ファ

イバ回線に更新する際のコスト・手続の両面

において優位性を有していること、 

から、メタルと光を区別せずに第一種指定電気

通信設備として指定することとされておりま

す。 

  しかしながら、こうした理由は、以下の観点

から、合理性はないと考えます。 

 ・メタル回線（ＤＳＬサービス）と光ファイバ

（光サービス）との間でサービスの代替性が

あることと、設備のボトルネック性とは直接

関係がないこと。 

ス「光の道」構想実現に向けて 取りまとめ」

においても、「競争事業者は、ＮＴＴ東西のボ

トルネック設備（加入光ファイバ等）を利用し

てサービス提供することが不可欠であるため、

ＮＴＴ東西の接続料の低廉化等は、事業者間競

争を活性化し、ユーザ料金の低廉化を促進する

上で重要となる」とされているところであり、

加入光ファイバについては、引き続き、第一種

指定電気通信設備として指定することはもちろ

んのこと、その接続料の低廉化等の導入を推進

することが適切と考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ メタル回線のみならずＮＴＴ東・西の光ファ

イバ回線についても、公社時代から引き継いだ

局舎、電柱、管路、とう道などの線路敷設基盤

のうえに構築されており、ボトルネック性が存

在しています。また、同様に公社時代から引き

継いだ加入電話の顧客基盤を保有しているＮＴ

Ｔ東・西は、競争事業者に比べ営業上優位な立

場にあります。これらに起因するＮＴＴ東・西

の市場支配力が行使されている結果、加入者光

ファイバのシェアが高止まりしていることか

ら、加入者光ファイバについては指定を維持す

ることが必要です。 

なお、公社時代からの基盤を引き継いで、依

然シェアが高止まりしているＮＴＴ東・西の加

入者光ファイバと、ゼロから敷設をしているＣ

ＡＴＶ回線や高速無線アクセスとを同列に扱う
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 ・電柱・管路等の線路敷設基盤は、徹底したオ

ープン化により、他事業者は、構築意欲さえ

あれば、光ファイバを自前敷設することが可

能であること。 

 ・当社は、メタル回線とは別に光ファイバを重

畳的に敷設しており、メタル回線を保有して

いることで他事業者よりも安く光ファイバを

敷設できるわけではないため、当社にコスト

面での優位性もないこと。 

   また、他事業者も計画的に光ファイバを敷

設することにより、個々のお客様からの申込

みに対して当社と同等の期間でサービス提供

することは可能となっており、当社に手続面

での優位性はないこと。 

現に、ＮＴＴ東西の加入電話契約者数は、１

９９８年３月末時点のピーク時に約６，３００

万でしたが、２０１２年３月末時点では約３，

１００万へと減少しています。一方、フレッツ

光のひかり電話契約者数（ｃｈ数）は、２０１

２年３月末時点で約１，４００万たらずであ

り、加入電話のピーク時に比べると約１，８０

０万ものお客様が、ＮＴＴ東西の固定電話以外

の他社直収電話やＦＴＴＨサービス又は携帯電

話等へ移行したものと想定されます。 

  こうした状況は、お客様ご自身が自由にサー

ビスを選択した結果であり、多種多様なお客様

ニーズがあること踏まえれば、メタル回線で提

供される代替サービスについて、固定のブロー

ドバンド回線の光ファイバに限定するという考

え方は市場実態を反映したものではなく、光フ

のは適切ではありません。 

（ＫＤＤＩ） 
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ァイバだけを抜き出して指定電気通信設備とす

る理由にはならないと考えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

【加入光ファイバについて】 

・ 加入光ファイバについては、以下の観点にお

いてボトルネック性がないことは明らかである

ことから、第一種指定電気通信設備の対象から

除外していただきたいと考えます。 

指定電気通信設備規制（ボトルネック規制）

の根幹となる端末系伝送路設備については、電

柱等ガイドラインに基づく線路敷設基盤のオー

プン化や電柱の新たな添架ポイントの開放・手

続きの簡素化等により、他事業者が自前の加入

者回線を敷設するための環境が整備された結

果、他事業者の参入機会の均等性は確保されて

おり、ＩＰ・ブロードバンド市場においては、

アクセス区間においても現に設備競争が進展し

ていること。 

現に、光ファイバについては、電力会社が当

社の約２倍の電柱を保有しており、電力系事業

者は相当量の設備を保有する等、当社と健全な

設備競争を展開しており、ＣＡＴＶ事業者も、

通信と放送の融合が進む中、電力会社や当社の

電柱を利用して自前アクセス回線を敷設し、過

去１０年間で契約数を約１．８倍の約２，８６

７万世帯（平成２４年３月末。登録に係る有線

電気通信設備によりサービスを受ける加入世帯

数、「再放送のみ」を含む。）に増加させてい

ること。 
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 これに関して、平成２２年度の「光の道」構

想に関する意見募集に際して、ジュピターテレ

コム殿からも、「ケーブルテレビ事業者は、線

路敷設基盤を保有しない状態で、今まで設備競

争を行ってきた。体力のある通信大手キャリア

と異なり、規模の小さいケーブルテレビ事業者

が、一社一社のカバーエリアは狭いながらも業

界全体で世帯カバー率８８％まで設備を整えら

れたことは、電気通信業界において、設備競争

をより活発に行うことが可能であることの証明

であると考える。」といった意見も提出されて

おり、線路敷設基盤を持たなくても、意欲のあ

る事業者であれば、当社や電力会社の線路敷設

基盤を利用して自前ネットワークを構築するこ

とは十分可能であること。 

主要国において、加入光ファイバをアンバン

ドルし、提供義務が課せられているのは日本だ

けであること。→別添５ 

これに関して、平成２２年度の「光の道」構想

に関する意見募集に際して、米国電気通信協会

殿から、「米国では、高速大容量の光ファイバ

ー網を構造分離・機能分離・オープン化する規

制ではなく、規制を軽微に留めて設備ベースの

競争を促す方針が一貫して採られています。」 

「このように、日本においては、さらなる規制

負担によって高度通信網への設備ベースの投資

を阻害するのではなく、現存するオープン化規

制などの障壁を取り除くことを検討する必要が

あると考えられます。米国には、高度通信網の

オープン化規制が存在しません。」といった意
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見も提出されていること。 

・ なお、現行の固定系の指定電気通信設備規制

は、端末系伝送路設備（メタルと光の区別がな

い）の５０％以上の使用設備シェアを保有する

場合には、これと一体として設置される電気通

信設備を指定電気通信設備として規制する仕組

みとなっていますが、仮に、今回は、加入光フ

ァイバが第一種指定電気通信設備の対象から除

外されないことになったとしても、今後に向け

ては、既に敷設済のメタル回線と、健全な設備

競争の下で整備されてきた光ファイバの規制を

明確に区分し、個々にそのボトルネック性の有

無等の検証を行い、諸外国での規制の状況など

も踏まえながら、規制の要否を判断する必要が

あると考えます。 

・ また、その際には、加入光ファイバのボトル

ネック性の判断にあたって、設備競争における

競争中立性を確保する観点から、通信・放送の

融合やモバイル系ブロードバンドサービスの普

及等を踏まえ、ＣＡＴＶ回線や高速モバイルア

クセス等を含めるよう見直すことについて検討

していただきたいと考えます。 

・ さらに、現行のシェア基準値（５０％超）に

よる規制は、事業者間のシェアが５０％前後で

拮抗する場合でも、５０％超か否かで事業者間

に規制上の大きな差が生じる仕組みとなってい

るため、競争中立性を確保する観点から、一定

のシェアを有する事業者に対する規制の同等性

を確保するよう見直すことについて検討してい

ただきたいと考えます。 
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（ＮＴＴ西日本） 

意見１４ ＷＤＭ装置については、指定電気通

信設備の対象から除外すべき。 

再意見１４ 考え方１４ 

■【ＷＤＭ装置】 

・ ＷＤＭ装置については、市中で調達可能なも

のであり、他事業者は、当社の中継ダークファ

イバ等と組み合わせて、自ら設置することが可

能であることから、当社のＷＤＭ装置に不可欠

性はなく、指定電気通信設備の対象から除外す

べきであると考えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

■【局内装置類及び局内光ファイバについて】 

・ イーサネットスイッチ、メディアコンバー

タ、光信号伝送装置（ＯＬＴ）、光局内スプリ

ッタ、ＷＤＭ装置等の局内装置類については、

以下の観点においてボトルネック性がないこと

は明らかであることから、第一種指定電気通信

設備の対象から除外していただきたいと考えま

す。 

・他事業者がＩＰ網を自前で構築する際の素

材となる線路敷設基盤やアクセス網は、世

界的に最もアンバンドリング／オープン化

が進展しており、ＩＰ網の自前構築に必要

な当該装置類は誰でも容易に市中で調達

し、自ら設置することが可能であるため、

他事業者がこれらの設備を組み合わせて当

社と同様のネットワークを自前構築するこ

とは十分可能となっていること。 

・現に、他事業者は自前の光アクセスと当該

■ ＷＤＭ装置については、現状ＷＤＭ空き波長

のアンバンドルが、当社をはじめとした接続事

業者にとって中継ＤＦの空きが無い際の有効な

代替手段となっており、ネットワークを円滑に

構築することに寄与しているため、引き続き一

種指定設備の対象とすることが必要と考えま

す。 

（イー・アクセス） 

 

■ 競争セーフガード制度の２０１１年度の検証

において総務省殿が考え方を示されているとお

り、「メディアコンバータやＯＬＴ等の装置類

及び局内光ファイバについては、加入光ファイ

バと一体として設置・機能するものである」こ

と、同様にＷＤＭ装置については、「中継ダー

クファイバと一体として設置され、ネットワー

クの一部として機能するものである」ことか

ら、これらの加入光ファイバや中継ダークファ

イバのボトルネック性とは無関係に、装置類だ

けを切り出してその市場調達性や一部事業者に

おける自前設置の実績をもってボトルネック性

の有無を判断することは適当ではないと考えま

す。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ ＷＤＭ装置については、平成２２年２月１９

■ ＷＤＭ装置については、考え方８のとおり。 
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装置類を組み合わせて、もしくは、当社の

光アクセスと当社の局舎コロケーションを

利用して当該装置類を設置し、サービス提

供していること。 

・アクセス回線のボトルネック性に起因する

影響は、オープン化により遮断されてお

り、他事業者はアクセス回線からの影響を

受けることなくネットワークを構築可能で

あるため、当社のアクセス回線のシェアが

高いか否かは当社の当該装置類自体のボト

ルネック性の有無の判断にあたって直接関

係がないこと。 

・ なお、当該装置類の全てを第一種指定電気通

信設備の対象から除外するのに時間を要する場

合には、少なくとも、他事業者がコロケーショ

ンできない局舎に設置された局内装置類、中継

光ファイバの空きがない区間に設置されたＷＤ

Ｍ装置等に指定対象を限定していただきたいと

考えます。 

（ＮＴＴ西日本） 

日付の「競争セーフガード制度に基づく検証結

果（２００９年度）の公表等」にて示された総

務省の考え方を変更すべき特段の状況変化は認

められず、指定設備の対象外とすべきではない

と考えます。 

（ＫＤＤＩ） 

意見１５ 第一種指定電気通信設備の指定につ

いては、サービス開始前に認可申請が必要に

なるなど、競争上不利となることから、ネガ

ティブリスト方式からポジティブリスト方式

に見直すとともに、必要最小限のものに限定

すべき。 

再意見１５ 考え方１５ 

■【現行指定告示を「指定する設備を具体的に列

挙する方式」に見直し】 

  現行制度の下においては、ＮＴＴ東西のほぼ

全ての県内電気通信設備が、ボトルネック性の

■ ポジティブリスト方式を採用すれば、ボトル

ネック性を有する設備が一時指定対象とならな

い場合が生じ、例えば、接続事業者が迅速なサ

ービス提供に支障が出るといった公正競争環境

■ 一種指定設備の指定の方式については、考え

方７のとおり。 
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有無についての十分な検証がされないままに、

ボトルネック性を有するとの蓋然性があるとい

う理由で、原則として全て指定電気通信設備と

されるネガティブリスト方式が採用されていま

す。 

  しかしながら、本来、規制の対象となる設備

は、行政当局が個別に不可欠性を挙証できた必

要最小限のものに限定すべきであると考えま

す。 

  なお、昨年度の競争セーフガード制度に基づ

く検証結果において「ポジティブリスト方式に

変更した場合、ボトルネック性を有する設備で

あるにもかかわらず一定期間指定されない場合

が生じ得るため、電気通信市場の健全な発達が

損なわれる可能性がある」とされております

が、新たに導入する設備が不可欠性を有するこ

とになるかどうかは、導入当初では判断できな

いはずであり、むしろ現に指定されているルー

タ等の局内装置は、他事業者が自ら設置し、当

社の局内装置を利用するケースはほとんど皆無

であることを踏まえれば、不可欠性はなく、こ

れらの装置を指定電気通信設備とすることは、

過剰な規制であると考えます。 

  このように、新たに導入する設備をすべて指

定電気通信設備の対象とする現行の指定方法

は、「必要以上の設備を指定電気通信設備とし

て指定することは回避されなければならない」

とする「コロケーションルールの見直し等に係

る接続ルールの整備について」答申（２００７

年３月３０日）の趣旨にも反していると考えま

を阻害する状況が懸念されるため、引き続きネ

ガティブリスト方式を採用する必要があると考

えます。 

（イー・アクセス） 

 

■ ２０１１年度の本制度の検証において「現時

点においても、依然ＮＴＴ東西殿が指摘するよ

うな「ＮＴＴ東西を競争上不利な状況に置く」

または「お客様利便を損ねている」等の状況も

認められない。」と総務省殿の考えが示された

ところですが、現在もその状況に変化はないた

め、引き続きネガティブリスト方式の採用を維

持すべきと考えます。また、ＮＴＴ東西殿の設

備が指定電気通信設備として指定されているも

のの、他事業者が必要とする機能開放が十分に

行われていない状況にあり、そうした中で、指

定方式そのものをポジティブリスト方式に変更

することは、決して認められるべきではありま

せん。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ 第一種指定電気通信設備の指定の対象・指定

要件については、平成２４年５月１８日付の

「競争セーフガード制度に基づく検証結果（２

０１１年度）の公表」にて総務省の考え方が示

された後、現在においても状況は変わっていな

いため、ネガティブリスト方式の採用及び、端

末系伝送路設備の種別（メタル・光）を区別せ

ずに現状どおり指定を行うことを継続すべきで
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す。 

  加えて、昨年度の競争セーフガード制度に基

づく検証結果において「現時点においても、ネ

ガティブリスト方式の採用がＮＴＴ東西による

迅速なサービス提供等に対し重大な支障となっ

ているという事実は認められない」とされてお

りますが、熾烈な競争が繰り広げられているブ

ロードバンド市場においては、たとえ「数ヶ

月」であっても、サービス開始前に接続約款の

認可又は告示改正等の行政手続きが必要となる

こと、また事実上、認可申請前にも事前説明に

一定の時間が必要となることは、当社を競争上

極めて不利な立場に置くだけでなく、お客様に

対して新サービスの提供や料金値下げが遅れる

結果となり、お客様利便を著しく損ねていると

考えます。 

  また、昨年度の競争セーフガード制度に基づ

く検証結果において「新たに導入する設備は、

アクセス回線と一体的に機能する蓋然性は高い

ものと考えられる」とされておりますが、当社

は、光ファイバ等のアクセス回線を当社（利用

部門）と同等の条件で他事業者に貸し出してお

り、現に、他事業者は、オープン化された当社

の光ファイバ等を利用してエンドエンドでＩＰ

通信網を構築しサービスを展開していることか

ら、アクセスのボトルネック性はネットワーク

とは遮断されおり、こうしたご指摘は当たらな

いと考えます。 

したがって、行政当局においては、現行の指

定告示の規定方法である「指定しない設備を具

す。 

（ＫＤＤＩ） 
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体的に列挙する方法」を「指定する設備を具体

的に列挙する方法」に見直すとともに、指定電

気通信設備の対象とする具体的な基準を明らか

にし、その対象設備は、行政当局が個別にボト

ルネック性を挙証できた必要最小限のものに限

定すべきであると考えます。   

（ＮＴＴ東日本） 

 

■【現行の指定方法の見直しについて】 

・ 殆ど全ての県内設備に事前規制をかける現行

の第一種指定電気通信設備の指定方法を継続し

た場合、健全な競争が繰り広げられているブロ

ードバンド通信市場においても、サービス開始

前に接続約款の認可又は告示改正等の行政手続

きが必要となり、また、認可申請前の事前説明

にも一定の時間が必要となるため、お客様に対

する新サービスの提供や料金値下げを遅らせる

原因となり、当社を他事業者との競争上極めて

不利な立場に置くことになるだけでなく、更な

るブロードバンド普及に向けたインフラ整備や

新規サービス開発の芽を摘むことによって、お

客様の利便の向上を妨げることになると考えま

す。 

・ したがって、現行制度の下においては、ＮＴ

Ｔ東西のほぼ全ての県内電気通信設備が、ボト

ルネック性の有無についての十分な検証がされ

ないままに、ボトルネック性を有するとの蓋然

性があるという理由で、原則として全て指定電

気通信設備とされるネガティブリスト方式が採

用されておりますが、本来、規制の対象となる
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設備は、行政当局が個別に不可欠性を挙証でき

た必要最小限のものに限定し、具体的に列挙す

る方式（ポジティブリスト方式）を採用すべき

と考えます。 

（ＮＴＴ西日本） 

意見１６ 集合住宅やビル向けに通信事業者が

敷設した屋内配線を他の事業者もユーザ単位

で再利用可能となるようルールを整備し、ユ

ーザが事業者を選択できるようにすべき。 

再意見１６ 考え方１６  

■ 光屋内配線の転用に関する課題の解消につい

て 

屋内配線を光ファイバで提供する集合住宅やビ

ル向けのＦＴＴＨサービスについては、ＮＴＴ

東・西がマンションデベロッパーやビルオーナ

ー等と提携して棟内の光屋内配線を敷設し、排

他的にサービス提供する事例が増加しており、

マンションやビル内のユーザーが、競争事業者

のＦＴＴＨサービスに切り替えることが事実上

不可能になるという問題が生じています。 

現在、ＮＴＴ東日本と具体的な既存マンショ

ンにおける光屋内配線転用トライアルに向けて

協議を続けているところではありますが、事業

者間で課題の整理に至っていません。一方、今

後新規に建設するマンションやビルについて

は、ＭＤＦ室内に複数事業者の回線終端装置の

設置可能なスペースを確保とするとともに、Ｎ

ＴＴ東・西が設置した棟内の「パッチパネル～

光屋内配線～光コンセント」をユーザー単位で

競争事業者に転用できるよう指定設備化して開

放を義務化する等、集合住宅やビル向けに通信

■ 戸建て光屋内配線については、ＦＴＴＨ市

場におけるＮＴＴ東西殿の市場シェアが７

４．２％と依然として独占化傾向にあり、接

続事業者がサービス競争を展開する上で必要

不可欠な設備と考えられるため、引き続き一

種指定設備の対象とすることが必要と考えま

す。 

加えて、ＫＤＤＩ殿から指摘されている通

り、集合住宅の光屋内配線についてもサービ

ス競争可能な環境を構築するために、指定設

備化及び転用ルールの整備等を検討する必要

があると考えます。 

（イー・アクセス） 

 

■ ＮＴＴ東西殿が加入者回線と一体で敷設を

行っている集合住宅やビル向けの屋内配線に

ついて、戸建て向け同様、他事業者がユーザ

単位で利用可能となるよう転用ルールを早期

に整備の上、ＮＴＴ東西殿の接続約款への規

定を行うべきと考えます。 

従って、ＫＤＤＩ殿の意見のとおり、関連

■ マンション向け光屋内配線については、情

報通信審議会答申「電気通信市場の環境変化

に対応した接続ルールの在り方について」

（平成２１年情審通第６９号。以下「接続ル

ール答申」という。）において、事業者設置

や事業者外設置の屋内配線が混在する中で、

ＮＴＴ東西のＦＴＴＨのシェアとマンション

向け屋内配線のシェアが連動しないこと等か

ら、一種指定設備には該当しないものと整理

されている。 

また、ブロードバンド答申においても、こ

の点について改めて検討が行われ、「マンシ

ョン向け屋内配線には光配線方式、ＬＡＮ配

線方式、ＶＤＳＬ配線方式の３種類があり、

そのうち光配線方式がＮＴＴ東西のマンショ

ン向けＦＴＴＨサービスに占める割合は、接

続ルール答申時（平成２１年１０月）には約

３％であったが、平成２３年３月末時点では

約１７％（ＮＴＴ東日本）、約１６％（ＮＴ

Ｔ西日本）まで上昇している。これに対し、

ＶＤＳＬ方式は接続ルール答申時には約９
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事業者が敷設した屋内配線を他の事業者もユー

ザー単位で再利用可能となるようルールを整備

し、ユーザーが事業者を選択できるようにすべ

きです。 

（ＫＤＤＩ） 

設備の第一種指定電気通信設備への対象追加

等を含むルール化についても、引き続き検討

していくことが必要と考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、

ソフトバンクモバイル） 

 

■【マンション向け光屋内配線の指定設備化及

び転用ルールの整備】 

・ マンション向け光屋内配線については、

「ブロードバンド普及促進のための環境整備

の在り方」答申（２０１１年１２月２０日）

（以下、ブロードバンド答申）において「光

屋内配線の法的位置づけを変えるまでには至

っていないと考えられ、一種指定設備として

指定する必要性については、引き続き状況を

注視していくことが適当である」旨示されて

おり、現段階においてもその状況に変わりは

無いことから、マンション向け光屋内配線を

第一種指定電気通信設備にする必要は無いと

考えます。 

 また、本答申において「転用手続きや条件

等の転用ルールに係る具体的内容が出来る限

り速やかに整理されるよう、事業者間協議の

一層の促進を図ることが適当である」旨示さ

れているとおり、当社としては、マンション

向け光屋内配線の取扱いについては、相互転

用を前提に、まずは事業者間協議に委ねるべ

きと考えます。 

・ 相互転用の実施にあたり、当社は様々な設

備形態毎に想定される具体的な課題の整理、

７％であったが、平成２３年３月末時点では

約８０％（ＮＴＴ東日本）、約８４％（ＮＴ

Ｔ西日本）に低下している。以上の状況は光

屋内配線の法的位置付けを変えるまでには至

っていないと考えられ、一種指定設備として

指定する必要性については、引き続き状況を

注視していくことが適当」とされたところで

ある。 

光配線方式がＮＴＴ東西のマンション向け

ＦＴＴＨサービスに占める割合は、平成２４

年３月末時点で、ＮＴＴ東西とも約２３％、

ＶＤＳＬ方式の比率は約７４％（ＮＴＴ東日

本）、約７７％（ＮＴＴ西日本）となってい

るが、この状況は光屋内配線の法的位置付け

を変えるまでには至っていないと考えられ

る。 

 

■ マンション向け光屋内配線の転用ルールに

ついては、接続ルール答申において、関係事

業者間の協議により定めることが適当な事項

について、関係事業者間等で速やかに協議し

内容を整理することが適当とされている。 

また、ブロードバンド答申においても、こ

の点について改めて検討が行われ、「マンシ

ョン向けＦＴＴＨの場合、マンション一棟ご

とに一の事業者が契約を獲得する場合が多

く、屋内配線の転用が出来ない場合には、既

存事業者による顧客ロックイン効果が一層高

くなることから、屋内配線を転用する必要

性・有用性は戸建て向けＦＴＴＨの場合より
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検証が必要であると考えており、ＫＤＤＩ殿

との協議では、ＫＤＤＩ殿から提示をいただ

く個別物件でのトライアルを通じて、課題整

理を実施していくことで合意しております。 

・ ＫＤＤＩ殿から提示を受けた候補物件のう

ち、トライアル対象物件について合意後、具

体的な工事方法等の検討にあたり、実際の設

備状況等を確認する必要があることから、本

年８月に双方立会いのもと現地調査を実施し

たところです。 

・ 現在、現地調査結果を踏まえ、トライアル

実施に向けた申込方法、工事方法、転用料金

等の諸課題について、検討を双方で行ってい

るところであり、１０月以降準備が整い次

第、トライアルを実施していきたいと考えて

おります。 

 

【新規に建設するマンションやビルにおけるマ

ンション向け光屋内配線の扱い】 

・ デベロッパやオーナー様等がＭＤＦ室内に

複数事業者の回線終端装置の設置可能なスペ

ースを確保していただくことは、当社として

も円滑なサービス提供につながり、競争を促

進する観点からも望ましいと考えます。 

・ ＫＤＤＩ殿より、「ＮＴＴ東・西が設置し

た棟内の「パッチパネル～光屋内配線～光コ

ンセント」をユーザ単位で競争事業者に転用

できるよう指定設備化して開放を義務化す

る」とのご指摘がありますが、パッチパネル

や光コンセントについては、当社以外の事業

高いと考えられる。この点、マンションの設

備設置形態は千差万別であり、転用ルールの

整理に当たっては、具体的な要望内容を整理

する必要がある。現在ＮＴＴ東日本とＫＤＤ

Ｉの間で具体的なマンションにおける相互転

用協議を続けている状況にあることから、こ

れを引き続き注視することとし、転用手続や

条件等の転用ルールに係る具体的内容が出来

る限り速やかに整理されるよう、事業者間協

議の一層の促進を図ることが適当」とされ

た。 

これを踏まえ、平成２４年８月に開催され

た情報通信審議会電気通信事業政策部会ブロ

ードバンド普及促進のための競争政策委員会

「以下「競争政策委員会」という。」におい

て、ＮＴＴ東日本とＫＤＤＩの間で実施され

ている協議の状況について報告したところで

ある。 

したがって、ＮＴＴ東西及び関係事業者に

おいては、引き続き事業者間協議やトライア

ルの実施を進めることが適当である。 

 ８１ 



者が設置する設備がある他、マンション管理

組合やデベロッパの設置する設備が混在して

いることから、当社が設置する設備のみを第

一種指定電気通信設備として開放するよう義

務化するのではなく、マンション向け屋内配

線と同様に、当社以外の事業者も含め、双務

主義に基づく相互転用ルールを整備していく

必要があると考えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

■ マンション向け光屋内配線については、

「電気通信市場の環境変化に対応した接続ル

ールの在り方について」答申（平成２１年１

０月１６日）において、「屋内配線は、ＮＴ

Ｔ東西自らでなく、マンションの管理組合や

デベロッパーが設置する場合等多様な形態が

存在すること、また、マンション向けＦＴＴ

Ｈでは、ＮＴＴ東西の局舎からマンション共

用部までの回線敷設と、マンション向け屋内

配線の敷設は別々に行うことが一般的である

ことから、ＮＴＴ東西と接続事業者の間の工

事回数の同等性確保を考慮する必要はないと

考えられること等から、一種指定設備に整理

する必要はないと考えられる」とされ、その

後、「ブロードバンド普及促進のための環境

整備の在り方」答申（平成２３年１２月２０

日）（以下 ブロードバンド答申 ）におい

ても、「光屋内配線の法的位置づけを変える

までには至っていないと考えられ、一種指定

設備として指定する必要性については、引き
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続き状況を注視していくことが適当である」

とされたところですが、現在もなお、その状

況には変わりがないことから、マンション向

け光屋内配線を第一種指定電気通信設備にす

る必要はないと考えます。 

・ また、平成２１年答申において、「マンシ

ョン向け屋内配線の転用ルールの整備に当た

っては、他事業者設置の屋内配線の転用を促

進する観点から、ＮＴＴ東西の屋内配線の転

用は、自らの屋内配線の転用を認めている事

業者に限って認めるという考え方を採用する

ことが適当である」とされ、その後、平成２

３年１２月答申においても、「転用手続きや

条件等の転用ルールに係る具体的内容が出来

る限り速やかに整理されるよう、事業者間協

議の一層の促進を図ることが適当である」と

されたことを踏まえ、当社としては、マンシ

ョン向け光屋内配線の転用等の取扱いについ

ては、相互転用を前提に、転用を要望される

事業者と協議を進めていく考えです。 

・ 相互転用の実施にあたっては、当社は様々

な設備形態毎に想定される具体的な課題の整

理、検証が必要であると考えており、ＫＤＤ

Ｉ殿との協議では、ＫＤＤＩ殿から候補提示

いただける個別物件でのトライアルを通じ

て、課題整理を実施していくことで合意して

いるところですが、現時点ではＫＤＤＩ殿か

ら個別物件の提示は受けておりません。今

後、提示があれば、双方の設備状況等を確認

のうえ、課題の整理、検証を進めていく考え
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です。 

・ なお、今回、ＫＤＤＩ殿は、「ＮＴＴ東・

西が設置した棟内の「パッチパネル～光屋内

配線～光コンセント」をユーザー単位で競争

事業者に転用できるよう指定設備化して開放

を義務化する」とのご意見を提示されていま

すが、パッチパネルや光コンセントについて

も、ＫＤＤＩ殿がご要望されるのであれば、

マンション向け屋内配線と同様、ＫＤＤＩ殿

が設置されたパッチパネルや光コンセントの

取り扱いを含め、双務主義に基づく相互転用

ルールの整備に向けた協議を進めていく考え

です。 

（ＮＴＴ西日本） 

意見１７ ＦＴＴＨサービスの戸建て向け屋内

配線については、第一種指定電気通信設備か

ら除外すべき。 

再意見１７ 考え方１７ 

■【ＦＴＴＨサービスの屋内配線】 

  「電気通信市場の環境変化に対応した接続ル

ールの在り方について」答申（２００９年１０

月１６日）において、戸建て向け屋内配線につ

いては第一種指定電気通信設備とすることが適

当とされ、２０１０年３月より接続約款に網使

用料等を規定したところですが、当社の屋内配

線には、以下の観点から、ボトルネック性はな

く、第一種指定電気通信設備に該当しないと考

えます。 

（１）屋内配線は、お客様の宅内に設置される

設備であり、誰もが自由に設置できる設

備であること。 

■ 戸建て光屋内配線については、ＦＴＴＨ市

場におけるＮＴＴ東西殿の市場シェアが７

４．２％と依然として独占化傾向にあり、接

続事業者がサービス競争を展開する上で必要

不可欠な設備と考えられるため、引き続き一

種指定設備の対象とすることが必要と考えま

す。 

  加えて、ＫＤＤＩ殿から指摘されている通

り、集合住宅の光屋内配線についてもサービ

ス競争可能な環境を構築するために、指定設

備化及び転用ルールの整備等を検討する必要

があると考えます。 

（イー・アクセス） 

■ 接続ルール答申において示されたとおり、

屋内配線はサービスを事業者が提供しそれを

利用者が享受する上で、その利用が事業者・

利用者双方にとって不可欠となる設備であ

り、屋内配線に係る公正競争環境を整備する

ことは、接続事業者の事業展開及び利用者利

便の向上の観点から重要な意味を有する。 

ＮＴＴ東西のＦＴＴＨサービスについて、

その戸建て向け屋内配線は、ＮＴＴ東西が自

ら設置するため、ＮＴＴ東西のＦＴＴＨシェ

ア（約７３％）と戸建て向け屋内配線のシェ

アは基本的に同水準になると考えられる。現

在、コスト削減の観点から、「引き通し」形
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（２）現に、ＦＴＴＨサービス等で利用されて

いる屋内配線には、メタルケーブル、光

ケーブル、同軸ケーブル、宅内無線、高

速電力線通信（ＰＬＣ）等、多様な形態

があるほか、その設置主体も、お客様ご

自身やビル・マンションオーナー、通信

事業者、放送事業者（ＣＡＴＶ事業者）

等、様々であること。 

（３）また、屋内配線の設置工事は、工事担任

者の資格があれば、誰でも実施可能であ

り、現に多数の工事会社があること。実

際、当社がお客様から依頼された屋内配

線工事も工事会社に委託して実施してお

り、他事業者においても同様に実施する

ことが可能であり、現に実施しているこ

と。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

■【ＦＴＴＨサービスの戸建て向け屋内配線につ

いて】 

・ 戸建て向け屋内配線は、お客様の宅内に設置

される設備であり、誰もが自由に設置できる設

備です。屋内配線の設置工事は、他事業者も同

様に実施することが可能であり、現に実施して

いることを鑑みれば、ボトルネック性がないこ

とは明らかであり、当社の戸建て向け屋内配線

を第一種指定電気通信設備から除外していただ

きたいと考えます。 

（ＮＴＴ西日本） 

  

■ ＦＴＴＨサービスの屋内配線については、

「電気通信市場の環境変化に対応した接続ル

ールの在り方について」答申（平成２１年１

０月１６日）における整理を変更すべき特段

の状況変化は認められず、ＮＴＴ東・西の設

置する戸建て向け屋内配線について引き続き

は、第一種指定設備に該当するという判断が

妥当と考えます。 

また、いわゆるフレッツマンション（フレ

ッツのみの利用を条件に、ＮＴＴ東・西が費

用負担して光屋内配線を敷設するケース）に

ついては、第一種指定電気通信設備として指

定化されている加入ダークファイバと一体的

に光屋内配線が敷設されていることからボト

ルネック性が高く、このような集合住宅向け

屋内配線についても一種指定設備に指定とす

べきと考えます。 

（ＫＤＤＩ） 

態による屋内配線の設置が進められている

が、一種指定設備である引込線と一体となっ

た屋内配線の設置は、引込線を設置している

ＮＴＴ東西のみが可能であり、接続事業者に

は可能とはいえない。この点からも、外壁の

内外で位置付けを違える取扱いは、イコール

フッティングを確保できない状況を招来する

ため、適当ではない。 

以上の点から、接続ルール答申において、

ＮＴＴ東西の設置する戸建て向け屋内配線

は、一種指定設備に該当すると整理されたと

ころであり、平成２２年９月に戸建て向け既

設屋内配線の転用についてＮＴＴ東西の接続

約款の変更を認可している。 

以上の状況は現時点においても変わりはな

いことから、ＮＴＴ東西の設置する戸建て向

け屋内配線は引き続き一種指定設備に指定す

ることが適当である。 

 

■ マンション向け光屋内配線については、考

え方１６のとおり。 
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ウ アンバンドル機能の対象に関する検証 

意   見 再  意  見 考  え  方 

意見１８ ＮＴＴ東西は、技術的可能で過度に

経済的な負担がない機能については、アンバ

ンドル化することを前提として他の事業者と

協議すべき。 

再意見１８  考え方１８  

■ アンバンドル化の３条件のうち、『具体的な

要望』は基準が曖昧で、実際の運用上では意味

を持ちません。ＮＴＴ東西は、技術的可能で過

度に経済的な負担がない機能については、アン

バンドル化することを前提として他の事業者と

協議すべき。 

ＮＴＴ東西のＮＧＮにおいて、以前から同等

なサービスが提供されているＩＰ電話サービス

等を除き、セッション管理機能や帯域制御機能

などのＮＧＮ特有の機能に関するアンバンドル

化は、商用サービス開始後４年以上経過しても

依然として行われていません。本来、ＮＧＮの

段階的発展に対応して、①具体的な要望があ

り、②技術的に可能で、③過度に経済的な負担

がない場合には、要望があった機能のアンバン

ドル化を行うことが定められています。しか

し、この「①具体的要望」の定義が極めて不明

確であり、ＮＴＴ東西に対してアンバンドル化

を要望しても、全く協議が進まないのが現状で

す。 

一方、ＮＴＴ東西のＮＧＮにおいて、現状で

はその特有の機能を活用した新たなサービスは

ほとんど登場していません。ＩＰ電話とインタ

ーネットアクセス以外にはほとんど利用されて

■ テレコムサービス協会殿の意見に賛同いたし

ます。ＮＧＮの利活用推進のためにＮＴＴ殿自

らが積極的にオープン化していただきたいと考

えます。 

（Ｚｉｐ Ｔｅｌｅｃｏｍ） 

 

■ ＫＤＤＩ殿、テレコムサービス協会殿から

は、「設備構築情報の取得タイミングにおける

同等性確保が必要」や「リードタイムの同等性

確保の徹底が必要」、「ＮＧＮにおけるアンバ

ンドル提供条件の同等性の確保」といった意見

が述べられておりますが、これらは、現行のＮ

ＴＴ東西殿の体制に「ボトルネック設備利用の

同等性」における課題があることを示している

と考えます。 

従って、本制度の検証において、各社から挙

げられた課題を整理し、例えば、ＫＤＤＩ殿が

主張する「設備構築情報の扱い、開通までの期

間、アンバンドル機能の利用条件等の同等性に

係る検証基準の規定」や、前回意見書にて当社

が主張した「システムの物理的分離」、「コス

ト削減目標の設定などによるインセンティブの

付与」といった必要な追加措置を講じる必要が

あると考えます。 

■ ブロードバンド答申において、アンバンドル

は、他事業者が多様な接続を実現するためのも

のであり、アンバンドル以前、すなわち他の設

備・機能とバンドルされていた時より接続料は

低減することとなり、それが利用者料金の低減

や多様なサービス提供に繋がれば、電気通信市

場における競争促進にも資することから、積極

的に推進すべきものとされている。 

また、ＮＧＮのアンバンドルの要否について

は、ブロードバンド答申において、創意工夫で

新たなサービスを生み出すことが期待されてい

るＮＧＮの特性や、ＰＳＴＮからのマイグレー

ションの動向を踏まえ、ＮＧＮにおける公正競

争環境を整備し、ブロードバンドの普及促進を

図る観点から、今後必要となる機能の取扱いに

関し、ＮＧＮの段階的発展に対応したアンバン

ドルの考え方（①「具体的な要望があるこ

と」、②「技術的に可能であること」、③「過

度な経済的負担がないことに留意」）が整理さ

れたところである。 

以上を踏まえてＮＧＮのオープン化の検討が

なされることにより、ＮＧＮにおける公正競争

環境が整備されることが期待される。 
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いないのが実状です。これを打破するには、Ｎ

ＧＮが持つ特有の機能をできるだけアンバンド

ル化し、多くの事業者がさまざまな使い方を工

夫する環境を整備することが必要だと考えま

す。 

例えば、ＮＧＮにおいて「技術的に可能

で」、「ＮＴＴ東西に過度な負担がない」アン

バンドル化の候補となる機能をＮＴＴ東西が自

らリストアップして公開し、その中で関連事業

者の要望が多いものから優先的にアンバンドル

化するような施策等が有効と考えます。まず、

ＮＴＴが自ら「オープン化可能なインタフェー

スはオープン化する」姿勢を示すべきです。そ

の結果、ＮＧＮ上でさまざまなアプリケーショ

ンサービスの利活用が促進され、利用者の利便

性が向上すると共にＮＴＴ東西のＮＧＮ自体の

発展にもつながると考えます。 

（テレコムサービス協会） 

（イー・アクセス） 

 

■ テレサ協殿の意見に賛同します。ブロードバ

ンド普及促進の観点から、積極的にＮＴＴ－Ｎ

ＧＮのアンバンドル化について対応をして頂き

たいと考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ 「ＮＴＴ東西は、技術的可能で過度に経済的

な負担がない機能については、アンバンドル化

することを前提として他の事業者と協議すべ

き」「この「①具体的要望」の定義が極めて不

明確であり、ＮＴＴ東西に対してアンバンドル

化を要望しても、全く協議が進まない」との意

見を提示されていますが、上述のとおり、ただ

漠然と機能のアンバンドルを要望されても、ど

のような機能をどのように提供すればよいかわ

からないこと、また、様々な事業者の要望を当

社が想定し開発を行った場合、実際には利用さ

れることのない機能まで開発を行うことになり

かねず、徒に検討に係わる稼動コストや開発コ

ストが嵩むこととなることから、新たな機能の

開発・提供については、接続事業者からの具体

的な要望を踏まえて検討する必要があると考え

ます。 

 また、テレコムサービス協会殿とは、２００

８年６月から協議を実施し、２００８年１０月

の協議において、ＡＮＩやＩＳＣのオープン化

の要望をいただきましたが、当社からは、現時

■ なお、ブロードバンド答申において、「具体

的な要望があること」については、以下に該当

する各機能に関し、具体的な要望の有無との関

連を見直すことが適当とされている。 

・ ＰＳＴＮ（及びアクセス回線）においてア

ンバンドルされている機能で、ＮＧＮへのマ

イグレーション後もＮＴＴにおいて提供予定

のユーザサービスを実現するために必要と認

められる機能 

・ＰＳＴＮにおいてアンバンドルされている機

能は、競争環境の異なるＮＧＮにおいて必ず

しもその全てを実現すべきとまでいえないも

のの、ＮＧＮへのマイグレーションに伴いＰ

ＳＴＮで実現していた公正競争環境が著しく

損なわれる場合に、こうした競争環境の変化

をＮＧＮにおいて真に補完する必要があると

認められる機能 

・ＰＳＴＮにおいて実装されていない機能では

あるが、事業者の創意工夫を阻害しないこと

に留意しつつも、オープン化されることでＮ

ＧＮの利活用やブロードバンドの普及促進に

つながると認められる機能 

また、同答申においては、上記機能がアンバ

ンドルされた場合の「利用ニーズ」という意味

での「具体的な要望」は競争事業者から示され

ることが適当とされている。 
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点、当社のＮＧＮでは、いわゆる「プラットフ

ォーム機能」を具備していないため、更なる検

討を進めるためには、具体的なサービスイメー

ジ等、具体的な要望内容をご提示いただくよう

依頼しているところですが、現在に至るまでこ

うした要望内容は提示いただいていない状況で

す。 

・ なお、上述の通り、当社は従前より「オープ

ン＆コラボレーション」の取り組みを推進して

きたところですが、本年４月からＳＮＩサービ

ス等に関し、テレコムサービス協会殿と定期的

に意見交換する場を設けたところであり、今後

とも実施していくこととしています。 

  また、当社としては、テレコムサービス協会

殿以外のプラットフォーム事業者やコンテンツ

プロバイダ等に対しても、当社サービスのご提

案やＳＮＩサービスに対するニーズの把握を行

い、より使いやすいメニューや新たなサービス

の検討を行っていく考えです。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

■ 「ＮＴＴ東西は、技術的可能で過度に経済的

な負担がない機能については、アンバンドル化

することを前提として他の事業者と協議すべ

き」、「この「①具体的要望」の定義が極めて

不明確であり、ＮＴＴ東西に対してアンバンド

ル化を要望しても、全く協議が進まない」との

ご意見を提示されていますが、上述のとおり、

ただ漠然と機能のアンバンドルを要望されて

も、どのような機能をどのように提供すればよ
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いか分からないこと、また、様々な事業者の要

望を当社が想定して開発を行った場合、実際に

は利用されることのない機能まで開発を行うこ

とになりかねず、徒に検討に係る稼動コストや

開発コストが嵩むこととなることから、新たな

機能の開発・提供については、接続事業者から

の具体的な要望を踏まえて検討する必要がある

と考えます。 

・ また、テレコムサービス協会殿とは、平成２

０年６月から協議を実施し、平成２０年１０月

の協議において、ＡＮＩやＩＳＣのオープン化

の要望をいただきましたが、当社からは、現時

点、当社のＮＧＮは、いわゆる「プラットフォ

ーム機能」を具備していないため、更なる検討

を進めるためには、まずはどのようなサービス

を実現したいのかといったサービスイメージ

等、具体的な要望内容をご提示いただくよう依

頼しているところですが、現在に至るまでこう

した要望内容は提示いただいていない状況で

す。 

・ なお、上述のとおり、当社は従前より「オー

プン＆コラボレーション」の取り組みを推進し

てきたところですが、本年５月からＳＮＩのオ

ープン化について、テレコムサービス協会殿と

定期的に意見交換する場を設けたところであ

り、今後とも実施していくこととしています。 

 また、当社としては、テレコムサービス協会

殿以外のプラットフォーム事業者やコンテンツ

プロバイダ等に対しても、当社サービスのご提

案やＳＮＩサービスに対するニーズの把握を行
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い、より使いやすいメニューや新たなサービス

の検討を行っていく考えです。 

（ＮＴＴ西日本） 

意見１９ ＮＧＮ上のサービスにおける公正競

争環境を整備し、ブロードバンドの普及促進

を図るため、ＮＧＮの段階的発展に対応した

アンバンドルの考え方について、ＮＴＴ東西

が適切に対応を行っているかどうか検証すべ

き。 

再意見１９ 考え方１９ 

■ ＮＴＴ－ＮＧＮの指定電気通信設備化につい

ては、サービス開始前から議論がなされ、ＰＳ

ＴＮでの競争政策議論を活かしたネットワーク

構築が当初より可能であったと考えます。しか

し、ＮＴＴ東西殿は、自ら構築したＮＴＴ－Ｎ

ＧＮについては指定電気通信設備の対象外とい

う独断的考え方を当初より主張しており、その

結果接続事業者には開放されない閉鎖的なネッ

トワーク構築思想で推し進められたことは、過

去に経験したＰＳＴＮと同等の論争（独占かつ

閉鎖的ネットワークの開放論議）を繰り返す状

況となっています。 

弊社共グループは、フレッツ光ネクスト（Ｎ

ＴＴ－ＮＧＮ）上で新たなサービス提供を行う

ため、以前よりＮＴＴ東西殿に対し優先制御等

のアンバンドルを求めてきましたが、その回答

及び対応については、必ずしも前向きな検討を

していただけていないとの認識を持っていま

す。 

 この状況から、今後の協議等を円滑に進める

ためには、ＮＴＴ東西殿において、積極的な情

■ 左記の意見に賛同します。 

ブロードバンドの利活用促進のためには、Ｎ

ＧＮが持つ特有の機能を利用して、多くの事業

者が様々なサービスをＮＧＮ上で提供するよう

な環境の実現が必要と考えます。しかし、現実

にはＮＧＮのオープン化が全く進んでおらず、

新たなサービスもほとんど出現していない状況

です。 

この状況を進展させるためには、ソフトバン

クグループ殿が主張されるように、「競争事業

者から出されるアンバンドル要望は、全て具体

的要求とみなす」ことで、ＮＧＮのオープン化

を促進させることが必要と考えます。 

（テレコムサービス協会） 

 

■ 通信事業者が当初ＮＴＴ１社しかなく、サー

ビスも音声通信しかないＰＳＴＮと異なり、Ｉ

Ｐ網は、最初から多数の事業者が競争下で自ら

構築しており、サービス提供にあたってはネッ

トワークのみならずコンテンツ・アプリケーシ

ョンや端末までも垂直的に統合した事業を多様

■ ＮＧＮのアンバンドルの要否については、考

え方１８の前段のとおり。 

 

■ なお、「①具体的な要望があること」につい

ては、ブロードバンド答申において、ＮＴＴ東

西から「具体的な要望もない中で、様々な事業

者の要望を当社が想定し開発を行ったとして

も、実際には利用されることのない機能まで開

発を行うことになりかねず、徒に開発コストが

嵩むこととなる」との主張がなされていること

も踏まえ、アンバンドルされた場合の「利用ニ

ーズ」という意味での「具体的な要望」は競争

事業者から示されることが適当とされたもので

あり、御指摘のように接続事業者から出される

要望を全て具体的な要望とみなすことは適当で

はないと考えられる。 

「②技術的に可能であること」については、

ブロードバンド答申において、技術的に不可能

でない限り、技術的に実現可能な範囲の機能を

特定した上で、必要なアンバンドルを行うと整

理することが適当とされている。接続事業者か
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報の開示と迅速な検討及び対応を強く求めま

す。ＮＴＴ－ＮＧＮ上のサービスにおける公正

競争環境を整備し、ブロードバンドの普及促進

を図るため、ＮＴＴ－ＮＧＮの段階的発展に対

応したアンバンドルの考え方について、それぞ

れ以下の観点を踏まえ、ＮＴＴ東西殿が適切に

対応を行っているかどうかの検証を求めます。 

 

①具体的な要望があること 

『「ブロードバンド普及促進のための環境整

備の在り方（答申）」（２０１１年１２月２

０日）』において、「上記機能がアンバンド

ルされた場合の「利用ニーズ」という意味で

の「具体的な要望」は競争事業者から示され

ることが適当である。」とありますが、ＮＴ

Ｔ 東西殿からの開示情報が限られている状

況下であることを考慮すれば、接続事業者か

ら出されるアンバンドル要望については、全

て「具体的な要望」とみなすこと 

 

②技術的に可能であること 

『「接続の基本的ルールの在り方について

（答申）」（１９９６年１２月１９日）』に

おいて「なお、特定事業者が技術的に実現不

可能であることを一定期間内に示せない場合

には、技術的に可能とみなすことが適当であ

る。」との整理がなされた通り、ＮＴＴ東西

殿が技術的に実現不可能であることを具体的

かつ明確に示すべきであると考えており、仮

に技術的に実現不可能であることを示す場合

なプレイヤーが展開し、しかもグローバル化し

ています。 

 こうした中、当社としても、異業種・他業界

の皆様との協業を通じて、多彩なブロードバン

ドサービスを、より多くのお客様に低廉で安

心・便利にご利用いただけることを目指してＮ

ＧＮを構築し、サービス開始に先立ってフィー

ルドトライアルを実施する等、接続事業者の要

望も踏まえ、自主的にオープン化の推進にも取

り組んできたところです。 

・ このように当社としては、他事業者との競争

下において、自主的に「オープン＆コラボレー

ション」に取り組むことによってビジネスベー

スで新しいサービスや価値を創造していくこと

を目指してＮＧＮを構築してきたところであ

り、ＮＧＮ構築後に当社のＮＧＮが指定電気通

信設備とされた以降においても、当社は、「次

世代ネットワークに係る接続ルールの在り方に

ついて」の答申（２００８年３月２７日）にお

いて、ＮＧＮにおけるアンバンドルが必要な機

能は、『フレッツサービス（収容局接続）に係

る機能』『ＩＰ電話サービス（ＩＧＳ接続）に

係る機能』『イーサネットサービスに係る機

能』『中継局接続』の４つと整理されたことに

基づきアンバンドル機能を設定するとともに、

ＩＰｖ６ネイティブ接続機能など、その後の接

続事業者の要望に応じ新たに機能を開発・提供

する等、適時適切に対応してきています。 

・ 以上の点から、ソフトバンク殿の「接続事業

者には開放されない閉鎖的なネットワーク構築

らＮＴＴ東西に対し要望があった場合には、事

業者間協議を通じて実現可能な範囲の機能を特

定することが適当である。 

アンバンドルを実現するために必要とする費

用負担の在り方及びシステム開発の必要性の協

議については、平成２４年７月に策定された

「事業者間協議の円滑化に関するガイドライ

ン」（以下「円滑化ガイドライン」という。）

において、「接続の申込み等に係るオペレーシ

ョンシステムのうち、コストの負担、仕様、業

務フローへの影響等の点で接続事業者に対する

影響が特に大きいと予想されるものについて

は、開発・更改に着手する前に当事者間で十分

な協議を行い、可能な限り各当事者の意見を聴

取することが適当である。また、接続事業者か

ら求めがある場合には、当該システム開発の必

要性や費用対効果、仕様の合理性等について、

十分な説明を行うことが適当である。」とされ

ていることを踏まえ、まずはＮＴＴ東西と接続

事業者の間で十分な協議を行うことが適当であ

る。 

また、アンバンドルに伴う費用負担の在り方

については、アンバンドルされる機能が、多く

の事業者が共通的に利用することとなる、「基

本的な接続機能」に該当する場合には、当該機

能のアンバンドルに要する費用は、個別の接続

事業者による負担ではなく、各事業者がネット

ワークの利用見合いで広く負担することとな

る。 
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であっても、ＮＴＴ東西殿は、接続事業者が

検証可能なように技術仕様書等を利用した説

明を行うこととし、代替提案を行う場合につ

いては、その代替提案に関する情報提供を行

うこと 

また、接続事業者から要望する代替方式の

提案を行った場合には、実現性の検討を行

い、その結果として技術仕様書等を利用した

説明を行うとともに、接続事業者との協議を

持つこと 

 

③過度に経済的な負担がないことに留意 

アンバンドルを実現するために必要とする費

用であったとしても、一律に接続事業者負担

とするのではなく、本来、基本機能として具

備する機能やＮＴＴ東西殿の独自仕様等に起

因することで追加発生する費用等について

は、その費用負担のあり方については、協議

をもって解決すること 

また、システム開発の必要性については、

その費用対効果、相互の仕様合理性について

も、接続事業者側で検証が行えるように、十

分な情報開示を実施するとともに、接続事業

者においても開発費用等の低減のため提案が

行えるよう、ＮＴＴ東西殿は実現性に必要な

協力を積極的に行うこと 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

思想で推し進められた」とするご指摘はあたら

ないと考えます。 

 加えて、「ＰＳＴＮと同等の論争（独占かつ

閉鎖的ネットワークの開放論議）を繰り返す状

況となっている」とご指摘されていますが、そ

もそも、ＩＰ時代はＰＳＴＮ時代とは異なり、

誰しもがネットワークを構築しサービスを提供

できる環境にあるにもかかわらず、ＩＰ時代を

ＰＳＴＮ時代と同列に位置づけた議論を行って

いること自体が、現在の市場・競争環境の実態

に即しておらず、適切ではないと考えます。 

・ また、ソフトバンク殿の「以前よりＮＴＴ東

西殿に対し優先制御等のアンバンドルを求めて

きました」との意見がありますが、ＮＧＮの商

用開始前のフィールドトライアル時において優

先制御等のアンバンドルに関する具体的な要望

はいただいておらず、また、ＮＧＮ商用開始か

ら１年以上経過した２００９年１０月に、ＮＧ

Ｎ上での０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話サービスの提供に

関する接続要望を初めていただき、当社として

は、協議や質問のやり取り通じて要望内容の具

体化を図ろうとしましたが、その途中段階でソ

フトバンク殿からの連絡が途絶え、協議が中断

しておりました。その後、ソフトバンク殿から

本格的な協議要望をいただいたのは、２０１１

年９月に入ってからであり、こうした表現は適

切ではないと考えます。 

 さらに、現時点、本件については具体的な実

現方式や実現時期等について協議中の状況です

が、協議が長期化しているのは、 
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－ソフトバンク殿のご要望が漠然としたもので

あり、必ずしもご要望内容が明確でないこと 

－協議を経る中で当社から不明瞭な点等を指摘

させていただいたところ、検討の前提につい

て度々変更が生じていること 

－当社としては、変更の都度検討を行い、度重

なる協議においてご質問・ご説明する必要が

あったこと 

 が主な要因と考えております。 

本件に関して、当社としては、引き続き協議

を行っていく考えであり、「必ずしも前向きな

検討をしていただけていないとの認識を持って

いる」というご指摘はあたらないと考えます

が、協議にあたっては、ソフトバンク殿におい

て要望内容の明確化・具体化についてもご協力

いただきたいと考えています。 

 また、ベストエフォートと様々な優先トラヒ  

ックが混在するＮＧＮにおいて、それぞれの通

信に影響を与えることなく何をどのように優先

させるかは、それ自体がサービス提供の肝とな

るものです。したがって、あるトラヒックを常

時優先で伝送することについては、義務的なア

ンバンドル機能としてではなく、サービスとし

てビジネスベースで検討するものであると考え

ます。 

・ ①「具体的な要望があること」について、

「接続事業者から出されるアンバンドル要望に

ついては、全て具体的な要望とみなすこと」と

のご意見については、ただ漠然と機能のアンバ

ンドルを要望されても、どのような機能をどの
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ように提供すればよいかわからないこと、また

様々な事業者の要望を当社が想定し開発を行っ

た場合、実際には利用されることのない機能ま

で開発を行うことになりかねず、徒に検討に係

わる稼動コストや開発コストが嵩むこととなる

ことから、新たな機能の開発・提供について

は、まずは、要望される事業者が、どのような

サービスを提供するのか、そのためにはどうい

った接続形態でどのような機能が必要なのか

等、ご要望内容を具体化していただくことが必

要です。 

・ ②「技術的に可能であること」について、

「接続事業者が検証可能なように技術仕様書等

を利用した説明を行うこととし、代替提案を行

う場合については、その代替提案に関する情報

提供を行うこと」とのご意見については、当社

は、接続事業者からのご要望に対し、現在で

も、協議の場等において適時適切に技術的な条

件等について提示させていただいております。 

また、代替提案については、当社では接続事

業者のシステム仕様等が分からず、接続事業者

の要望に即しているかも不明であることから、

当社から提示させていただいた技術的な条件等

参照していただき、接続事業者において代替方

式の具体的な提案をしていただきたいと考えて

おります。 

  さらに、「接続事業者から要望する代替方式

の提案を行った場合には、実現性の検討を行

い、その結果として技術仕様書等を利用した説

明を行うとともに、接続事業者との協議を持つ
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こと」とのご意見については、上述のとおり、

これまでも、代替提案であるかどうかに係わら

ず、協議してきたところであり、今後とも引き

続き、同様に対応させていただく考えです。 

・ ③「過度に経済的な負担がないことに留意」

について、「（アンバンドルを実現するために

必要とする）費用負担のあり方については、協

議をもって解決すること」とのご意見について

は、当社としては、個別の接続事業者が必要と

する個別の機能をアンバンドルするための費用

については、受益者負担の観点から、その全額

を当該機能を利用する接続事業者が負担すべき

と考えており、当社を含め、当該機能を利用し

ない接続事業者に費用負担を求める考えはあり

ません。 

  また、「（システム開発の必要性について

は）十分な情報開示を実施するとともに、接続

事業者においても開発費用等の低減のため提案

が行えるよう、ＮＴＴ東西殿は実現性に必要な

協力を積極的に行うこと」とのご意見について

は、当社としては、これまでも接続事業者が利

用するシステム開発を行う場合は、接続を要望

する事業者のご要望を十分にお聞きしながら、

その機能や仕様を決定し、それに係る費用及び

その負担方法について十分な説明を行ってきた

ところです。さらに、システムの利用に必要な

改修内容の説明や情報開示をより充実させる観

点から、 

－接続事業者のご意見・ご要望を考慮のうえ、

システム改修内容を検討するため、年２回、
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意見交換会を実施すること 

－システムの運用開始予定時期の原則約６ヶ月

前までに、運用手続きの変更内容についてご

案内すること 

の新たな取組みを実施することについて、本年

５月３０日に接続事業者に当該内容をご説明

し、同日、第１回目の意見交換会を実施したと

ころであり、今後も同様の取り組みを継続して

いく考えです。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

■ 他事業者が加入者回線や加入者交換機を自ら

設置して、当社と同等のネットワークを自前構

築することが実質的に困難であり、また、サー

ビスも音声通信しかなかった電話の時代と異な

り、ＩＰの時代には、各事業者がルータ等の局

内装置を自ら設置して独自のＩＰ網を構築し、

ＩＰブロードバンドサービスを提供するだけで

なく、グローバルプレイヤーやアプリケーショ

ンサービスプロバイダも、端末からコンテン

ツ・アプリケーションサービスまで垂直的に統

合したサービスを提供するようになっていま

す。 

・ こうした中、当社も、より多くのお客様に安

心・便利にＩＰブロードバンドサービスをご利

用いただけるようＮＧＮを構築するとともに、

サービス開始に先立ってフィールドトライアル

を実施する等、「オープン＆コラボレーショ

ン」の取り組みを通じ、お客様に多彩なコンテ

ンツ・アプリケーションサービスをご利用いた
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だけるよう異業種・他業界の皆様との協業を進

め、新しいサービスや価値の創造に取り組んで

きたところです。 

・ その際には、当社は、接続事業者のご要望も

踏まえて、自主的にＮＧＮとの相互接続条件を

公表する等、オープン化の推進にも取り組んで

きたところですが、さらに、ＮＧＮが指定電気

通信設備とされて以降には、「次世代ネットワ

ークに係る接続ルールの在り方について」答申

（平成２０年３月２７日）で、「ＮＧＮにおけ

るアンバンドルが必要な機能は、『フレッツサ

ービス（収容局接続）に係る機能』、『ＩＰ電

話サービス（ＩＧＳ接続）に係る機能』、『イ

ーサネットサービスに係る機能』、『中継局接

続』の４つと整理されたことを受け、それら機

能をアンバンドルするとともに、その後の接続

事業者のご要望に応じて、ＩＰｖ６ネイティブ

接続機能等の新たな機能を開発・提供する等、

適時適切な対応を行ってきたところです。 

・ 以上の点から、当社としては、ソフトバンク

殿の「ＮＧＮについては接続事業者には開放さ

れない閉鎖的なネットワーク構築思想で推し進

められた」とのご指摘はあたらないと考えま

す。 

・ 加えて、ソフトバンク殿の「ＰＳＴＮと同等

の論争（独占かつ閉鎖的ネットワークの開放論

議）を繰り返す状況となっている」とのご指摘

についても、上述したとおり、ＩＰの時代に

は、各事業者がルータ等の局内装置を自ら設置

して独自のＩＰ網を構築することが可能となっ
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ており、ＮＧＮは独占的なネットワークとは言

えない状況にあることを踏まえると、ＩＰの時

代を電話の時代と同列に位置づけて議論するこ

と自体、不適切であると考えます。 

・ また、ソフトバンク殿から「以前よりＮＴＴ

東西殿に対し優先制御等のアンバンドルを求め

てきました」とのご意見をいただいています

が、ＮＧＮの商用開始前のフィールドトライア

ル時には、優先制御等のアンバンドルに関する

具体的なご要望をいただいていませんでした

し、ＮＧＮの商用開始から１年以上が経過した

平成２１年１０月に初めて、ＮＧＮ上での０Ａ

Ｂ～Ｊ ＩＰ電話サービスの提供に関する接続要

望をいただき、当社が協議や質問回答のやり取

りを通じて要望内容の具体化を図ろうとしたも

のの、その途中段階でソフトバンク殿からの連

絡が途絶え、協議が中断してしまいました。そ

の後、ソフトバンク殿から本格的な協議再開の

ご要望をいただいたのは平成２３年９月に入っ

てからであったことを踏まえると、ご意見のよ

うな記載は適切でないと考えます。 

・ さらに、現時点、具体的な実現方式や実現時

期等について協議中ですが、協議が長期化して

いるのは、 

－ソフトバンク殿のご要望が漠然としたもので

あり、ご要望内容が必ずしも明確でなかった

こと 

－協議において当社から不明瞭な点等を確認さ

せていただくと、検討の前提条件に度々変更

が生じたこと 
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－検討の前提条件が変更される都度、当社も改

めて検討を行い、協議において必要な確認・

説明を行う必要があったことが主な要因と考

えています。 

・ 本件に関しては、当社としては、引き続き協

議を行っていく考えであり、「必ずしも前向き

な検討をしていただけていないとの認識を持っ

ている」との指摘はあたらないと考えますが、

協議にあたっては、ソフトバンク殿において要

望内容の明確化・具体化についてもご協力いた

だきたいと考えています。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ ①「接続事業者から出されるアンバンドル要

望については、全て具体的な要望とみなすこ

と」とのご意見について、ただ漠然と機能のア

ンバンドルを要望されても、どのような機能を

どのように提供すればよいか分からないこと、

また様々な事業者の要望を当社が想定して開発

を行った場合、実際には利用されることのない

機能まで開発を行うことになりかねず、徒に検

討に係る稼動コストや開発コストが嵩むことと

なることから、新たな機能の開発・提供につい

ては、まずは、要望される事業者が、どのよう

なサービスを提供するのか、そのためにはどう

いった接続形態でどのような機能が必要なのか

等、ご要望内容を具体化していただくことが必

要です。 

・ ②「接続事業者が検証可能なように技術仕様

書等を利用した説明を行うこととし、代替提案
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を行う場合については、その代替提案に関する

情報提供を行うこと」とのご意見について、当

社は、接続事業者からのご要望に対し、現在で

も、協議の場等において適時適切に技術的な条

件等を提示させていただいています。 

 また、代替提案について、当社では接続事業

者のシステム仕様等が分からず、接続事業者の

要望に沿った内容になっているかどうかも不明

であることから、当社から提示させていただい

た技術的な条件等を参照していただき、接続事

業者において代替方式の具体的な提案をしてい

ただきたいと考えております。 

 さらに、「接続事業者から要望する代替方式

の提案を行った場合には、実現性の検討を行

い、その結果として技術仕様書等を利用した説

明を行うとともに、接続事業者との協議を持つ

こと」とのご意見については、上述のとおり、

これまでも、代替提案であるか否かにかかわら

ず、ご要望をいただければ協議に応じてきたと

ころであり、今後も同様に対応させていただく

考えです。 

・ ③「過度に経済的な負担がないことに留意」

について、「（アンバンドルを実現するために

必要とする）費用負担のあり方については、協

議をもって解決すること」とのご意見につい

て、当社としては、個別の接続事業者が必要と

する個別の機能をアンバンドルするための費用

は、受益者負担の観点から、その全額を当該機

能を利用する接続事業者に負担していただく必

要があると考えており、当社を含め、当該機能
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を利用しない接続事業者に費用負担を求める考

えはありません。 

 また、「（システム開発の必要性について

は）十分な情報開示を実施するとともに、接続

事業者においても開発費用等の低減のため提案

が行えるよう、ＮＴＴ東西殿は実現性に必要な

協力を積極的に行うこと」とのご意見について

は、当社としては、これまでも接続事業者のみ

が利用されるシステム開発を行う場合には、接

続事業者のご要望をお聞きしながら、その機能

や仕様を決定し、それに係る費用及びその負担

方法について十分な説明を行ってきたところで

す。さらに、システムの利用に必要な改修内容

の説明や情報開示をより充実させる観点から、 

－接続事業者のご意見・ご要望を考慮のうえ、

システム改修内容を検討するため、年２回、

意見交換会を実施すること 

－システムの運用開始予定時期の原則約６ヶ月

前までに、運用手続きの変更内容についてご

案内すること 

の新たな取組みを実施することについて、本年

５月３０日に接続事業者に当該内容をご説明

し、同日、第１回目の意見交換会を実施したと

ころであり、今後も同様の取り組みを継続して

いく考えです。 

（ＮＴＴ西日本） 

意見２０ ＮＧＮ等に係るアンバンドル機能の

うち、機能の提供開始以降、実需や他事業者

による利用実績がない機能については、早急

にアンバンドル機能の対象から除外すべき。 

再意見２０  考え方２０ 
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■【ＮＧＮ等に係るアンバンドル機能】 

  ＮＧＮ等に係るアンバンドル機能のうち、機

能の提供開始以降、実需や他事業者による利用

実績がない機能については、早急にアンバンド

ル機能の対象から除外していただきたいと考え

ます。 

 ・一般収容ルータ接続ルーティング伝送機能 

 ・特別収容ルータ接続ルーティング伝送機能 

 ・一般中継ルータ接続ルーティング伝送機能 

 ・特別中継ルータ接続ルーティング伝送機能 

 ・イーサネットフレーム伝送機能 

  なお、「ブロードバンド普及促進のための環

境整備の在り方」答申（２０１１年１２月２０

日）では、アンバンドルについて、①「具体的

な要望があること」、②「技術的に可能である

こと」、③「過度な経済的負担がないことに留

意」の三つの要件の考え方が整理されたところ

ですが、それぞれについて、以下の観点を踏ま

えた上で、アンバンドル要否の判断をする必要

があると考えます。 

 ①「具体的な要望があること」については、ま

ずは、ご要望される事業者が、どのようなサ

ービスを提供するのか、そのためにはどうい

った接続形態でどのような機能が必要なのか

等、ご要望内容を具体化していただくことが

必要と考えます。 

 ②「技術的に可能であること」については、理

論的には開発等を行うことによって機能提供

そのものは技術的に可能である場合でも、そ

の機能・装置自体が国際標準化されていない

■ これまでにＮＴＴ東西殿からは、下記の４種

類の機能がアンバンドル化されています。 

他社の電話網とのＩＧＳ接続 

アクセス網を持つ事業者との収容局接続 

他社のＮＧＮとの中継局接続 

他社のイーサ網との接続 

この中で、現実に利用されているのは①のみ

ということになります。この中で、②と④につ

いては接続事業者からの利用希望がなければ対

象から除外しても構わないと考えます。ただ

し、③については将来他の事業者がＮＧＮを構

築する際の接続機能として残しておくべきと考

えます。 

なお、ＮＴＴ東西殿は上記の４つのアンバン

ドル化をもって「ＮＧＮは既にオープン化され

ている」と主張されてきたと思いますが、実際

には利用されているのは電話網としての接続だ

けであり、他の接続事業者が希望するような

「帯域制御等のＮＧＮ特有の機能」は全くオー

プンにされていないことになります。ブロード

バンド普及促進、特にＩＣＴの利活用の促進に

向けて、ＮＧＮのアンバンドル化も含めて、多

くの事業者が簡単にサービスを提供できるよ

う、さらなるサービスメニューの充実を強く要

望いたします。 

（テレコムサービス協会） 

 

■ 弊社は２０１１年より、ＮＴＴ殿と０ＡＢ－

Ｊ ＩＰ電話実現のため優先制御機能等のアンバ

ンドルを協議してきましたが、１年経過した現

■ 収容局接続機能については、ＮＧＮ答申にお

いて示されたとおり、①競争事業者からはアン

バンドルして提供することが求められているこ

と、②今後、ＡＤＳＬからＦＴＴＨへのマイグ

レーションが進展する中で、アクセス回線での

設備競争・サービス競争の激化が想定される

が、それに伴い、他事業者が自ら調達したアク

セス回線等を収容ルータに接続する形態が増え

ていくことも想定されること、③また、ＮＧＮ

は、今後我が国の基幹的な通信網となることが

想定され、新たな機能や今後段階的に追加され

る機能等を活用した事業展開の機会が拡大する

ものと考えられるが、その際、既存の地域ＩＰ

網で存在していた収容局接続による接続形態を

用意しておくことが、事業者による創意工夫を

活かした多様な利用形態でのＮＧＮへの参入を

促進すると考えられることから、フレッツサー

ビスに係る機能のアンバンドルは当面必要とさ

れたところである。 

また、同機能については、ブロードバンド答

申において、「地域ＩＰ網と異なり１００Ｍと

いった小口の接続料単位のメニューが存在せ

ず、その分獲得する必要のあるユーザ数が多く

なること等から、接続事業者が収容局接続機能

を利用して電話サービスやインターネット接続

サービス等を提供することについては一定の課

題がある」とされ、「接続料設定単位の多様化

等の必要なオープン化について検討を行うこと

が適当」とされたところである。 

ＮＧＮ答申における②及び③については現時
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技術によるものであれば、当社のＮＧＮの

「ガラパゴス化」を招くこととなるため、少

なくともそのような開発を伴うアンバンドル

は実施すべきでないと考えます。 

 ③「過度に経済的な負担がないことに留意」に

ついては、過度に経済的な負担がかからない

ことは当然のこととして、アンバンドルの実

現に必要となる開発コスト等については、実

際にかかったコストに基づき、原則として要

望事業者から速やかに回収すべきものである

と考えます。 

  いずれにしても、アンバンドルの要否につい

ては、個々の機能について、その必要性や市場

環境等を総合的に勘案したうえで、個別に検

討・判断すべきと考えます。 

 （ＮＴＴ東日本） 

■ 当社のＮＧＮ等、イーサネットスイッチ等の

局内装置類、局内光ファイバ、加入光ファイバ

等については、前述のとおり、第一種指定電気

通信設備の対象から除外していただく必要があ

ると考えますが、仮に引き続き第一種指定電気

通信設備の対象とするのであれば、少なくとも

他事業者による利用実績や実需要がない機能に

ついては、早急にアンバンドル機能の対象から

除外していただく等の対応を行っていただきた

いと考えます。 

【収容局接続機能及び中継局接続機能のアンバン

ドルについて】 

・ フレッツサービスに係る機能（一般収容ルー

タ接続ルーティング伝送機能・特別収容ルータ

時点においても協議の成果はありません。ＮＴ

Ｔ殿は協議の中で「具体的要望をいただきた

い」と一貫して主張されますが、弊社はＮＴＴ

殿からＮＧＮがもつ機能や構成等は開示されな

いため、より「具体的な要望」で、且つ「技術

的実現可能性」の高い接続方式を提案すること

は不可能です。 

ＮＴＴ殿が接続事業者からの「要望」が受け

入れられない場合は、「具体的代案とその理

由」の開示を義務付けるなど、ＮＴＴ殿がもつ

「網の情報に対する優越的地位」を考慮した制

度としていただきたいと考えます。 

（Ｚｉｐ Ｔｅｌｅｃｏｍ） 

  

■ ＮＧＮ等に係る各アンバンドル機能について

は、以下の理由から、引き続き指定対象とする

ことが必要と考えます。 

①２０１０年１１月に、ＮＴＴ東西殿がＰＳＴ

Ｎの概括的展望を示し、現在、ＰＳＴＮマイ

グレーションに係る意識合わせの場にて、Ｉ

Ｐ網同士の接続への移行を前提として議論さ

れていることから、今後ＮＧＮをはじめとし

たＮＴＴ東西殿のＩＰ網との接続の重要性は

更に高まると考えられること。 

②ＩＰ化の進展に伴い、接続事業者によるＮＧ

Ｎを利用した創意工夫あるサービスの提供が

期待されること。 

（イー・アクセス） 

 

■ 「接続の基本的ルールの在り方について（１

点においても依然として妥当であり、かつ、ブ

ロードバンド答申においても今後の利用に向

け、上記のような課題が挙げられていることか

ら、収容局接続機能については、引き続きアン

バンドルの対象とすることが適当である。 

 

■ 中継局接続機能については、ＮＧＮ答申にお

いて示されたとおり、①地域ＩＰ網では、既に

中継局接続に該当していたＩＰｖ６サービスは

アンバンドルされた機能を用いて接続料を互い

に支払ってサービス提供をしており、②また、

ＮＴＴ東西のＮＧＮ間のＩＰ電話サービスの提

供は中継局接続の形態のみで行われている。③

更に今後ＰＳＴＮからＩＰ網へとネットワーク

構造が変化するに伴い、他事業者のネットワー

クとの接続も、ＩＧＳ接続が減少し中継局接続

が増えていくことが想定される。 

また、同機能については、ブロードバンド答

申において、「現在のＮＧＮの中継局接続機能

は、ＩＧＳ接続機能やＰＳＴＮにおけるＧＣ・

ＩＣ接続機能と異なっており、この点がＩＰ網

同士の直接接続の実現に向けた課題となってい

る可能性がある」、「ブロードバンド普及促進

のためには、ＰＳＴＮ又はメタル回線において

確保されていた公正競争環境の後退を極力招か

ないことや、事業者の積極的なＩＰ網への移行

が妨げられないことが重要であると考えられ

る。また、ＮＧＮならではの多種多様なサービ

スの提供を通じたユーザ利便の向上が図られる

ことも重要である。以上から、ＮＧＮ又は光フ
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接続ルーティング伝送機能）については、地域

ＩＰ網において、特別収容ルータ接続ルーティ

ング伝送機能の接続料を設定していたものの、

平成１３年から現在に至るまで１０年以上、他

事業者による利用実績はないことから、アンバ

ンドルの対象から除外していただきたいと考え

ます。 

・ 中継局接続に係る機能（一般中継ルータ接続

ルーティング伝送機能・特別中継ルータ接続ル

ーティング伝送機能）についても、接続料を設

定したものの、他事業者による利用実績はない

ことから、アンバンドルの対象から除外してい

ただきたいと考えます。 

【局内装置類に係る機能のアンバンドルについ

て】 

・ 光信号伝送装置（ＯＬＴ）は平成１３年よ

り、メディアコンバータ・局内スプリッタにつ

いては平成１４年より、当社が接続料を設定し

ていたものの、平成１３・１４年から現在に至

るまで９年ないし１０年以上、他事業者による

利用実績はないことから、アンバンドルの対象

から除外していただきたいと考えます。 

・ イーサネットスイッチに係る接続料（イーサ

ネットフレーム伝送機能）についても、他事業

者からの強い接続要望を受け、平成２２年６月

に接続料を設定したものの、同年７月、当該他

事業者からの接続申込みが取り下げられ、また

現在に至るまで当該他事業者を含む事業者から

の利用要望がないことから、アンバンドルの対

象から除外していただきたいと考えます。 

９９６年１２月１９日、電気通信審議会答

申）」において、「技術的に可能な場合には、

アンバンドルして提供しなければならない」と

示されているとおり、ＮＴＴ東西殿の設備利用

部門と接続事業者との同等性確保という観点か

ら、接続事業者が要望を挙げた時点で常に接続

可能な状態であることがアンバンドルの原則と

考えます。従って、接続事業者との接続実績が

ない状況が続いている等といった現時点の状況

のみを捉えて、アンバンドルの対象可否を議論

すべきではないと考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ 弊社共は、フレッツ光ネクスト上で新たなサ

ービス提供を行うため、以前よりＮＴＴ東西殿

に対し優先制御等のアンバンドルを求めてきま

したが、議論が円滑に進展していないといった

事態が発生しています。 

ＮＴＴ東西殿は「どういった接続形態でどの

ような機能が必要なのか等、ご要望内容を具体

化していただくことが必要」といわれますが、

弊社共はＮＴＴ－ＮＧＮの具備する機能等の詳

細を把握していないため、具体化をすることは

困難です。 

従って、協議等を円滑に進めるためには、Ｎ

ＴＴ東西殿のＮＴＴ－ＮＧＮに係る積極的な情

報の開示が必要と考えます。 

また、その費用負担の在り方については、そ

の機能が、本来、開放を前提としたネットワー

ァイバ回線においても実質的な公正競争環境を

確保する必要がある」とされており、これらを

踏まえ、「ＮＴＴ東西のＮＧＮと接続事業者の

ＩＰ網の直接的な相互接続性を確保し、接続事

業者のネットワークのＩＰ網への積極的な移行

を促す観点から、現在の中継局接続機能の更な

るオープン化（設定単位の細分化・柔軟化、イ

ンターフェースの多様化）を図るために必要な

措置をとることが適当」とされたところであ

る。 

ＮＴＴ東西のＮＧＮ間の接続においては現に

中継局接続機能が相互に利用されており、ＮＧ

Ｎ答申においてＩＰ網同士の直接接続の実現に

向けた課題が挙げられ、現在それを踏まえた検

討が進められていることから、中継局接続機能

については、引き続きアンバンドルの対象とす

ることが適当である。 

 

■ イーサネットフレーム伝送機能については、

ＮＧＮ答申において示されたとおり、イーサネ

ットサービスはユーザのネットワーク全体を単

一の事業者が一括して提供することが望ましい

という特性があり、また今後イーサネットサー

ビスに係る需要が拡大することが想定されるこ

とに鑑みると、ＮＴＴ東西が従来の県域を越え

た県間のサービスに進出するに際しては、公正

競争を担保する措置が必要であり、競争事業者

からの接続要望があることを踏まえると、イー

サネットサービスに係る機能（イーサネット接

続機能）については、引き続きアンバンドルの
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（ＮＴＴ西日本） クであれば、基本機能として具備していた機能

か、またＮＴＴ東西殿の独自仕様等に起因する

ことで追加発生する費用なのか等を考慮した上

で検討すべきものと考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ ＮＧＮをはじめとするＩＰ通信網は、第一種

指定設備である加入光ファイバと一体で設置・

構築されるものであるため、ボトルネック性を

有している加入光ファイバから切り出して判断

するべきではないと考えます。 

ボトルネック設備はいつでも競争事業者が使

用できる状況にしておかなければ 競争を担保

できなくなるおそれがあります。ドライカッ

パ、ダークファイバ及びこれらと一体として構

築される局内装置類、局内光ファイバ等は利用

の有無にかかわらず、引き続き指定設備の対象

とすべきです。 

（ＫＤＤＩ） 

対象とすることが適当である。 

  なお、他事業者からの接続の申込みが手続上

取り下げられたことをもって、直ちに接続の要

望がなくなったとまで判断することは必ずしも

適当でない。 

 

■ なお、地域ＩＰ網に係る機能のアンバンドル

については、地域ＩＰ網からＮＧＮへの移行の

進展状況等に留意しつつ対応することが適当と

考えられる。 

 

■ ＯＬＴ等の局内装置類については、現在、加

入光ファイバと接続する場合においては、接続

事業者が自前で設置しており利用実績がないも

のも存在するが、今後、多様な事業者が加入光

ファイバへの接続を希望することも考えられる

ところである。ＯＬＴ等の局内装置について

は、今後も拡大が予想されるＦＴＴＨサービス

の提供に必要な装置であるため、現時点で利用

実績のない装置について、その理由が具体的な

接続要望等の不存在によるものかどうか将来的

に判断する必要があることに留意しつつ、現時

点では引き続きアンバンドルの対象とすること

が適当である。 

 

■ ＮＧＮのアンバンドルの要否については、ブ

ロードバンド答申において、創意工夫で新たな

サービスを生み出すことが期待されているＮＧ

Ｎの特性や、ＰＳＴＮからのマイグレーション

の動向を踏まえ、ＮＧＮにおける公正競争環境
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を整備し、ブロードバンドの普及促進を図る観

点から、今後必要となる機能の取扱いに関し、

ＮＧＮの段階的発展に対応したアンバンドルの

考え方が整理されたところである。 

今後必要となるものと想定される機能はネッ

トワークの段階的発展に応じて多種多様なもの

となると考えられることから、ブロードバンド

答申において整理された考え方の個々の機能へ

の当てはめは、これまでどおり、個別具体的に

行うことが適当である。 

意見２１ ＩＰ電話サービスに係る機能（ＩＧ

Ｓ接続機能）については、アンバンドルの対

象外とすべき。また、当社よりも高い接続料

を設定する事業者から、算定根拠の開示をい

ただけない場合は、総務省において必要な措

置を講じていただきたい。 

 再意見２１  考え方２１ 

■ また、ひかり電話網と他事業者網との接続

は、独立したネットワーク同士の接続であり、

互いに接続料を支払う関係にあることから、当

社のひかり電話網のみを指定電気通信設備とす

ることはバランスを失しており、関門交換機接

続ルーティング伝送機能については、アンバン

ドルの対象から除外していただきたいと考えま

す。 

  仮に、当該機能がアンバンドルの対象から除

外されない場合には、現在、当社よりも高い接

続料を設定する事業者に対し、算定根拠の開示

を求めているものの、一切情報が開示されない

状況にあることから、２０１２年７月２７日に

示された、「事業者間協議の円滑化に関するガ

■ ＮＧＮ等に係る各アンバンドル機能について

は、以下の理由から、引き続き指定対象とする

ことが必要と考えます。 

① ２０１０年１１月に、ＮＴＴ東西殿がＰＳ

ＴＮの概括的展望を示し、現在、ＰＳＴＮマ

イグレーションに係る意識合わせの場にて、

ＩＰ網同士の接続への移行を前提として議論

されていることから、今後ＮＧＮをはじめと

したＮＴＴ東西殿のＩＰ網との接続の重要性

は更に高まると考えられること。 

② ＩＰ化の進展に伴い、接続事業者によるＮ

ＧＮを利用した創意工夫あるサービスの提供

が期待されること。 

（イー・アクセス） 

■ ＩＰ電話サービスに係る機能のアンバンドル

については、ＮＧＮ答申において示されたとお

り、①他事業者からは、ＮＧＮやひかり電話網

を一種指定設備に指定した上で、接続料設定を

求める意見が示されていること、②ひかり電話

網では、ＩＧＳ接続の接続料が設定されてお

り、当該接続料設定が技術的に実現不可能とは

いえないこと、③当該接続料を相対取引で決定

される場合、相手側事業者によって接続料水準

が異なり、公正競争上大きな問題となるとの意

見が示されていること等から、引き続き、ＩＰ

電話サービスに係る機能をアンバンドルの対象

とすることが必要と考えられる。 
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イドライン」に示されている通り、当社より求

めがあれば、相手方は合理的な理由なく差が生

じないよう情報開示をすべきであり、少なくと

も、当社と比べ接続料が高止まりし、その格差

が協議事項となっている場合、当該事業者は当

社と同程度の算定根拠を必ず提示いただき、合

理的な説明を行っていただきたいと考えます。 

  なお、それでも情報開示をいただけない場合

は、総務省殿において、こうした事業者の接続

料について透明性を確保し、適正性を検証でき

るよう、算定根拠に係る情報開示の程度を更に

高めるための必要な措置を講じていただきたい

と考えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

■【ＩＰ電話サービスに係る機能のアンバンドル

について】 

・ 音声通話に係る接続のように、各事業者がそ

れぞれネットワークを構築し、双方の利用者同

士が相互に通信を行うためにネットワークと接

続する場合には、各事業者は相互に接続料を支

払い合う関係に立つことになります。当社のひ

かり電話網と他事業者網との接続も、このよう

な対等な関係にあるため、当社のひかり電話網

のみを指定電気通信設備とすることはもちろ

ん、ひかり電話サービスに係る機能（関門交換

機接続ルーティング伝送機能）のみをアンバン

ドルの対象とすることはバランスを失すること

になります。 

・ したがって、当社のひかり電話網について

 

■ ＮＧＮをはじめとするＩＰ通信網は、第一種

指定設備である加入光ファイバと一体で設置・

構築されるものであるため、ボトルネック性を

有している加入光ファイバから切り出して判断

するべきではないと考えます。 

ボトルネック設備はいつでも競争事業者が使

用できる状況にしておかなければ 競争を担保

できなくなるおそれがあります。ドライカッ

パ、ダークファイバ及びこれらと一体として構

築される局内装置類、局内光ファイバ等は利用

の有無にかかわらず、引き続き指定設備の対象

とすべきです。 

（ＫＤＤＩ） 

 

  

■ ＮＴＴ東西の意見にある算定根拠の開示につ

いては、円滑化ガイドラインに示したとおり、

事業者間協議に当たっては、算定根拠に係る情

報開示の程度について、両当事者間で合理的な

理由なく差が生じないよう留意することが適当

であるから、非指定事業者においても、協議の

要望を受けた場合には、本ガイドラインの趣旨

を踏まえ、当該接続料を設定する理由につい

て、算定根拠に係る情報を一定程度開示しつつ

説明するとともに、協議を行うことが望まし

い。 
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は、前述のとおり、第一種指定電気通信設備の

対象から除外していただく必要があると考えま

すが、仮に引き続き第一種指定電気通信設備の

対象とするのであれば、当該機能については、

早急にアンバンドル機能の対象から除外してい

ただく等の対応を行っていただきたいと考えま

す。 

・ また、現在、当社のひかり電話網と接続する

他事業者網の接続料の中には、他事業者網の着

信ボトルネック性が一因となって、当社よりも

高い水準の接続料が設定され、事業者間取引の

バランスが損なわれる、いわゆる「逆ザヤ問

題」が生じている場合があります。 

・ 当社から当該事業者に対し、当該接続料の妥

当性を判断すべく、協議等で具体的な算定根拠

を提示いただくよう再三求めていますが、当該

事業者には全く応じていただけない状況にある

ことから、「事業者間協議の円滑化に関するガ

イドライン」（平成２４年７月２７日）にある

とおり、当社から求めがあれば、相手方は合理

的な理由なく差が生じないよう情報開示を行う

べきであり、少なくとも、当社と比べ接続料が

高止まりし、その格差が協議事項となっている

場合には、当該事業者には当社と同程度の算定

根拠を提示いただき、合理的な説明を行ってい

ただきたいと考えます。 

・ それでもなお、十分な情報開示をいただけな

い場合には、総務省殿において、こうした事業

者の接続料について透明性を確保し、接続料の

水準や算定方法の適正性を検証できるよう、算
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定根拠に係る情報開示の程度を更に高めるため

に必要な措置を講じていただきたいと考えま

す。 

（ＮＴＴ西日本） 

意見２２ コロケーション・中継ダークファイ

バについて改善すべき。 

 再意見２２  考え方２２ 

■ コロケーション・中継ダークファイバの利用

ルールの改善について 

競争事業者がエリア展開を行う際、収容局ビ

ルによっては、コロケーションや中継ダークフ

ァイバ等の空きがない等の理由によって、長期

間に渡ってＮＴＴ東・西の設備を利用できない

問題が生じています。長期間Ｄランク（利用不

可）となっている収容局ビルについては、今後

の需要も考慮した上でＤランク解消に向けた設

備計画を立てるよう、措置を講じるべきです。 

また、ＮＴＴ東・西の利用部門と接続事業者

との間で、以下の点について同等性が確保され

ているか、引き続き検証が必要と考えます。 

（具体的な検証項目例） 

‐全局舎の情報がタイムリーに開示されている

か。 

‐接続事業者は、ＮＴＴ東・西利用部門と同じ

タイミングで同じ情報を取得できているか。 

（ＫＤＤＩ） 

 

■ ＫＤＤＩ株式会社の意見に賛同いたします。 

Ｄランクが解消される事により、良質なサー

ビスが国内の隅々まで提供できる下地となり公

正な競争が促進され「光の道」で謳われた、超

高速ブロードバンド基盤１００％整備の実現に

近づくものと考えます。 

（アットアイ） 

 

■ 「Ｄランク（利用不可）となっている収容局

ビルについては、今後の需要も考慮した上でＤ

ランク解消に向けた設備計画を立てるよう、措

置を講じるべき」とのご指摘については、仮に

Ｄランクビルでの増設の義務化を要望されてい

るとのことであれば、コロケーションスペース

の増設については、当社は増設してまで貸し出

す義務は負っていないものと認識しておりま

す。この点、ブロードバンド答申においても、

「ＮＴＴ局舎におけるコロケーションスペース

の増設を単純に義務化することはコスト増大に

つながり、結果としてコロケーション料金の上

昇として跳ね返る可能性があるため、とるべき

措置としては必ずしも適当ではない。」と示さ

れております。 

・ なお、当社管理部門としては、各事業者が必

■ コロケーションスペースの空きがない状態と

なっている局舎については、ブロードバンド答

申において、「Ｄランクとされた局舎における

ＮＴＴ東西の取組みも踏まえて、今後本格化す

る移行を円滑化する観点から現在の対応につい

て見直すべき点があるか検討することが適当」

「なお、その際、ＮＴＴ局舎におけるコロケー

ションスペースの増設を単純に義務化すること

はコスト増大につながり、結果としてコロケー

ション料金の上昇として跳ね返る可能性がある

ため、とるべき措置としては必ずしも適当では

なく、むしろ、接続事業者の予見性を高める観

点から、数ヵ月先の設備計画をＮＴＴ東西が情

報開示することも含めた適切な対応を検討する

ことが必要である点に留意すべき」とされた。 

このような考え方を踏まえ、平成２４年８月

に開催された情報通信審議会電気通信事業政策

部会電話網移行円滑化委員会において、Ｄラン

ク局舎に係る調査結果を報告するとともに、平

成２４年１０月１８日に平成１３年総務省告示

第３９５号（電気通信事業法施行規則第２３条

の４第３項の規定に基づく情報の開示に関する

件。以下「情報開示告示」という。）を改正

し、ＮＴＴ東西に対し、コロケーションスペー
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要な設備を設置できるよう、コロケーションリ

ソースや中継ダークファイバの有効活用に向

け、過剰なリソースの保留を抑止するためのキ

ャンセルペナルティの導入等適宜必要な取り組

みを実施してきたところです。 

・ また、当社は、コロケーションリソース・中

継ダークファイバの空きが無いビルにおいて、

空きが発生した場合は、速やかに開示情報の更

新や、メールによる通知を行う等、リソース管

理や情報開示を適切に実施しています。 

加えて、コロケーションリソース・中継ダーク

ファイバの増設計画を行う際は自主的に、決定

後速やかに当社ホームページに増設予定時期の

情報を開示し、接続事業者の予見性確保に努め

ており、接続事業者は当社利用部門と同タイミ

ングで当該情報を入手することが可能であり、

同等性が確保されていると考えます。 

・ 更に、今後、設備撤去等によりコロケーショ

ンリソースに空きが発生する時期が判明した時

点で、予定時期の事前開示を行う等、更なる予

見性確保に努めていく考えです。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

■ 「Ｄランク（利用不可）となっている収容局

ビルについては、今後の需要も考慮した上でＤ

ランク解消に向けた設備計画を立てるよう、措

置を講じるべき」とのご指摘の趣旨が、仮にＤ

ランクビルでのコロケーションスペースの増設

の義務化の要望であるとして、当社としては、

コロケーションスペースを増設してまで貸し出

スの空きがない局舎について新たに空きが生じ

る場合に、その予定時期の開示を義務付けるこ

ととしたところである。 

 

■ 中継光ファイバについては、接続ルール答申

において「他の選択肢を採用することが経済的

に見て現実的でなく、他の有効な手段がない場

合は、ＷＤＭ装置の設置が最終的な手段として

期待されるところである」とされているところ

である。 

接続事業者の予見性は引き続き高めるよう努

めることが望ましいものの、Ｄランク区画であ

ったとしてもＷＤＭ装置が新たに設置された際

には、ＮＴＴ東西のウェブサイトにおいて無償

で情報公開を行っていることから、現時点にお

いて、「向こう数ヶ月の設備手配情報を公開す

る仕組みを導入」すべきとまではいえない。 

 

■ ＮＴＴ東西利用部門と接続事業者の間の情報

開示に係る同等性については、考え方５０のと

おり。 

 

 １１０ 



す義務は負っていないものと認識しています。

この点、ブロードバンド答申においても、「Ｎ

ＴＴ局舎におけるコロケーションスペースの増

設を単純に義務化することはコスト増大につな

がり、結果としてコロケーション料金の上昇と

して跳ね返る可能性があるため、とるべき措置

としては必ずしも適当ではない。」とされてい

ます。 

・ 当社は、各事業者が必要な設備を設置してサ

ービス提供できるよう、コロケーションリソー

スや中継ダークファイバの有効活用に向け、過

剰なリソースの保留を抑止するためのキャンセ

ルペナルティの導入等、適宜必要な取り組みを

実施してきたところです。 

 また、コロケーションリソースや中継ダーク

ファイバの空きがないビルで、新たに空きが発

生した場合には、速やかに開示情報を更新する

とともに、希望する事業者にメール通知を行う

等、リソース管理や情報開示を適切に実施して

います。 

 加えて、コロケーションリソースや中継ダー

クファイバの増設を行う際には、増設計画を決

定後速やかに当社ホームページにおいて増設予

定時期を自主的に開示することで、接続事業者

の予見性確保に努めています。更に、今後は、

設備撤去等によりコロケーションリソースに空

きが発生するケースでも、空きが発生する予定

時期が判明した時点で、速やかに当該情報を開

示する等、更なる予見性確保に努めていく考え

です。 
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 以上のとおり、接続事業者は、当社利用部門

と同じタイミングで、同じ情報を入手すること

が可能となっており、情報の内容や取得可能時

期に係る同等性は確保されていると考えます。 

（ＮＴＴ西日本） 

意見２３ 加入ダークファイバ開通要員の公平

な配置ルールを徹底すべき。 

 再意見２３  考え方２３ 

■ 加入ダークファイバ開通要員の公平な配置ル

ールについて 

開通までのリードタイムや開通に必要な要員

配置がＮＴＴ東・西利用部門と接続事業者の間

で同等となるようリードタイムの実績を引き続

き検証し、運用の同等性確保を徹底する必要が

あると考えます。 

（ＫＤＤＩ） 

■ 加入者光ファイバの利用手続きについては、

納期回答及び工事日予約のいずれについても、

当社利用部門と他事業者で同じ設備管理システ

ム及び同じ予約枠の中で実施しており、同等と

なっています。 

・ また、禁止行為規定遵守措置等報告書に記載

したとおり、自社・他社の手続に係る工事完了

までの平均日数等のリードタイム及び接続約款

に規定する納期の遵守率により検証した結果を

報告していることから、総務省殿においてリー

ドタイムに係る検証を実施できる状況になって

おり、公正競争の確保について問題は無いもの

と考えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

■ 加入ダークファイバの利用手続きについて

は、納期回答及び工事日予約のいずれについて

も、当社利用部門と他事業者で同じ設備管理シ

ステム及び同じ予約枠の中で実施しており、同

等となっています。 

・ また、禁止行為規定遵守措置等報告書に記載

したとおり、自社・他社の手続に係る工事完了

までの平均日数等のリードタイム及び接続約款

■ 加入光ファイバの提供可能時期の実績に係る

同等性については、考え方５０のとおり。 

このため、現時点においては、開通までのリ

ードタイムについてＮＴＴ東西の利用部門と接

続事業者の間で同等性が確保されていない状況

は解消されているものと考えられるが、今後も

接続事業者に起因しない事情によりＮＴＴ東西

の利用部門と接続事業者との間における同等性

が確保されない状況が発生しないよう、ＮＴＴ

東西においては事業者間で協議等の取組を引き

続き行っていくことが適当である。 
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に規定する納期の遵守率により検証した結果を

報告していることから、総務省においてリード

タイムに係る検証を実施できる状況になってお

り、公正競争の確保について問題はないものと

考えます。 

（ＮＴＴ西日本） 

意見２４ 地中化エリアにおける光ファイバの

部分的開放を進めるべき。 

 再意見２４  考え方２４ 

■ 地中化エリアにおける光ファイバの開放につ

いて 

地中化による無電柱化等が進行しているエリ

アでシェアドアクセスやダークファイバの利用

によらず管路内に光ファイバを敷設してＦＴＴ

Ｈサービスを展開する場合、各戸・ビルへの引

込部の管路径が狭隘であったり、掘削制限の存

在により直ちに管路自体を敷設することもでき

ないことから競争事業者が追加的に光ファイバ

を敷設できない事例が存在していますが、この

ようなエリアについて、競争を促進し、ユーザ

ーの選択肢を確保することが必要です。 

現状の接続ルールにおいては、ＮＴＴ東・西

が敷設した光ファイバについて、「ＮＴＴ局舎

～各戸」までひと続きで借りることしかできま

せん。「電柱（クロージャ）～管路～各戸」の

部分的な開放については、事業者間で工法上・

運用上の課題があります。 

（ＫＤＤＩ） 

 

■ 光ファイバの部分的開放は、後発事業者等の

事業展開を容易にし、ユーザへの多様なサービ

ス提供に資すると考えられることから、課題解

決に向けて、一層の事業者間協議を推進すべき

と考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ 地中化エリアにおける光ファイバの開放（き

線点（電柱）からお客様宅までの部分的な貸出

し）については、ブロードバンド答申において

「ルール化に向けて解決が必要な課題を整理す

べく、事業者間協議を一層進めることが適当で

ある」旨示されているとおり、要望事業者から

の具体的な要望を踏まえて接続条件や追加費用

等について検討していく考えですが、現時点で

想定される課題としては、以下のような点があ

ると考えます。 

－柱上にＰＯＩ－ＢＯＸを設置するほか、ＰＯ

Ｉ－ＢＯＸと当社クロージャー内の引込線接

続端子の間をつなぐ必要があり、電柱の強度

やスペースの不足等により、提供できないケ

■ 光ファイバの部分的な開放は、競争事業者が

地中化された地域において追加的に光ファイバ

を敷設できない場合に、ＮＴＴ東西が既に敷設

した光ファイバのうち必要な部分のみ設備を借

りることで効率的な事業展開を可能とするもの

であり、ＮＴＴ東西においては光ファイバの利

用率を上げるとともに、一定程度の光ファイバ

設備を有する他事業者においては事業展開の柔

軟性を高め、（競争事業者が上部区画の光ファ

イバを敷設・活用するという点で）設備競争を

促進する効果が期待されるものである。 

この点について検討が行われ、ブロードバン

ド答申において、「メタル回線において部分的

な開放を行った際と異なり、①相互接続点にお

ける光ファイバの部分的な開放に係る技術的可

能性、②下部区画が上部区画と切り離されるこ

とによる一種指定設備としての位置付けの整

理、③部分的な開放を行うために必要となるコ

ストの特定などが必要となるため、まずは事業

者間協議において光ファイバの部分的な開放に

係る具体的な課題を整理する必要があるが、東

日本大震災の影響もあり、３月以来協議が十分
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ースがあること。 

－現状、光ファイバをき線点（電柱）下部区間

のみを管理することができないため、保守、

運用等が困難であること。 

・ なお、これまでに具体的な協議は１件ありま

したが、ご要望いただいた地中化エリアについ

ては、当社局舎から当該エリアまでの当社光フ

ァイバにき線点が存在していなかったため、通

常の加入者光ファイバをご利用いただく旨代替

案を提案させていただいているところです。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

■ 地中化エリアにおける光ファイバの開放（き

線点（電柱）からお客様宅までの部分的な貸出

し）については、ブロードバンド答申において

も、「事業者間協議において光ファイバの部分

的な開放に係る具体的な課題を整理する必要が

ある」とされているところです。これまでのと

ころ、ＫＤＤＩ殿を含め、接続事業者から具体

的な要望をいただいていないものの、今後、具

体的な要望が寄せられれば、協議を通じて接続

条件や追加費用等について検討していく考えで

す。 

・ なお、例えば、ＫＤＤＩ殿の意見にあるよう

に、電柱上からお客様宅までの区間だけを貸し

出す場合、現時点、以下のような課題があると

想定されます。 

－柱上にＰＯＩ－ＢＯＸを設置するとともに、

ＰＯＩ－ＢＯＸと当社クロージャー内の引込

線接続端子の間をつなぐケーブルを設置する

に進んでいない状況にある。したがって、ルー

ル化に向けて解決が必要な課題を整理すべく、

事業者間協議を一層進めることが適当」とされ

た。 

これを踏まえ、平成２４年８月に開催された

競争政策委員会において、ＮＴＴ東西と接続事

業者の間で実施されている協議の状況について

報告したところである。 

したがって、ＮＴＴ東西及び接続事業者にお

いて、接続事業者からの具体的な要望を踏まえ

て、事業者間協議を進めることが適当である。

また、事業者間協議を踏まえたルール化に向け

た課題の整理を受けて、総務省において検討を

行うこととしたい。 
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必要がありますが、電柱の強度やスペースの

不足等により、それら設備を設置できないケ

ースがありうること。 

－現状の設備管理システムでは、光ファイバの

部分的な貸出しを想定しておらず、部分的な

貸出しに係る設備管理を行うことができない

ため、保守、運用等に支障が生じうること。 

（ＮＴＴ西日本） 

意見２５ 早期に宅内工事を行わない既設光屋

内配線工事メニューを設定・利用することで

サービス利用開始までの期間の短縮や工事費

の低減を実現すべき。 

 再意見２５  考え方２５ 

■ ＮＴＴ西日本における無派遣工事メニューの

設定について 

光コンセント設置済みの戸建て住宅の場合

は、基本的に宅内工事を必要としないため、平

成２３年３月２９日付け情報通信行政・郵政行

政審議会答申における総務省の考え方でも示さ

れたとおり、早期に宅内工事を行わない既設光

屋内配線工事メニューを設定・利用することで

サービス利用開始までの期間の短縮や工事費の

低減を実現すべきです。 

しかしながら、ＮＴＴ東日本においては無派

遣工事メニューが設定されているにもかかわら

ず、事業者間において運用上の課題が解決され

ておらず、実際に利用できないメニューになっ

ています。また、ＮＴＴ西日本においては未だ

にメニュー自体が設定されていない状況です。

実際の利用を進めることにより、早期にユーザ

ー利便の向上を図る必要があると考えます。 

■ ＫＤＤＩ殿の意見に賛同します。既設光屋内

配線を活用することで、ユーザ利便性の向上が

見込まれることから、宅内工事を行わない工事

メニューの早期実現に向けた積極的な対応を要

望します。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ 加入者光ファイバ（シェアド方式）に係る

「宅内無派遣工事メニュー」については、当社

がお客様宅内に立ち入らないため、当該光ファ

イバの正常性確認のための試験を、宅内を含め

た工事完了後に他事業者にて実施いただくこと

が前提となります。 

・ したがって、現在、ＫＤＤＩ殿には、具体的

な試験方法や、当社への試験結果の連絡方法に

ついて、検討をお願いしているところであり、

ユーザ利便の向上を図るためにも、早期に返答

■ ＮＴＴ東日本において導入されている宅内工

事を行わない光屋内配線工事については、利用

者利便の向上にも資するものであることから、

ＮＴＴ西日本においても、速やかにその運用が

可能となるよう、引き続き関係事業者間で具体

的な課題等について協議を行うことが適当であ

る。 

また、ＮＴＴ東日本においても、宅内工事を

行わない光屋内配線工事メニューに係る運用上

の課題について、引き続き関係事業者間で協議

を行うことが適当である。 
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（ＫＤＤＩ） 

 

いただき、協議を進めていきたいと考えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

■ 加入ダークファイバ（シェアド方式）に係る

「宅内無派遣工事メニュー」については、ＫＤ

ＤＩ殿との間で、開通時に不具合が生じた場合

の対応等、運用上の課題について整理を図った

上でメニューの提供を開始することで合意し、

現在、ＫＤＤＩ殿にも、具体的な実施フロー等

に係る検討をお願いしているところです。今

後、宅内無派遣工事メニューの実現に向けて、

双方協力して協議を実施していきたいと考えて

います。 

（ＮＴＴ西日本） 

意見２６ ロケーションポータビリティの拡大

に向けて、ＮＴＴ東西は番号ポータビリティ

の運用ルールを直ちに見直すべき。 

 再意見２６  考え方２６ 

■ 加入電話番号ポータビリティの運用見直しに

ついて 

平成２３年１２月２０日付け情報通信審議会

答申「ブロードバンド普及促進のための環境整

備の在り方」において示された考え方のとお

り、利用者利便の向上を図るため、可能な限り

早期に、ＮＴＴ東・西の利用者が番号を持ち運

べる地域を現在の収容局単位の運用から番号区

画単位まで拡げるなど、ロケーションポータビ

リティの拡大に向けて、ＮＴＴ東・西は番号ポ

ータビリティの運用ルールを直ちに見直すべき

です。 

（ＫＤＤＩ） 

■ 当社としては、加入電話の番号を持ち運べる

エリアを、現在の収容区域内とする運用から、

例えば番号区画内まで拡げる等、ロケーション

ポータビリティのエリアを拡大することについ

ては、 

－収容区域外に移転されたお客様が他事業者か

ら当社加入電話に戻る際には同一番号での利

用ができないことはお客様にご迷惑をおかけ

すること 

－現在のＰＳＴＮでの実現にあたっては交換機

の改修が必要になること 

等多くの課題があり、ＰＳＴＮで実現すること

は難しいと考えております。 

■ 番号ポータビリティの運用の見直しについて

は、ブロードバンド答申において、「固定電話

の電話番号が有する地理的識別性に配慮しつ

つ、ＰＳＴＮからＩＰ電話への移行を促進し、

利用者利便の向上を図るため、可能な限り早期

に、ＮＴＴ東西の利用者が番号を持ち運べる地

域を、現在の収容局単位から、例えば番号区画

単位まで拡げるなど、ロケーションポータビリ

ティの拡大が求められる」とされているところ

である。 

ＮＴＴ東西及び関係事業者においては、ロケ

ーションポータビリティの拡大に向けて、「Ｐ

ＳＴＮマイグレーションに係る意識合わせの
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・ また、ＩＰ網時代における双方向番号ポータ

ビリティを前提としたロケーションポータビリ

ティの検討にあたっては、 

－事業者間でロケーションポータビリティのエ

リアを合わせた場合でも、現行のロケーショ

ンポータビリティのエリアと異なる場合に

は、番号の地理的識別性を利用して提供され

ている各種サービスの見直しが必要になる等

の影響があること 

－事業者間でロケーションポータビリティのエ

リアが異なる場合には、同じ０ＡＢ～Ｊ番号

を利用するサービスであるにもかかわらず、

サービス・事業者によって、同一番号を持ち

運べるエリアが異なる等、現行のＰＳＴＮで

の課題を解決できないこと 

等の課題が想定されることから、事業者や利用

者に与える影響等について、多岐に亘る観点か

ら検討し、事業者共通のルール化を進めていく

必要があると考えており、「ＰＳＴＮマイグレ

ーションに係る関係事業者間の意識合わせの

場」において、引き続き検討を進めていく考え

です。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

■ 当社としては、加入電話の番号を持ち運べる

エリアを、現在の収容区域内とする運用から、

例えば番号区画内まで拡げる等、ロケーション

ポータビリティのエリアを拡大することについ

ては、 

－収容区域外に移転されたお客様が他事業者か

場」等において引き続き検討を進めていくこと

が適当である。 
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ら当社加入電話に戻る際に同一番号での利用

ができなくなるため、お客様にご迷惑をおか

けすること 

－現在のＰＳＴＮでの実現にあたっては交換機

の改修が必要になること 

等多くの課題があり、ＰＳＴＮで実現すること

は難しいと考えています。 

・ また、ＩＰ時代における双方向番号ポータビ

リティを前提としたロケーションポータビリテ

ィの検討にあたっては、 

－事業者間でロケーションポータビリティのエ

リアを合わせた場合でも、現行のロケーショ

ンポータビリティのエリアと異なる場合に

は、番号の地理的識別性を利用して提供され

ている各種サービスの見直しが必要になる等

の影響があること 

－事業者間でロケーションポータビリティのエ

リアが異なる場合には、同じ０ＡＢ～Ｊ番号

を利用するサービスであるにもかかわらず、

サービス・事業者によって、同一番号を持ち

運べるエリアが異なる等、現行のＰＳＴＮと

同じ課題が生じること 

等の課題が想定されることから、事業者や利用

者に与える影響等について、多岐に亘る観点か

ら検討し、事業者共通のルール化を進めていく

必要があると考えており、「ＰＳＴＮマイグレ

ーションに係る関係事業者間の意識合わせの

場」において、引き続き検討を進めていく考え

です。 

（ＮＴＴ西日本） 
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（その他） 

意   見 再  意  見 考  え  方 

意見２７ 事業者のネットワーク構築における

予見可能性を確保するためには、「機能概

要」、「スケジュール」及び「装置の開発や

更改の有無」等の情報について、十分な期間

を確保して公表するといったルール整備を

「情報開示告示」の改正も含めて検討すべ

き。 

再意見２７ 考え方２７ 

■ ＩＰｖ６の利用進展に伴う設備の開発・更改

に係る情報開示 

  ＮＴＴ東西殿は２０１２年７月にＩＰｖ４／

ｖ６デュアルスタック対応の網終端装置、及び

集約装置の導入を発表しましたが、当該情報が

公開された時期が装置の新規申込受付の前日と

なっているなど、接続事業者側では、当該装置

の利用開始可能時期を予見して効率的なネット

ワーク構築計画を立てることが難しくなるケー

スが有り得る状況です。 

今後は、ＮＴＴ東西殿による光サービスの集

約「Ｂフレッツ・光プレミアムから光ネクスト

へのマイグレーション」やＩＰｖ６アドレス普

及促進によるＩＰｖ４専用装置の提供終了など

の要因から網終端装置等の接続事業者が利用す

る装置の開発・更改が想定されます。 

  従って、接続事業者事業者のネットワーク構

築における予見可能性を確保するためには、上

記における「機能概要」、「スケジュール」、

及び「装置の開発や更改の有無」等の情報につ

■ 左記の意見に賛同します。 

今後のＮＴＴ東西殿の事業展開の中で、ＰＳ

ＴＮからＩＰ網へのマイグレーション、および

ＢフレッツのＮＧＮへの統合に伴うＩＰｖ６イ

ンターネットへの接続サービスの提供は、ＮＴ

Ｔ東西殿と接続するあるいはＮＴＴ東西殿のサ

ービスを利用する事業者にとって非常に影響が

大きな事象です。左記の意見にあるように、こ

れらに関する「機能概要」、「スケジュール」

等については、十分な期間を確保して公表する

といったルール整備を望みます。 

（テレコムサービス協会） 

 

■ イー・アクセス殿の意見に賛同します。事業

者が新たな機能等に対応しユーザに不便のない

よう円滑なサービス提供を可能とするために

は、設備改修を早期に進める必要があることか

ら、ＮＴＴ東西殿による情報の早期開示が必要

と考えます。 

また、「ブロードバンド普及促進のための環

■ 電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号。

以下「事業法」という。）第３３条第１５項に

おいて一種指定設備を設置する電気通信事業者

（以下「一種指定事業者」という。）は他の電

気通信事業者が接続を円滑に行うために必要な

情報の提供に努めなければならないとされてい

る。 

このため、ＮＴＴ東西においては、接続事業

者の予見可能性を担保することにより円滑な接

続を可能とする観点から、接続事業者が利用す

る装置の開発・更改について、可能な限り早期

に接続事業者への情報提供を行うよう努めるこ

とが適当である。 

  なお、情報開示告示においては、ルータ等に

より新たな網機能を導入する場合について、当

該新たな網機能の提供予定時期の９０日前まで

に情報の開示を行うことを規定しているが、御

指摘のＩＰｖ４／ＩＰｖ６デュアルスタック対

応の網終端装置及び集約装置の導入に係る情報

の公開は、これに比較しても、実施までに十分
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いては、十分な期間を確保して公表するといっ

たルール整備を「情報開示告示」の改正も含め

て検討頂く必要があると考えます。 

（イー・アクセス） 

 

境整備の在り方」意見募集の際にも意見をしま

したが、情報開示告示に示される情報開示のタ

イミング（現行ルールでは９０日前まで）につ

いては、より早期化（例えば、６ヶ月前までに

各種情報開示）して頂くことを併せて要望しま

す。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ 網終端装置等のＩＰｖ４／ｖ６デュアルスタ

ック対応については、早期に対応できるよう検

討を進めた結果、２０１２年１２月から接続開

始いただけることとなり、その決定後、速やか

にＩＳＰ事業者向け説明会を開催致しました。 

  その際、できるだけ早期に手続きを始められ

るよう、翌日より新規申込み受付を開始するこ

ととし、周知させていただいたものです。 

・ 当社としては、これまでも可能な限り早期に

情報開示を実施し、接続事業者の予見可能性の

確保に努めてきたところであり、本件について

も、接続事業者の予見可能性に最大限配慮し、

早期に情報開示を実施したものです。 

  今後も、接続事業者のご要望も踏まえなが

ら、引き続き早期の情報開示に取り組む考えで

す。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

■ 網終端装置等のＩＰｖ４／ｖ６デュアルスタ

ック対応について、接続事業者の早期の提供要

望に応えられるよう検討を進めた結果、本年１

な期間をおいており、特段接続事業者に不利益

な取扱いとはなっていないと考えられる。 

以上を踏まえると、現状においては、現行の

情報開示告示等の規定に加えて新たなルールの

整備を行うまでの必要性があるとは認められな

いと考えられる。 
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２月から接続開始いただける目処が立ったこと

を受けて、速やかにその情報をお知らせするた

め、本年７月にＩＳＰ事業者向け説明会を開催

いたしました。 

・ その際、デュアルスタック対応を要望される

ＩＳＰ事業者が、早期に手続きを開始すること

ができるよう、説明会の翌日より申込みを受け

付けることとしたものです。 

・ 当社としては、これまでも可能な限り早期に

情報開示を実施し、接続事業者の予見可能性の

確保に努めてきたところであり、本件について

も、接続事業者の予見可能性に最大限配慮し、

早期に情報開示を実施したものです。 

 今後も、接続事業者のご要望も踏まえなが

ら、引き続き、早期の情報開示に取り組む考え

です。 

（ＮＴＴ西日本） 

意見２８ 光配線区域の適正化について、ＮＴ

Ｔ東西が自ら利用する光配線区画も含めて行

われるべきであり、総務省において光配線区

画の適正化状況等について検証し、不十分な

場合には、是正措置を講じるべき。 

再意見２８ 考え方２８ 

■ 光配線区域の適正化と光配線区域情報のリア

ルタイム性担保について 

平成２４年３月２９日付け情報通信行政・郵

政行政審議会答申にあるとおり、光配線区画の

適正化の方法については、ＮＴＴ東・西は、主

に接続事業者向けに新たな配線区画を設定する

ことで対応するとしており、ＮＴＴ東・西が自

ら利用する光配線区間（以下、「既存光配線区

■ 現在、既存の光配線区画については、地理的

条件や需要、開通納期、保守等を総合的に勘案

し設定・構築しているところです。 

・ また、既存の光配線区画は既に全国で構築・

利用されており、見直しにあたっては、一つひ

とつのエリアの状況を見て、既に構築済みの設

備をどう活用するのかといった投資効率も含

め、その見直しの可否・方法等を検討していく

■ 光配線区画の見直しの状況については、加入

光ファイバ接続料の算定に関する検討に係る情

報通信行政・郵政行政審議会答申（平成２４年

情郵審第３３号）を踏まえ、平成２４年度の加

入光ファイバ接続料に係る接続約款変更認可申

請（補正）の認可に当たり、ＮＴＴ東西に対

し、光配線区画の見直しが完了するまでの間、

半年ごとに総務省に報告を行うことを条件とし
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画」という。）については、需要が疎なエリア

で適宜適正化を行っていくと公言しているのみ

です。ＦＴＴＨ市場の競争を促進するために

は、全国でシェアドアクセスの収容率を高めて

いくことが不可欠であることから、光配線区間

の適正化の検証は、全国の既存光配線区画も含

めて行われるべきです。 

また、既存光配線区画の適正化については、

対象となる区間や時期が示されていない状況で

あることから、ＮＴＴ東・西においては、ユー

ザーニーズを踏まえて実施スケジュール等の情

報を迅速かつ具体的に開示すべきであり、総務

省においては、接続委員会等の公の場において

四半期毎に光配線区画の適正化状況等について

検証し、不十分な場合には、是正措置を講じる

べきと考えます。 

その際、既存光配線区画については、本来は

シェアドアクセスの対象になり得ない中規模マ

ンション（主に４階建て以上の建物）や、１つ

の配線区画を占める大規模マンションの世帯数

がカウントされているなど、ＮＴＴ東・西が表

明している光配線区画当たりの世帯数（※）が

実際には確保されておらず、現在もカバー世帯

の少ない配線区画が存在していることを考慮

し、これらが適正化されているかを十分検証す

る必要があります。 

※ＮＴＴ東日本は約５０世帯、ＮＴＴ西日本は

約４０世帯と公言している。 

（ＫＤＤＩ） 

ことから、相応の稼動・時間が必要となりま

す。 

 他方、本年１２月より接続事業者向け光配線

区画のトライアルを予定しており、今後の本格

実施に向けて、接続事業者向けの配線区画を利

用するのか、見直しを行った既存の光配線区画

を利用するか、接続事業者が選択できるように

したいと考えております。 

  こうした状況を考慮し、当社としては、トラ

イアルが終了する概ね１年後には、当社が行う

既存光配線区画の見直し内容・時期等につい

て、明らかにしたいと考えております。 

・ また、既存光配線区画がカバーする世帯数に

ついて、「ＮＴＴ東・西が表明している光配線

区画当たりの世帯数が実際には確保されておら

ず、現在もカバー世帯数の少ない配線区画が存

在していることを考慮し、これらが適正化され

ているかを十分検証する必要があります。」と

いう意見がありますが、既存の光配線区画につ

いては、上述のとおり、地理条件や需要、開通

納期、保守等を総合的に勘案し設定・構築して

おり、その設定については、設備投資を行い、

当該設備を管理・運営する当社設備管理部門自

らが行うべきものと考えます。 

 なお、既存の光配線区画が使い難いというこ

とであれば、当社は、上記トライアルにおい

て、接続事業者向けの光配線区画の本格実施に

向けた様々な検証を行う考えでいることから、

当該トライアルに参加いただきたいと考えま

す。 

て付した。当該報告には、ＮＴＴ東西の既存の

光配線区画に関する状況についてもその内容と

して含まれるものである。 

今後とも、ＮＴＴ東西からの他事業者向けの

新たな配線区画導入に係るトライアルに関する

状況報告等を踏まえ、総務省において、見直し

の状況を注視するとともに、情報通信行政・郵

政行政審議会において適宜の時機に報告するこ

ととする。 

 

 １２２ 



（ＮＴＴ東日本） 

 

■ 既存の光配線区画は、地理的条件、需要や投

資効率、開通納期、設備の保守性等を総合的に

勘案し、当社自身が設定しているものです。 

・ 既存の光配線区画の見直しにあたっては、一

つ一つの状況を見て、区画内で既に構築済みの

設備をどう有効活用するかといった点を含め、

その見直しの可否・方法等を検討していく必要

がありますが、光配線区画は既に全国で設定さ

れているため、その見直し等には相当の時間が

必要となる見込みです。 

  当社は、接続事業者向けの光配線区画のトラ

イアルが終了する時期（概ね１年後）には、接

続事業者に、接続事業者向けの光配線区画を利

用するか、既存の光配線区画を利用するかを、

適切に選択していただけるよう、当社が行う既

存の光配線区画の見直し内容等を明らかにして

いく考えです。 

（ＮＴＴ西日本） 

意見２９ 光配線区域情報をウェブサイト等で

開示すべき。 

 再意見２９  考え方２９ 

■ また、光配線区域情報については、事業者の

要望を受けてから一定期間経過後に有料で公開

される運用になっていますが、光配線区域情報

については、事業者の収容効率等に直結する重

要な情報であり、事業展開や設備構築に必要な

情報であることから、最新の光配線区域情報を

タイムリーかつ容易に入手できるように、ウェ

ブサイト等で開示すべきと考えます。 

■ ＫＤＤＩ殿の意見に賛同します。「電気通信

事業法施行規則第２３条の４第３項の規定に基

づく情報の開示に関する件（平成１３年総務省

告示第３９５号）の一部を改正する告示案」で

も意見を述べておりますが、ＦＴＴＨサービス

を提供するうえで、光配線区画の情報は非常に

重要な情報であることから、戸建てと集合住宅

の世帯数の区分やＦＴＴＨ契約者数の開示等更

■ 光配線区画に係る情報については、平成２４

年１０月１８日の情報開示告示改正により、Ｎ

ＴＴ東西に対し、収容局ごとの光配線区画の外

縁に位置している電柱等の位置情報及び当該情

報の開示を受けた光配線区画における加入電話

等の回線数に係る情報の開示が義務付けられた

ところである。ＮＴＴ東西においては、同告示

に基づき、光配線区画に係る情報を開示するこ
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（ＫＤＤＩ） なる情報開示がされることが望ましいと考えま

す。また、開示される情報についても事業者が

活用しやすい形での提供かつ効率的な運用及び

低廉な費用となることが必要と考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ 光配線区域情報の開示については、ブロード

バンド答申を踏まえ、要望事業者と協議を行

い、具体的な要望を踏まえながら、光配線区域

情報の提供に係る円滑化及び透明性向上に向け

て取り組んでいるところです。 

・ 具体的には、「最新の光配線区域情報をタイ

ムリーに安く入手したい」とのご要望を踏ま

え、当社から以下のような取組み・提案を実施

しました。 

－光配線区域情報の開示に係る納期について

は、従来、数十ビルの調査に３～４ヶ月程度

要していた期間について、数百ビルの調査で

２ヶ月以内に対応可能とした。（昨年９月に

実施済み） 

－新たな情報開示方法として光配線区画の外縁

電柱情報を開示することを提案。現在、利用

意向について回答をお待ちしているところ。 

なお、上記情報の作成にあたってはお申込み

の都度、情報の抽出・突合等に稼動がかかるこ

とから、当該稼動分の費用については要望事業

者にご負担いただくこととしています。 

・ さらに、総務省殿にて現在検討されている情

報開示告示の改正に対応できるよう、「収容局

とが必要である。 

 

■ なお、戸建てと集合住宅を区別した加入電話

等敷設数については、開示の対象とすることは

望ましいと考えられるものの、戸建てと集合住

宅を区別した加入電話等敷設数についてはＮＴ

Ｔ東西において把握しておらず、これを把握す

るためには新たなシステム開発等に係るコスト

が発生すると考えられる。したがって、現時点

においては、戸建てと集合住宅を区別した加入

電話等敷設数を開示の対象とすることは困難で

あると考えられる。 

また、ＦＴＴＨ契約数の開示については、平

成２４年１０月１８日の情報開示告示改正にお

いては、現時点において追加的なシステム開発

等を行うことなく把握可能な指標の中で、実際

の世帯数に最も近い数値を示すものであると考

えられることから加入電話等契約数を開示対象

としたところであり、現時点においては、ＦＴ

ＴＨ契約数の開示について情報開示告示に規定

することは必要でないと考えられる。 

なお、総務省においては、光配線区画ごとの

世帯数に係る情報の開示の在り方について、引

き続き検討することとしたい。 
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ごとの光配線区画の概況に関する情報」のＨＰ

による無償開示や「光配線区画ごとの加入電話

等敷設数の調査」の個別開示についても実施す

る方向で検討しているところです。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

■ 光配線区域情報の開示については、これまで

も要望事業者と協議を行いつつ、タイムリーな

情報提供に取り組んでいるところですが、さら

に接続事業者の加入光ファイバ利用の円滑化を

図るべく、「収容局ごとの光配線区画の概況に

関する情報」や「光配線区画ごとの加入電話等

敷設数の調査」の開示に向け、検討を進めてい

るところです。 

（ＮＴＴ西日本） 

 意見３０  再意見３０ ＯＮＵ一体型ルータをユーザや接続

事業者が自由に選択可能な環境を整えるべき。

速やかにオープンな場で議論を開始すべき。 

 考え方３０ 

なし ■ 現在、ＮＴＴ－ＮＧＮユーザ宅内に設置され

る光回線加入者側終端装置（ＯＮＵ）はＮＴＴ 

東西殿の事業用電気通信回線設備としてＮＴＴ

東西殿が設置し、ユーザへレンタル提供してい

ます。さらに、ＮＴＴ東西殿が提供する０ＡＢ

Ｊ－ＩＰ電話サービス「ひかり電話」のユーザ

には、ルータ機能、ファイアーウォール機能、

ＰＰＰｏＥによるＩＳＰ接続機能、ひかり電話

機能等本来ユーザ設備で自由に設置できるはず

の多くの機能をＯＮＵと一筐体にしてユーザに

提供しています。これらの機能を一筐体にして

提供し得るのは、唯一ＮＧＮのアクセス回線を

■ ＦＴＴＨサービスにおけるＯＮＵの是非及び

その在り方に関しては、利用者による端末設備

の接続の考え方、これまでの端末開放の経緯等

を踏まえ、ブロードバンドの普及を促進する観

点から、ブロードバンド答申において、技術的

課題の整理など、必要な検討を行うことが適当

とされている。このためには、関係事業者から

情報を得つつ、必要な検討を進め行くことが望

ましいことから、まずは具体的な技術的課題の

洗い出しを行うべく、ＮＴＴ東西は、ＯＮＵと

ＯＳＵが協調して動作することで同一芯線内に

複数ユーザの通信を同時に流していることに関
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提供しているＮＴＴ東西殿のみであり、ユーザ

や、ＩＳＰをはじめとした接続事業者には不可

能です。また、各種サービス・プロバイダが独

自の端末を開発・設置したい場合であっても、

現状は、ＮＴＴ東西殿が機能を一筐体にして提

供しているため、実質的に提供困難な場合があ

ります。これらの状況は、ＮＴＴ－ＮＧＮにお

ける０ＡＢＪ－ＩＰ電話と同様に他接続事業者

との同等性が担保されているとは言えないこと

や、端末メーカやサービス・プロバイダをはじ

めとした多くの企業の新規参入意欲を減退させ

ることなど、様々な面において競争が阻害され

ていると考えます。 

従って、過去の事例（ＤＳＬモデムやＤＳＵ

等）と同様に、ＯＮＵ一体型ルータをユーザや

接続事業者が自由に選択可能な環境を整えるべ

きです。ＮＴＴ－ＮＧＮにおいて、ユーザや接

続事業者によって独自のＯＮＵ一体型ルータを

接続可能とすれば、月額費用の低廉化、機器の

価格、機能、デザイン、そして機器を活用した

サービス等多面的な競争促進による発展や、回

線開通における時間や費用の削減等ユーザに多

くの利益をもたらします。先の「ブロードバン

ド普及促進のための環境整備の在り方答申（平

成２３年１２月２０日）」において、「ＦＴＴ

ＨサービスにおけるＯＮＵの開放の是非及びそ

の在り方に関しても、（中略）技術的課題の整

理等、必要な検討を行うことが適当である。」

とされていることからも、速やかにオープンな

場で議論を開始すべきと考えます。 

連する課題等について事業者間で共有し、課題

解決に向けた論点整理を行うことが適当とされ

たところである。 

  御意見については、今後の参考とさせていた

だく。 
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（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

（２） 第二種指定電気通信設備に関する検証 

ア 指定要件に関する検証 

意   見 再  意  見 考  え  方 

意見３１ ＭＶＮＯがＭＮＯと競争していける

だけの条件を十分に整えることが必要。ま

た、７００／９００ＭＨｚ帯においてＭＶＮ

Ｏへの開放促進が履行されているか継続的な

監視をすべき。 

再意見３１ 考え方３１ 

■ 有限希少な周波数の利用が前提となるモバイ

ル市場においては、周波数の割当てを受けない

ＭＶＮＯの参入促進による公正競争の確保が重

要であります。 

しかし、ＭＶＮＯが競争力のある価格で自由

度の高いサービス提供を行う等して、ＭＮＯと

競争を展開していけるだけの条件は、まだ十分

整っていないため、次に例示する事項等につい

て、取り組んでいただくことが必要と考えま

す。 

 例 ・接続メニューまたは卸電気通信役務メニ

ューの多様化（データ通信、音声通信

等） 

   ・接続料または卸電気通信役務料金の妥当

性 

   ・適正性検証、および当該検証に資する情

報の開示 

   ・ＳＩＭフリー端末のさらなる拡大やソフ

トＳＩＭの導入による端末のオープン化 

■ 固定市場と異なり、モバイル市場においては

サービス競争・設備競争が進展していることに

留意して、モバイル市場における規制は必要最

小限とすべきであり、今後も自由な競争を通じ

たサービス改善によるユーザ利便の向上を目指

すべきと考えます。 

この点を踏まえれば、ＭＶＮＯを促進するに

あたっても、「ブロードバンド普及促進のため

の環境整備の在り方」（平成２３年１２月２０

日答申）において示されたとおり、ＭＮＯへの

規制については、投資インセンティブひいては

設備競争を損なうことでＭＮＯのインフラの弱

体化を招かないよう留意することが必要です。

ＭＮＯに対し、サービス開発インセンティブを

削ぐような過剰なアンバンドル機能の開放や、

費用回収が不十分となるような接続料算定とな

らないよう、ルールやガイドラインを今後も慎

重に運用すべきと考えます。 

（ＫＤＤＩ） 

■ ＭＶＮＯがＭＮＯと競争していけるだけの条

件を十分に整えることが必要との御意見につい

ては、総務省においては、モバイル市場の公正

競争の確保を通じて、その活性化を図る観点か

ら、ＭＶＮＯの参入促進策を継続的に講じてき

たところである。具体的には、通信プラットフ

ォーム機能のオープン化、「ＳＩＭロック解除

に関するガイドライン」の策定、携帯電話接続

料の適正化などの措置を講じてきている。特

に、ブロードバンド答申以降については、第二

種指定電気通信設備制度の規制の対象の見直

し、禁止行為等規制関係ガイドラインの見直

し、「ＭＶＮＯに係る電気通信事業法及び電波

法の適用関係に関するガイドライン」の見直し

などを継続的に講じている。 

 

■ ７００／９００ＭＨｚ帯の周波数の割当てに

おいてＭＶＮＯへの開放促進が履行されている

かの継続的な監視が必要との御意見について
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また、７００Ｍ／９００ＭＨｚ帯の周波数割

当てにあたり、ＭＶＮＯ提供計画の充実度合い

を競願時審査基準として設けたことは効果的で

あったものの、周波数割当て後に、計画どおり

ＭＶＮＯ開放が進められているかについて、検

証されることはありません。 

他方、２．５ＧＨｚ帯の周波数の割当てにあ

たり、ＭＶＮＯへの開放促進を認定基準として

設け、促進が図られない場合は「無線局の免許

拒否事由となり得る」とした事例は、有限希少

な周波数の有効利用の点で非常に効果的であっ

たことから、７００Ｍ／９００ＭＨｚ帯におい

ても同様に、ＭＶＮＯへの開放促進が履行され

ているかの継続的な監視が必要と考えます。 

（ケイ・オプティコム） 

 

 

 

■ 日本のモバイル市場における規制体系は、相

互接続義務の厳格性や非対称な禁止行為規制の

存在など、ビジネスベースが基本となっている

諸外国と比較して突出している状況であり、競

争のグローバル化が進展する中、諸外国との規

制格差により、国際競争力やユーザ利便性向上

に多大な支障を及ぼす可能性があることから、

グローバル競争時代に対応するため、規制の非

対称性の見直しとともに、諸外国と同等レベル

の規制緩和への見直しが必要と考えます。 

・ 現行の接続制度については、事業者間協議の

円滑化を図る観点から、本年７月に「事業者間

協議の円滑化に関するガイドライン」が制定さ

れているところであり、当社としては既に適時

適切に対応しております。本ガイドラインの制

定により、協議の円滑化が促進され、より一層

公正競争環境が確保されるものと考えておりま

す。 

・ 当社はＭＶＮＯへの提供条件として、卸電気

通信役務については、多様で豊富な料金プラン

を用意しホームページで公開しており、相互接

続については、パケット接続料について適正な

算定に努めるとともに低廉な接続料によりＭＶ

ＮＯサービスを提供するなど、ＭＶＮＯの促進

に向けて率先して前向きに取組んでいるところ

です。また、ＭＶＮＯ事業者向けの機能提供に

おいても、ＭＶＮＯ事業者自らが適宜、回線登

録・開通・解約等が可能となるようＭＶＮＯ事

業者に特化したＳＩＭ書込みシステムを開発し

は、７００／９００ＭＨｚ帯の周波数に係る

「３．９世代移動通信システムの普及のための

特定基地局の開設に関する指針」（平成２３年

総務省告示第５１３号）においても、「本開設

指針又は平成二十一年総務省告示第二百四十八

号に係る開設計画の認定を受けていない電気通

信事業者等多数の者に対する、卸電気通信役務

の提供又は電気通信設備の接続その他の方法に

よる特定基地局の利用を促進するための具体的

な計画がより充実していること」を競願時審査

基準として定めているとともに、当該開設指針

に係る開設計画の認定を受けた者は、毎年度の

四半期ごとに、当該認定に係る開設計画に基づ

く事業の進捗を示す書類を総務大臣に提出する

ものとされており、２．５ＧＨｚ帯の周波数と

同様に、継続的な監視を実施しているところで

ある。 

また、当該認定を受けた者に係る事業法第１

３条に基づく変更登録に際しても、ＭＶＮＯや

コンテンツ配信事業者等によるネットワークの

円滑かつ適正な利用を促進する取組の実施状況

について、毎年半期ごとに取りまとめ、速やか

に総務大臣に報告することを条件として付して

いるところであり、あわせて継続的な監視を実

施しているところである。 
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貸与する等、事業者からの要望に応じて適時適

切に対応しております。 

（ＮＴＴドコモ） 

 

■ 当社は、「ＳＩＭロック解除に関するガイド

ライン」を遵守し、２０１１年４月以降に新た

に販売した全機種にＳＩＭロック解除機能を搭

載しております。 

・ 一方、ＳＩＭロック解除に関しては、これま

でも本制度の意見募集において申し述べている

ところですが、未だにごく一部の機種しか対応

しない事業者が存在するなど、携帯事業者間の

取組み格差が顕在化しております。今後、各事

業者共通の仕様であるＬＴＥが進展すれば、よ

り一層ＳＩＭロック解除に対する市場やユーザ

からの期待がますます高まることが想定され、

公正競争やユーザ利便性への支障が懸念される

ことから、審議会等の公の場における検証を実

施すべきと考えます。 

（ＮＴＴドコモ） 

意見３２ 二種指定事業者の接続料等に関し

て、届出前の説明を二種指定事業者に義務付

けるなど、接続事業者が関与できる仕組みを

整えるべき。 

再意見３２ 考え方３２ 

■ 二種指定制度は、接続料協議における「公定

力の類似の力」による非対称規制の形骸化を防

ぎ実効性を高める見直しが必要 

二種指定制度は、電気通信事業法施行規則の

一部改正により、指定の基準を端末シェア２

５％から１０％に規制対象が拡大されました

■ 日本のモバイル市場における規制体系は、相

互接続義務の厳格性や非対称な禁止行為規制の

存在など、ビジネスベースが基本となっている

諸外国と比較して突出している状況であり、競

争のグローバル化が進展する中、諸外国との規

制格差により、国際競争力やユーザ利便性向上

■ 二種指定電気通信設備を設置する電気通信事

業者（以下「二種指定事業者という。）の接続

料等に係る接続協議については、接続料の算定

根拠等の情報開示に係る考え方等を明確化する

観点から、平成２４年７月に「事業者間協議の

円滑化に関するガイドライン」（以下「円滑化
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が、指定事業者においては、接続料等の透明性

と公平性が担保されている反面、認可又は届出

後の接続料等は言わば「公定力の類似の力」を

及ぼすため、指定事業者は自らの接続料等を事

業者間協議において合意形成しようとするイン

センティブが働き辛く、むしろ結果として有効

な協議が成り立たなくなるなど非対称規制の形

骸化につながる構造的な課題が内在していま

す。 

加えて、接続料等に関して接続事業者が公に

意見表明する機会が担保されていない事も鑑

み、認可制等の一種指定事業者並みの規制を検

討することも必要と考えます。 

また、平成２４年７月２７日付で策定されま

した「事業者間協議の円滑化に関するガイドラ

イン」の主旨に則り、円滑な事業者間協議を図

るためにも、指定事業者には届出前の説明会等

の実施を義務付ける必要があると考えます。 

（イー・アクセス） 

に多大な支障を及ぼす可能性があることから、

グローバル競争時代に対応するため、規制の非

対称性の見直しとともに、諸外国と同等レベル

の規制緩和への見直しが必要と考えます。 

・ 現行の接続制度については、事業者間協議の

円滑化を図る観点から、本年７月に「事業者間

協議の円滑化に関するガイドライン」が制定さ

れているところであり、当社としては既に適時

適切に対応しております。本ガイドラインの制

定により、協議の円滑化が促進され、より一層

公正競争環境が確保されるものと考えておりま

す。 

（ＮＴＴドコモ） 

ガイドライン」という。）を策定したところで

あり、同ガイドラインの運用状況を注視してい

くこととする。 

なお、円滑化ガイドラインに示されていると

おり、二種指定事業者は、接続協定の締結又は

変更に係る協議の円滑化の観点から、接続約款

の届出に先立って十分な事業者間協議を行うこ

とが望ましい。また、接続約款の届出が完了し

ていることや届出に係る手続の過程で総務省へ

の一定の情報開示がなされていることのみをも

って、直ちに接続事業者に対する接続料の算定

根拠に係る説明が不要となるものではなく、算

定根拠に係る必要な情報開示を接続事業者に行

うことが望ましい。 

意見３３ 他の二種指定事業者に比べ接続料水

準が高止まりし続けている二種指定事業者に

ついて、算定根拠を必ず提示させる等、接続

料水準の透明性・適正性確保に必要な措置を

講ずべき。 

 再意見３３  考え方３３ 

■【第二種指定電気通信設備規制の対象】 

  今回の電気通信事業法施行規則の一部改正

（２０１２年５月２９日）により、新たに第二

種指定電気通信設備規制の対象としてソフトバ

ンク殿が追加される見通しとなりましたが、現

時点において第二種指定電気通信設備規制の対

■ 弊社では、「第二種指定電気通信設備制度の

運用に関するガイドライン」制定当初より、接

続料算定について自主的に遵守してきたことか

ら、今後見込まれている二種指定化が直接接続

料水準に影響を及ぼすものでないと考えます。

また、事業者毎に設備投資の状況、コストの構

■ 双務的に接続料の算定根拠の情報開示を行う

べきとの御意見については、円滑化ガイドライ

ンにおいて「一方の事業者が他方の事業者と異

なる水準の接続料を設定する場合であって、接

続料の水準について当事者間で十分な合意が成

立しない場合には、当該水準の接続料を設定す
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象となる携帯事業者（以下、二種事業者とい

う）３社間の接続料水準には格差が生じていま

す。 

  二種事業者が「第二種指定電気通信設備制度

の運用に関するガイドライン」（以下、二種ガ

イドラインという）を遵守することで、携帯電

話接続料の水準・算定に係る適正性・透明性が

確保され、接続料水準が下がっていくものと考

えますが、他の二種事業者に比べ接続料水準が

高止まりし続けている事業者については 「事

業者間協議の円滑化に関するガイドライン」

（２０１２年７月２７日）に示されている「双

務的な接続料の算定根拠に係る情報開示」の考

え方に基づき、少なくとも、当社からの求めに

応じ、当社と同程度の算定根拠を必ず提示いた

だき、合理的な説明を行っていただきたいと考

えます。 

 なお、それでも情報開示をいただけない場合

は、総務省殿において、こうした二種事業者間

で接続料水準に格差が生じている要因や、他の

二種事業者の接続料水準と比較しつつ、事業者

の設定する接続料が妥当であるかについて検証

したうえで、これを公表するなど、接続料水準

の透明性・適正性を確保するための必要な措置

を講じていただきたいと考えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

■【第二種指定電気通信設備規制の対象】 

・ 先般の電気通信事業法施行規則の一部改正

（平成２４年５月２９日）により、新たに第二

造、トラヒック傾向等が異なることから、単純

に事業者間の接続料水準の比較を行うことは有

意でないものと考えます。 

仮に、接続料の算定根拠が争点となった場

合、守秘義務を課す等の措置をしたとしても、

競合他社に対して開示することが困難な経営情

報等が含まれる可能性があることにも配慮すべ

きと考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

る理由について、必要に応じ、当事者間で守秘

義務を課すなどの措置を講じた上で、算定根拠

に係る情報を一定程度開示しつつ説明するとと

もに、協議を行うことが望ましい」とされてお

り、同ガイドラインの運用状況を注視していく

こととする。 

 

■ 総務省において必要な検証を行った上で必要

な措置をとるべきとの御意見については、二種

指定事業者については、「第二種指定電気通信

設備制度の運用に関するガイドライン」（平

成２３年５月改正）において、「総務省は、当

該接続料の算定がガイドラインに示す考え方に

沿ったものであるか否かについて、必要な検証

を行うこと」とされており、総務省は同ガイド

ラインに基づき必要な検証を行うこととする。 
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種指定電気通信設備規制の対象としてソフトバ

ンク殿が追加される見通しとなりましたが、現

時点において第二種指定電気通信設備規制の対

象となる携帯事業者（以下、二種事業者）３社

間の接続料水準には格差が生じています。 

・ 二種事業者が「第二種指定電気通信設備制度

の運用に関するガイドライン」を遵守すること

で、携帯電話接続料の水準・算定に係る適正

性・透明性が確保され、接続料水準が下がって

いくものと考えますが、他の二種事業者に比べ

接続料水準が高止まりし続けている二種事業者

については、当該ガイドラインの遵守に加え

て、「事業者間協議の円滑化に関するガイドラ

イン」（平成２４年７月２７日）にあるとお

り、当社から求めがあれば、当社と同程度の算

定根拠を提示いただき、合理的な説明を行って

いただきたいと考えます。 

・ それでもなお、十分な情報開示をいただけな

い場合には、総務省殿において、こうした二種

事業者間で接続料水準に格差が生じている要因

や、他の二種事業者に比べ接続料水準が高い事

業者の設定する接続料が妥当であるかについて

検証した上で、その検証結果を公表する等、接

続料水準の透明性・適正性を確保するために必

要な措置を講じていただきたいと考えます。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

イ  指定の対象に関する検証 

意   見 再  意  見 考  え  方 

意見 再意見 考え方 
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・高速モバイルサービス（３．９世代携帯電

話、ＷｉＭＡＸ等）による他社固定ブロー

ドバンドサービスの巻き取り 

以上のことから、情報通信市場全体での公正

競争環境確保のため、有限希少な周波数の割当

てを受けているモバイル事業者には、総合的な

市場支配力に着目した規制の導入や、グループ

ドミナンスに対する厳正かつ包括的な規制制度

が必要と考えます。 

例えば、少なくとも上位３社のモバイル事業

者に対し、自社グループ内の固定通信事業者

と、他の固定通信事業者との同等性確保を義務

付ける等の措置を講じることが必須です。 

（ケイ・オプティコム） 

 

■ ＫＤＤＩ殿・ソフトバンク殿の規制対象への

追加 

  二種指定制度における禁止行為規制対象事業

者は、現状ＮＴＴドコモ殿のみとなっておりま

すが、以下の市場環境の変化を鑑みれば、非対

称規制として有効に機能させる観点から、当該

規制の運用を厳格化しＫＤＤＩ殿及びソフトバ

ンク殿も対象に追加すべきと考えます。 

  モバイル市場の売上高や利用者規模は、固定

通信市場を遥かに上まっており、上位３社の寡

占状態が続いている点 

  電気通信市場においては、モバイル事業者を

中心としたグループ３社（ＮＴＴグループ、Ｋ

ＤＤＩグループ、ソフトバンクグループ）への

集約化が進行しており、グループ内連携により

 

■ 固定通信市場では、意欲のある事業者であれ

ば、随時設備競争への参入が可能であります

が、モバイル市場は、少数の周波数割当て事業

者しか設備競争に参入できないといった特性が

あることから、有限希少な周波数の割当てを受

けているモバイル事業者には、一定の規制があ

って然るべきと考えます。 

 

現に、次のような点から、情報通信市場全体

の独占化や寡占化を招くものと危惧するところ

です。 

 ・モバイル市場への参入に不可欠で、国民の共

有財産である有限希少な周波数について、モ

バイル事業者上位３社が、ほぼ独占している 

 ・モバイル事業者上位３社の顧客規模は、固定

通信の各市場を凌ぐ規模に成長しており、既

に大きな影響力を保持している 

 ・資本関係のあるモバイル事業者を有する「企

業グループ」は、モバイル事業者の顧客基盤

やブランド力をもとに、固定通信市場に影響

力を拡大している 

 

よって、有限希少な周波数の利用が前提とな

るモバイル市場においては、周波数の割当てを

受けないＭＶＮＯの参入促進による公正競争の

確保が重要であることから、少なくとも上位３

社のモバイル事業者に対し、次のような規制強

化についての検討が必要と考えます。 

 ・接続料または卸電気通信役務料金の妥当性・

う。）」を策定・公表しており、禁止行為等

適用事業者指定ガイドラインに沿って、現

在、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ（以

下「ＮＴＴドコモ」という。）を当該規定の

適用を受ける電気通信事業者として指定して

いるところである。 

 上述の規定の趣旨及び禁止行為等規定適用

事業者指定ガイドラインに示す考え方に照ら

し、市場シェアの順位が１位の電気通信事業

者との市場シェアの格差等に鑑みれば、現時

点において、ＫＤＤＩ及びソフトバンクモバ

イルを禁止行為等規制の適用を受ける電気通

信事業者として指定する必要性は認められな

い。 

 ただし、近年のモバイル市場における環境

変化を踏まえ、今後とも状況を注視していく

ことが重要であり、平成２６年を目途に実施

する包括的な検証において、既存の市場構造

や考え方を前提とした競争ルールに制度的課

題が生じていると認められる場合には、必要

に応じ、禁止行為等規制の見直しについても

検討することとする。 
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より優位な市場支配力を行使できる環境にある

点 

なお、②の具体的事例として、近年ＫＤＤＩ

殿、及びソフトバンク殿にて、「ａｕスマート

バリュー」や「スマホＢＢ割」といった自社の

スマートフォンとＣＡＴＶ事業者の固定通信サ

ービスをセット販売する割引サービス・キャン

ペーンが挙げられます。 

これらの事例は、モバイル市場における巨大

な市場支配力を梃子にして固定通信市場の囲い

込みを図る虞があるため、ＫＤＤＩ殿、及びソ

フトバンク殿を禁止行為規制の対象に追加とす

ることで、排他的、差別的な取引は禁止される

べきと考えます。 

（イー・アクセス） 

 

 

 

適正性の検証 

 ・上記検証に資する情報の開示の義務化 

 ・ＳＩＭフリー端末の更なる拡大やソフトＳＩ

Ｍの導入による端末のオープン化 

（ケイ・オプティコム） 

 

■ ケイ・オプティコム殿の指摘の通り、「モバ

イル市場における上位３社の顧客規模の拡

大」、及び「モバイル事業者を有する『企業グ

ループ』における市場支配力の拡大」は、固定

通信も含めた電気通信市場全般の寡占化を招く

ことが懸念されます。 

このような状況で、当社をはじめとした新

規・新興事業者が、事業規模、及び事業環境

（顧客基盤、事業領域が異なるグループ会社の

存在等）が大きく異なる上位３グループと対等

に市場競争を展開するためには、より市場支配

力に着目するなど指定の在り方を見直して第二

種指定電気通信設備（以下、二種指定設備）制

度を実効的に機能させることが必要と考えま

す。 

具体的には、ＮＴＴドコモ殿に加え、二種指

定事業者であるＫＤＤＩ殿、及びソフトバンク

殿を禁止行為規制の対象とすべきであり、特

に、「ａｕスマートバリュー」や「スマホＢＢ

割」に見られる固定とモバイルのセット販売

は、ＣＡＴＶ等の固定事業者との連携において

同等性が確保されているか本制度の枠組みで検

証し、提供条件のオープン化や排他的なサービ

ス連携である場合は禁止する必要があると考え
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ます。 

（イー・アクセス） 

 

■ 各種接続規制や行為規制等の規律を検討する

に当たっては、市場において真に支配的である

事業者を厳選し、必要な規制を適用するととも

に、他の事業者に対する規制を最小限に抑える

という非対称規制の本来の趣旨を十分に踏まえ

た内容とすることが重要と考えます。 

上記を踏まえ、禁止行為規制については、現

状、移動体通信市場において５０％近いシェア

を持つ事業者が、固定通信市場においてボトル

ネック設備等を有する市場支配的な事業者のグ

ループ会社として存在している点も十分に配慮

の上、共同的・一体的な市場支配力の行使を抑

止し得る規律の在り方が検討されるべきと考え

ます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ 禁止行為規制の適用事業者の指定にあたって

は、平成２４年４月２７日に策定された「電気

通信事業法第３０条第１項の規定に基づく禁止

行為等の規定の適用を受ける電気通信事業者

（移動通信分野における市場支配的な電気通信

事業者）の指定に当たっての基本的考え方」に

おいては、単純にシェアの数値等のみを判断基

準とするのではなく、事業規模やブランド力と

いった総合的な事業能力を見て、市場の状況に

も照らして適用対象を判断するとされており、
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この考え方を踏まえれば、現行の適用状況は妥

当であると考えます。 

（ＫＤＤＩ） 

 意見３５ 携帯電話事業者間で規制格差を設け

なければならないほどの市場支配力の差は存

在しないため、非対称規制となっている禁止

行為等規制は撤廃すべき。 

 再意見３５ 考え方３５ 

■【第二種指定電気通信設備規制の対象】 

・ 携帯電話事業者に対する第二種指定電気通信

設備制度は、国から割当を受けた公共財である

電波の有限希少性に依拠しているものであるこ

とから、本来、全ての携帯電話事業者（ＭＮ

Ｏ）に同等の競争ルールが適用されるべきであ

ると考えます。 

・ 特に、禁止行為規制については、携帯電話事

業者の中でＮＴＴドコモ殿だけが引き続き規制

対象とされているところですが、昨今のスマー

トフォンの爆発的な普及やスマートフォンをト

リガーとする移動通信と固定通信が融合した市

場の拡大等、市場環境や競争環境の急激な変化

等を踏まえると、携帯電話事業者同士で規制格

差を設けなければならない程の市場支配力の差

は存在しないことから、規制格差の存在によっ

て各社の利用者間で不公平な状況が生じること

にならないよう、非対称規制となっている禁止

行為規制については撤廃すべきと考えます。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ 各種接続規制や行為規制等の規律を検討する

に当たっては、市場において真に支配的である

事業者を厳選し、必要な規制を適用するととも

に、他の事業者に対する規制を最小限に抑える

という非対称規制の本来の趣旨を十分に踏まえ

た内容とすることが重要と考えます。 

上記を踏まえ、禁止行為規制については、現

状、移動体通信市場において５０％近いシェア

を持つ事業者が、固定通信市場においてボトル

ネック設備等を有する市場支配的な事業者のグ

ループ会社として存在している点も十分に配慮

の上、共同的・一体的な市場支配力の行使を抑

止し得る規律の在り方が検討されるべきと考え

ます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ 禁止行為規制の適用事業者の指定にあたって

は、平成２４年４月２７日に策定された「電気

通信事業法第３０条第１項の規定に基づく禁止

行為等の規定の適用を受ける電気通信事業者

（移動通信分野における市場支配的な電気通信

事業者）の指定に当たっての基本的考え方」に

■ ＮＴＴドコモに対する禁止行為等規制の適

用については、ブロードバンド答申におい

て、「現時点においては、ＮＴＴドコモの市

場シェア等を考慮すると、同社とその関係事

業者との排他的な提携を通じた特定の者に対

する不当な差別的取扱いを禁止することは、

公正競争環境確保にとって引き続き重要であ

る」とされたところであり、その後の市場シ

ェアの変化等を勘案しても、ＮＴＴドコモに

対する規制適用の必要性が著しく低下するま

での市場環境の変化は認められないことか

ら、現時点においては、引き続き、非対称規

制として維持していくことが適当である。 

 ただし、近年のモバイル市場における環境

変化を踏まえ、今後とも状況を注視していく

ことが重要であり、平成２６年を目途として

実施する包括的な検証において、既存の市場

構造や考え方を前提とした競争ルールに制度

的課題が生じていると認められる場合には、

必要に応じ、禁止行為等規制の見直しについ

ても検討することとする。 

 おって、禁止行為等規制が適用される電気

通信事業者の事業提携・事業展開等が必要以
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おいては、単純にシェアの数値等のみを判断基

準とするのではなく、事業規模やブランド力と

いった総合的な事業能力を見て、市場の状況に

も照らして適用対象を判断するとされており、

この考え方を踏まえれば、現行の適用状況は妥

当であると考えます。 

（ＫＤＤＩ） 

上に制限されることにより、ユーザ利便等を

損なうことを防止する観点から、制度の慎重

な運用が必要であると考えられるところ、総

務省は、平成２４年４月、ブロードバンド答

申を踏まえ、規制の適用に当たり過剰な萎縮

効果が働くことがないよう、公正取引委員会

と共同で策定している「電気通信事業分野に

おける競争の促進に関する指針」（以下「共

同ガイドライン」という。）の見直しを実施

し、運用の一層の透明化を図ったところであ

る。 

意見３６ ＮＴＴドコモに対する禁止行為等規

制の適用は、現行のとおり維持すべき。 

 再意見３６ 考え方３６ 

■ 移動体市場において５割近いシェアを有する

圧倒的なドミナント事業者であることに加え、

企業グループとしても大きな市場支配力を持つ

ような事業者については、禁止行為規制の適用

を現行通り維持すべきと考えます。 

仮にＮＴＴドコモがＦＴＴＨとのセット割引

を開始する場合、排他的な取扱いをしていない

等法令上違法ではないという理由のみで、ＮＴ

Ｔ東・西を対象に含めることまでも認めれば、

ＮＴＴドコモとＮＴＴ東・西の顧客基盤が統合

されることにより再び独占に向かうこと許容し

てしまうことを意味します。このことは、結局

はユーザーの選択肢を狭めていくことになり消

費者の不利益につながるため、決して認められ

るべきではありません。現行の電気通信事業法

の禁止行為規制が、公正競争を担保するための

効果を事実上持ち得ず、ＮＴＴ法の精神に反し

■ 現在、移動体通信市場では、５０％近いシェ

アを持つ事業者が、固定通信市場においてボト

ルネック設備等を有する市場支配的な事業者の

グループ会社として存在しており、ＫＤＤＩ殿

の意見書に記載されているような懸念が存在し

ます。電気通信事業法の禁止行為規制の適用を

最低限現行通り維持すべきと考えます。しか

し、その効果が十分でなく、また、ＮＴＴ法の

精神に反する状態が生じる場合は、直ちにＮＴ

Ｔの在り方議論を開始すべきという意見に賛同

いたします。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ ＮＴＴドコモに対する禁止行為等規制の適

用については、考え方３５のとおり。 
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てユーザーの選択肢を狭める動きを阻止できな

いのであれば、直ちに公の場においてＮＴＴの

在り方議論を開始すべきと考えています。 

（ＫＤＤＩ） 

 

イ 指定電気通信設備制度における禁止行為規制の運用状況に関する検証 

意   見 再  意  見 考  え  方 

意見３７ ＮＴＴ東西の県域等子会社における

ＮＴＴドコモの商品の販売等、ＮＴＴ東西の

県域等子会社において禁止行為等規制の潜脱

行為が行われており、禁止行為等規制の対象

に県域等子会社を追加する又はＮＴＴ東西の

子会社等監督義務に関する厳格な調査検証及

びそれに是正措置を講じる等すべき。 

再意見３７ 考え方３７ 

■ 県域等子会社の規制対象への追加 

２００９年１１月に発覚した「ＮＴＴ西日本

情報漏洩問題」や「ＮＴＴ東西殿の県域等子会

社におけるＮＴＴドコモ殿の携帯電話販売、及

びドコモショップ運営」の事例は、接続情報の

目的外利用、及び排他的なグループ間連携であ

り、本来、禁止行為の対象になるものと考えま

す。 

しかしながら、これら事例の主体である県域

等子会社が、ＮＴＴ東西殿の営業及び設備管理

等業務の事実的な実行部隊にも係らず、禁止行

為規制の対象に指定されていないため、上記の

ような反競争的行為の抑止が出来ていない状況

です。 

これは、現行の禁止行為規制がＮＴＴグルー

プの業務実態と乖離し、公正競争上の課題があ

■ ＫＤＤＩ殿及びイー・アクセス殿の意見に賛

同します。ＮＴＴ東西殿の県域等子会社による

一体営業等は、実質的に排他的な行為であり、

本来禁止されるべきものと考えます。総務省殿

においては、「電気通信事業分野における競争

の促進に関する指針」に禁止行為の具体的事例

として明記することを含め、上記行為を防止す

るために必要な措置を講じるべきと考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ ＮＴＴ東・西の県域等子会社におけるＮＴＴ

ドコモの携帯電話販売、及びドコモショップ運

営等は、実質的にＮＴＴグループ間による排他

的な連携であり、問題と考えます。現行法にお

いても、ＮＴＴグループとして一体的に運営さ

■ ＮＴＴ東西に対しては、指定電気通信設備制

度に基づく禁止行為等規制及びＮＴＴ等に係る

累次の公正競争要件が課されており、ＮＴＴ東

西からその業務を受託する県域等子会社におい

て上述の規制の趣旨が徹底されない場合、結果

として公正競争環境が確保されない可能性があ

るところ、県域等子会社がＮＴＴ東西の商品と

ＮＴＴドコモの商品を併売する場合、それぞれ

の業務委託によって知り得た情報を目的外に利

用することは許されず、また、ＮＴＴ東西から

の受託業務とＮＴＴドコモからの受託業務等と

の間で内部相互補助が行われないようにするこ

とが必要である。 

この点、平成２０年度の競争セーフガード制

度に基づく検証結果に基づき総務省がＮＴＴ東

西に対して行った要請等を踏まえ、総務省は、
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ることを浮き彫りにしている事例であるため、

早期に禁止行為規制の対象に県域等子会社を追

加すべきと考えます。 

（イー・アクセス） 

 

■ ＮＴＴグループ各社の一体営業 

昨年の競争セーフガードでも指摘したＮＴＴ

東・西の県域等子会社によるＮＴＴドコモの携

帯電話の販売については、ＮＴＴ東・西本体か

ら電気通信業務の主たる部分を委託された子会

社を通じた固定と移動の実質的に排他的な一体

営業となっていることから、禁止行為に該当す

る行為といえます。現時点でも昨年同様にＮＴ

Ｔ東・西の県域等子会社のウェブサイトにＮＴ

Ｔドコモ商品の取扱いが記載（別添資料参照）

されています。また、県域等子会社等を介した

ＮＴＴドコモとＴＴ西のセット営業の事例も発

生しています。 

昨年の電気通信事業法改正で、ＮＴＴ東・西

は子会社に対する監督義務が規定されたところ

であり、総務省は、注視するのみに留まらず、

厳格な調査、検証及びそれに基づく是正措置を

着実に講じるべきと考えます。 

このような禁止行為に該当する排他的な一体

営業については、法改正では明示的に対応され

ていないことから、総務省と公正取引委員会が

共同で策定した「電気通信事業分野における競

争の促進に関する指針」に禁止行為の具体的事

例として直ちに記載した上で、改めて法改正を

行い、禁止すべきと考えます。 

れているこれらの県域等子会社が禁止行為に該

当するような不適切な行為を行った場合、禁止

行為規制の対象であるＮＴＴ東・西が当然子会

社監督について責任を負っているものと理解し

ています。 

（ＫＤＤＩ） 

 

■ 県域等子会社への業務委託は、経営効率化の

観点から実施しているものであり、こうした効

率化の努力は、お客様サービスの向上や料金の

低廉化を通じ、お客様利便の向上に資するもの

であると考えております。 

・ 当社の県域等子会社によるＮＴＴドコモ殿の

代理店業務については、当社からの委託業務を

実施する組織とは別の組織において、委託業務

とは独立して実施しており、また、顧客情報及

び他事業者情報の適正な取り扱いに係る管理体

制の構築を義務付ける等、営業情報等に関する

ファイアーウォールを担保する等、適切な措置

を講じており、排他的な一体営業にあたる事例

が発生することはございません。 

・ また、当社は、業務改善計画（平成２２年２

月２６日）に基づき、接続関連情報を不適切に

取り扱う可能性を排除する厳格な仕組みを構築

し、情報セキュリティの取組みを徹底している

とともに、電気通信事業法の改正に伴い、県域

等子会社への業務委託にあたり、禁止行為防止

に関する責任者の設置や覚書の締結を行う等、

反競争的行為が行われる事が無いよう、適切な

監督を実施しております。したがって、県域等

県域等子会社において、ＮＴＴ東西からの受託

業務とＮＴＴドコモからの受託業務等につい

て、組織を分け、会計を整理し、ＮＴＴドコモ

との排他的な共同営業を行わない等の措置が講

じられていることを引き続き確認している。 

加えて、平成２３年の事業法改正により、一

種指定事業者に対して業務委託先子会社等の監

督が義務付けられたところであるが、総務省

は、事業法第３１条第７項に基づくＮＴＴ東西

からの報告等により、県域等子会社を含む業務

委託先子会社等との間の委託契約において、業

務委託先子会社等に対して禁止行為を防止する

ための措置が義務付けられ、全社員を対象とし

た禁止行為防止等のための研修の実施、他事業

者情報等の適正な取扱いに係る管理体制の構築

といった措置が講じられていることを確認して

いる。 

以上により、ＮＴＴ東西に課せられている規

制の趣旨を徹底するための一定の措置が講じら

れており、直ちに追加の措置が必要とは認めら

れない。 

ただし、これらの措置が徹底されない場合に

は、県域等子会社において当該規制を潜脱する

おそれがあるため、当該措置の徹底について、

その状況を引き続き注視していくこととする。 

 

■ ＮＴＴ東西の県域等子会社によるＮＴＴドコ

モの携帯電話の販売は排他的一体営業に該当す

る行為であり、共同ガイドラインにおいて、禁

止行為の具体的事例として記載すべきとの御意
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なお、子会社から代理店等に再委託されるこ

とも容易に想定できるため、子会社のみなら

ず、子会社から代理店に再委託された内容につ

いても調査・検証することが必要であり、直ち

に法改正を実施すべきと考えます。 

（別添資料） 

 

 

子会社を禁止行為規制の対象に追加する必要は

無いと考えます。 

・ むしろ、情報通信市場においては、固定と移

動の融合が急速に進展する中で、お客様利便の

高いサービスの提供に向け、各事業者が他の事

業者との協業も活用し、活発な事業展開を行っ

ているところであり、現に、他社は、特定の事

業者の固定通信を利用した場合にスマートフォ

ンの月額料金を割り引く等固定とモバイルを組

み合わせた新たなサービスを提供している一方

で、ＮＴＴ東西に対しては、電話時代を前提と

した指定電気通信設備規制や禁止行為規制とい

った非対称規制や、往時の競争環境を前提とし

た累次の公正競争要件等が課せられており、こ

れにより、お客様の利便性の向上に対する要請

に機動的かつ柔軟に対応できないとなれば、Ｎ

ＴＴグループのお客様だけが不利益を被ること

となります。 

・ したがって、すべての事業者のお客様が多様

なサービスの利便を制約無く享受し、ブロード

バンドサービスの利活用の一層の促進を図る観

点から、現在の規制のうち時代にそぐわないも

のは撤廃または緩和していただきたいと考えま

す。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ 「県域子会社によるＮＴＴドコモの携帯電話

販売は排他的な一体営業である」、「ＮＴＴ東

西殿の県域等子会社におけるＮＴＴドコモ殿の

携帯電話販売、及びドコモショップ運営の事例

見については、上述のとおり、ＮＴＴ東西の県

域等子会社によるＮＴＴドコモの携帯電話の販

売について、ＮＴＴドコモとの排他的な共同営

業等を行わない等の措置が講じられていること

を確認しているところである。なお、共同ガイ

ドラインにおいては、既に、一種指定事業者の

業務を受託した子会社等が、受託した業務に関

し、当該電気通信事業者が禁じられている行為

に相当する排他的行為等を行った場合には、当

該電気通信事業者に対し当該行為を停止・変更

させるために必要な措置を講ずるべき旨の命令

が発動される旨を明記しているところである。 

 

■ 子会社から代理店等に再委託された内容につ

いても調査検証することが必要との御意見につ

いては、電気通信事業法施行規則（昭和６０年

郵政省令第２５号。以下「事業法施行規則」と

いう。）第２２条の８第２号イ（３）の規定に

より、一種指定事業者に対し、監督対象子会社

における再委託の有無を総務大臣へ報告するこ

とを義務付けており、総務省においては、再委

託の有無に応じ、例えば、当該子会社に対する

委託契約の内容、再委託に係る規定等の確認を

通じて、当該子会社に対する必要かつ適切な監

督が行われているか否かについて検証し、必要

に応じて措置を講ずることが可能である。 

この点、総務省は、事業法第３１条第７項及

び事業法施行規則第２２条の８の規定による平

成２４年６月のＮＴＴ東西からの報告等によ

り、監督対象子会社が再委託先の選定・変更を
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（ＫＤＤＩ） は、接続情報の目的外利用、及び排他的なグル

ープ間連携」とありますが、県域等子会社によ

るＮＴＴドコモ殿の代理店業務は、当社からの

受託業務とは組織を分けて実施しており、ま

た、当社から受託した業務に係る顧客情報の目

的外利用の禁止について業務委託契約に規定す

る等、公正競争確保のための適切な措置が講じ

られていることから、ご指摘のような更なる措

置は不要と考えます。 

・ むしろ、ＮＴＴグループ以外の事業者は、市

場環境・競争環境の変化に対応し、自社のスマ

ートフォンと自社又は特定の他社のＦＴＴＨ等

を組み合わせた割引サービスの提供を開始する

等、柔軟なサービス提供を展開しています。こ

のような中でＮＴＴグループだけが柔軟に連

携・対応できないとすると、ＮＴＴグループの

お客様だけが不利益を被ることになり、ＩＰ・

ブロードバンドの利活用促進やお客様利便の向

上を阻害することになります。 

  したがって、市場環境や競争環境の変化を踏

まえ、電話時代を前提とした非対称規制の必要

性から検証し、実態にそぐわない不要な規制は

見直し又は撤廃していただきたいと考えます。 

・ 当社は、接続関連情報を不適切に取扱う可能

性を排除する厳格な仕組みを構築する観点か

ら、実施計画（２０１０年３月２日）を策定

し、この実施計画の内容に沿って、引き続き情

報セキュリティ強化の取組みを着実に実行して

いるところです。 

 また、電気通信事業法の改正により、ＮＴＴ

行うに当たっては、禁止行為の禁止徹底の適正

な管理、運営ができることを要件としていると

ともに、ＮＴＴ東西の承諾を義務付けている

等、再委託先において禁止行為等規制を潜脱す

る行為が行われることを防止するための一定の

措置が講じられていることを確認している。 
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東西の業務を子会社に委託する場合には、禁止

行為規定の遵守について適切な監督を行う義務

が課されています。したがって、県域等子会社

を禁止行為規制の対象に追加する必要は無いと

考えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

意見３８ ＮＴＴ東西の１１６窓口において、

接続関連情報を基にした不適切な営業行為が

継続的に生じているため、従前の措置内容の

適性性及び妥当性について再検証すべき。 

再意見３８ 考え方３８ 

■ （ア）ＮＴＴ１１６窓口におけるフレッツ光

の営業 

ＮＴＴ東西殿の１１６窓口において、ＮＴＴ東

西殿が接続業務で取得している顧客情報を基に

し、フレッツ光サービスへの勧誘を行うといっ

た不適切な営業行為（以下、「１１６勧誘」と

いう。）について、これまで競争セーフガード

制度等において、ＫＤＤＩ株式会社殿や弊社共

が指摘してきたところです。 

ＮＴＴ東西殿は、１１６勧誘の発生を防止す

るために一定の措置を講じているとしています

が、現に当該事象は継続的に生じており※１、

問題は改善されていません。従って、現状の事

後チェックとする遵守体制では本事案の防止が

できていない以上、過去に実施したとされる設

備利用部門からの接続情報の閲覧等を防止する

システム変更についてその実効性を見極める

等、問題の発生を防止する措置内容の適正性や

妥当性を再検証すべきと考えます。その上で、

更なる追加措置を講じることを含め、問題解消

■ ＤＳＬ事業者協議会、ソフトバンクＢＢ株式

会社、ソフトバンクテレコム株式会社、ソフト

バンクモバイル株式会社のご意見に賛同いたし

ます。 

また、勧誘等に関する営業的な問題が継続的

に起こっている実情からファイアーウォールの

運用の検証に留まらず、競争事業者更の意見を

聴収し、効果の上がる追加措置についても改め

て検討すべきと考えます。 

（アットアイ） 

 

■ ＮＴＴ東・西が実施した措置内容の適正性や

妥当性を再検証し、必要に応じてさらなる追加

措置を講じるべきと考えます。 

（ＫＤＤＩ） 

 

■ 当社は接続の業務で知り得た情報の目的外利

用を厳格に禁じており、研修等により、支店及

び県域等子会社の社員等に徹底を図る等、適切

な措置を講じております。 

■ 総務省は、ＮＴＴ東西において、ＮＴＴ西日

本に対する業務改善命令（平成２２年２月）等

を受け、同年５月に顧客情報管理システムの改

修及び閲覧規制を実施し、１１６窓口において

接続関連情報を取り扱うことがないよう措置を

講じていることについて報告を受けてきたとこ

ろである。 

  また、一種指定事業者における接続関連情報

の取扱いについては、平成２３年の事業法改正

により、接続関連情報を適正に管理するための

体制を整備すること等が義務付けられたところ

であるが、ＮＴＴ東西において講じられた措置

及びその実施状況については、事業法第３１条

第７項の規定に基づき平成２４年６月にＮＴＴ

東西から報告を受け、総務省においては、講じ

られた措置及びその実施状況について検証を行

い、また、必要に応じて講じられた措置内容の

視認等を行ったところである。 

これらの結果、ＮＴＴ東西において１１６窓

口における接続関連情報を用いた営業活動の発
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に向けて情報遮断等の遵守体制の是正がなされ

ることを要望します。 

 

※１ Ｙａｈｏｏ！ＢＢサポートセンターへ引

越しのご連絡があったユーザに実施したアンケ

ート結果 

調査時

期 

２ ０ １ ０

年６月 

２ ０ １ １

年７月 

２ ０ １ ２

年７月 

回答総

数 
５２５件 ３１２件 ２１６件 

 

Ｑ１：１１６窓口にて電話回線移設の手続きを

された際に、ＡＤＳＬ事業者へ連絡するように

という案内を１１６窓口オペレータから受けま

したか？（対象：全アンケート回答者対象） 

 
Ｑ２：その際に、「Ｙａｈｏｏ！ ＢＢ」とい

う具体的な名前を１１６窓口オペレータが発言

しましたか？ 

（対象：Ｑ１で「利用中ＡＤＳＬ事業者への連

絡案内があった」と回答した方） 

・ また、業務改善計画（平成２２年２月２６

日）に基づき、平成２２年５月に顧客情報管理

システムの改修及び閲覧規制により、１１６に

おける他社ＤＳＬサービス情報の閲覧を規制す

る等、他事業者情報を利用した営業活動が不可

となる措置を講じております。 

・ このように、指摘のような不適切な営業が行

われないための徹底した措置を既に講じている

ことから、新たな措置は不要であると考えま

す。 

・ なお、フレッツ光等についてお客様からお問

合せがあった場合にご説明することがあります

が、これはお客様利便確保を目的に行っている

ものであり、公正競争上の問題はないと認識し

ております。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ １１６窓口において接続関連情報を取り扱う

ことがないよう、厳格な体制を構築する観点か

ら、当社は２０１０年３月に実施計画を策定

し、この実施計画の内容に沿って、２０１０年

５月に顧客情報管理システムにおいて接続関連

情報の閲覧規制を実施し、当該措置が適正であ

ることを監査において確認しています。したが

って、これを再検証する必要はなく、更なる追

加措置は不要と考えます。 

・ なお、当社の１１６窓口において実施してい

るフレッツ光サービスの営業活動については、

お客様の利便性確保の観点からお客様のお問合

せ・ご要望にお応えして実施しているものであ

生を防止するための一定の措置が講じられてお

り、直ちに追加の措置が必要とは認められな

い。 

ただし、これらの措置が徹底されず、ＮＴＴ

東西の１１６窓口において他事業者の接続関連

情報の目的外利用が行われた場合には、事業法

第３０条第３項第１号及び第３１条第５項に抵

触するおそれがあるため、当該措置の徹底につ

いて、その状況を引き続き注視していくことと

する。 
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Ｑ３：ＮＴＴが提供しているインターネットサ

ービス（フレッツ光）についての勧誘を受けま

したか？（対象：全アンケート回答者対象） 

 
（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

ることから、公正競争を阻害するものではあり

ません。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

 意見３９ 「ＮＴＴＩＤログインサービス」、

「ＮＴＴネット決済」等のサービスは、グル

ープ内の排他的業務に該当する疑いが強く、

十分な検証を行うとともに、必要な措置を講

じることが必要。また、ＮＴＴグループの総

合的な市場支配力に基づくルール導入を実施

すべき。 

 再意見３９  考え方３９ 

■ （イ）「ＮＴＴＩＤログインサービス」、

「ＮＴＴネット決済」等、グループ内の排他的

業務 

「ＮＴＴ ＩＤログインサービス」や「ＮＴ

Ｔネット決済」は、サービス名称の通り、ＮＴ

■ 当社がＮＴＴ ＩＤログインサービスに提供し

ている認証を行う仕組みや、ＮＴＴネット決済

に提供している料金回収代行サービス等は、他

事業者から要望があれば同様に提供を行ってい

るものであり、「自己の関係事業者と一体とな

■ エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株

式会社（以下「ＮＴＴコミュニケーションズ」

という。）によれば、同社が提供する「ＮＴＴ 

ＩＤログインサービス」及び「ＮＴＴネット決

済」は、認証・決済基盤を広くオープンにコン
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Ｔグループ以外の競争事業者とのサービス提携

を想定しうるものではなく、自己の関係事業者

と一体となった排他的業務に該当する疑いが強

いものと考えます。後述の一括請求の動きにも

あるように、昨今、ＮＴＴグループの連携が

益々強まっている状況をも踏まえると、総務省

殿においては、電気通信事業法第３０条第３項

第２号及び「移動体分離の際の公正有効競争条

件」（２）を事実上潜脱していないか、当該サ

ービスの検証を十分に行い、公正な競争環境を

確保するために必要な措置を講じるべきと考え

ます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ ＮＴＴ東・西／ＮＴＴドコモのグループ内Ｉ

Ｄ連携 

禁止行為規制の対象であるＮＴＴドコモが、

ＮＴＴグループ内の自己の関係事業者のみ（Ｎ

ＴＴコミュニケーションズ、ＮＴＴレゾナン

ト）と連携してシングルサインオンを提供する

ことは、形式的には他社にもオープンになって

いるものの、競合領域の多いライバル企業との

組み合わせはビジネス上あり得ないため、実質

的には禁止行為に定める自己の関係事業者と一

体となった排他的業務にあたると考えます。 

さらに、ＮＴＴ東・西のサービスが対象に加

わった場合には、加入電話をレバレッジとした

グループドミナンスが行使され、公正競争がよ

り一層阻害されるおそれがあると考えます。 

った排他的業務」に該当する事実はありませ

ん。 

（ＮＴＴドコモ） 

 

■ 「ＮＴＴ ＩＤログインサービス」、「ＮＴＴ

ネット決済」は、認証・決済基盤を広くオープ

ンにコンテンツプロバイダ等にご利用いただく

ものであり、特定の事業者について排他的な取

り扱いを行うものではありません。 

（ＮＴＴコミュニケーションズ） 

 

■ ＮＴＴドコモが、ＮＴＴコミュニケーション

ズやＮＴＴレゾナントといったグループ内の関

係事業者のみと連携してシングルサインオンを

提供することは、先般の意見で指摘したとお

り、実質的には禁止行為に定める自己の関係事

業者と一体となった排他的業務にあたると考え

ます。さらに固定分野で圧倒的なシェアを有す

るＮＴＴ東・西が加わった場合、グループドミ

ナンスが行使され、公正競争がより一層阻害さ

れる恐れがあります。 

総合的な市場支配力を有するＮＴＴグループ

の一体化が加速度的に進むことはＮＴＴ分離分

割の趣旨に反し、公正競争上問題と考えます。

総務省において、当該サービス等によってグル

ープ内の排他的業務がなされていないか、検証

を十分に行う必要があるものと考えます。 

（ＫＤＤＩ） 

テンツプロバイダ等に利用させるものであり、

特定の事業者について排他的な取扱いを行うも

のではないとしている。また、ＮＴＴドコモに

よれば、同社が当該サービスに提供している認

証を行う仕組みや料金回収代行サービス等は、

他事業者からの要望がある場合には同様に提供

を行っているものであり、自己の関係事業者と

一体となった排他的業務に該当するものではな

いとしている。以上の点を鑑みれば、現時点

で、ＮＴＴグループ内の排他的な取扱いにより

公正競争上の問題が発生しているという論拠が

あるとはいえない。 

ただし、当該サービスに関して何らかの特典

を付与する等の実態如何によっては、自己の関

係事業者のサービスを排他的に組み合わせた割

引サービスの提供等を禁止する事業法第３０条

第３項第２号に抵触するおそれがあるため、そ

の状況を引き続き注視していくこととする。 

 

■ ＮＴＴグループに係る規制の在り方に関する

御意見については、考え方４０のとおり。 
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本事案はグループドミナンスに起因する問題

であり、「持株体制下にあるＮＴＴグループ全

体としての市場支配力」を検証することが必要

です。そのためには、ボトルネック設備に起因

するものに加え、シェア、顧客基盤、調達力、

技術力、販売力、信用力、ブランド力、広告宣

伝力、資本関係といったＮＴＴグループの総合

的な市場支配力を踏まえ、総務省と公正取引委

員会が共同で策定した「電気通信事業分野にお

ける競争の促進に関する指針」に禁止行為の具

体的事例として直ちに記載するべきと考えま

す。 

また、ＮＴＴグループの総合的な市場支配力

についても、注視するだけではなく、それに基

づくルールの導入を直ちに実施すべきと考えま

す。 

（ＫＤＤＩ） 

意見４０ ブロードバンドの利活用促進及び利

用者利便の向上を図るために、現行の規制の

うち時代にそぐわない規制は撤廃又は廃止す

べき。 

再意見４０ 考え方４０ 

■ 当社は、従来より電気通信事業法等の法令及

び各種ガイドラインを遵守してきており、２０

１１年１１月３０日施行の改正事業法及び同法

施行規則についても、以下のとおり措置を講じ

ていることから、公正競争上の問題は特段生じ

ないものと考えております。 

（１）すべての監督対象子会社において禁止行為

に関する規程等を制定し、管理者の配置、

研修の実施、点検の実施等の措置を実施。 

■ 公正競争レビュー制度の運用について 

  競争事業者は、実際にあった事例をもとに問

題提起を行っているため、指摘された事項全て

を検証対象とし、疑念が払拭されない限りは、

全ての事項を継続的に監視することが必要であ

ります。 

  また、２００７～２０１１年度の検証結果に

基づく累次の行政指導に対してＮＴＴ東西殿が

実施するとした措置について、実効性があった

■ 禁止行為等規制は、市場支配力を有する電気

通信事業者がその市場支配力を濫用した場合、

電気通信事業者間の公正な競争等に及ぼす弊害

は著しく大きく看過し得ないものとなるため、

それを未然に防止する観点から規定されてお

り、この観点から、一種指定事業者であるＮＴ

Ｔ東西及び二種指定事業者のうち市場支配力を

有すると認められるＮＴＴドコモを禁止行為等

規制の対象としているところである。 
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（２）接続関連情報等の取り扱いに関する体制の

整備等を実施。 

・設備部門の設置、並びに、兼務の禁止、

及び、居室の分離。 

・接続関連情報を有するシステムにおける

利用権限の管理、ログの記録・保存。 

・接続関連情報の取扱いに関する規程の制

定、研修の実施。 

・当社設備部門が第一種指定電気通信設備

と他の電気通信事業者の設備の接続のた

めに実施した手続の実施の経緯等の記

録・保存及び当社設備部門が第一種指定

電気通信設備を用いた電気通信役務を提

供するために当社設備部門以外の部門と

の間で実施した手続の実施の経緯等の記

録・保存。 

・設備部門とは独立した監視部門による、

他の電気通信事業者との間において記録

された手続の実施の経緯等が接続約款等

の規定によるものであること、及び、当

社設備部門以外の部門の間において記録

された手続の実施の経緯等が接続約款等

の規定に準ずるものであることの確認。 

・設備部門とは独立した監視部門による、

設備部門における接続関連情報の取扱い

に問題がないことの確認。 

等 

  一方、現在ＮＴＴグループ以外の事業者は、

市場環境・競争環境の変化に対応し、自社のス

マートフォンと自社または特定の他社のＦＴＴ

か、継続的に機能しているか等を検証するとと

もに、さらなる措置の実施を指導することが必

須です。 

  そのため、公正競争レビュー制度の実効性を

さらに高める観点から、外部による客観的な検

証と適正性の担保が可能となるよう、より透明

性の高い第三者による監視・検査等の仕組みの

導入を検討すべきと考えます。 

 

■ ＮＴＴグループに対する規制強化について 

  ＮＴＴグループは、行為規制やＮＴＴ再編時

等の公正競争要件における規制を形式的にはク

リアしつつも、ＮＴＴファイナンス殿を通じた

料金の請求・回収業務の統合等により、実質的

にグループ連携を深めています。 

  また、ＮＴＴ東西殿は、公正競争環境を確保

するために行われたＮＴＴ再編の趣旨に反する

形で、活用業務制度を利用し、なし崩し的に業

務範囲を拡大しています。 

  このように、ＮＴＴグループが本来の規制の

枠やＮＴＴ再編の趣旨を逸脱して、自らの理屈

によって事業範囲拡大やグループ連携を進めて

いることが根本的な問題であり、市場における

ＮＴＴシェアの高まりの主因でもあります。 

  以上のことから、真に公正競争環境を確保す

るためには、ＮＴＴグループにおける事業運営

上の全ての行為に対して適切かつ抜けのない規

制をかけることが必要と考えますので、次のよ

うに、行為規制やＮＴＴ再編時等の公正競争要

件の適用範囲拡大、規制内容のさらなる強化を

  この禁止行為等規制を含む指定電気通信設備

制度及びＮＴＴ等に係る累次の公正競争要件に

ついては、ブロードバンド答申において示され

た方針に従い、本公正競争レビュー制度を通じ

て引き続きその遵守状況を検証すること等によ

り、公正競争環境を担保していくことが適当で

ある。 

  その上で、平成２６年を目途として実施する

包括的な検証において、既存の市場構造や考え

方を前提とした競争ルールに制度的課題が生じ

ていると認められる場合には、ＮＴＴの在り方

のほか、指定電気通信設備制度及びＮＴＴ等に

係る累次の公正競争要件を中心として構成され

ている競争ルール全体の見直しについても検討

することとする。 

 

■ 公正競争レビューの運用に関する御意見につ

いては、考え方１のとおり。 
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Ｈ等を組み合わせた割引サービスの提供を開始

する等、柔軟なサービス提供を展開していま

す。このような中でＮＴＴグループだけが柔軟

に連携・対応できないとすると、ＮＴＴグルー

プのお客様だけが不利益を被ることになり、Ｉ

Ｐ・ブロードバンドの利活用促進やお客様利便

の向上を阻害することになります。 

  したがって、お客様利便を向上する観点か

ら、現在の規制のうち時代にそぐわないものは

撤廃または緩和していただきたいと考えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

■ 【禁止行為規制等について】 

・ 当社は、従来より電気通信事業法等の法令及

び各種ガイドラインを遵守してきており、平成

２３年１１月３０日に施行された改正事業法及

び同法施行規則について、以下のとおり措置を

講じております。 

①すべての監督対象子会社において禁止行為に

関する規程等を制定し、責任者の配置、研修

の実施、点検の実施等の措置を実施。 

②接続関連情報等の取り扱いに関する体制の整

備等を実施。 

・設備部門の設置、並びに、兼務の禁止、及

び、居室の分離。 

・接続関連情報を有するシステムにおける利

用権限の管理、ログの記録・保存。 

・接続関連情報の取扱いに関する規程の制

定、研修の実施。 

・当社設備部門が第一種指定電気通信設備と

行うべきと考えます。 

 ・資本関係のない委託会社・代理店等への規

制適用 

 ・グループドミナンスの排除のための行為規

制の厳正化 

 ・活用業務制度の廃止 

 

  なお、ＮＴＴ東西殿が指摘しているとおり、

ＮＴＴグループ以外の「企業グループ」におい

ても、自社グループ内のモバイル事業者の顧客

基盤やブランド力をもとに、情報通信市場全体

にグループドミナンスを拡大しつつあることか

ら、ＮＴＴグループ以外のモバイル事業者に対

しても、グループドミナンスを排除するための

措置を講じることが重要と考えます。 

（ケイ・オプティコム） 

 

■ ＮＴＴ東西殿は、「ＮＴＴグループだけが柔

軟に連携・対応できないとすると、ＮＴＴグル

ープのお客様だけが不利益を被る」、「ＮＴＴ

東西に対しては、電話時代を前提とした指定電

気通信設備規制や禁止行為規制といった非対称

規制や、往時の競争環境を前提とした累次の公

正競争要件等が課せられており、これにより、

お客様の利便性の向上に対する要請に機動的か

つ柔軟に対応できないとなれば、ＮＴＴグルー

プのお客様だけが不利益を被る」と述べていま

すが、弊社共意見書で述べたとおり、本来公正

競争に関わる規制は、一事業者の短期的な視点

での利便性向上のためにあるのではなく、公正
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他の電気通信事業者の設備の接続のために

実施した手続の実施の経緯等の記録・保存

及び当社設備部門が第一種指定電気通信設

備を用いた電気通信役務を提供するために

当社設備部門以外の部門との間で実施した

手続の実施の経緯等の記録・保存。 

・設備部門とは独立した監視部門による、他

の電気通信事業者との間において記録され

た手続の実施の経緯等が接続約款等の規定

によるものであること、及び、当社設備部

門以外の部門の間において記録された手続

の実施の経緯等が接続約款等の規定に準ず

るものであることの確認。 

・設備部門とは独立した監視部門による、設

備部門における接続関連情報の取扱いに問

題がないことの確認。 

   等 

 

・ むしろ、情報通信市場においては、固定と移

動の融合、プレイヤーの多様化、市場のグロー

バル化が急速に進展する中で、お客様利便の高

いサービスの提供に向けて、各事業者が他の事

業者との協業も活用し、活発な事業展開を行っ

ているところです。現に、例えばＫＤＤＩ殿

は、特定の事業者の固定通信を利用した場合に

スマートフォンの月額料金を割り引くなど固定

とモバイルを組み合わせた新たなサービスを開

始しています。 

・ その一方で、ＮＴＴ東西に対しては、電話時

代を前提とした指定電気通信設備規制や禁止行

な競争状況が維持されることによって、広く一

般消費者が長期的な視点で利益を享受するため

にあるものです。従って、電気通信市場におけ

る規制を検討する際は、こうした広い視野に立

った政策決定がなされるべきと考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ ＮＴＴ東・西は法令ガイドラインを遵守して

いるため、禁止行為規制を撤廃しても公正競争

上の問題は生じないと主張していますが、規制

を撤廃した場合、固定通信市場において約７割

のシェアをもつＮＴＴ東・西と移動体通信市場

において約５割のシェアをもつＮＴＴドコモの

ドミナント事業者同士による連携によってＮＴ

Ｔグループの一体化が一層進展する結果、市場

独占化が進み、これまでの競争政策の成果によ

って得られたサービスの多様化や料金の低廉化

が損なわれることになります。 

  したがって、ＮＴＴ東・西に対する禁止行為

規制は引き続き維持すべきです。 

  そもそも、これまで取られた措置等にかかる

ＮＴＴ東・西からの報告には、先般意見したと

おり、以下に列記するような課題があると考え

られますので、総務省においては、ＮＴＴ東・

西に対して厳格な調査、検証、及びそれに基づ

く是正措置を着実に講じるべきです。 

 ・監督対象子会社による再委託は、事業法等

の規制を潜脱する恐れがある。 

 ・監督対象子会社との役員兼任は、事業法等
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為規制といった非対称規制や、往時の競争環境

を前提とした累次の公正競争要件などが課せら

れており、これにより、お客様の利便性の向上

に対する要請に機動的かつ柔軟に対応できない

となれば、ＮＴＴグループのお客様だけが不利

益を被ることとなります。 

・ したがって、全ての事業者のお客様が多様な

サービスの利便を制約なく享受し、ブロードバ

ンドサービスの利活用の一層の促進を図る観点

から、現在の規制のうち時代にそぐわないもの

は撤廃または緩和していただきたいと考えま

す。 

（ＮＴＴ西日本） 

の規制を潜脱する恐れがある。 

 ・制定された公正競争等に係るマニュアルや

実施された教育研修の内容については、公

開されていないため、内容が事業法等の趣

旨に沿っているのか、また検証が厳格であ

ったのか判断できない。 

 ・監査部門の被監査部門からの独立性が不明

であり、組織の全体像を公表すべき。 

 ・監査は書面のみならず、立ち入り検査等も

実施し、実効性を担保すべき。 

 ・再委託先についても研修や監査が厳格に行

われるようにすべき。 

 ・接続関連情報の適切な取扱い等に関する規

程が全て「経営上の秘密等の観点から非公

表」ということでは、競争事業者では措置

の妥当性の判断ができない。 

 ・設備構築情報の扱いの同等性、開通までの

期間（及び開通要員の配置）の同等性、ア

ンバンドル機能の利用条件の同等性等に関

する利用部門と競争事業者のデータが、比

較可能な形で公表されておらず、同等性が

確保されているか判断ができない。 

 ・コロケーションや中継ダークファイバの利

用ルールや、加入電話番号ポータビリティ

の運用見直しに関する情報について、同等

に情報開示がなされているのか、判断でき

ない。 

（ＫＤＤＩ） 

意見４１ ＮＴＴファイナンスへの料金業務の

移管に関して、総務省における判断基準・検

再意見４１ 考え方４１ 
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証方法を公開するとともに、審議会等の公の

場で議論すべき。 

■ ＮＴＴファイナンスによるグループ各社の料

金請求・回収業務の統合について 

  本年７月より、ＮＴＴファイナンスによって

ＮＴＴグループの料金の請求・回収業務等の統

合が開始されました。２月の報道発表以降、競

争事業者からは、本施策が公正競争に与える影

響は極めて大きいとして、実施延期や見直しを

含む指導及び情報公開等を求めてきました。こ

れを受けて、総務省も、３月２３日にＮＴＴ

東・西、ＮＴＴドコモ、ＮＴＴコミュニケーシ

ョンズ、ＮＴＴファイナンスに対して行政指導

を行い、ＮＴＴグループ各社に課せられている

ＮＴＴ法や事業法により課されている各種規制

等の趣旨が引き続き確保されるよう、適切な措

置を講じ当該措置の内容を実施前に報告するこ

とを要請していました。 

 ６月２８日に、競争事業者から総務大臣宛に

提出した要望書に述べているとおり、ＮＴＴグ

ループ各社からの報告内容や、総務省における

検証の際の判断基準・検証方法・検証結果を公

開して外部検証性を確保することや、審議会等

の場において、競争事業者等の意見も踏まえた

上で、十分に検証を重ねるべきであるとする要

望書を提出しました。 

  ＮＴＴグループ各社からの報告内容は公開さ

れましたが、総務省における検証の際の判断基

準・検証方法・検証結果についての公開は、現

時点では行われていません。ついてはこれらの

■ 株式会社ケイ・オプティコム、イー・アクセ

ス株式会社、ソフトバンクＢＢ株式会社、ソフ

トバンクテレコム株式会社、ソフトバンクモバ

イル株式会社、ＫＤＤＩ株式会社のご意見に賛

同いたします。 

 例えば「ＮＴＴ東西殿の料金をドコモショッ

プで支払う」というような状況を考えてみる

と、ＮＴＴドコモ殿は「ＮＴＴファイナンスに

よる料金請求の統合」の効果により労せず集客

できるという事になります。 

このように、既に本業務は事実上グループ会社

間の相互営業の手段として機能していると考え

られますので、競争事業者の意見の聴取や審議

会等での検証を直ちに実施すべきと考えます。 

（アットアイ） 

 

■ 各社殿が指摘する通り、「ＮＴＴファイナン

ス殿による料金請求・回収業務の統合」は、実

質的なＮＴＴグループのリストラクチャリング

であり、なし崩し的にグループの再統合、独占

回帰に繋がる事例のため、これまでの移動体分

離要件や、ＮＴＴ再編、ＮＴＴ法の趣旨を形骸

化させるものと考えます。また、今後も同様の

目的で業務統合施策が進められることは容易に

推測されます。 

 従って、本事例はＮＴＴ組織問題の観点か

ら、ＮＴＴグループの規制フレームワークの再

構築、及び明確化を図る必要があり、本制度及

■ ＮＴＴグループの電気通信役務の料金等に係

る業務をＮＴＴファイナンス株式会社（以下

「ＮＴＴファイナンス」という。）に移管する

ことについては、総務省において日本電信電話

株式会社(以下「ＮＴＴ持株」という。)を通じ

事実関係等につき確認を行い、平成２４年３月

２３日付けで、ＮＴＴ東日本、ＮＴＴ西日本、

ＮＴＴコミュニケーションズ及びＮＴＴドコモ

（以下「各事業会社」という。）並びにＮＴＴ

ファイナンスに対し、日本電信電話株式会社法

等に関する法律（昭和５９律第８５号。以下

「ＮＴＴ法」という。）によりＮＴＴ東西に課

されているユニバーサルサービス確保の責務に

係る規定、各事業会社に課した累次の公正競争

確保のための措置、事業法により各事業会社に

課されている料金規制及び消費者保護ルール並

びに市場支配的な電気通信事業者に対して課さ

れている行為規制等の趣旨が引き続き確保され

るよう、適切な措置を講じ、又はＮＴＴファイ

ナンスに講じさせるとともに、講じた措置の内

容について毎年度報告することを要請した。 

 総務省は、同年６月に各事業会社から当該要

請に基づく報告を受け、上述の要請の趣旨を満

たす措置が講じられているか否かの観点から、

報告書の精査や、ＮＴＴ持株や各事業会社等へ

のヒアリング（執務室及び顧客管理システム端

末等の視認を含む。）を通じ、料金業務のＮＴ

Ｔファイナンスへの移管（同年７月１日）まで
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公開と、審議会等の公の場における十分な検証

を速やかに実施すべきと考えます。 

  なお、総務省はＮＴＴグループの料金請求・

回収業務等の統合について条件を付しているも

のの、本施策によりＮＴＴグループ一体化の動

きが既成事実化することは問題であり、今後新

たに公正競争上問題のあるＮＴＴグループの統

合等に係る施策が実施されることのないよう、

公正競争環境確保の観点からより厳格なルール

運用を行っていくべきです。 

（ＫＤＤＩ） 

び包括的検証の枠組みで、今後新たにＮＴＴグ

ループの統合等に係る施策が実施される場合等

も踏まえ、多角的に検証して頂く必要があると

考えます。 

 

 加えて、上記のフレームワークに基づき、禁

止行為規制や特定関係事業者制度等が実効的に

機能するように見直すべきと考えます。 

 具体的には、「①禁止行為規制の対象となる

基準が曖昧であること」、「②規制対象外であ

る子会社や委託先等を通して反競争的行為を行

うことが実質的に可能であること」の課題があ

るため、以下の通り見直しを行う必要があると

考えます。 

 

（ア）該当基準の明確化 

 これまで競争セーフガード制度で注視事項と

された事例等をもとに、禁止行為の該当基準や

その根拠を競争政策委員会等のオープンな場で

議論し、例えば、ガイドライン等を策定して明

確化を図る。 

 

（イ）市場環境や業務実態を踏まえた規制対象の

見直し 

 市場環境の変化やＮＴＴグループの業務実態

の変化を踏まえて、潜脱行為が行われている子

会社や業務委託先を規制対象や監督対象に追加

することを検討。 

（イー・アクセス） 

 

に、報告内容の妥当性等について確認した。こ

れらの結果、上述の要請の趣旨を満たすための

一定の措置が講じられており、直ちに追加の措

置が必要とは認められない。 

 ただし、各社において、これらの措置が徹底

されない場合、上述の規制等の趣旨に抵触又は

潜脱するおそれがあるため、当該措置の徹底に

ついて、その状況を引き続き注視し、平成２６

年を目途として実施する包括的な検証におい

て、既存の市場構造や考え方を前提とした競争

ルールに制度的課題が生じていると認められる

場合には、ＮＴＴの在り方のほか、指定電気通

信設備制度及び累次の公正競争要件を中心とし

て構成されている競争ルール全体の見直しにつ

いても検討することとする。 

 

■ 各事業会社からの報告内容や、総務省におけ

る検証の際の判断基準・検証方法・検証結果を

公開して外部検証性を確保すべきとの御意見に

ついては、総務省において、各事業会社からの

報告内容をインターネット上に公表するととも

に、平成２４年８月、競争政策委員会の議題の

１つとして取り上げられ、総務省より、要請の

内容のほか、総務省における検証の際の判断基

準・検証方法・検証結果に関し、上述の確認内

容について説明を行い、その妥当性等について

同委員会で討議が行われたところである。 

今後も引き続き、各事業会社からの報告内容

について、総務省において公表していくが、各

社に要請した措置が徹底されない場合等には、
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■ ＫＤＤＩ殿、イー・アクセス殿、ケイ・オプ

ティコム殿が述べているとおり、ＮＴＴグルー

プの料金の請求・回収業務等の統合が公正競争

に与える影響は極めて大きいものであることか

ら、引き続き、公正競争確保の観点から、当該

施策の実施自体の妥当性や実施する場合の条件

（同等性等が確保され、不当な競争環境が惹起

されてないか）の妥当性について、オープンな

場で十分な時間をかけて検証していくことが必

要と考えます。その際は、当然総務省殿の検証

結果等を公開したうえで、判断基準・検証方法

の妥当性について外部検証性を確保するととも

に、個別の協議状況等に係る競争事業者の意見

も聴取すべきと考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ ご指摘の料金業務の見直しは、当社の通信サ

ービス料金の請求・回収を効率的に実施するた

めに、あくまで現行制度の枠内で業務運営体制

を見直すものであり、公正競争にも十分配慮し

て実施しております。また本年３月、総務省か

ら規制等の趣旨を確保する観点から講ずべき措

置を要請されたことを踏まえ、６月に措置状況

を報告しましたが、総務省の検証の結果、特段

の問題は生じていないものと認識しておりま

す。 

・ なお、当社からＮＴＴファイナンス社に対し

て、料金業務の移管についてポイント原資の補

助は一切行っておりません。「ｔａｂａｌポイ

必要に応じて、改めて公の場において検証を行

うことが必要と考えられる。 

 

■ 禁止行為等規制の対象となる基準が曖昧であ

るため、該当基準の明確化が必要との御意見に

ついては、総務省は、共同ガイドラインにおい

て、事業法上問題となる行為を類型化して例示

することにより、当該規制の運用の透明化を図

っており、平成２４年４月には、ブロードバン

ド答申を踏まえ、規制の適用に当たり過剰な萎

縮効果が働くことがないよう、共同ガイドライ

ンの見直しを実施し、運用の一層の透明化を図

ったところである。 

 他方、実際の行為が事業法に基づく命令等の

対象となるか否かは、事業法の規定に照らし、

個別の事案ごとに、総務省において判断するも

のである。 

 

■ なお、ＮＴＴグループに係る規制の在り方に

関する御意見については、考え方４０のとお

り。 
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ント」等ポイント還元の提供については、ＮＴ

Ｔファイナンス社の経営判断で行っているもの

と認識しております。 

（ＮＴＴドコモ） 

 

■ ＮＴＴファイナンスにおける通信サービス等

料金の請求・回収業務に関しては、あくまで、

お客さま利便の向上と通信サービス料金の請

求、回収業務の効率化を目的として、業務運営

体制を見直すものであり、総務省からの要請内

容も踏まえて、必要な措置を講じた上で、適切

に業務運営を実施しております。 

（ＮＴＴコミュニケーションズ） 

 

■ 本施策については、現行制度の枠内で、お客

様利便の向上と通信サービス料金の請求・回収

業務の効率化を目的として業務運営体制を見直

すものであり、実施自体問題ないと考えます。 

・ また、当社は総務省からの「貴社が提供する

電気通信役務の料金等に係る業務をＮＴＴファ

イナンス株式会社へ移管すること等に関して講

ずべき措置について（要請）」（総基事第３２

号 平成２４年３月２３日）を受け、必要な措

置を報告し、これに従って適切な業務運営を行

っているとともに、その状況は総務省に毎年度

報告することから、更なる検証は不要と考えま

す。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ 本施策については、現行制度の枠内で、お客
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様利便の向上と通信サービス料金の請求・回収

業務の効率化を目的として業務運営体制を見直

すものであり、実施自体問題無いと考えます。 

・ また、当社は総務省殿からの「貴社が提供す

る電気通信役務の料金等に係る業務をＮＴＴフ

ァイナンス殿へ移管すること等に関して講ずべ

き措置について（要請）」（総基事第３２号 

２０１２年３月２３日）を受け、必要な措置を

報告し、これに従って適切な業務運営を行って

いるとともに、その状況は総務省殿に毎年度報

告することから、更なる検証は不要と考えま

す。 

（ＮＴＴ東日本） 

意見４２ 「くらし快適サービス ＮＴＴ ｔ

ａｂａｌ」は、提供主体がＮＴＴファイナン

スであることを明示すべき。また、「ｔａｂ

ａｌポイント」については、排他的なセット

割引とならないよう調査を継続し、必要に応

じて措置を講じるべき。 

 再意見４２ 考え方４２ 

■ くらし快適サービス ＮＴＴ ｔａｂａｌにつ

いて 

本年７月より、ＮＴＴファイナンスが「くら

し快適サービス ＮＴＴ ｔａｂａｌ」を開始し

ています。ＮＴＴグループの料金請求・回収業

務に加え、他社の料金請求・回収業務を手掛け

るサービスと推測されますが、ウェブサイト等

からはサービスの詳細をうかがい知ることがで

きません。本サービスはＮＴＴブランドを前面

に出してのお客様訴求となっており、子会社で

あるＮＴＴファイナンスによる提供であること

■ ご指摘の料金業務の見直しは、当社の通信サ

ービス料金の請求・回収を効率的に実施するた

めに、あくまで現行制度の枠内で業務運営体制

を見直すものであり、公正競争にも十分配慮し

て実施しております。また本年３月、総務省か

ら規制等の趣旨を確保する観点から講ずべき措

置を要請されたことを踏まえ、６月に措置状況

を報告しましたが、総務省の検証の結果、特段

の問題は生じていないものと認識しておりま

す。 

・ なお、当社からＮＴＴファイナンス社に対し

■ ＮＴＴドコモによれば、同社からＮＴＴファ

イナンスに対してポイント原資の補助は行って

おらず、「ｔａｂａｌポイント」等の特典付与

については、ＮＴＴファイナンスの経営判断に

より行われているとしている。また、総務省に

おいて、ＮＴＴ東西及びＮＴＴコミュニケーシ

ョンズに対して、ポイント原資の補助等、実質

的に排他的な割引サービス等を行っていないか

について確認を行ったところ、各社ともＮＴＴ

ファイナンスに対するポイント原資の補助は行

っていないとしている。 
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を明示すべきです。また、本サービスで付与さ

れる「ｔａｂａｌポイント」は様々な景品と交

換できるようですが、これが排他的な通信との

セット割引実施となることがないよう、注視す

るのみならず、調査を継続し、問題が見つかれ

ば必要な措置を講じるべきと考えます。 

（ＫＤＤＩ） 

て、料金業務の移管についてポイント原資の補

助は一切行っておりません。「ｔａｂａｌポイ

ント」等ポイント還元の提供については、ＮＴ

Ｔファイナンス社の経営判断で行っているもの

と認識しております。 

（ＮＴＴドコモ） 

 

■ ＫＤＤＩ殿が述べているとおり、「本サービ

スで付与される「ｔａｂａｌ ポイント」は様々

な景品と交換できるようですが、これが排他的

な通信とのセット割引実施となることがないよ

う、注視するのみならず、調査を継続し、問題

が見つかれば必要な措置を講じるべき」と考え

ます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

また、当該特典は、ＮＴＴファイナンスの

「くらし快適サービス ＮＴＴ ｔａｂａｌ」と

して提供されているものであるが、「くらし快

適サービス ＮＴＴ ｔａｂａｌ」ウェブサイト

に掲載されているとおり、ＮＴＴグループ以外

の電気通信サービス等も組み合わせて提供され

ている。 

以上の点を鑑みれば、現時点で、直ちに公正

競争上問題があるものとまでははいえない。 

ただし、特典付与の方法等の実態如何によっ

ては、平成２４年３月の「ＮＴＴ東日本、ＮＴ

Ｔ西日本、ＮＴＴコミュニケーションズ及びＮ

ＴＴドコモの電気通信役務の料金等に係る業務

をＮＴＴファイナンスへ移管すること等に関す

る要請」におけるＮＴＴ法及び事業法により各

事業会社に課されている規制等の趣旨の確保の

観点から問題となるおそれがあるとともに、

「自己の関係事業者のサービスを排他的に組み

合わせた割引サービスの提供」等を禁止する事

業法第３０条第３項第２号及び法第３１条第２

項第２号、「日本電信電話株式会社の移動体通信

業務の分離の際における公正有効競争要件」（以

下「移動体分離の際の公正有効競争条件」とい

う。）（２）並びに「「日本電信電話株式会社の

事業の引継ぎ並びに権利及び義務の承継に関す

る基本方針」（平成９年郵政省告示第６６４

号）における承継会社への事業の引継ぎに当た

って電気通信の分野における公正な競争の確保

に関し必要な事項に関する基本的な事項」（以

下「ＮＴＴの承継に関する基本方針」とい
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う。）（七）、（八）及び（九）を潜脱するお

それがあるため、その状況を引き続き注視して

いくこととする。 

意見４３ 接続関連情報の管理徹底等につい

て、厳格な調査、検証、及びそれに基づく是

正措置を引き続き講じるべき。 

再意見４３ 考え方４３ 

■ ＮＴＴ東・西によるＦＴＴＨ販売に係る接続

関連情報の利用 

接続事業者は、ＮＴＴ東・西が保有するボト

ルネック設備に接続してサービス展開を図って

います。接続業務に係る他事業者の情報を自社

の営業活動に流用するような違法行為がＮＴＴ

東・西によって行われていることがないよう、

昨年の電気通信事業法改正によって、接続関連

情報の管理徹底等が規定されたところですが、

総務省は、厳格な調査、検証、及びそれに基づ

く是正措置を引き続き着実に講じるべきと考え

ます。 

（ＫＤＤＩ） 

■ ＫＤＤＩ殿の指摘の通り、ボトルネック設備

を有するＮＴＴ東西殿が自社のＦＴＴＨ営業等

に接続事業者の情報を利用することがないよう

に、総務省殿は厳格な調査、検証を行うべきと

考えます。 

なお、接続情報の目的外利用はＮＴＴ東西殿

本体のみでなく、２００９年の「ＮＴＴ西日本

情報漏洩問題」のように、営業・設備管理の実

行部隊である県域等子会社で発生する虞もある

ため、県域等子会社を禁止行為規制の指定対象

へ追加することも合わせて対応すべきと考えま

す。 

（イー・アクセス） 

 

■ ＫＤＤＩ殿が述べている通り、接続情報を営

業活動に流用するような違法行為は、決して許

されるべきではありません。弊社共意見書にお

いてもアンケート結果を示したところですが、

昨年の電気通信事業法改正によって、接続関連

情報の管理徹底等が規定されたにも係わらず、

いまだにＮＴＴ１１６窓口において本来行って

はならないはずのフレッツ光の営業行為が継続

して行われている状況です。そのため、総務省

殿においては、当該問題の解決に向け、厳格な

■ 一種指定事業者における接続関連情報の取扱

いについては、平成２３年の事業法改正によ

り、一種指定事業者に対し、一種指定設備の設

置、管理及び運営等の業務を実施する設備部門

を設置するとともに、設備部門から独立した監

視部門を設置する等、接続関連情報を適正に管

理するための体制を整備すること等が義務付け

られたところである。 

 これを踏まえ、ＮＴＴ東西において講じられ

た措置及びその実施状況に関して、事業法第３

１条第７項及び事業法施行規則第２２条の８に

規定により、平成２４年６月にＮＴＴ東西から

総務大臣に対して、その具体的な内容が報告さ

れており、総務省においては、当該報告の内容

を公表するとともに、当該報告に基づき事業法

施行規則第２２条の７各号に掲げる要件を満た

す体制の整備その他の措置が講じられているか

の観点から検証を行い、また、必要に応じて講

じられた措置内容の視認等を行った結果、禁止

行為等規制に抵触又は潜脱する行為が行われる

ことを防止するための一定の措置が講じられて

いることを確認している。 

 ただし、上述の措置が徹底されない場合に

は、接続関連情報の目的外利用が行われ、公正
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調査検証及び是正措置を講じて頂くことが必要

と考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

競争環境を阻害するおそれがあることから、当

該措置の徹底について、その状況を注視してい

くとともに、ＮＴＴ東西から総務大臣に毎年度

報告される内容等に基づき、引き続き厳格な検

証を行っていく。 

 

■ ＮＴＴ東西の県域等子会社を禁止行為等規制

の指定対象に追加することについては、考え方

３７のとおり。 

 

■ ＮＴＴ東西の１１６窓口における営業活動に

ついては、考え方３８のとおり。 

 

ウ 特定関係事業者制度に係る禁止行為規制の運用状況に関する検証 

意   見 再  意  見 考  え  方 

意見４４ 公正競争環境を確保するために、Ｎ

ＴＴドコモ及びＮＴＴファイナンスをＮＴＴ

東西の特定関係事業者に追加すべき。また、

脱法的なグループ連携を防止する規制整備等

の検討等も行うことが必要。 

再意見４４ 考え方４４ 

■ 特定関係事業者制度の指定対象の見直し 

ＮＴＴグループ問題は、昨今ＩＰ化の進展や

ＬＴＥ等の登場による高速化等によりモバイル

と固定が相互補完的なサービスとして価値向上

が認められる点や、ＮＴＴグループ各社の業務

の集約化が急速に進められている等の市場環境

の変化を鑑みれば、事業領域を跨ぐ巨大な市場

支配力の行使が今後一層懸念されます。 

  これら課題を解決するためには、累次の公正

競争要件をＮＴＴグループの業務実態や市場環

■ ＫＤＤＩ殿、及びソフトバンク殿が指摘す

る、「ＮＴＴファイナンス殿による料金請求・

回収業務の統合」や、「県域等子会社における

ＮＴＴドコモ殿の携帯電話の販売」の事例に見

られるように、ＮＴＴグループ内での業務統

合・営業連携が広がりつつあり、事業領域を跨

いだ巨大な市場支配力の行使が懸念されます。 

従って、特定関係事業者制度が、市場環境の

変化やＮＴＴグループの業務実態に対応したド

ミナント規制として実効的に機能するよう、Ｎ

■ 事業法第３１条第１項及び第２項の規定は、

一種指定事業者に対する事業法第３０条第３項

に係る禁止行為等規制の適用のみによっては公

正競争環境を十分に担保し得ないと考えられる

一種指定事業者と密接な関係にある電気通信事

業者と一種指定事業者との間における一定の反

競争的行為について、それを未然に防止する観

点から、当該電気通信事業者を一種指定事業者

の特定関係事業者として指定し、両者の間に厳

格なファイアウォールを設ける趣旨で規制を課
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境の変化を反映するように再構築する必要があ

り、ＮＴＴコミュニケーションズ殿のみ指定対

象とした特定関係事業者制度についても、公正

競争レビュー制度（以下、本制度）の枠組みで

課題整理、及び必要な措置の検討を行う必要が

あると考えます。 

  特に、ＮＴＴドコモ殿は、ＮＴＴ東西殿と共

に指定電気通信設備を有し、双方の連携が公正

競争環境に与える影響は非常に大きいため、早

期に特定関係事業者に指定すべきと考えます。 

（イー・アクセス） 

 

■ 後述の統合請求等、ＮＴＴグループ企業や代

理店を介した事業連携が加速度的に進展してい

ます。当該事象等は、ＮＴＴ再編時の趣旨を形

骸化させるものである一方、ＮＴＴ東西殿に対

する禁止行為規制のみでは対処しえない事象で

あると認識しています。類似の事象を防止する

ルール策定の他、ＮＴＴの在り方の見直しを含

む包括検証に当たっては、特定関係事業者制度

が現状では十分に機能していないことを踏ま

え、脱法的なグループ連携を防止する規制整備

等の検討等も行うことが必要と考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ 特定関係事業者制度の趣旨は、禁止行為規制

の適用による対処のみでは公正競争の確保に十

分でないと考えられるものについて、特定関係

事業者の指定を行うことにより、厳格なファイ

ＴＴドコモ殿や、県域等子会社を指定対象に追

加すべきと考えます。 

（イー・アクセス） 

 

■ ＮＴＴグループの一体化が進むことはＮＴＴ

分離分割の趣旨に反し、公正競争上問題です。

ＮＴＴグループにおける総合的な市場支配力に

着目し、ＮＴＴグループ間で役員兼任や電気通

信役務の販売業務の委託を禁じられているＮＴ

ＴドコモやＮＴＴファイナンスについても、Ｎ

ＴＴコミュニケーションズ同様に特定関係事業

者として規定すべきです。 

（ＫＤＤＩ） 

 

■ 当社はこれまでも法令を遵守し、適時適切に

業務を行っております。また、ＮＴＴファイナ

ンスへの料金業務の移管については、総務省要

請を踏まえ、公正競争にも十分配慮して実施し

ております。したがって、現段階で当社を特定

関係事業者として指定する特段の必要性は存し

ないものと考えております。 

（ＮＴＴドコモ） 

 

■ 電気通信分野においては、急速な技術革新を

背景に新たなサービスやビジネスモデルが次々

と創造されており、各事業者は固定とモバイ

ル、コンテンツやアプリケーションを組み合わ

せてお客様のニーズに対応しています。加え

て、電気通信事業者以外の事業者も自在に通信

サービス（電話、メール等）を提供する等、多

すものであり、現在、上述の趣旨を踏まえ、業

務実態等を勘案の上、ＮＴＴコミュニケーショ

ンズをＮＴＴ東西の特定関係事業者として指定

しているところである。 

 ＮＴＴ東西の特定関係事業者として指定する

対象については、まずは本公正競争レビュー制

度等の運用を通じ、事業法第３０条第３項に係

る禁止行為等規制の適用のみによっては公正競

争環境を十分に担保し得ないか否かを検証する

ことが適当であるが、現時点においては、現行

の指定対象を直ちに見直すまでの必要性は認め

られない。 

また、電気通信事業者ではないＮＴＴファイ

ナンス等については、現在の事業法において

は、特定関係事業者として指定する対象となる

ものではない。 

ただし、ＮＴＴグループの業務統合や連携に

ついては、その状況を引き続き注視し、平成２

６年を目途として実施する包括的な検証におい

て、既存の市場構造や考え方を前提とした競争

ルールに制度的課題が生じていると認められる

場合には、必要に応じ、禁止行為等規制の見直

しについても検討することとする。 

 

■ ＮＴＴグループに係る規制の在り方に関する

御意見については、考え方４０のとおり。 
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アーウォールを設けるものであり、こうした趣

旨の下、現在ＮＴＴコミュニケーションズが第

一種指定電気通信事業者であるＮＴＴ東・西の

特定関係事業者として指定されていると理解し

ています。 

ＮＴＴ東・西等の料金請求・回収業務を統合

したＮＴＴファイナンスについては、総務省の

要請（平成２４年３月２３日付け）により、Ｎ

ＴＴ東・西との役員兼任や電気通信役務の販売

業務の委託を禁じられており、また、ＮＴＴ

東・西から料金請求関連業務の委託を受けてい

ます。 

さらに、ＮＴＴドコモについても、ＮＴＴフ

ァイナンスとの間で同様に役員兼任や電気通信

役務の販売業務の委託を禁じられています。こ

のことから、ＮＴＴドコモについては、ＮＴＴ

コミュニケーションズ同様に特定関係事業者と

して規定すべきと考えます。 

加えて、ＮＴＴファイナンスについても、電

気通信事業者ではないものの、ＮＴＴグループ

における総合的な市場支配力に着目し、特定関

係事業者として規定すべきと考えます。 

（ＫＤＤＩ） 

様な事業者の激しい競争によって市場は活性化

しています。 

このような変化の激しい市場において、事業

者のたゆまぬ創意工夫や経営改革意欲を損なわ

ないよう、公正競争の確保についても電話時代

のボトルネック設備を前提とした事前規制から

市場環境を的確に反映した事後規制に見直して

いく必要があると考えます。 

とりわけ特定関係事業者制度については、禁

止行為規制に加えて、ＮＴＴ東西と特定関係事

業者間の役員兼任、取引条件を制限し、違反す

る行為が認められた場合は停止・変更を命ずる

ことができるという極めて厳しい事前規制であ

ることから、正当な事業活動としての創意工夫

や改善努力を萎縮させ、結果としてお客様の利

便を損なうことのないよう、その運用は抑制的

であるべきであり、ＮＴＴグループ企業である

こと以外に明確な理由もなく、特定関係事業者

制度の指定対象を拡大すべきではないと考えま

す。 

（ＮＴＴ持株） 

 

■ ＮＴＴファイナンスにおける通信サービス等

料金の請求・回収業務に関しては、あくまで、

お客さま利便の向上と通信サービス料金の請

求、回収業務の効率化を目的として、業務運営

体制を見直すものであり、総務省からの要請内

容も踏まえて、必要な措置を講じた上で、適切

に業務運営を実施しております。 

また、弊社は、ＮＴＴ東日本・西日本とは個
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別に家電量販店と代理店契約を締結した上で、

独立して営業活動を実施しており、公正競争上

の問題はないと認識しております。 

（ＮＴＴコミュニケーションズ） 

 

■ 当社は、「日本電信電話株式会社の移動体通

信業務の分離の際における公正有効競争条件」

や「日本電信電話株式会社の事業の引継ぎ並び

に権利及び義務の継承に関する基本方針」で示

されたルールを遵守しており、また、接続や取

引条件等に関して、ＮＴＴドコモ殿等のＮＴＴ

グループ各社に比して、他の電気通信事業者に

不利な取扱いを行っておらず、公正競争上問題

ないものと考えます。 

・ また、ＮＴＴファイナンス殿による通信サー

ビス等料金の請求・回収業務の実施にあたって

は、本年３月の総務省殿からの要請に対し報告

した措置の内容を徹底し、公正競争の確保につ

いて、引き続き厳正に対処していく考えです。 

・ 以上のとおり、当社は、法令等を遵守した事

業活動に向けた措置を既に講じていることか

ら、特定関係事業者の拡大は必要無いと考えま

す。 

・ むしろ、情報通信市場においては、固定と移

動の融合が急速に進展する中で、お客様利便の

高いサービスの提供に向け、各事業者が他の事

業者との協業も活用し、活発な事業展開を行っ

ているところであり、現に、例えば他社は、特

定の事業者の固定通信を利用した場合にスマー

トフォンの月額料金を割り引く等固定とモバイ
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ルを組み合わせた新たなサービスを提供してい

る一方で、ＮＴＴ東西に対しては、電話時代を

前提とした指定電気通信設備規制や禁止行為規

制といった非対称規制や、往時の競争環境を前

提とした累次の公正競争要件等が課せられてお

り、これにより、お客様の利便性の向上に対す

る要請に機動的かつ柔軟に対応できないとなれ

ば、ＮＴＴグループのお客様だけが不利益を被

ることとなります。 

・ したがって、すべての事業者のお客様が多様

なサービスの利便を制約無く享受し、ブロード

バンドサービスの利活用の一層の促進を図る観

点から、現在の規制のうち時代にそぐわないも

のは撤廃または緩和していただきたいと考えま

す。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ 当社は、従来事業法等の法令及び各種ガイ

ドラインを遵守して事業活動を行っており、

さらに、改正事業法によるさらなる公正競争

環境整備についても、適切な措置を講じてい

ることから、公正競争上の問題は特段生じて

いないものと考えます。 

・ むしろ、ＮＴＴグループ以外の事業者は、

市場環境・競争環境の変化に対応し、自社の

スマートフォンと自社又は特定の他社のＦＴ

ＴＨ等を組み合わせた割引サービスの提供を

開始する等、柔軟なサービス提供を展開して

います。このような中でＮＴＴグループだけ

が柔軟に連携・対応できないとすると、ＮＴ
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Ｔグループのお客様だけが不利益を被ること

になり、ＩＰ・ブロードバンドの利活用促進

やお客様利便の向上を阻害することになりま

す。 

  したがって、市場環境や競争環境の変化を

踏まえ、電話時代を前提とした非対称規制の

必要性から検証し、実態にそぐわない不要な

規制は見直し又は撤廃していただきたいと考

えます。 

・ また、公正競争レビュー制度に基づく検証

及び包括的検証を行うにあたっては、市場環

境や競争環境の変化をしっかりと踏まえた検

証を行っていただく必要があると考えており

ます。具体的には、ＦＴＴＨ、ＤＳＬ、ＣＡ

ＴＶ等のサービス毎の市場に閉じた検証を行

うのではなく、固定通信・移動通信を一つと

して捉えたＦＭＣ市場の検証や、そのＦＭＣ

市場が個々の市場に与える影響、さらには、

上位レイヤで市場支配力を持つプレイヤーが

通信市場に参入することによる影響について

検証を行う等、現在の市場環境を捉えた検証

を行う必要があるものと考えます。 

・ 加えて、２０１２年５月１８日公表のブロ

ードバンド普及促進のための公正競争レビュ

ー制度に基づく暫定検証結果においては、政

府が主体となったＩＣＴ利活用の促進策（予

算確保、事業推進、規制・制度等の見直し

等）の一例が紹介されていますが、公正競争

レビュー制度の検証においては、政府の取組

みを紹介するだけでなく、その取組みがＩＣ
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Ｔ利活用促進にどれだけ効果があったのか検

証するとともに、通信事業者や、通信事業者

以外の端末メーカ、アプリケーション・コン

テンツプロバイダ、医療機関や教育機関等の

プレイヤーがそれぞれどのような役割を果た

し利活用促進に貢献したのかといった点につ

いて、より掘り下げた検証を行う必要がある

と考えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

（４） 業務委託先子会社等監督の運用状況に関する検証 

意   見 再  意  見 考  え  方 

意見４５ 業務委託先子会社等監督及び機能分

離の運用状況に関する検証に当たっては、料

金業務統合によりＮＴＴグループ一体化が既

成事実化することは問題であるとの観点を踏

まえて評価することが必要。 

再意見４５ 考え方４５ 

■ ＮＴＴファイナンス株式会社殿が本年７月１

日より実施した、ＮＴＴ東西殿、ＮＴＴドコモ

殿、並びにＮＴＴコミュニケーションズ殿の料

金の請求・回収業務の統合については、これま

で積み重ねられてきた、移動体通信業務分離や

ＮＴＴ再編を始めとする競争政策の流れを無視

して、なし崩し的にグループの再統合、独占へ

の回帰を図っているという点で、ＮＴＴ法の趣

旨に反する行為であり、本施策によりＮＴＴグ

ループ一体化の動きが既成事実化することは問

題であると考えます。 

そのため、喫緊の対応として、ブロードバン

ド普及促進のための競争政策委員会等のオープ

■ 株式会社ケイ・オプティコム、イー・アクセ

ス株式会社、ソフトバンクＢＢ株式会社、ソフ

トバンクテレコム株式会社、ソフトバンクモバ

イル株式会社、ＫＤＤＩ株式会社のご意見に賛

同いたします。 

 例えば「ＮＴＴ東西殿の料金をドコモショッ

プで支払う」というような状況を考えてみる

と、ＮＴＴドコモ殿は「ＮＴＴファイナンスに

よる料金請求の統合」の効果により労せず集客

できるという事になります。 

このように、既に本業務は事実上グループ会

社間の相互営業の手段として機能していると考

えられますので、競争事業者の意見の聴取や審

■ ＮＴＴグループにおける料金業務の移管に

ついては、考え方４１のとおり。 

 

■ なお、業務委託先子会社等監督及び機能分

離の運用状況については、ＮＴＴグループに

おける料金業務の移管に係る問題点を踏まえ

た検証を行うものではなく、ＮＴＴ東西にお

いて講じられている措置が電気通信事業法令

を遵守しているか否かの観点から検証を行う

ものである。 
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ンな場において今後の公正競争確保の観点から

十分な調査審議を行い、必要な措置を講じるこ

とに加えて、定期的・永続的に検証を行うこと

が必要であると考えます。 

少なくとも、料金の請求・回収業務を梃子と

した共同営業行為（ＮＴＴグループのサービス

のセット販売やポイント等の特典制度等）がな

されないよう厳正に措置いただくことが必須で

あり、業務委託先子会社等監督の運用状況、お

よび機能分離の運用状況に関する検証にあたっ

ては、上記の観点を踏まえた上で評価いただく

ことが必要と考えます。 

（ケイ・オプティコム） 

議会等での検証を直ちに実施すべきと考えま

す。 

（アットアイ） 

 

■ 各社殿が指摘する通り、「ＮＴＴファイナン

ス殿による料金請求・回収業務の統合」は、実

質的なＮＴＴグループのリストラクチャリング

であり、なし崩し的にグループの再統合、独占

回帰に繋がる事例のため、これまでの移動体分

離要件や、ＮＴＴ再編、ＮＴＴ法の趣旨を形骸

化させるものと考えます。また、今後も同様の

目的で業務統合施策が進められることは容易に

推測されます。 

 従って、本事例はＮＴＴ組織問題の観点か

ら、ＮＴＴグループの規制フレームワークの再

構築、及び明確化を図る必要があり、本制度及

び包括的検証の枠組みで、今後新たにＮＴＴグ

ループの統合等に係る施策が実施される場合等

も踏まえ、多角的に検証して頂く必要があると

考えます。 

 加えて、上記のフレームワークに基づき、禁

止行為規制や特定関係事業者制度等が実効的に

機能するように見直すべきと考えます。 

 具体的には、「①禁止行為規制の対象となる

基準が曖昧であること」、「②規制対象外であ

る子会社や委託先等を通して反競争的行為を行

うことが実質的に可能であること」の課題があ

るため、以下の通り見直しを行う必要があると

考えます。 

（ア）該当基準の明確化 
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  これまで競争セーフガード制度で注視事項

とされた事例等をもとに、禁止行為の該当

基準やその根拠を競争政策委員会等のオー

プンな場で議論し、例えば、ガイドライン

等を策定して明確化を図る。 

（イ）市場環境や業務実態を踏まえた規制対象の

見直し 

  市場環境の変化やＮＴＴグループの業務実

態の変化を踏まえて、潜脱行為が行われて

いる子会社や業務委託先を規制対象や監督

対象に追加することを検討。 

（イー・アクセス） 

 

■ ＫＤＤＩ殿、イー・アクセス殿、ケイ・オプ

ティコム殿が述べているとおり、ＮＴＴグルー

プの料金の請求・回収業務等の統合が公正競争

に与える影響は極めて大きいものであることか

ら、引き続き、公正競争確保の観点から、当該

施策の実施自体の妥当性や実施する場合の条件

（同等性等が確保され、不当な競争環境が惹起

されてないか）の妥当性について、オープンな

場で十分な時間をかけて検証していくことが必

要と考えます。その際は、当然総務省殿の検証

結果等を公開したうえで、判断基準・検証方法

の妥当性について外部検証性を確保するととも

に、個別の協議状況等に係る競争事業者の意見

も聴取すべきと考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 
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■ ＮＴＴグループ各社の料金の請求・回収業務

の統合については、これまで積み重ねられてき

た、移動体通信業務分離やＮＴＴ再編を始めと

する競争政策の流れを無視して、なし崩し的に

グループの再統合、独占への回帰を図っている

という点で、ＮＴＴ法の趣旨に反する行為であ

り、本施策によりＮＴＴグループ一体化の動き

が既成事実化することは問題です。 

 また、ＮＴＴグループ各社は本施策について

お客様の利便性向上のためであることを強調し

ていますが、ドミナント事業者同士の連携によ

って、競争事業者の事業活動が困難となって

は、却って良質・廉価なサービスが市場に提供

されなくなり、長期的には消費者の不利益につ

ながるおそれがあると考えます。 

（ＫＤＤＩ） 

 

■ ご指摘の料金業務の見直しは、当社の通信サ

ービス料金の請求・回収を効率的に実施するた

めに、あくまで現行制度の枠内で業務運営体制

を見直すものであり、公正競争にも十分配慮し

て実施しております。また本年３月、総務省か

ら規制等の趣旨を確保する観点から講ずべき措

置を要請されたことを踏まえ、６月に措置状況

を報告しましたが、総務省の検証の結果、特段

の問題は生じていないものと認識しておりま

す。 

・ なお、当社からＮＴＴファイナンス社に対し

て、料金業務の移管についてポイント原資の補

助は一切行っておりません。「ｔａｂａｌポイ
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ント」等ポイント還元の提供については、ＮＴ

Ｔファイナンス社の経営判断で行っているもの

と認識しております。 

（ＮＴＴドコモ） 

 

■ ＮＴＴファイナンスにおける通信サービス等

料金の請求・回収業務に関しては、あくまで、

お客さま利便の向上と通信サービス料金の請

求、回収業務の効率化を目的として、業務運営

体制を見直すものであり、総務省からの要請内

容も踏まえて、必要な措置を講じた上で、適切

に業務運営を実施しております。 

（ＮＴＴコミュニケーションズ） 

 

■ 本施策については、現行制度の枠内で、お客

様利便の向上と通信サービス料金の請求・回収

業務の効率化を目的として業務運営体制を見直

すものであり、実施自体問題ないと考えます。 

・ また、当社は総務省からの「貴社が提供する

電気通信役務の料金等に係る業務をＮＴＴファ

イナンス株式会社へ移管すること等に関して講

ずべき措置について（要請）」（総基事第３２

号 平成２４年３月２３日）を受け、必要な措

置を報告し、これに従って適切な業務運営を行

っているとともに、その状況は総務省に毎年度

報告することから、更なる検証は不要と考えま

す。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ 本施策については、現行制度の枠内で、お客
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様利便の向上と通信サービス料金の請求・回収

業務の効率化を目的として業務運営体制を見直

すものであり、実施自体問題無いと考えます。 

・ また、当社は総務省殿からの「貴社が提供す

る電気通信役務の料金等に係る業務をＮＴＴフ

ァイナンス殿へ移管すること等に関して講ずべ

き措置について（要請）」（総基事第３２号 

２０１２年３月２３日）を受け、必要な措置を

報告し、これに従って適切な業務運営を行って

いるとともに、その状況は総務省殿に毎年度報

告することから、更なる検証は不要と考えま

す。 

（ＮＴＴ東日本） 

意見４６ 禁止行為規定遵守措置等報告書に関

して、総務省における情報開示が不十分であ

り、運用状況や監査の妥当性等について外部

検証性が十分に確保出来ていない。 

再意見４６ 考え方４６ 

■ 運用状況における外部検証性の確保 

２０１２年６月２９日付でＮＴＴ東西殿よ

り、「禁止行為規定遵守措置等報告書」（以

下、禁止行為規定報告書）が提出され、業務委

託先子会社等監督、及び機能分離の運用状況が

示されておりますが、例えば、以下の情報はそ

の大半が一般開示されておらず、これらの運用

状況や監査の妥当性等については、外部検証性

が十分に確保出来ておりません。 

＜一般開示されていない主な情報＞ 

別添資料２の「業務毎の委託額」 

別添資料５の「役員兼任者の役職」 

別添資料８の「接続関連情報の適正な取扱い等

■ イー・アクセス殿、テレサ協殿が述べている

とおり、業務委託先子会社等監督、及び機能分

離の運用状況については、外部検証性が十分に

確保されていないため、「禁止行為規定遵守措

置等報告書」の更なる内容の公開はもちろんの

こと、機能分離の運用状況に関する検証結果ま

たはその途中の状況について、広く情報が公開

されるべきと考えます。 

なお、テレサ協殿が述べているとおり、機能

分離の「結果としてＮＧＮのアンバンドル化も

実現せず、ＮＧＮの利活用促進も図られている

とは言えません」ので、総務省殿においては、

「光の道」構想が実現可能か、また機能分離が

■ 事業法第３１条第３項の規定の遵守のため

にＮＴＴ東西が講じた措置及びその実施状況

については、同条第７項及び事業法施行規則

第２２条の８の規定により、平成２４年６月

にＮＴＴ東西から総務大臣に対して、その具

体的な内容が報告されており、総務省におい

ては、報告された事項のうち、公にすること

により、特定の者の権利、競争上の地位その

他正当な利益を害するおそれがあると認めら

れる情報を除き、全てを公表しているところ

であり、これにより、ＮＴＴ東西が講じた措

置についての外部からの客観的な検証可能性

を担保している。 
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に関する規程」 

等 

従って、総務省殿においては、禁止行為規定

報告書の内容を全て公表頂くことや、ＮＴＴ東

西殿とは独立した第三者機関による監査を導入

する等の対応を検討頂く必要があると考えま

す。 

また、本制度の検証では、単に禁止行為規定

報告書の内容確認のみに留まらず、２０１４年

度の包括的検証を見据えて、制度上の課題整理

を行い、例えば、以下で示した「監督規制対象

の拡大」や「インプットの同等性の確保」とい

った更なる措置の検討等も実施頂くべきと考え

ます。 

（イー・アクセス） 

サービス競争等を十分に促進させる措置となっ

ているかについて、十分に検証すべきと考えま

す。  

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ 業務毎の委託額、役員兼任者の役職、接続関

連情報の適正な取り扱い等に関する規程につい

ては、当社の経営情報や業務運営上のノウハウ

にあたるものであり、経営上の秘密に属する情

報であるとともに、公開により情報セキュリテ

ィ上の懸念もあるため、公開は適切で無いと考

えます。 

・ 禁止行為規定報告書については、毎年度総務

大臣に報告するとともに、経営上の秘密に属す

る情報等を除き公開されており、検証の客観性

は担保されていると考えます。したがって、第

三者機関による監査を導入する必要は無いと考

えます。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ 禁止行為規定遵守措置等報告書は、総務省殿

により公表されており、改正電気通信事業法及

び同施行規則に基づき、当社が公正競争の確保

のために取り組んでいる内容について、接続事

業者は確認できるものと考えます。 

・ 「第三者による監査を導入することを検討す

る必要がある」との意見については、当社は、

改正電気通信事業法及び同施行規則に基づき、 

（１）業務委託先子会社に対する監督、 

 また、事業法施行規則第２２条の７第５

号、第１１号及び第１２号の規定により、Ｎ

ＴＴ東西に対し、接続関連情報の管理の用に

供するシステムを使用した者に係る情報や、

他の事業者との間において実施した手続の実

施の経緯等を記録させることとしており、仮

に上述の報告の結果に疑義があれば立入検査

等による確認を行い得ることに加え、当該報

告について虚偽の報告をした場合には罰則が

科されるものであることから、これらの規定

により、監視部門による監視の適正性及び実

効性は基本的には確保されるものと考えられ

る。 

加えて、総務省において、ＮＴＴ東西が講

じた措置及びその実施状況に関し、ＮＴＴ東

西からの報告に基づき厳格に検証を行うとと

もに、必要に応じて講じられた措置内容の確

認（視認等を含む。）を行っていることにも

鑑みれば、直ちに第三者機関による監査等の

措置を導入するまでの必要性はないものと考

えられる。 

なお、ＮＴＴ東西が講じた措置及びその実

施状況に関して、ＮＴＴ東西からの報告等に

より、総務省が行った検証の具体的な内容

は、考え方４８のとおり。 
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（２）接続の業務に関して知り得た情報を適切

に管理し、かつ、当該接続の業務の実施

状況を適切に監視するための体制の整備

その他必要な措置 

に係る措置を講じるとともに、（１）について

は当社監査部門によって、（２）について監視

部門によって、適正に運用されていることを確

認しています。加えて、改正電気通信事業法の

第３１条第７項において、（１）、（２）の規

定の遵守のために講じた措置及びその実施状況

について、ＮＴＴ東西は毎年総務大臣に報告す

ることとされていることから、当該措置及び実

施状況については総務省殿において検証できる

状況にあり、第三者による監査を導入する等の

措置は不要と考えます。 

・ なお、委託額、役員兼任等の今回公表されて

いない情報については経営上の秘密に該当する

情報であるため、公表すべきではものではない

と考えます。また、接続関連情報の適正な取扱

い等に関する規程については、会社内を運営す

るための事項を明文化したものであることか

ら、これを一般に公表することは馴染まないと

考えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

 意見４７ 監督対象子会社からの再委託先、

再々委託先等を通じて反競争的行為が行われ

るおそれがあるため、再委託先等について

も、監督対象に追加すべき。 

 再意見４７  考え方４７ 

■ 監督規制対象の拡大（再委託先、再々委託先

等） 

■ イー・アクセス殿の述べているとおり、「監

督対象子会社のほぼ全てが再委託となってお

■  事業法施行規則第２２条の８第２号イ

（３）の規定により、一種指定事業者に対
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禁止行為規定報告書の別添資料３の「監督対

象子会社の業務再委託の有無」の内容からは、

大半の監督対象子会社がＮＴＴ東西殿からの委

託業務を再委託していることが分かります。 

しかしながら、現行の監督規制の対象にこれ

ら再委託先は含まれていないことから、再委託

先や、再々委託先等を通して接続情報の目的外

利用や、排他的な一体営業等の反競争的行為が

行われる虞があり、結果として、監督規制が形

骸化することが懸念されます。 

従って、監督対象子会社による業務の再委託

が定常化していることを考慮して、再委託先等

も監督対象に追加すべきと考えます。 

（イー・アクセス） 

り、潜脱行為が行われるおそれ」があることか

ら、再委託先等も監督対象に追加すべきと考え

ます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ 再委託先、再々委託先等を通じた脱法的なＮ

ＴＴグループ間の情報連携やＮＴＴグループ一

体営業がなされることがないよう、規制の在り

方の検討が必要と考えます。 

（ＫＤＤＩ） 

 

■ 当社は、監督対象子会社が当社からの受託業

務の再委託を行う場合は、再委託先の選定等に

ついて当社の承諾を義務付ける等、再委託先を

通じて反競争的行為が行われないための措置を

講じており、再委託先を監督対象に追加すべき

等の措置は必要無いと考えます。 

・ また、委託先子会社に対する監督義務につい

ては、国会審議等における考え方を踏まえる

と、他の電気通信事業者に対する規制のバラン

スや資本関係を通じた指揮命令系統が存在しな

い場合の監督規制に関する実効性を総合的に勘

案し、私企業に対する規制を必要最低限のもの

とし、禁止行為規制の実効性を担保するという

観点から法制化されたものと認識しており、そ

の観点からも、現行以上に対象範囲を拡大する

必要は無いと考えます。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

し、監督対象子会社における再委託の有無を

総務大臣へ報告することを義務付けており、

総務省においては、再委託の有無に応じ、例

えば、当該子会社に対する委託契約の内容、

再委託に係る規定等の確認を通じて、当該子

会社に対する必要かつ適切な監督が行われて

いるか否かについて検証し、必要に応じて措

置を講ずることが可能である。 

 この点、総務省は、事業法第３１条第７項

及び事業法施行規則第２２条の８の規定によ

る平成２４年６月のＮＴＴ東西からの報告等

により、ＮＴＴ東西の監督対象子会社が再委

託先の選定・変更を行うに当たっては、禁止

行為の禁止徹底の適正な管理、運営ができる

ことを要件としているとともに、ＮＴＴ東西

の承諾を義務付けている等、再委託先におい

て禁止行為等規制に抵触又は潜脱する行為が

行われることを防止するための一定の措置が

講じられていることを確認しているところで

あり、直ちに再委託先等を監督対象に追加す

るまでの必要性は認められない。 
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■ 「監督対象子会社からの再委託に関して調

査、検証及び措置を講じるべき」、「再委託先

を監督対象に追加すべき」とありますが、子会

社等に業務を委託する場合、当該委託業務につ

いては当社がお客様への提供責任を負うことか

ら、委託先会社が業務を再委託する場合におい

ても、子会社を通じて当社が監督の義務を負っ

ています。 

 また、禁止行為規定遵守措置等報告書に記載

したとおり、監督対象子会社に対しては再委託

先の選定又は変更に際して当社の承諾を義務付

け、すべての委託契約について当該承諾を実施

していることから、既に現在の委託契約におい

て公正競争は遵守されているものと考えてお

り、更なる調査、検証及び措置並びに監督対象

への追加は不要と考えます。 

・ なお、改正電気通信事業法第３１条第３項の

趣旨は、ＮＴＴ東西の業務の大宗が委託されて

いるのが子会社であることから、ＮＴＴ東西が

議決権の過半数を有する子会社を対象として、

ＮＴＴ東西が「電気通信業務又はこれに付随す

る業務」を委託した子会社において禁止行為が

行われないよう、適切な監督を義務付けられた

ものと理解しております。 

 当該監督義務は、他の電気通信事業者に対す

る規制とのバランスや資本関係を通じた指揮命

令系統による監督規制の実効性を総合的に勘案

し、私企業に対する規制を必要最低限とすると

ともに、禁止行為規制の実効性を担保するとい

う観点から、法制化されたものと認識してお
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り、現行以上に対象範囲を拡大する必要は無い

と考えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

 意見４８ 総務省は、禁止行為規定遵守措置等

報告書に認められる課題について、厳格な調

査・検証及びそれに基づく是正措置を講ずる

べき。 

 再意見４８  考え方４８ 

■ ＜全般について＞ 

ＮＴＴ東西殿における機能分離等の措置は、

２０１５年頃を目途に全ての世帯における超高

速ブロードバンドサービス利用を実現する「光

の道」構想の実現のため、サービス競争の促進

等の観点から導入された施策であると理解して

います。従って、総務省殿においては、「光の

道」構想が実現可能か、また機能分離がサービ

ス競争等を十分に促進させる措置となっている

かについて、超高速ブロードバンドサービスの

利用率や市場シェア等の推移も含め、十分に検

証すべきと考えます。 

 

＜ＮＴＴ東西殿の禁止行為規定遵守措置報告につ

いて＞ 

ＮＴＴ東西殿が２０１２年６月２９日に総務

大臣殿に提出した、禁止行為規定遵守措置報告

書については、主に以下の点が問題と考えま

す。従って、総務大臣殿は、当該問題点を踏ま

え、ＮＴＴ東西殿に対する追加調査を実施した

うえで、問題が生じるおそれがあるものについ

ては、必要な措置を講じるべきと考えます。ま

た、現在当該報告書において非公表となってい

■ ＫＤＤＩ殿、及びソフトバンク殿が指摘され

ているように、業務委託先子会社からの再委託

が常態化しておりますが、再委託先は現行規制

の対象外であるため、接続情報の目的外利用や

業務範囲を跨いだ排他的な営業連携など禁止行

為規制に抵触する事態を看過する虞があると考

えます。 

 従って、ＮＴＴにおけるグループ内連携が拡

大している状況も考慮の上、公正競争環境を確

保する観点から、業務委託先子会社の再委託先

等も監督対象に含めることが必要と考えます。 

（イー・アクセス） 

 

■ ＮＴＴ東西殿の報告には、ＫＤＤＩ殿の述べ

るような課題があるため、総務大臣殿は、当該

問題点を踏まえ、ＮＴＴ東西殿に対する追加調

査を実施したうえで、問題が生じるおそれがあ

るものについては、必要な措置を講じるべきと

考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ 「光の道」構想の実現に向けては、競争を通

■ 事業法第３１条第３項の規定の遵守のため

にＮＴＴ東西が講じた措置及びその実施状況

については、同条第７項及び事業法施行規則

第２２条の８の規定により、平成２４年６月

にＮＴＴ東西から総務大臣に対して、その具

体的な内容が報告されており、総務省におい

ては、報告された事項のうち、公にすること

により、特定の者の権利、競争上の地位その

他正当な利益を害するおそれがあると認めら

れる情報を除き、全てを公表しているところ

であり、これにより、ＮＴＴ東西が講じた措

置についての外部からの客観的な検証可能性

を担保している。 

 

■ 監督対象子会社等による受託業務の再委託

については、考え方４７のとおり。 

 

■ 監督対象子会社等の役員の兼任について

は、一種指定事業者の役職員が監督対象子会

社の役員を兼ねているか否かにより当該子会

社に対する監督の徹底の程度が異なることが

想定され、適正と考えられる監督の内容が変

わり得ると考えられるため、事業法施行規則
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る情報については、すべてが経営情報にあたる

ものとは考えられないため、可能な限り公表す

る等その範囲について再度検討が必要と考えま

す。 

 

１．電気通信事業法第３１条第３項の規定の遵

守のために講じた措置及びその実施状況に

関する事項 

イ．（３） 

・監督対象子会社のほぼ全てが再委託となっ

ており、潜脱行為が行われるおそれ 

ロ．（２） 

・集合研修やｅ－ラーニングの内容が公開さ

れておらず、十分な研修内容になっていな

いおそれ 

・事前確認・事後点検の手法が不明確であ

り、仮に書面のみで実施され、立入検査

等、実際の監査は実施されていないとすれ

ば不十分 

・再委託先の監督の方法が不明確であり、十

分な監査が行われないおそれ 

２． 電気通信事業法第３１条第５項の規定の

遵守のために講じた措置及びその実施状況に

関する事項 

イ．（１） 

・組織体系の報告が、設備部門のみの掲載と

なっており、他部門も全て掲載しなけれ

ば、組織の妥当性について検証不可能 

・新旧でどのように変わったか、不明であ

り、十分な対処になっているか確認不能 

じた技術革新や新たなサービスの成果が国民に

もたらされるよう、これまで機能してきた設備

競争を損なわないことに留意しながら、サービ

ス競争をバランスよく組み合わせて競争を促進

していく必要があります。その点は前提としつ

つ、現行の機能分離措置によって設備競争を維

持しながらもＮＴＴ東・西が保有するボトルネ

ック設備の利用等における競争事業者との同等

性が十分に確保されているかについて十分に検

証すべきと考えます。 

（ＫＤＤＩ） 

 

■ 当社は、監督対象子会社が当社からの受託業

務の再委託を行う場合は、再委託先の選定等に

ついて当社の承諾を義務付ける等、再委託先を

通じて反競争的行為が行われないための措置を

講じており、再委託先を監督対象に追加すべき

等の措置は必要無いと考えます。 

・ また、委託先子会社に対する監督義務につい

ては、国会審議等における考え方を踏まえる

と、他の電気通信事業者に対する規制のバラン

スや資本関係を通じた指揮命令系統が存在しな

い場合の監督規制に関する実効性を総合的に勘

案し、私企業に対する規制を必要最低限のもの

とし、禁止行為規制の実効性を担保するという

観点から法制化されたものと認識しており、そ

の観点からも、現行以上に対象範囲を拡大する

必要は無いと考えます。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

第２２条の８第２号イ（５）の規定により、

一種指定事業者に対し、自己の役職員が監督

対象子会社の役員を兼ねている場合の役職に

ついて総務大臣へ報告することを求めている

ところである。 

 この点、総務省においては、ＮＴＴ東西が

講じた措置及びその実施状況に関し、ＮＴＴ

東西からの報告に基づき厳格に検証を行うと

ともに、講じられた措置内容の確認を行い、

役員の兼任がある監督対象子会社において

も、それぞれにおいて禁止行為等規制に抵触

又は潜脱する行為が行われることを防止する

ための一定の措置が講じられていることを確

認している。 

 

■ マニュアル及び研修教材等については、総

務省において、ＮＴＴ東西からの報告書に記

載された事項を踏まえ、マニュアル及び研修

教材等を視認しており、監督対象子会社等に

よって禁止行為等規制に抵触又は潜脱する行

為が行われることを防止するための一定の措

置が講じられていることを確認している。 

 

■ 監督対象子会社等に対する事前確認及び事

後検査並びに監査部門による監査について

は、総務省において、ＮＴＴ東西からの報告

書に記載された事項等に基づき、監督対象子

会社による事前確認及び自主点検が行われて

いること、監督対象子会社等及びＮＴＴ東西

において、「電気通信業務又はこれに付随す
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（４） 

・情報セキュリティ推進部の部門名が公表さ

れておらず、利用部門に存在しているおそ

れ 

二． 

・本規程は、具体的にどのようなファイアウ

ォールを置いているかを確認する項目であ

るにも係らず、一切の公開がなされていな

いことから、十分な外部検証性が確保され

ていない 

へ．（６） 

・接続関連情報を居室から持出すことは、原

則禁止されていない。仮に、持ち出しを許

可する場合は、その条件が限定列挙されて

いない 

ト．及びチ（１） 

・本項目においては、「手続の実施の経緯及

び当該手続に係る接続の条件」等を求めら

れているのにも係らず、納期にのみ着目し

たものとなっており、開示情報、手続き手

順、使用システム等が報告対象となってい

ないため、インプットの同等性の検証には

不十分 

・納期に係る平均日数は公表に資するデータ

であるにも係らず、公開されていないこと

から、接続約款等の納期内であっても、接

続事業者とＮＴＴ東西利用部門で日数に差

異があるかどうか等、同等性の外部検証が

不可能 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

■ 監督対象子会社との役員兼任が規制を潜脱す

るとの意見の趣旨は必ずしも明確ではありませ

んが、当社は、子会社への業務委託を通じて、

業務の効率化やコスト削減等を実現しており、

役員兼任は当該委託業務をＮＴＴ西日本として

責任を持って遂行するためのマネジメントの一

方策として実施しているものです。 

・ なお、子会社への業務委託にあたっては、従

来より、他事業者情報・お客様情報の適切な取

扱いや目的外利用の禁止について業務委託契約

に規定する等、適切な措置を講じております。

また、電気通信事業法の改正を踏まえ、子会社

において反競争的行為が行われる事が無いよ

う、禁止行為防止に関する責任者の設置、覚書

の締結、社内規程の制定、社員研修や点検・監

査の実施等、子会社監督のための適切な措置を

講じており、公正競争上の問題はございませ

ん。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ 研修については、公正競争確保、禁止行為防

止のための基本的知識、遵守すべきポイント等

を主な内容とし、具体的事例を含めて受講者の

能動的な理解を促進する形式となっているとと

もに、監督対象子会社において受託業務に従事

する全ての社員等に対して研修を実施している

ことから、監督対象子会社において公正競争条

件の遵守が徹底されるために十分な内容となっ

ております。 

・ マニュアルや研修教材については、当社の業

る業務」を受委託している当事者とは別の組

織により書面、実地による監査が行われてい

ることを確認しているところである。 

 

■ ただし、ＮＴＴ東西において上述の措置が

徹底されない場合には、監督対象子会社等に

おいて禁止行為等規制に抵触又は潜脱する行

為が行われ、公正競争環境を阻害するおそれ

があることから、当該措置の徹底について、

その状況を注視していくとともに、ＮＴＴ東

西から総務大臣に毎年度報告される内容等に

基づき、引き続き厳格な検証を行っていく。 
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フトバンクモバイル） 

 

■ ＮＴＴ東・西からの報告には、以下に列記す

るような課題があると考えられますので、総務

省においては、ＮＴＴ東・西に対して厳格な調

査、検証、及びそれに基づく是正措置を着実に

講じるべきです。 

 

 ・監督対象子会社による再委託は、事業法等の

規制を潜脱する恐れがある。 

 ・監督対象子会社との役員兼任は、事業法等の

規制を潜脱する恐れがある。 

 ・制定された公正競争等に係るマニュアルや実

施された教育研修の内容については、公開さ

れていないため、内容が事業法等の趣旨に沿

っているのか、また検証が厳格であったのか

判断できない。 

 ・監査部門の被監査部門からの独立性が不明で

あり、組織の全体像を公表すべき。 

 ・監査は書面のみならず、立ち入り検査等も実

施し、実効性を担保すべき。 

 ・再委託先についても研修や監査が厳格に行わ

れるようにすべき。 

 ・接続関連情報の適切な取扱い等に関する規程

が全て「経営上の秘密等の観点から非公表」

ということでは、競争事業者では措置の妥当

性の判断ができない。 

 ・設備構築情報の扱いの同等性、開通までの期

間（及び開通要員の配置）の同等性、アンバ

ンドル機能の利用条件の同等性等に関する利

務に係る内容が記載されており、経営上の秘密

に属する情報であるため、公開は適切で無いと

考えます。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ 点検・監査については、書面、実地の手法を

組み合わせて実施しており、網羅性、客観性等

に配意した、公正競争条件の遵守状況のチェッ

クに十分な内容となっております。 

・ 監査については、第一種指定電気通信設備の

設置・管理・運営の業務を行う組織や当社のサ

ービスを販売する業務を行う組織等とは別であ

って、専ら監査業務を実施する専任の部署によ

り実施しており、その客観性は担保されている

ことから、追加調査等新たな措置は必要無いと

考えます。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ 業務毎の委託額、役員兼任者の役職、接続関

連情報の適正な取り扱い等に関する規程につい

ては、当社の経営情報や業務運営上のノウハウ

にあたるものであり、経営上の秘密に属する情

報であるとともに、公開により情報セキュリテ

ィ上の懸念もあるため、公開は適切で無いと考

えます。 

・ 禁止行為規定報告書については、毎年度総務

大臣に報告するとともに、経営上の秘密に属す

る情報等を除き公開されており、検証の客観性

は担保されていると考えます。したがって、第

三者機関による監査を導入する必要は無いと考
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用部門と競争事業者のデータが、比較可能な

形で公表されておらず、同等性が確保されて

いるか判断ができない。 

 ・コロケーションや中継ダークファイバの利用

ルールや、加入電話番号ポータビリティの運

用見直しに関する情報について、同等に情報

開示がなされているのか、判断できない。 

（ＫＤＤＩ） 

えます。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ 「監督対象子会社からの再委託に関して調

査、検証及び措置を講じるべき」、「再委託先

を監督対象に追加すべき」とありますが、子会

社等に業務を委託する場合、当該委託業務につ

いては当社がお客様への提供責任を負うことか

ら、委託先会社が業務を再委託する場合におい

ても、子会社を通じて当社が監督の義務を負っ

ています。 

 また、禁止行為規定遵守措置等報告書に記載

したとおり、監督対象子会社に対しては再委託

先の選定又は変更に際して当社の承諾を義務付

け、すべての委託契約について当該承諾を実施

していることから、既に現在の委託契約におい

て公正競争は遵守されているものと考えてお

り、更なる調査、検証及び措置並びに監督対象

への追加は不要と考えます。 

・ なお、改正電気通信事業法第３１条第３項の

趣旨は、ＮＴＴ東西の業務の大宗が委託されて

いるのが子会社であることから、ＮＴＴ東西が

議決権の過半数を有する子会社を対象として、

ＮＴＴ東西が「電気通信業務又はこれに付随す

る業務」を委託した子会社において禁止行為が

行われないよう、適切な監督を義務付けられた

ものと理解しております。 

 当該監督義務は、他の電気通信事業者に対す

る規制とのバランスや資本関係を通じた指揮命

令系統による監督規制の実効性を総合的に勘案
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し、私企業に対する規制を必要最低限とすると

ともに、禁止行為規制の実効性を担保するとい

う観点から、法制化されたものと認識してお

り、現行以上に対象範囲を拡大する必要は無い

と考えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

■ 「監督対象子会社との役員兼任は、事業法等

の規制を潜脱する恐れがある」とありますが、

禁止行為規定遵守措置等報告書に記載したとお

り、当社は当該子会社監督規定を遵守するた

め、監督対象子会社との間で禁止行為に関する

合意書を締結し、当該合意に基づき、禁止行為

に関する規程等をすべての監督対象子会社にお

いて制定させるとともに、当該規程に定めてい

る措置を履行しているかについて当社監査部門

による監査を行う等、監督対象子会社において

禁止行為が行われないよう適切に監督をしてい

ることから、監督対象子会社との役員兼任によ

って公正競争上の問題が生じることはないもの

と考えます。 

・ むしろ、監督対象子会社との役員兼任によっ

て、改正電気通信事業法第３１条第３項に規定

されている子会社監督の実効性が高まるものと

考えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

■ 監督対象子会社において実施した研修の内容

は、禁止行為規定遵守措置等報告書に記載した

とおり、公正競争の確保及び禁止行為の防止の
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ための基礎的知識、遵守すべきポイント、具体

的事例としています。当該事例については質問

形式で回答するような要素を盛り込む等、受講

者の理解が深まるような工夫をこらしたものと

しています。 

・ また、当該研修については、禁止行為規定遵

守措置等報告書に記載したとおり、監督対象子

会社において委託業務に従事する社員等のすべ

ての研修対象者に対して研修を実施させていま

す。 

・ 公正競争マニュアルについては、上記の研修

の内容をマニュアルとして明文化したものであ

り、社員等が常に参照できる状態にしていま

す。 

・ これらの研修及び公正競争マニュアルの内容

の詳細については、総務省殿の求めに応じて提

出していることから、総務省殿において検証を

実施できる状況になっており、これを一般に公

開する必要は無いものと考えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

■ 禁止行為規定遵守措置等報告書に記載したと

おり、監督対象子会社に関する監査について

は、それぞれの監督対象子会社の監査部門によ

る監査、当社の監査部門（業務監査室）による

監査の二つを実施しており、当社の「電気通信

業務又はこれに付随する業務」に係る委託業務

を実施している当事者以外の専ら業務監査を実

施している組織により、監査を実施していま

す。 
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・ また、当該監査は、監査部門がリスク・マネ

ジメントやガバナンスの有効性について評価す

る観点から監査対象や方法を定め、書面による

監査、実地による監査を行っていることから、

公正競争を遵守する上で必要な監査体制は確保

されており、更なる調査、検証及び措置は不要

と考えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

■ 禁止行為規定遵守措置等報告書は、総務省殿

により公表されており、改正電気通信事業法及

び同施行規則に基づき、当社が公正競争の確保

のために取り組んでいる内容について、接続事

業者は確認できるものと考えます。 

・ 「第三者による監査を導入することを検討す

る必要がある」との意見については、当社は、

改正電気通信事業法及び同施行規則に基づき、 

（１）業務委託先子会社に対する監督、 

（２）接続の業務に関して知り得た情報を適切

に管理し、かつ、当該接続の業務の実施状況

を適切に監視するための体制の整備その他必

要な措置 

に係る措置を講じるとともに、（１）について

は当社監査部門によって、（２）について監視

部門によって、適正に運用されていることを確

認しています。加えて、改正電気通信事業法の

第３１条第７項において、 （１）、（２）の

規定の遵守のために講じた措置及びその実施状

況について、ＮＴＴ東西は毎年総務大臣に報告

することとされていることから、当該措置及び
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実施状況については総務省殿において検証でき

る状況にあり、第三者による監査を導入する等

の措置は不要と考えます。 

・ なお、委託額、役員兼任等の今回公表されて

いない情報については経営上の秘密に該当する

情報であるため、公表すべきではものではない

と考えます。また、接続関連情報の適正な取扱

い等に関する規程については、会社内を運営す

るための事項を明文化したものであることか

ら、これを一般に公表することは馴染まないと

考えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

（５） 機能分離の運用状況に関する検証 

意   見 再  意  見 考  え  方 

意見４９ ＮＴＴ東西の機能分離の運用状況及

びそれに対する総務省の検証について、広く

情報を公開し、透明性を高めるべき。 

再意見４９ 考え方４９ 

■ 機能分離の運用状況については、その現状お

よび検証の状況について、誰でも簡単に知るこ

とができるよう、情報を公開して欲しい。 

 

ＮＴＴ東西のアクセス網設備に関するいわゆ

る「機能分離」について、Ｈ２４年度よりＮＴ

Ｔ東西はその実施状況を総務大臣に報告し、適

切に行われているか否かについて検証を行うこ

ととされています。しかし、現状では「その報

告が行われたのかどうか」、また、「検証した

結果がどうであったのか」全く知りえない状況

にあります。機能分離の運用状況に関する検証

■ イー・アクセス殿、テレサ協殿が述べている

とおり、業務委託先子会社等監督、及び機能分

離の運用状況については、外部検証性が十分に

確保されていないため、「禁止行為規定遵守措

置等報告書」の更なる内容の公開はもちろんの

こと、機能分離の運用状況に関する検証結果ま

たはその途中の状況について、広く情報が公開

されるべきと考えます。 

なお、テレサ協殿が述べているとおり、機能

分離の「結果としてＮＧＮのアンバンドル化も

実現せず、ＮＧＮの利活用促進も図られている

とは言えません」ので、総務省殿においては、

■ 事業法第３１条第５項の規定の遵守のため

にＮＴＴ東西が講じた措置及びその実施状況

については、同条第７項及び事業法施行規則

第２２条の８の規定により、平成２４年６月

にＮＴＴ東西から総務大臣に対して、その具

体的な内容が報告されており、総務省におい

ては、報告された事項のうち、公にすること

により、特定の者の権利、競争上の地位その

他正当な利益を害するおそれがあると認めら

れる情報を除き、全てを公表しているところ

であり、これにより、ＮＴＴ東西が講じた措

置についての外部からの客観的な検証可能性
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結果またはその途中の状況について、広く情報

が公開されるべきと考えます。 

なお、「光の道」議論の当時、ブロードバン

ドの普及および利活用の促進には、ＮＴＴ東西

の「構造分離」までは必要なく「機能分離」で

実現可能と判断されたと思います。しかし、少

なくとも現状では、結果としてＮＧＮのアンバ

ンドル化も実現せず、ＮＧＮの利活用促進も図

られているとは言えません。このような状況の

中で、機能分離の運用状況の検証は非常に重要

な意味を持つと考えます。是非、検証の透明性

を高める工夫をお願いいたします。 

（テレコムサービス協会） 

「光の道」構想が実現可能か、また機能分離が

サービス競争等を十分に促進させる措置となっ

ているかについて、十分に検証すべきと考えま

す。  

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

を担保している。 

 また、総務省においては、ＮＴＴ東西が講

じた措置及びその実施状況に関し、ＮＴＴ東

西からの報告に基づき厳格に検証を行うとと

もに、講じられた措置内容の確認（視認等を

含む。）を行い、禁止行為等規制に抵触又は

潜脱する行為が行われることを防止するため

の一定の措置が講じられていることを確認し

ている。 

なお、ＮＴＴ東西が講じた措置及びその実

施状況に関して、ＮＴＴ東西からの報告等に

より、総務省が行った検証の具体的な内容

は、考え方５２のとおり。 

 意見５０ 設備構築情報の扱いの同等性、開通

までの期間の同等性、アンバンドル機能の利

用条件の同等性等に関するデータを検証基準

として予め規定すべき。 

 再意見５０  考え方５０  

■ ＮＴＴ東・西利用部門と競争事業者との同等

性確保について 

昨年１１月に施行された電気通信事業法改正

において、ＮＴＴ東・西については機能分離の

実施や子会社等との一体経営への対応が措置さ

れました。 

しかしながら、機能分離の実施にあたって遵

守すべき行為については、接続事業者とＮＴＴ

東・西の利用部門との同等性を確保するための

具体的かつ詳細な項目・指標が列挙されておら

ず充分とはいえません。設備構築情報の扱いの

同等性、開通までの期間の同等性、アンバンド

ル機能の利用条件の同等性等に関するデータを

■ 左記の意見に賛同します。 

  特に、ＮＴＴ東西殿の機能分離の有効性につ

いて、その検証の評価に関する透明性を確保し

ていただきたいと考えます。 

（テレコムサービス協会） 

 

■ ＫＤＤＩ殿、テレコムサービス協会殿から

は、「設備構築情報の取得タイミングにおける

同等性確保が必要」や「リードタイムの同等性

確保の徹底が必要」、「ＮＧＮにおけるアンバ

ンドル提供条件の同等性の確保」といった意見

が述べられておりますが、これらは、現行のＮ

ＴＴ東西殿の体制に「ボトルネック設備利用の

■ ＩＣＴ政策タスクフォースの取りまとめ

（平成２２年１２月）において「アンバンド

ルされたボトルネック設備を自ら利用する場

合と他事業者が利用する場合との同等性が確

保されていることが必要である。」と提言さ

れたこと等を受け、これを実現することを目

的の一つとして、「基本方針」に従い、平成

２３年５月に事業法、同年１０月に事業法施

行規則の改正が行われたところである。 

これらの改正により、事業法第３３条第４

項第３号の規定により自己の電気通信設備を

接続することとした場合の条件に比して不利

なものではなく、かつ、同項第４号及び同条
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検証基準として予め規定すべきと考えます。 

なお、同等性の検証にあたっては、単に接続

約款に規定された回答納期等の遵守状況を検証

するのみならず、利用部門と競争事業者それぞ

れにおいて要したリードタイムを比較し、検証

しなければ、競争の公正性を担保することがで

きないものと考えます。 

（ＫＤＤＩ） 

 

同等性」における課題があることを示している

と考えます。 

従って、本制度の検証において、各社から挙

げられた課題を整理し、例えば、ＫＤＤＩ殿が

主張する「設備構築情報の扱い、開通までの期

間、アンバンドル機能の利用条件等の同等性に

係る検証基準の規定」や、前回意見書にて当社

が主張した「システムの物理的分離」、「コス

ト削減目標の設定などによるインセンティブの

付与」といった必要な追加措置を講じる必要が

あると考えます。 

（イー・アクセス） 

 

■ 当社は電気通信事業法等の法令及び各種ガイ

ドラインを遵守して事業活動を行っておりま

す。また、電気通信事業法に定められていると

おり、設備構築情報の開示や、接続に必要とな

る手続き・条件については、接続約款等に規定

し、当社利用部門（自社）と接続事業者（他

社）を同等に取り扱っております。 

・ また、改正電気通信事業法に則り、接続事業

者との間の手続（他社手続）、及び、当社設備

部門以外の部門との間の手続（当社手続）に係

る申込日、回答日、工事完了日等の全データを

記録・保存し、監視部門により、双方の手続と

も接続約款等の規定によるものであること及び

準ずるものであることを確認し、総務省殿に報

告しています。 

・ さらに、自社・他社の手続に係る工事完了ま

での平均日数等のリードタイム及び納期遵守率

第９項の規定により他の電気通信事業者に対

し等しく同等に適用されることとなる接続約

款の規定等について、当該改正により事業法

第３１条第６項に基づき、一種指定事業者に

新たに設置されることとなる設備部門とその

他の部門との間における手続等もこれに準ず

るものであるか否かを監視することとされ

た。 

これに基づく監視の結果については、事業

法第３１条第７項及び事業法施行規則第２２

条の８の規定により、平成２４年６月にＮＴ

Ｔ東西から総務大臣に対して、ＮＴＴ東西設

備部門が他の電気通信事業者との間において

実施した手続の実施の経緯及び当該手続に係

る接続条件が接続約款等の規定によるもので

あること並びにＮＴＴ東西設備部門が設備部

門以外の部門との間で実施した手続の実施の

経緯及び当該手続に係る条件が接続約款等の

規定に準ずるものであることを確認した旨の

報告がなされており、総務省においてこれを

検証した結果、一種指定設備をＮＴＴ東西が

自ら利用する場合と接続事業者が利用する場

合とで一定の同等性が確保されていると考え

られる。 

総務省においては、ＮＴＴ東西から総務大

臣に毎年度報告される内容等に基づき、引き

続き厳格な検証を行っていく。 
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についても総務省殿へ報告しており、その結果

は各メニューとも自社・他社が同等となってお

ります。リードタイム及び納期遵守率が同等な

のは、接続約款等に規定された接続に必要とな

る手続き・条件等について、自社と他社が同等

になっている証左であると考えております。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

■ 当社は電気通信事業法等の法令及び各種ガイ

ドラインを遵守して事業活動を行っておりま

す。また、電気通信事業法に定められていると

おり、設備構築情報の開示や、接続に必要とな

る手続き・条件については、接続約款等に規定

し、当社利用部門（自社）と接続事業者（他

社）を同等に取り扱っております。 

・ また、改正電気通信事業法に則り、接続事業

者との間の手続（他社手続）、及び、当社設備

部門以外の部門との間の手続（当社手続）に係

る申込日、回答日、工事完了日等の全データを

記録・保存し、監視部門により、双方の手続と

も接続約款等の規定によるものであること及び

準ずるものであることを確認し、総務省に報告

しています。 

・ さらに、自社・他社の手続に係る工事完了ま

での平均日数等のリードタイム及び納期遵守率

についても総務省へ報告しており、その結果は

各メニューとも自社・他社が同等となっており

ます。リードタイム及び納期遵守率が同等なの

は、接続約款等に規定された接続に必要となる

手続き・条件等について、自社と他社が同等に
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なっている証左であると考えております。 

（ＮＴＴ西日本） 

意見５１ 機能分離の趣旨であるボトルネック

設備の同等性の確保のためには、「インプッ

トの同等性」についても合わせて確保する必

要がある。 

 再意見５１  考え方５１ 

■ インプットの同等性の確保 

現行の機能分離措置については、主に設備部

門とその他部門の「ファイアーウォールの厳格

化」にフォーカスした内容となっております

が、機能分離措置の趣旨であるボトルネック設

備の同等性の確保のためには、「インプットの

同等性」についても合わせて確保する必要があ

り、具体的には、以下のような課題があると考

えます。 

・開通工事や設備構築等に要するリードタイム

の同等性 

現行は、接続約款や個別契約に規定された

納期は基本的に確保されるが、納期の範囲内

での接続事業者と利用部門間におけるリード

タイムの同等性を担保するインセンティブが

設備部門に存在しない。 

・オペレーションシステムのコスト削減インセ

ンティブ 

接続事業者の利用するオペレーションシス

テムは、①ＮＴＴ東西殿が利用しないこと、

及び②ＮＴＴ東西殿が接続料で開発コストを

漏れなく回収可能であることから、コスト削

減インセンティブが存在しない。 

これら課題については、本制度の検証の中

■ イー・アクセス殿の述べているとおり、「機

能分離措置の趣旨であるボトルネック設備の同

等性の確保のためには、「インプットの同等

性」についても合わせて確保する必要」がある

と考えます。従って、第二十二条の七第十一号

において、「手続の実施の経緯及び当該手続に

係る接続の条件を記録し、これを保存させるも

のであること」、また第二十二条の八第三号に

おいて、「前条第十一号及び第十二号の規定に

より記録した手続の実施の経緯及び条件の概

要」を踏まえ、少なくとも、総務大臣殿はＮＴ

Ｔ東西殿に対し、禁止行為規定遵守措置報告書

において、開示情報、手続き手順、使用システ

ム等についても報告対象とさせることで、イン

プットの同等性が確保されているかを十分に検

証すべきと考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ 設備部門とその他の部門のリードタイム等の

同等性を確保する上で、「システムの物理的分

離」や「コスト削減目標の設定などによるイン

センティブの付与」といった手法は有用と考え

ます。 

■ 接続約款等に規定された納期の範囲内での

ＮＴＴ東西と接続事業者の間におけるリード

タイムの同等性については、考え方５０のと

おり。 

 

■ オペレーションシステムに係るコストにつ

いては、円滑化ガイドラインにおいて、「接

続の申込み等に係るオペレーションシステム

のうち、コストの負担、仕様、業務フローへ

の影響等の点で接続事業者に対する影響が特

に大きいと予想されるものについては、開

発・更改に着手する前に当事者間で十分な協

議を行い、可能な限り各当事者の意見を聴取

することが適当である。また、接続事業者か

ら求めがある場合には、当該システム開発の

必要性や費用対効果、仕様の合理性等につい

て、十分な説明を行うことが適当である。」

とされていることを踏まえ、まずはＮＴＴ東

西と接続事業者の間で十分な協議を行うこと

が適当である。 
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で、禁止行為規定報告書や、本意見書のボトル

ネック設備利用に係る各社意見の内容等を踏ま

えて課題整理を行い、必要に応じて、例えば、

設備部門とその他部門間における「システムの

物理的分離」や「コスト削減目標の設定などに

よるインセンティブの付与」といった更なる機

能分離措置の追加を検討すべきと考えます。 

（イー・アクセス） 

それに加え、現在、線路敷設基盤の開放情

報、各種ボトルネック設備の構築情報、及びア

ンバンドル機能の利用条件等に関する情報の開

示について、利用部門と競争事業者の間で同等

性が確保されているか比較可能な形で公表され

ておらず、競争事業者側ではその判断ができな

い状態です。 

ボトルネック設備の同等性の確保を図る上

で、情報開示の同等性についても合わせて確保

が必要です。 

（ＫＤＤＩ） 

 

【開通工事や設備構築等に要するリードタイム】 

・ 当社は電気通信事業法等の法令及び各種ガイ

ドラインを遵守して事業活動を行っておりま

す。また、電気通信事業法に定められていると

おり、設備構築情報の開示や、接続に必要とな

る手続き・条件については、接続約款等に規定

し、当社利用部門（自社）と接続事業者（他

社）を同等に取り扱っております。 

・ また、改正電気通信事業法に則り、接続事業

者との間の手続（他社手続）、及び、当社設備

部門以外の部門との間の手続（当社手続）に係

る申込日、回答日、工事完了日等の全データを

記録・保存し、監視部門により、双方の手続と

も接続約款等の規定によるものであること及び

準ずるものであることを確認し、総務省殿に報

告しています。 

・ さらに、自社・他社の手続に係る工事完了ま

での平均日数等のリードタイム及び納期遵守率
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についても総務省殿へ報告しており、その結果

は各メニューとも自社・他社が同等となってお

ります。リードタイム及び納期遵守率が同等な

のは、接続約款等に規定された接続に必要とな

る手続き・条件等について、自社と他社が同等

になっている証左であると考えております。 

 

【オペレーションシステムのコスト削減】 

・ 当社は、オペレーションシステムの開発にあ

たり、事前に情報開示をおこない、接続事業者

のご要望、ご意見等を伺いながら、必要最小限

の開発に留める等コスト削減に努めています。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

■【開通工事や設備構築等に要するリードタイ

ム】 

・ 当社は電気通信事業法等の法令及び各種ガイ

ドラインを遵守して事業活動を行っておりま

す。また、電気通信事業法に定められていると

おり、設備構築情報の開示や、接続に必要とな

る手続き・条件については、接続約款等に規定

し、当社利用部門（自社）と接続事業者（他

社）を同等に取り扱っております。 

・ また、改正電気通信事業法に則り、接続事業

者との間の手続（他社手続）、及び、当社設備

部門以外の部門との間の手続（当社手続）に係

る申込日、回答日、工事完了日等の全データを

記録・保存し、監視部門により、双方の手続と

も接続約款等の規定によるものであること及び

準ずるものであることを確認し、総務省に報告
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しています。 

・ さらに、自社・他社の手続に係る工事完了ま

での平均日数等のリードタイム及び納期遵守率

についても総務省へ報告しており、その結果は

各メニューとも自社・他社が同等となっており

ます。リードタイム及び納期遵守率が同等なの

は、接続約款等に規定された接続に必要となる

手続き・条件等について、自社と他社が同等に

なっている証左であると考えております。 

 

【オペレーションシステムのコスト削減】 

・ 当社は、オペレーションシステムの開発にあ

たり、事前に情報開示をおこない、他事業者の

ご要望、ご意見等を伺いながら、必要最小限の

開発に留める等コスト削減に努めています。 

（ＮＴＴ西日本） 

意見５２ 総務省は、禁止行為規定遵守措置等

報告書に認められる課題について、厳格な調

査・検証及びそれに基づく是正措置を講ずる

べき。 

 再意見５２  考え方５２ 

■ ＜全般について＞ 

ＮＴＴ東西殿における機能分離等の措置は、

２０１５年頃を目途に全ての世帯における超高

速ブロードバンドサービス利用を実現する「光

の道」構想の実現のため、サービス競争の促進

等の観点から導入された施策であると理解して

います。従って、総務省殿においては、「光の

道」構想が実現可能か、また機能分離がサービ

ス競争等を十分に促進させる措置となっている

かについて、超高速ブロードバンドサービスの

■ ＫＤＤＩ殿、及びソフトバンク殿が指摘され

ているように、業務委託先子会社からの再委託

が常態化しておりますが、再委託先は現行規制

の対象外であるため、接続情報の目的外利用や

業務範囲を跨いだ排他的な営業連携など禁止行

為規制に抵触する事態を看過する虞があると考

えます。 

 従って、ＮＴＴにおけるグループ内連携が拡

大している状況も考慮の上、公正競争環境を確

保する観点から、業務委託先子会社の再委託先

■ 事業法第３１条第５項の規定の遵守のため

にＮＴＴ東西が講じた措置及びその実施状況

については、同条第７項及び事業法施行規則

第２２条の８の規定により、平成２４年６月

にＮＴＴ東西から総務大臣に対して、その具

体的な内容が報告されており、総務省におい

ては、報告された事項のうち、公にすること

により、特定の者の権利、競争上の地位その

他正当な利益を害するおそれがあると認めら

れる情報を除き、全てを公表しているところ
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利用率や市場シェア等の推移も含め、十分に検

証すべきと考えます。 

 

＜ＮＴＴ東西殿の禁止行為規定遵守措置報告につ

いて＞ 

ＮＴＴ東西殿が２０１２年６月２９日に総務

大臣殿に提出した、禁止行為規定遵守措置報告

書については、主に以下の点が問題と考えま

す。従って、総務大臣殿は、当該問題点を踏ま

え、ＮＴＴ東西殿に対する追加調査を実施した

うえで、問題が生じるおそれがあるものについ

ては、必要な措置を講じるべきと考えます。ま

た、現在当該報告書において非公表となってい

る情報については、すべてが経営情報にあたる

ものとは考えられないため、可能な限り公表す

る等その範囲について再度検討が必要と考えま

す。 

 

１．電気通信事業法第３１条第３項の規定の遵

守のために講じた措置及びその実施状況に

関する事項 

イ．（３） 

・監督対象子会社のほぼ全てが再委託となっ

ており、潜脱行為が行われるおそれ 

ロ．（２） 

・集合研修やｅ－ラーニングの内容が公開さ

れておらず、十分な研修内容になっていな

いおそれ 

・事前確認・事後点検の手法が不明確であ

り、仮に書面のみで実施され、立入検査

等も監督対象に含めることが必要と考えます。 

（イー・アクセス）  

 

■ ＮＴＴ東西殿の報告には、ＫＤＤＩ殿の述べ

るような課題があるため、総務大臣殿は、当該

問題点を踏まえ、ＮＴＴ東西殿に対する追加調

査を実施したうえで、問題が生じるおそれがあ

るものについては、必要な措置を講じるべきと

考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ 「光の道」構想の実現に向けては、競争を通

じた技術革新や新たなサービスの成果が国民に

もたらされるよう、これまで機能してきた設備

競争を損なわないことに留意しながら、サービ

ス競争をバランスよく組み合わせて競争を促進

していく必要があります。その点は前提としつ

つ、現行の機能分離措置によって設備競争を維

持しながらもＮＴＴ東・西が保有するボトルネ

ック設備の利用等における競争事業者との同等

性が十分に確保されているかについて十分に検

証すべきと考えます。 

（ＫＤＤＩ） 

 

■ 研修については、公正競争確保、禁止行為防

止のための基本的知識、遵守すべきポイント等

を主な内容とし、具体的事例を含めて受講者の

能動的な理解を促進する形式となっているとと

もに、監督対象子会社において受託業務に従事

であり、これにより、ＮＴＴ東西が講じた措

置についての外部からの客観的な検証可能性

を担保している。 

 

■ ＮＴＴ東西の設備部門及び監視部門につい

ては、総務省において、ＮＴＴ東西からの報

告及び日本電信電話株式会社等に関する法律

施行規則（昭和６０年郵政省令第２３号。以

下「ＮＴＴ法施行規則」という。）第１４条

の規定に基づき届け出られたＮＴＴ東西の組

織規程により、それぞれ他の組織から独立し

て置かれていることを確認している。 

なお、ＮＴＴ東西の組織体系は、再意見に

おいてＮＴＴ東西が提出している組織図のと

おりである。 

 

■ 事業法施行規則第２２条の７第６号の規定

によりＮＴＴ東西が作成しているそれぞれの

規程は、公にすることにより、特定の者の権

利、競争上の地位その他正当な利益を害する

おそれがあると認められる情報に該当するも

のであると認められることから、これらを公

表することは適切ではない。 

 なお、上述の規程については、総務省にお

いてその内容を視認しており、接続関連情報

の入手、利用、提供その他の接続関連情報の

取扱いについてこれを適正なものとするため

の一定の措置が講じられていることを確認し

ている。 

 おって、総務省は、ＮＴＴ東西からの報告
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等、実際の監査は実施されていないとすれ

ば不十分 

・再委託先の監督の方法が不明確であり、十

分な監査が行われないおそれ 

 

２．電気通信事業法第３１条第５項の規定の遵

守のために講じた措置及びその実施状況に

関する事項 

イ．（１） 

・組織体系の報告が、設備部門のみの掲載と

なっており、他部門も全て掲載しなけれ

ば、組織の妥当性について検証不可能 

・新旧でどのように変わったか、不明であ

り、十分な対処になっているか確認不能 

（４） 

・情報セキュリティ推進部の部門名が公表さ

れておらず、利用部門に存在しているおそ

れ 

二． 

・本規程は、具体的にどのようなファイアウ

ォールを置いているかを確認する項目であ

るにも係らず、一切の公開がなされていな

いことから、十分な外部検証性が確保され

ていない 

へ．（６） 

・接続関連情報を居室から持出すことは、原

則禁止されていない。仮に、持ち出しを許

可する場合は、その条件が限定列挙されて

いない 

ト．及びチ（１） 

する全ての社員等に対して研修を実施している

ことから、監督対象子会社において公正競争条

件の遵守が徹底されるために十分な内容となっ

ております。 

・  マニュアルや研修教材については、当社の

業務に係る内容が記載されており、経営上の秘

密に属する情報であるため、公開は適切で無い

と考えます。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ 設備部門は、本社組織としてネットワーク

部、サービスマネジメント部、相互接続推進部

があり、別添資料の組織図のとおり、設備部門

以外の部門から独立した組織としています。ま

た、支店等組織として地域事業本部及び支店の

設備部があります。地域事業本部の内部組織の

基本構成は企画部、設備部、営業部、支店の内

部組織の基本構成は企画部、総務部、設備部、

営業部、法人営業部であり、設備部門である設

備部は、設備部門以外の部門から独立した組織

としています。 

・ 監視部門は、情報セキュリティ推進部として

おり、別添資料の組織図のとおり、他の組織か

ら独立しています。なお、情報セキュリティ推

進部では、当社サービスの提供の業務は実施し

ておりません。 

（別添資料） 

に記載されている上述の規程についての具体

的な内容の全てを公表しているところであ

り、これにより、ＮＴＴ東西が講じた措置に

ついての外部からの客観的な検証可能性を担

保している。 

 

■ マニュアル及び研修教材等については、総

務省において、ＮＴＴ東西からの報告に記載

された事項を踏まえ、マニュアル及び研修教

材等を視認しており、接続関連情報を適正に

管理するための一定の措置が講じられている

ことを確認している。 

 

■ 接続関連情報を設備部門の居室外に持ち出

すことについて、総務省は、ＮＴＴ東西から

の報告等により、接続関連情報を居室外に持

ち出すのは、相互接続に係る業務において必

要となる他事業者と取り交わす契約書等を郵

送する場合のほか、設備部門において他事業

者との協議を行う場合、設備部門間での会議

を行う場合等、真に必要と認められる場合に

限定し、接続関連情報を居室外に持ち出すに

当たって管理責任者の承認が必要とされてい

ることを確認している。 

 また、これらを含む接続関連情報の管理に

ついて、総務省は、設備部門による自主点

検、ＮＴＴ東西それぞれの「電気通信業務又

はこれに付随する業務」を実施している当事

者とは別の組織による書面及び実地による監

査が実施されている等、接続関連情報を適正
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・本項目においては、「手続の実施の経緯及

び当該手続に係る接続の条件」等を求めら

れているのにも係らず、納期にのみ着目し

たものとなっており、開示情報、手続き手

順、使用システム等が報告対象となってい

ないため、インプットの同等性の検証には

不十分 

・納期に係る平均日数は公表に資するデータ

であるにも係らず、公開されていないこと

から、接続約款等の納期内であっても、接

続事業者とＮＴＴ東西利用部門で日数に差

異があるかどうか等、同等性の外部検証が

不可能 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ ＮＴＴ東・西からの報告には、以下に列記す

るような課題があると考えられますので、総務

省においては、ＮＴＴ東・西に対して厳格な調

査、検証、及びそれに基づく是正措置を着実に

講じるべきです。 

 ・監督対象子会社による再委託は、事業法等の

規制を潜脱する恐れがある。 

 ・監督対象子会社との役員兼任は、事業法等の

規制を潜脱する恐れがある。 

 ・制定された公正競争等に係るマニュアルや実

施された教育研修の内容については、公開さ

れていないため、内容が事業法等の趣旨に沿

っているのか、また検証が厳格であったのか

判断できない。 

 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ ファイアーウォールについては、情報管理責

任者の設置、設備部門と他の部門の間での兼務

の禁止・居室の分離、研修の実施、システム利

用権限の管理、接続関連情報の提供管理、委託

先管理等の措置を講じており、報告書に記載し

ております。 

・ 規程については、当社の業務に係る内容が記

載されており、経営上の秘密に属する情報であ

るため、公開は適切で無いと考えます。なお、

毎年度総務大臣に報告することとされており、

総務省殿において検証可能となっていることか

ら、一般に公表する必要は無いと考えます。な

お、規程の主な内容は以下のとおり報告書に記

載しております。 

 ⅰ 設備部門の範囲 

 ⅱ 接続関連情報の目的外利用の禁止 

 ⅲ 設備部門と設備部門以外の部門との間で

に管理するための一定の措置が講じられてい

ることを確認している。 

 

■ 監督対象子会社等による受託業務の再委託

については、考え方４７のとおり。 

 

■ ただし、ＮＴＴ東西において上述の措置が

徹底されない場合には、接続関連情報の目的

外利用が行われ、公正競争環境を阻害するお

それがあることから、当該措置の徹底につい

て、その状況を注視していくとともに、ＮＴ

Ｔ東西から総務大臣に毎年度報告される内容

等に基づき、引き続き厳格な検証を行ってい

く。 
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 ・監査部門の被監査部門からの独立性が不明で

あり、組織の全体像を公表すべき。 

 ・監査は書面のみならず、立ち入り検査等も実

施し、実効性を担保すべき。 

 ・再委託先についても研修や監査が厳格に行わ

れるようにすべき。 

 ・接続関連情報の適切な取扱い等に関する規程

が全て「経営上の秘密等の観点から非公表」

ということでは、競争事業者では措置の妥当

性の判断ができない。 

 ・設備構築情報の扱いの同等性、開通までの期

間（及び開通要員の配置）の同等性、アンバ

ンドル機能の利用条件の同等性等に関する利

用部門と競争事業者のデータが、比較可能な

形で公表されておらず、同等性が確保されて

いるか判断ができない。 

 ・コロケーションや中継ダークファイバの利用

ルールや、加入電話番号ポータビリティの運

用見直しに関する情報について、同等に情報

開示がなされているのか、判断できない。 

（ＫＤＤＩ） 

の兼務禁止 

 ⅳ 情報管理の体制 

   ・設備部門における接続関連情報の適正

な管理の全社的統括管理責任者として

「他事業者情報管理責任者」 を置く

こと 

   ・組織ごとに当該組織の情報管理に責任

を有する「情報管理責任者」をはじめ

「他事業者情報適正利用監督者」「他

事業者情報適正利用推進者」を置くこ

と 

 ⅴ 他事業者情報管理責任者の責務 

   ・設備部門の居室と設備部門以外の部門

の居室の分離 

   ・設備部門の業務に従事する全ての社員

等に対して、本規程の遵守のために必

要な研修の実施 

   ・接続関連情報の管理の用に供するシス

テムの利用権限の管理 

   ・接続関連情報に関する安全管理措置の

実施及びその取扱い状況の点検 

   ・委託先の適切な指導に関する社員等へ

の指導・監督 

 ⅵ 規程違反時の報告 

   ・接続関連情報の取扱いについて、違反

その他の問題を発見したときは、速や

かに対処すること。 

 （なお、接続業務の実施状況の監視に関

する規程に基づき、監視部門にその事

実及び対処等を速やかに報告のこと） 
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（ＮＴＴ西日本） 

 

■ 当社は、接続関連情報を設備部門の居室外に

持出すことを原則禁じております。他事業者と

の対応等の業務上の必要のために持出す場合に

は、持出す情報の内容、利用目的、及び持出し

方法等について、組織ごとに他事業者情報の適

正な取扱いを徹底するために配置している他事

業者情報適正利用推進者による承認を要するこ

とを条件としており、厳格な管理を行っていま

す。 

・ また、当該管理状況については、設備部門か

ら独立した監視部門により実地確認、書面確認

を通じて適正であることを確認しています。 

・ 以上のように、他事業者情報の持ち出しにつ

いては、厳格な管理やその状況の監視を通じて

適切な運用を行っていることから、追加の措置

は必要無いと考えます。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ 業務毎の委託額、役員兼任者の役職、接続関

連情報の適正な取り扱い等に関する規程につい

ては、当社の経営情報や業務運営上のノウハウ

にあたるものであり、経営上の秘密に属する情

報であるとともに、公開により情報セキュリテ

ィ上の懸念もあるため、公開は適切で無いと考

えます。 

・ 禁止行為規定報告書については、毎年度総務

大臣に報告するとともに、経営上の秘密に属す

る情報等を除き公開されており、検証の客観性
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は担保されていると考えます。したがって、第

三者機関による監査を導入する必要は無いと考

えます。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ 監督対象子会社において実施した研修の内容

は、禁止行為規定遵守措置等報告書に記載した

とおり、公正競争の確保及び禁止行為の防止の

ための基礎的知識、遵守すべきポイント、具体

的事例としています。当該事例については質問

形式で回答するような要素を盛り込む等、受講

者の理解が深まるような工夫をこらしたものと

しています。 

・ また、当該研修については、禁止行為規定遵

守措置等報告書に記載したとおり、監督対象子

会社において委託業務に従事する社員等のすべ

ての研修対象者に対して研修を実施させていま

す。 

・ 公正競争マニュアルについては、上記の研修

の内容をマニュアルとして明文化したものであ

り、社員等が常に参照できる状態にしていま

す。 

・ これらの研修及び公正競争マニュアルの内容

の詳細については、総務省殿の求めに応じて提

出していることから、総務省殿において検証を

実施できる状況になっており、これを一般に公

開する必要は無いものと考えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

■ 禁止行為規定遵守措置等報告書に記載したと

 １９６ 



おり、電気通信事業法施行規則第２２条の７第

１号に定める設備部門（以下、設備部門とい

う）は、ネットワーク事業推進本部、相互接続

推進部、東北復興推進室、及び、支店の設備部

としています。別添資料に示す組織図のとお

り、ＮＴＴ東日本本社においては、それ以外に

コンシューマ事業推進本部、ビジネス＆オフィ

ス事業推進本部、及び、その他１２室部があ

り、これら設備部門以外の部門と設備部門は独

立した組織となっています。また、支店におい

ては、内部組織の基本構成は、企画総務部、営

業企画部、法人営業部、設備部となっており、

設備部門である支店の設備部は設備部門以外の

部門と独立した組織となっています。 

・ 上述した設備部門の組織については、従来

「第一種指定電気通信設備（これと一体として

設置される電気通信設備を含む）の設置、管理

及び運営並びにこれらに付随する業務」を実施

していることから、改正電気通信事業法の施行

に伴い組織の変更は実施しておらず、当該組織

を設備部門として明確化したものです。 

・ また、電気通信事業法施行規則第２２条の７

第１３号に定める監視部門は、情報セキュリテ

ィ推進部としており、独立した組織としていま

す。 

（別添資料） 

 １９７ 



 

（ＮＴＴ東日本） 

 

■ 具体的なファイアウォールの内容は、禁止行

為規定遵守措置等報告書の「２．電気通信事業

法第３１条第５項の規定の遵守のために講じた

措置及びその実施状況に関する事項 ヘ．施行

規則第２２条の７第１０号の規定により実施し

た管理の内容」に記載しており、 

（１）設備部門の体制 

（２）設備部門と設備部門以外の部門との間で

兼務の禁止 

（３）設備部門と設備部門以外の部門の居室の

分離 

 １９８ 



（４）研修の実施 

（５）システム利用権限の管理 

（６）接続関連情報の持出し管理 

（７）委託先管理 

 としています。 

・ また、「接続関連情報の適切な取扱い等に関

する規程」の内容は、禁止行為規定遵守措置等

報告書の「２．電気通信事業法第３１条第５項

の規定の遵守のために講じた措置及びその実施

状況に関する事項 二．施行規則第２２条の７

第６号の規定により作成した規程」に記載して

おり、 

（１）設備部門の範囲  

（２）接続関連情報の目的外利用の禁止 

（３）設備部門と設備部門以外の部門との間で

の兼務禁止 

（４）設備部門の体制 

－設備部門における接続関連情報の適正な管

理の責任者として「情報管理責任者」を置

き、設備部門の長がこれをつとめること 

－「情報管理責任者」を補佐する役割として

「接続関連情報適正利用管理者」及び「接

続関連情報適正利用補助者」を設備部門を

構成する組織ごとに置くこと 

（５）情報管理責任者の責務 

－設備部門の居室と設備部門以外の部門の居

室の分離 

－設備部門の業務に従事する全ての社員等に

対して、本規程の遵守のために必要な研修

の実施 

 １９９ 



－接続関連情報の管理の用に供するシステム

の利用権限の管理 

－接続関連情報の持ち出し管理 

－委託契約における守秘義務等の規定や委託

先における接続関連情報の取扱い状況の点

検実施等、委託先の管理の実施 

－接続関連情報の適正な取扱い状況の点検 

（６）規程違反時の報告 

－接続関連情報の取扱いについて、違反その

他の問題を発見したときは、速やかに監視

部門にその事実及び対処等を報告 

としています。 

・ 当該規程及び管理の内容は、毎年総務大臣に

報告することとされていることから、総務省殿

において検証を実施できる状況になっており、

これを一般に公表する必要は無いものと考えま

す。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

■ 設備部門においては、接続関連情報の管理責

任者（情報管理責任者）を補佐する接続関連情

報適正利用管理者及び接続関連情報適正利用補

助者を配置し、相互接続に係る業務において必

要となる、他事業者と取り交わす契約書等の郵

送を含めて、接続関連情報適正利用補助者によ

る承認がない限り、接続関連情報の持出しはで

きないこととしており、接続関連情報の持出し

に係る条件は限定的となっています。 

 加えて、設備部門とは独立した監視部門によ

り、当該管理の実施状況は、設備部門が実施し
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た四半期点検結果の確認、及び実地確認におい

て適正であることを確認しており、厳格な管

理・運用を行っていることから、追加の措置は

不要と考えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

■ 禁止行為規定遵守措置等報告書は、総務省殿

により公表されており、改正電気通信事業法及

び同施行規則に基づき、当社が公正競争の確保

のために取り組んでいる内容について、接続事

業者は確認できるものと考えます。 

・ 「第三者による監査を導入することを検討す

る必要がある」との意見については、当社は、

改正電気通信事業法及び同施行規則に基づき、 

（１）業務委託先子会社に対する監督、 

（２）接続の業務に関して知り得た情報を適切

に管理し、かつ、当該接続の業務の実施

状況を適切に監視するための体制の整備

その他必要な措置 

に係る措置を講じるとともに、（１）について

は当社監査部門によって、（２）について監視

部門によって、適正に運用されていることを確

認しています。加えて、改正電気通信事業法の

第３１条第７項において、 （１）、（２）の

規定の遵守のために講じた措置及びその実施状

況について、ＮＴＴ東西は毎年総務大臣に報告

することとされていることから、当該措置及び

実施状況については総務省殿において検証でき

る状況にあり、第三者による監査を導入する等

の措置は不要と考えます。 
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・ なお、委託額、役員兼任等の今回公表されて

いない情報については経営上の秘密に該当する

情報であるため、公表すべきではものではない

と考えます。また、接続関連情報の適正な取扱

い等に関する規程については、会社内を運営す

るための事項を明文化したものであることか

ら、これを一般に公表することは馴染まないと

考えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

２ 日本電信電話株式会社等に係る公正競争要件の検証 

（１） 検証の対象 

意   見 再  意  見 考  え  方 

 意見５３ 販売代理店等において、加入者情報

や接続関連情報の流用の疑念が拭いきれない

ほか、他事業者のサービスに関して誤認を招

く不適切な営業活動が行われているため、Ｎ

ＴＴ東西による販売代理店等の管理監督の徹

底等が必要。 

再意見５３ 考え方５３ 

■ ＜概要＞ 

当協会会員企業の事業展開エリアにおいて、

ＮＴＴ西日本殿における加入者情報の扱いに関

する営業面でのファイアーウォールが機能して

いないと考えられる事例が発生しています。し

たがって、総務省殿においてはＮＴＴ西日本殿

に対して、ファイアーウォールを確実に機能さ

せるよう速やかに是正措置を講ずるべきと考え

ます。 

 

＜詳細＞ 

■ ＤＳＬ事業者協議会、ソフトバンクＢＢ株式

会社、ソフトバンクテレコム株式会社、ソフト

バンクモバイル株式会社のご意見に賛同いたし

ます。 

また、勧誘等に関する営業的な問題が継続的

に起こっている実情からファイアーウォールの

運用の検証に留まらず、競争事業者更の意見を

聴収し、効果の上がる追加措置についても改め

て検討すべきと考えます。 

（アットアイ） 

 

■ 一種指定事業者であるＮＴＴ東西は、事業

法第３０条第３項第１号の規定により、「他

の電気通信事業者の電気通信設備との接続の

業務に関して知り得た当該他の電気通信事業

者及びその利用者に関する情報を当該業務の

用に供する目的以外の目的のために利用し、

又は提供すること」が禁止されている。 

  また、ＮＴＴ東西が活用業務を営むに当た

っては、「ＮＴＴ東西の活用業務に関する

『地域電気通信業務等の円滑な遂行及び電気

通信事業の公正な競争の確保に支障のない範
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当協会の会員企業のお客様を対象にして、Ｎ

ＴＴ東西殿の公正競争に係わる調査を実施しま

した。その中で下記事例１の通り報告がありま

した。 

（事例１） 

２０１２年１月以降、電話帳に載せていない

番号に対し、ＮＴＴの代理店から光回線の勧誘

で何度も電話があった。なぜ番号が知っている

のかと代理店に尋ねたところ、「ＮＴＴから情

報をもらっています」と言われた。（西日本エ

リア） 

 

当ガイドライン別紙 「日本電信電話株式会

社等に係る公正競争要件 ４の４ 営業面での

ファイアーウォール」に照らすと、事例１のケ

ースでは、ＮＴＴ西日本殿における加入者情報

の扱いに関する営業面でのファイアーウォール

が機能していないことは明らかです。 

したがって、総務省殿においてはＮＴＴ西日

本殿に対して、ファイアーウォールを確実に機

能させるよう速やかに是正措置を講ずるべきと

考えます。また、併せてＮＴＴ東日本殿エリア

においても同様の事例が発生していなか速やか

に実態を調査すべきと考えます。 

（ＤＳＬ協議会） 

 

■ ＜概要＞ 

当協会会員企業の事業展開エリアにおいて、

ＮＴＴ東日本殿の代理店が虚偽の説明により営

業を行なっている事例が発生しています。した

■ ＤＳＬ事業者協会殿が指摘する事例が事実で

ある場合、明らかに第一種指定制度の対象であ

るＮＴＴ東西殿による反競争的な行為であると

考えます。 

特に、ＮＴＴ東西殿が上述のような反競争的

行為により、接続事業者のＤＳＬユーザを自社

のＦＴＴＨへ乗せ替えることを進めることは、

ＤＳＬ事業者にとって、今後の経営に多大な影

響を及ぼすと共に独占回帰をもたらすため、極

めて問題視すべき事例と考えます。 

従って、総務省殿は本事象について徹底的に

実態調査を行い、事実である場合には厳格な改

善措置を講じる必要があると考えます。 

（イー・アクセス） 

 

■ 当社との契約に基づき活動している販売代理

店については、各社独自の情報に基づき営業活

動を展開しており、当社から加入電話の加入者

情報や接続関連情報を提供している事実はござ

いません。 

・ また、営業マニュアルを制定し、代理店名の

適正な名乗りや、サービス内容や料金について

の正確なご説明を義務付けるとともに、光回線

への切り替えが必須であるかのようなお客様誤

認を招く営業トークを禁じる等のルールを定め

ています。また同マニュアルを活用した研修等

を通じて、適正な営業活動に関して指導徹底す

るとともに、場合に応じて契約解除を行う規定

を設ける等、販売代理店の適正な営業活動につ

いて厳格な対応を既に実施していることから、

囲内』についての考え方【ＮＴＴ東西の活用

業務に係る公正競争ガイドライン】」（平成

２３年１１月策定。以下「活用業務ガイドラ

イン」という。）に基づき、営業面でのファ

イアウォールを確保することを求めており、

例えば、加入電話やＩＮＳ６４といった独占

的業務において獲得した顧客情報について、

相当な理由がある場合を除き、これを活用業

務に関する営業活動に用いる等、当該情報の

本来の収集目的以外の目的に流用されること

を防止するため、顧客情報を厳格に維持・管

理するための措置を講ずることが必要である

としているところである。 

  この点、ＮＴＴ東西によれば、販売代理店

に対し、加入電話の加入者情報や接続関連情

報を提供している事実はなく、各代理店にお

いて独自の情報に基づいて営業活動を展開し

ているとしており、また、営業マニュアルを

策定の上、研修等を通じて適正な営業活動に

関して指導徹底をするとともに、場合に応じ

て契約解除を行う規定を設ける等、販売代理

店に対して厳格な対応を実施しているとして

いる。 

  総務省においても、ＮＴＴ東西が販売代理

店との間で締結する契約書等に関し、利用者

に対する正確な社名等の伝達の義務付け、事

実と異なる説明の禁止、取次業務を通じて知

り得た顧客情報の目的外利用の禁止、違反行

為があった場合の措置を規定していること、

ＮＴＴ東西において販売代理店に対して営業
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がって、総務省殿においてはＮＴＴ東日本殿に

対して、代理店の管理監督を徹底するよう速や

かに是正措置を講ずるべきと考えます。 

 

＜詳細＞ 

先述の調査において、下記事例２についても

報告がありました。 

 （事例２） 

ＮＴＴの工事会社と名乗る会社から「近日Ｎ

ＴＴのメタルケーブルを撤去するため、光回線

に変えないと電話が使えなくなる」と光回線へ

の切替を誘導された。（東日本エリア） 

 

事例２の工事会社と名乗る会社（以下、「当

該会社」という）は実質的にＮＴＴ東日本殿の

光回線の代理店を兼ねていると想定されます。

当該会社の説明は明らかに虚偽の説明であり、

独占禁止法 不公正な取引方法（昭和五十七年

六月十八日公正取引委員会告示第十五号）で定

める「ぎまん的顧客誘引」および「競争者に対

する取引妨害」に該当すると考えられます。ま

た、電気通信事業法第２６条で定める「提供条

件の説明」の義務を果たしていないとも考えら

れます。このような虚偽の説明による営業は、

競争事業者の営業を不当に妨害するものである

とともに、お客様にとっては極めて不利益なも

のであり、あってはならないものです。 

加えて、当該会社の営業方法は、「ＮＴＴの

工事会社」と名乗ることでドミナント企業であ

るＮＴＴ東日本殿のブランド力を悪用し、お客

指摘されているような措置は必要無いと考えま

す。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ 当社との契約に基づき活動している販売代理

店については、適正な営業活動について、営業

マニュアル等を用いて指導徹底する等、厳格な

対応を既に実施しており公正競争上の問題は生

じていないと考えています。 

 当社としては、今後とも営業活動の適正化に

努めていく考えです。 

（ＮＴＴ東日本） 

に関する研修・指導を実施していること等に

ついて確認をした。 

以上により、ＮＴＴ東西において販売代理

店等における加入者情報及び接続関連情報の

流用並びに不適切な営業活動を防止するため

の一定の措置が講じられており、直ちに追加

の措置が必要とは認められない。 

ただし、上述の措置が徹底されない場合に

は、加入電話等の加入者情報や接続関連情報

の流用等が行われ、公正競争確保等に支障を

来すおそれもあることから、当該措置の徹底

について、その状況を引き続き注視していく

こととする。 
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様を納得、信用させるというものであり、不当

に自社の利益を優先するという非常に悪質なも

のです。 

したがって、総務省殿においてはＮＴＴ東日

本殿に対して、代理店の管理監督を徹底するよ

う速やかに是正措置を講ずるべきと考えます。

また、併せてＮＴＴ西日本殿エリアにおいても

同様の事例が発生していなか速やかに実態を調

査すべきと考えます。 

（ＤＳＬ協議会） 

 

■ ＮＴＴ西日本殿の販売代理店等において、Ａ

ＤＳＬユーザをターゲットとした電話での「フ

レッツ光」の勧誘がいまだに散見されることか

ら、接続情報の流用の疑念が拭いきれません。 

また、「ＮＴＴがケイ・オプティコムに光フ

ァイバー線を貸しているので、ケイ・オプティ

コムの料金は高い」、「ケイ・オプティコムは

滋賀県で加入者が多いからスピードが遅くな

る」（どちらも聞き取りによる情報収集）とい

った、優越的地位を乱用した営業活動も見られ

ます。 

加えて、お客様に対して、弊社サービスがＮ

ＴＴ西日本殿のサービスに比べ大きく劣後する

かのような、根拠不明の誤ったサービス内容

（品質、料金等）を伝えて、ＮＴＴ西日本殿の

サービスに誘導するケースも見受けられます。 

以上のことから、ＮＴＴ西日本殿が販売代理

店等を十分管理監督しているか疑問のあるとこ

ろであり、このような不適切な営業活動の早期
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是正を含めて、ＮＴＴ西日本殿による販売代理

店等の管理監督の徹底を強く要望いたします。 

（ケイ・オプティコム） 

 意見５４ ＮＴＴ西日本のキャンペーン割引

「光ぐっと割引」及び「光もっと割引」につ

いては、当該割引制度を適用した後の利用者

料金について、原価を下回る競争阻害的な水

準となっていないか検証する際の判断基準や

考え方、検証結果等について、総務省は、速

やかに公開すべき。 

 再意見５４  考え方５４ 

■ ①「光ぐっと割引」「光もっと割引」の適正

性検証 

弊社は昨年の「競争セーフガード制度の運用

に関する意見募集（２０１１年度）」におい

て、「ＮＴＴ西日本殿のキャンペーン割引『光

ぐっと割引』および『光もっと割引』について

は、当該割引制度を適用した後の利用者料金に

ついて、原価を下回る競争阻害的な水準となっ

ていないか、検証いただくことを要望」いたし

ました。 

本内容に関しては、総務省殿「競争セーフガ

ード制度に基づく検証結果（２０１１年度）」

において、「電気通信事業法上問題となる行為

として、独占的分野から競争分野への内部相互

補助により不当な競争を引き起こす料金を設定

することや、競争事業者を排除又は弱体化させ

るために適正なコストを著しく下回る料金を設

定すること等が掲げられている」、「競争事業

者を排除又は弱体化させるために適正なコスト

を著しく下回る料金を設定すること等、競争阻

 ■ 「光ぐっと割引」及び「光もっと割引」を

含むＮＴＴ西日本のフレッツ光サービスは、

指定電気通信役務であるところであり、指定

電気通信役務については、事業法第２０条の

規定により、その指定電気通信役務に関する

保障契約約款を定め、その実施前に総務大臣

に届けなければならないとされており、当該

保障契約約款が「他の電気通信事業者との間

の不当な競争を引き起こすものであり、その

他社会的経済的事情に照らして著しく不適当

であるため、利用者の利益を阻害するもので

あるとき」は、当該保障契約約款を変更すべ

きことを命ずることができるとされている。 

  これらを踏まえ、共同ガイドラインにおい

て、「他の電気通信事業者との間に不当な競

争を引き起こすものであり、その他社会的経

済的事情に照らして著しく不適当であるた

め、利用者の利益を阻害するものであると

き」に該当する具体例として、「独占的分野

から競争分野への内部相互補助により不当な
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害的な行為がなされていないかどうか引き続き

注視していく」とされています。 

このような競争事業者を排除させる可能性の

ある料金設定により、市場支配力を持つＮＴＴ

グループによる顧客囲い込みがさらに進み、結

果として、公正な競争環境を歪めるものと考え

ます。 

以上のことから、総務省殿においては、本検

証における判断基準や考え方、検証結果等につ

いて速やかに公開していただくことを要望いた

します。 

（ケイ・オプティコム） 

競争を引き起こす料金を設定すること」、

「競争事業者を排除又は弱体化させるために

適正なコストを著しく下回る料金を設定する

こと」、「競争事業者のサービスを利用しな

いことを条件とする割引を設定すること」等

を掲げているところであり、これらに該当し

ないか否か等について、総務省において確認

しているところである。 

また、累次の活用業務の運用においても、

活用業務に係る利用者料金がネットワークコ

スト及び小売コストの合計額を下回る等、競

争阻害的な料金で提供されていないことを検

証するため、収支の見込み等の提出を求めて

おり、また、その収支の状況について公表し

ているところである。 

意見５５ ＮＴＴグループにおける料金業務の

移管施策が、移動体分離やＮＴＴ再編の趣旨

に反するようなグループの再統合につながら

ないようオープンな場において検証するとと

もに、定期的・永続的に検証を行うべき。 

 再意見５５  考え方５５ 

■ ＮＴＴファイナンス株式会社殿が本年７月１

日より実施した、ＮＴＴ東西殿、ＮＴＴドコモ

殿、並びにＮＴＴコミュニケーションズ殿の料

金の請求・回収業務の統合については、これま

で積み重ねられてきた、移動体通信業務分離や

ＮＴＴ再編を始めとする競争政策の流れを無視

して、なし崩し的にグループの再統合、独占へ

の回帰を図っているという点で、ＮＴＴ法の趣

旨に反する行為であり、本施策によりＮＴＴグ

ループ一体化の動きが既成事実化することは問

■ 株式会社ケイ・オプティコム、イー・アクセ

ス株式会社、ソフトバンクＢＢ株式会社、ソフ

トバンクテレコム株式会社、ソフトバンクモバ

イル株式会社、ＫＤＤＩ株式会社のご意見に賛

同いたします。 

例えば「ＮＴＴ東西殿の料金をドコモショッ

プで支払う」というような状況を考えてみる

と、ＮＴＴドコモ殿は「ＮＴＴファイナンスに

よる料金請求の統合」の効果により労せず集客

できるという事になります。 

■ ＮＴＴグループにおける料金業務の移管に

ついては、考え方４１のとおり。 
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題であると考えます。 

そのため、喫緊の対応として、ブロードバン

ド普及促進のための競争政策委員会等のオープ

ンな場において今後の公正競争確保の観点から

十分な調査審議を行い、必要な措置を講じるこ

とに加えて、定期的・永続的に検証を行うこと

が必要であると考えます。 

少なくとも、料金の請求・回収業務を梃子と

した共同営業行為（ＮＴＴグループのサービス

のセット販売やポイント等の特典制度等）がな

されないよう厳正に措置いただくことが必須で

あり、業務委託先子会社等監督の運用状況、お

よび機能分離の運用状況に関する検証にあたっ

ては、上記の観点を踏まえた上で評価いただく

ことが必要と考えます。 

（ケイ・オプティコム） 

 

■ ＮＴＴファイナンス殿による料金請求業務統

合 

「ＮＴＴファイナンス殿による料金請求業務

統合」については、外観上は請求書の統合であ

り、それによる利用者利便性の向上が訴求され

ていますが、実質的にはＮＴＴ４事業会社のビ

リング、料金回収部門をグループ会社であるＮ

ＴＴファイナンス殿へ集約するＮＴＴグループ

のリストラクチャリングであることにより注目

をすべきであり、競争政策の根幹に対する問題

提起であると考えます。 

本来であれば、本案件はＮＴＴグループの組

織問題として、これまで積み上げられてきた移

このように、既に本業務は事実上グループ会

社間の相互営業の手段として機能していると考

えられますので、競争事業者の意見の聴取や審

議会等での検証を直ちに実施すべきと考えま

す。 

（アットアイ） 

 

■ 各社殿が指摘する通り、「ＮＴＴファイナン

ス殿による料金請求・回収業務の統合」は、実

質的なＮＴＴグループのリストラクチャリング

であり、なし崩し的にグループの再統合、独占

回帰に繋がる事例のため、これまでの移動体分

離要件や、ＮＴＴ再編、ＮＴＴ法の趣旨を形骸

化させるものと考えます。また、今後も同様の

目的で業務統合施策が進められることは容易に

推測されます。 

従って、本事例はＮＴＴ組織問題の観点か

ら、ＮＴＴグループの規制フレームワークの再

構築、及び明確化を図る必要があり、本制度及

び包括的検証の枠組みで、今後新たにＮＴＴグ

ループの統合等に係る施策が実施される場合等

も踏まえ、多角的に検証して頂く必要があると

考えます。 

加えて、上記のフレームワークに基づき、禁

止行為規制や特定関係事業者制度等が実効的に

機能するように見直すべきと考えます。 

具体的には、「①禁止行為規制の対象となる

基準が曖昧であること」、「②規制対象外であ

る子会社や委託先等を通して反競争的行為を行

うことが実質的に可能であること」の課題があ
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動体分離要件、ＮＴＴ再編やＮＴＴ法の趣旨に

基づいて、競争政策の中で議論されるべきであ

り、なし崩し的なグループの再統合、独占回帰

につながらないようオープンな検討が必要であ

ると考えます。 

また、２０１４年度の包括的検証に向けて、

本制度の枠組みでも課題整理や必要な措置の検

討が行われるべきと考えます。 

総務省殿においては、累次の公正競争要件を

担保する観点から２０１２年３月の行政指導に

より講ずべき措置をＮＴＴグループに要請し、

ＮＴＴグループ各社に実施状況を毎年度報告す

ることを求めておりますが、万一、措置が十分

に取られていないと判断される場合は、公正競

争環境に与える影響の重大性を鑑みて、本案件

の停止も含めた処置も視野に入れるべきと考え

ます。 

なお、実施状況の検証においては、ＮＴＴグ

ループ各社の報告内容、及び総務省殿における

判断基準・検証方法を可能な限り開示頂き、例

えば、競争政策委員会等のオープンな場で十分

に検証して頂くといった透明性の高いスキーム

にて進めて頂く必要があると考えます。 

（イー・アクセス） 

 

■ （ア）ＮＴＴグループ統合請求 

本年７月１日より、ＮＴＴグループの料金の

請求・回収業務等の統合が開始されています。

本施策について総務省殿は、「当該施策の内容

を実施することは、日本電信電話株式会社等に

るため、以下の通り見直しを行う必要があると

考えます。 

（ア）該当基準の明確化 

これまで競争セーフガード制度で注視事項

とされた事例等をもとに、禁止行為の該当

基準やその根拠を競争政策委員会等のオー

プンな場で議論し、例えば、ガイドライン

等を策定して明確化を図る。 

（イ）市場環境や業務実態を踏まえた規制対象の

見直し 

市場環境の変化やＮＴＴグループの業務実

態の変化を踏まえて、潜脱行為が行われて

いる  子会社や業務委託先を規制対象や

監督対象に追加することを検討。 

（イー・アクセス） 

 

■ ＫＤＤＩ殿、イー・アクセス殿、ケイ・オプ

ティコム殿が述べているとおり、ＮＴＴグルー

プの料金の請求・回収業務等の統合が公正競争

に与える影響は極めて大きいものであることか

ら、引き続き、公正競争確保の観点から、当該

施策の実施自体の妥当性や実施する場合の条件

（同等性等が確保され、不当な競争環境が惹起

されてないか）の妥当性について、オープンな

場で十分な時間をかけて検証していくことが必

要と考えます。その際は、当然総務省殿の検証

結果等を公開したうえで、判断基準・検証方法

の妥当性について外部検証性を確保するととも

に、個別の協議状況等に係る競争事業者の意見

も聴取すべきと考えます。 

 ２０９ 



関する法律によりＮＴＴ東日本及びＮＴＴ西日

本に課されている電話の役務のあまねく日本全

国における適切、公平かつ安定的な提供につい

ての責務に係る規定、各事業会社に課した累次

の公正競争確保のための措置、電気通信事業法

により各事業会社に課されている料金規制及び

消費者保護ルール、並びに市場支配的な電気通

信事業者に対して課されている行為規制等の趣

旨を引き続き確保する観点からの課題が認めら

れます」として、ＮＴＴグループ各社に対し、

行政指導を行っているところです。本指導にお

いて、公正競争環境は一定程度確保されたもの

の、本施策により、ＮＴＴグループの延べ１億

３千万人に上るユーザ、合わせて８兆円を超え

る料金債権がＮＴＴファイナンス株式会社殿へ

と集約され、「ヒト・モノ・カネ・情報」とい

うグループの経営資源が日本電信電話株式会社

（以下、「ＮＴＴ持株」という。）殿の元に統

合されることについては、ＮＴＴグループの組

織の再統合・独占回帰という、より本質的な問

題が依然として存在します。従って、本件につ

いては、引き続き、公正競争確保の観点から、

当該施策の実施自体の妥当性や実施する場合の

条件（同等性等が確保され、不当な競争環境が

惹起されてないか）の妥当性について、オープ

ンな場で十分な時間をかけて検証していくこと

が必要と考えます。その際は、当然総務省殿の

検証結果等を公開したうえで、判断基準・検証

方法の妥当性について外部検証性を確保すると

ともに、個別の協議状況等に係る競争事業者の

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ ＮＴＴグループ各社の料金の請求・回収業務

の統合については、これまで積み重ねられてき

た、移動体通信業務分離やＮＴＴ再編を始めと

する競争政策の流れを無視して、なし崩し的に

グループの再統合、独占への回帰を図っている

という点で、ＮＴＴ法の趣旨に反する行為であ

り、本施策によりＮＴＴグループ一体化の動き

が既成事実化することは問題です。 

また、ＮＴＴグループ各社は本施策について

お客様の利便性向上のためであることを強調し

ていますが、ドミナント事業者同士の連携によ

って、競争事業者の事業活動が困難となって

は、却って良質・廉価なサービスが市場に提供

されなくなり、長期的には消費者の不利益につ

ながるおそれがあると考えます。 

（ＫＤＤＩ） 

 

■ ご指摘の料金業務の見直しは、当社の通信サ

ービス料金の請求・回収を効率的に実施するた

めに、あくまで現行制度の枠内で業務運営体制

を見直すものであり、公正競争にも十分配慮し

て実施しております。また本年３月、総務省か

ら規制等の趣旨を確保する観点から講ずべき措

置を要請されたことを踏まえ、６月に措置状況

を報告しましたが、総務省の検証の結果、特段

の問題は生じていないものと認識しておりま

す。 
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意見も聴取するべきです。 

また、こうしたグループ統合施策等につい

て、ＮＴＴグループ各社は「お客様の利便性向

上」のためであることを強調していますが、本

来公正競争といった規制は、一事業者の短期的

な視点での利便性向上のためにあるのではな

く、広く一般消費者が長期的な視点で利益を享

受するためにあるものです。これは、ある企業

が不当廉売を行った場合、短期的には消費者の

利益になりますが、長期的には廉売を行ってい

る事業者自らと同等またはそれ以上に効率的な

事業者の事業活動を困難にさせることになり、

結果として、良質・廉価な商品または役務が提

供されなくなり、消費者の不利益につながるお

それがあることと同様です。こうした行為は、

私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法

律において、明確に禁止されています。従っ

て、政策決定者の方々におかれましては、是非

とも「一事業者の短期的な視点での利便性向

上」のためではなく、広く一般消費者が長期的

な視点で利益を享受するための政策を今後も実

施していただくことを望みます。 

なお、万が一、今回の統合請求にあたり新設

された「ＮＴＴ ｔａｂａｌポイント」サービス

によるポイント還元等による実質的なセット割

引や、本施策を先例としたお客様相談窓口、保

守対応、営業等の統合を今後ＮＴＴグループが

実施する場合、当該サービスの提供が決して認

められるべきでないのは勿論のこと、ＮＴＴ 

再編等の趣旨を著しく没却するものとして、即

・ なお、当社からＮＴＴファイナンス社に対し

て、料金業務の移管についてポイント原資の補

助は一切行っておりません。「ｔａｂａｌポイ

ント」等ポイント還元の提供については、ＮＴ

Ｔファイナンス社の経営判断で行っているもの

と認識しております。 

（ＮＴＴドコモ） 

 

■ ソフトバンクグループ３社殿は、今回のＮＴ

Ｔファイナンスにおける通信サービス等料金の

請求・回収業務（以下、「本業務」という。）

について、「（ＮＴＴ）グループ統合施策」と

断じた上で、私的独占の禁止及び公正取引の確

保に関する法律（以下、「独占禁止法」とい

う。）の不当廉売を例にとって、短期的には消

費者の利益になるが、長期的には消費者の不利

益につながるおそれがあると主張しています

が、そもそも独占禁止法において不当廉売が禁

止される所以は、①不当な手段（正当な理由な

く商品またはサービスをその供給に要する費用

を著しく下回る対価で継続して供給すること

等）により、②競争を排除する（他の事業者の

事業活動を困難にさせて市場から退出させるこ

と等）ところにあります。 

本業務がこのいずれにも該当しないことは明

らかです。それにもかかわらず、本業務を規制

するように主張することは、広く一般消費者が

長期的な視点で享受すべき利便性を犠牲にし

て、特定の事業者の短期的な視点での利害を優

先するものと言わざるを得ません。 
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刻、ＮＴＴ組織の在り方の見直し議論に波及す

る問題であると考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ ＮＴＴファイナンスによるグループ各社の料

金請求・回収業務の統合について 

  本年７月より、ＮＴＴファイナンスによって

ＮＴＴグループの料金の請求・回収業務等の統

合が開始されました。２月の報道発表以降、競

争事業者からは、本施策が公正競争に与える影

響は極めて大きいとして、実施延期や見直しを

含む指導及び情報公開等を求めてきました。こ

れを受けて、総務省も、３月２３日にＮＴＴ

東・西、ＮＴＴドコモ、ＮＴＴコミュニケーシ

ョンズ、ＮＴＴファイナンスに対して行政指導

を行い、ＮＴＴグループ各社に課せられている

ＮＴＴ法や事業法により課されている各種規制

等の趣旨が引き続き確保されるよう、適切な措

置を講じ当該措置の内容を実施前に報告するこ

とを要請していました。 

 ６月２８日に、競争事業者から総務大臣宛に

提出した要望書に述べているとおり、ＮＴＴグ

ループ各社からの報告内容や、総務省における

検証の際の判断基準・検証方法・検証結果を公

開して外部検証性を確保することや、審議会等

の場において、競争事業者等の意見も踏まえた

上で、十分に検証を重ねるべきであるとする要

望書を提出しました。 

ＮＴＴグループ各社からの報告内容は公開さ

公正競争規制は、広く一般消費者が長期的な

視点で利益を享受するためにあるべきものであ

り、事業者がお客様の利便性向上や経営の効率

化に向けて、正当な創意工夫や改善努力を通じ

て切磋琢磨することを阻害することがないよう

運用していただくことを望みます。 

（ＮＴＴ持株） 

 

■ ＮＴＴファイナンスにおける通信サービス等

料金の請求・回収業務に関しては、あくまで、

お客さま利便の向上と通信サービス料金の請

求、回収業務の効率化を目的として、業務運営

体制を見直すものであり、総務省からの要請内

容も踏まえて、必要な措置を講じた上で、適切

に業務運営を実施しております。 

（ＮＴＴコミュニケーションズ） 

 

■ 本施策については、現行制度の枠内で、お客

様利便の向上と通信サービス料金の請求・回収

業務の効率化を目的として業務運営体制を見直

すものであり、実施自体問題ないと考えます。 

・ また、当社は総務省からの「貴社が提供する

電気通信役務の料金等に係る業務をＮＴＴファ

イナンス株式会社へ移管すること等に関して講

ずべき措置について（要請）」（総基事第３２

号 平成２４年３月２３日）を受け、必要な措

置を報告し、これに従って適切な業務運営を行

っているとともに、その状況は総務省に毎年度

報告することから、更なる検証は不要と考えま

す。 
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れましたが、総務省における検証の際の判断基

準・検証方法・検証結果についての公開は、現

時点では行われていません。ついてはこれらの

公開と、審議会等の公の場における十分な検証

を速やかに実施すべきと考えます。 

  なお、総務省はＮＴＴグループの料金請求・

回収業務等の統合について条件を付しているも

のの、本施策によりＮＴＴグループ一体化の動

きが既成事実化することは問題であり、今後新

たに公正競争上問題のあるＮＴＴグループの統

合等に係る施策が実施されることのないよう、

公正競争環境確保の観点からより厳格なルール

運用を行っていくべきです。 

（ＫＤＤＩ） 

 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ 本施策については、現行制度の枠内で、お客

様利便の向上と通信サービス料金の請求・回収

業務の効率化を目的として業務運営体制を見直

すものであり、実施自体問題無いと考えます。 

・ また、当社は総務省殿からの「貴社が提供す

る電気通信役務の料金等に係る業務をＮＴＴフ

ァイナンス株式会社へ移管すること等に関して

講ずべき措置について（要請）」（総基事第３

２号 ２０１２年３月２３日）を受け、必要な

措置を報告し、これに従って適切な業務運営を

行っているとともに、その状況は総務省殿に毎

年度報告することから、更なる検証は不要と考

えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

 意見５６ 活用業務制度は、ＮＴＴ再編成の趣

旨をないがしろにするものであることから、

廃止すべき。活用業務制度が廃止されるまで

は、公正競争環境に与える影響等について確

認を行った判断基準・検証結果等を公表する

ことを含め、活用業務に係る公正競争上の課

題に関して外部検証性を確保すべき。 

 再意見５６  考え方５６ 

■ ②「活用業務制度」の是非 

昨年１１月の改正ＮＴＴ法の施行による、Ｎ

ＴＴ東西殿における活用業務制度の認可制から

届出制への規制緩和については、本年１月２４

日付け２３事業者連名で提出した要望書のとお

り、届出書の記載だけでは、具体的なサービス

内容が不明確であり、今後を含め如何なるサー

■ 株式会社ケイ・オプティコム、ソフトバンク

ＢＢ株式会社、ソフトバンクテレコム株式会

社、ソフトバンクモバイル株式会社、ＫＤＤＩ

株式会社のご意見に賛同いたします。 

「活用業務制度」については、これまで多く

の事業者が再三に渡り強い懸念を示していると

おり制度そのものを廃止すべきと考えます。 

■ ＮＴＴ再編成の趣旨は、独占的な地域通信

部門と競争的な長距離通信部門を独立の会社

とし、独占的な地域通信部門の市場支配力の

濫用を防止し、もって公正競争の一層の促進

を図るものである。一方、活用業務は、ＮＴ

Ｔ法第２条第５項の規定により、地域電気通

信業務等の円滑な遂行及び電気通信事業の公
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ビスに利用されるか判別し難いため、結果とし

て、ＮＴＴ東西殿によるなし崩し的な業務範囲

拡大を助長する恐れがあります。そもそも、ボ

トルネック設備を保有するＮＴＴ東西殿に対す

る活用業務制度は、ＮＴＴ殿の独占部門と競争

部門を分離して競争を一層促進し、ひいては国

民利便の向上に繋げるというＮＴＴ再編の趣旨

をないがしろにするものであることから、同制

度は本来廃止すべきと考えます。 

本内容については、総務省殿「競争セーフガ

ード制度に基づく検証結果（２０１１年度）

（案）に関する意見及びその考え方」におい

て、「活用業務の届出があった際は、総務省に

おいて『ＮＴＴ東西の活用業務に係る公正競争

ガイドライン』に沿って、公正競争環境に与え

る影響等について確認を行っている。」とされ

ています。 

届出制のもとでは、活用業務に係る手続きに

ついて透明性・客観性をより一層向上させる必

要があることから、届出書に具体的なサービス

内容を記載する等、より詳細な情報をＮＴＴ東

西殿に公開させる仕組みに改めることが必須で

す。 

加えて、総務省殿においては、「公正競争環

境に与える影響等について確認」に係る判断の

基準・根拠、検証結果等について公表すること

を含め、活用業務に係る公正競争上の課題に関

して外部検証性を確保していただくことを要望

いたします。 

（ケイ・オプティコム） 

同時に、今後の公正競争環境を確保するため

にもＮＴＴグループに係る「グループドミナン

スの行使」、「ボトルネック設備の保有」など

の問題を抜本的に解決することが必要と考えま

す。 

（アットアイ） 

 

■ ＫＤＤＩ殿が述べているとおり、「ＮＴＴグ

ループによる「グループドミナンスの行使」、

「ボトルネック設備の保有」に係る諸問題を解

決することが先決」であることから、活用業務

制度は直ちに廃止したうえで、当該問題を抜本

的に解決することが必要と考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ 上述のとおり、そもそも活用業務制度は直ち

に廃止すべきと考えますが、ＫＤＤＩ殿が述べ

ているとおり、「公正競争上問題があるサービ

スであっても、まずは活用業務として届け出て

サービスを開始することを繰り返すことで既成

事実化し、なし崩し的に業務範囲を拡大する恐

れ」があるため、活用業務制度が廃止されるま

では、最低限、届出からサービス開始までの間

に審議会等の公の場で十分に議論する等、慎重

な制度運用を要望します。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ ＫＤＤＩ殿が述べているとおり、「総務省へ

正な競争の確保に支障のない範囲内に限り営

むことができるとされており、総務省におい

て、個々の活用業務に係る届出ごとに当該業

務が上述の範囲内で営まれることについて確

認していることから、御指摘のＮＴＴ再編成

の趣旨をないがしろにするものではない。 

 

■ 活用業務に係る公正競争上の課題に関する

外部検証性を確保すべきとの御意見について

は、ＮＴＴ法施行規則第２条の３の規定によ

り、活用業務の届出を受理した場合は、速や

かに、当該届出書に記載された事項を公表す

るとともに、活用業務の開始の日までに、届

出のあった活用業務の内容について活用業務

ガイドラインに沿って確認し、当該確認の内

容についても公表している。これらに基づ

き、競争事業者等は、ＮＴＴ法第２条第５項

に規定にする範囲内で営まれることとなるか

否かの指摘や具体的事例の提示を行うことが

可能であることから、外部検証性は確保され

ている。 

 

■ 活用業務制度を含むＮＴＴグループに対す

る規制の在り方については、考え方４０のと

おり。 
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■ （イ）活用業務制度について 

＜制度全般について＞ 

そもそも活用業務制度は、「事実上独占とな

っている東・西ＮＴＴの地域網のオープン化を

徹底させるための措置」等をＮＴＴ東西殿に自

主的に講じさせることにより、地域通信市場に

おける競争を確実に進展させることが、制度導

入の前提条件の一つであったと認識していま

す。同制度導入後、数年間においては、メタル

アクセス回線等の開放政策により、ＡＤＳＬ市

場をはじめとして、一定の競争が進展しまし

た。しかしながら、ＩＰ網や光アクセス回線へ

のマイグレーションが進展している現状におい

ては、ＮＴＴ－ＮＧＮや光アクセス回線の開放

が、メタルアクセス回線等と同等の開放に至っ

ていないことから、これまでメタルアクセス回

線上でサービスを提供してきた多くの競争事業

者の事業継続が困難なものとなっています。こ

のようにボトルネック設備の開放が不十分な状

況下において、業務範囲を拡大させることは、

その市場支配力をさらに強化するものとなるこ

とから、公正競争上、問題を生じさせることに

なると考えます。 

また２０１１年１１月末には改正日本電信電

話株式会社等に関する法律（以下、「ＮＴＴ

法」という。）が施行され、ＮＴＴ東・西殿に

よる活用業務制度が認可制から届出制へと規制

緩和されましたが、同法施行後、２０１１年１

２月２１日にＮＴＴ東日本殿から「インターネ

の活用業務の届出は具体的なサービス名は明示

されることなく包括的に行われることから、同

種の設備構成・提供形態による全く異なるサー

ビスであっても、個々に活用業務の届出を行う

ことなしにサービスが開始される恐れ」がある

ことから、ＮＴＴ東西殿における届出について

は、具体的なサービスごとに実施させたうえ

で、それぞれ厳格に調査・検証を行うべきと考

えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ 弊社共意見書でも述べたとおり、現状の法体

系の下、ＮＴＴ東西殿がＩＳＰ業務やモバイル

業務等を活用業務として営むことは想定し得な

い事態ではありますが、仮にＮＴＴ東西殿にて

同種の業務拡大を企図することとなれば、当該

サービスの提供が決して認められるべきでない

のは勿論のこと、ＮＴＴ再編等の趣旨を著しく

没却するものとして、即刻、ＮＴＴ組織の在り

方の見直し議論に波及する問題であると考えま

す。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ 先般の当社提出意見のとおり、活用業務制度

は、ＮＴＴ東・西の本来業務を地域通信市場に

限定したＮＴＴ再編の趣旨を蔑ろにするもので

あり、本来であれば、ドミナント事業者である

ＮＴＴグループによる「グループドミナンスの
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ット接続回線上のサーバ設備を利用したアプリ

ケーションサービス」（以下、「ＡＳＰサービ

ス」という。）が申請されたことを皮切りに、

２０１２年４月２７日には同じくＮＴＴ東日本

殿から「サーバ設備を利用した容量貸し及び複

製・保管サービス」（以下、「クラウドサービ

ス」という。）、同年５月２１日には、ＮＴＴ

西日本殿からＡＳＰサービスが申請されていま

す。認可制時代は、申請数が年間平均１．１件

であったことを踏まえると、届出制への移行後

は半年で３件と、実に５倍以上の申請数となっ

ており、届出制への移行をきっかけとして、Ｎ

ＴＴ東西殿によるなし崩し的な業務範囲拡大が

進行し、公正競争上、さらに大きな問題を生じ

させることになっていることは明らかです。 

また、ＮＴＴ東西殿の業務範囲の制限は、公

正競争確保のため極めて重要な法的規制であ

り、子会社を通じさえすれば自由に業務範囲を

拡大できるというものではないと考えますが、

本年６月２２日、ＮＴＴの新社長は所信表明に

おいて、「ＮＴＴ東、西の業務はアクセスビジ

ネスに限定されているが、それ以外は、全くで

きないわけではない。子会社を通じた形とか、

まだやっていける余地はあると思う。」（２０

１２年７月２日 通信興業新聞第１面）と発言

しています。こうした制度を無効化するような

行為を示唆していることを踏まえると、活用業

務制度自体の見直しの時期に入っていると言わ

ざるを得ません。 

従って、活用業務制度についてはただちに廃

行使」、「ボトルネック設備の保有」に係る諸

問題を解決することが先決であるにもかかわら

ず、そのような問題を解決しないままＮＴＴ

東・西の業務範囲拡大が認められてしまったと

いうところに根本的問題があり、直ちに廃止す

べきと考えます。 

このような状況にもかかわらず、認可制から

届出制へと規制緩和されることによって、競争

事業者はパブリックコメントを通して公式に意

見を主張する場がなくなることに対し、ＮＴＴ

東・西は、公の場での議論を経ることなく短期

間で活用業務を開始できるようになることか

ら、公正競争上問題があるサービスであって

も、まずは活用業務として届け出てサービスを

開始することを繰り返すことで既成事実化され

る懸念があります。また、総務省への活用業務

の届出は具体的なサービス名は明示されること

なく包括的に行われることから、同種の設備構

成・提供形態による全く異なるサービスであっ

ても、個々に活用業務の届出を行うことなしに

サービスが開始される状況にあり、なし崩し的

に業務範囲を拡大する恐れがあります。 

このようなことが起こらないよう、総務省に

おいては省令・ガイドラインにおいて十分な事

前届出期間や競争事業者の意見を反映する公の

場を設ける等を規定し、同等性の確保やグルー

プドミナンス排除の実効性を図るために個々の

サービス単位で届出を求め厳格に調査・検証を

行う等、公正競争環境を確保した上で、慎重な

運用をすべきと考えます。 
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止したうえで、真の公正競争環境を確保してい

くため、ボトルネック設備の開放に係る問題及

び独占事業体であるＮＴＴグループに係る問題

を抜本的に解決することが必要と考えます。ま

た、そもそも活用業務制度の導入の際に参考と

された米国における１９８２年のＡＴ＆Ｔの同

意審決においては、旧ＡＴ＆Ｔグループの資本

分離を含んだ完全分割と引換えであったこと、

及び、１９９６年の米国の通信法改正において

も、その組織形態が検討の前提にあったことを

踏まえると、今後活用業務制度を継続させるの

であれば、速やかにＮＴＴの組織形態の在り方

を検討すべきです。 

なお、活用業務制度が廃止されるまでは、最

低限、届出からサービス開始までの間に審議会

等の公の場で十分に議論する等、慎重な制度運

用を要望します。 

＜上位レイヤへの進出について＞ 

上述のとおり、今般ＮＴＴ東西殿において

は、ＡＳＰサービスやクラウドサービスといっ

た上位レイヤへの進出が目立っています。しか

しながら、現行制度においてＮＴＴ東西殿によ

る放送分野への進出が明確に禁止されている理

由として、「独占的な地域通信網のインフラを

通じて通信の隣接分野であるコンテンツ（情報

内容）市場へ不当な影響力が行使され、ハー

ド・ソフト両分野にわたる一体的支配のおそれ

を排除するため」（「ＩＴ革命を推進するため

の電気通信事業における競争政策の在り方につ

いての第一次答申～ＩＴ時代の競争促進プログ

さらに、公正競争上支障があることが明白で

ある移動体事業やＩＳＰ事業等への参入の禁

止、公正競争確保のための委員会等の設置によ

る透明性確保や検証機能の強化等を実施し、そ

の上で包括的検証において公正競争上の問題が

あると認定されれば、活用業務制度のみならず

ＮＴＴの在り方を含めた競争政策全体を見直す

べきと考えます。 

（ＫＤＤＩ） 

 

■ 当社はこれまでも、第一種指定電気通信設備

規制や、禁止行為規制、指定電気通信役務規

制、業務範囲規制のほか、ＮＴＴ再編成時の公

正競争要件等の各種法令・ガイドラインを遵守

し、公正競争の確保に努めてまいりました。ま

た、活用業務を営むにあたっては、引き続き

「ＮＴＴ東西の業務拡大に係る公正競争ガイド

ライン」等を遵守し、公正競争の確保に努めて

いく考えです。 

・ この活用業務制度は、平成１３年のＮＴＴ法

改正により、県内／県間の区分のないインター

ネット時代に対応した低廉で多様なサービスと

いった技術革新による新しい技術可能性の増大

に対応した新たなサービスの提供を可能とする

等の観点から制度化され、当社はこれまでＩＰ

電話サービスの県間役務等に係る料金設定や、

フレッツサービスの県間役務提供等について、

認可を得て実施してまいりました。 

 その間において、情報通信市場は、技術のイ

ノベーションが非常に早く、モバイル化、ブロ
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ラム～」２０００年１２月２１日 電気通信審

議会より抜粋）と挙げられていることを踏まえ

ると、こうした上位レイヤへの進出は、「ハー

ド・ソフト両分野にわたる一体的支配のおそ

れ」があることが明らかであるため、活用業務

としても本来、認められるべきでないと考えま

す。 

また、「ＩＳＰ業務やモバイル業務について

は、電気通信事業の公正な競争の確保に看過し

得ない著しい支障をおよぼすおそれのある事態

も容易に想定される」と２０１１年１１月１７

日公表の「日本電信電話株式会社等に関する法

律施行規則の一部を改正する省令案に対する意

見及びその考え方」において総務省殿の考え方

が示されています。この点も踏まえ、現状の法

体系の下、ＮＴＴ東西殿がＩＳＰ業務やモバイ

ル業務等を活用業務として営むことは想定し得

ない事態ではありますが、仮にＮＴＴ東西殿に

て同種の業務拡大を企図することとなれば、当

該サービスの提供が決して認められるべきでな

いのは勿論のこと、ＮＴＴ再編等の趣旨を著し

く没却するものとして、即刻、ＮＴＴ組織の在

り方の見直し議論に波及する問題であると考え

ます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ 活用業務制度の認可制から届出制への変更に

ついて 

活用業務制度は、ＮＴＴ東・西の本来業務を

ードバンド化が大きく進展し、端末やコンテン

ツ・アプリケーションの市場拡大と通信との一

体的サービス提供が進展するとともに、サービ

スやプレイヤーのグローバル化が急激に進む

等、活用業務制度の導入時点と比べ、大きなパ

ラダイムシフトが進展してきております。 

・ 当社は、これまでも光サービスを世界に先駆

けて本格展開し、ブロードバンドの普及に全力

で取り組んでまいりましたが、ブロードバンド

の一層の普及に向けては、広く社会・経済・国

民生活の中でＩＣＴの利活用を推進していくこ

とが重要であり、そのためには情報通信市場の

パラダイム変化を十分踏まえ、従来の電話を前

提とした規制等を見直し、ＩＰブロードバンド

市場において各事業者が自由に事業展開を行う

ことができる環境の整備が必要と考えます。 

 したがって、活用業務制度の運用にあたって

は、お客様の利便性向上・ＩＣＴ利活用の促進

のためにも、スピーディーかつ安定的なサービ

ス提供が可能となるよう運用いただくととも

に、これまでの市場の変化を見極めつつ、適

宜、柔軟な見直しを実施していただきたいと考

えます。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ 情報通信市場は、モバイル化、ブロードバン

ド化が大きく進展するとともに、サービスやプ

レイヤーのグローバル化が急速に進み、例えば

ＧｏｏｇｌｅやＡｐｐｌｅ等の巨大なグローバ

ルプレイヤーが、タブレットＰＣやスマートフ
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地域通信市場に限定したＮＴＴ再編の趣旨を蔑

ろにするものであり、本来であれば、ドミナン

ト事業者であるＮＴＴグループによる「グルー

プドミナンスの行使」、「ボトルネック設備の

保有」に係る諸問題を解決することが先決であ

るにもかかわらず、そのような問題を解決しな

いままＮＴＴ東・西の業務範囲拡大が認められ

てしまったというところに根本的問題があり、

直ちに廃止すべきと考えます。 

「東・西ＮＴＴの業務範囲拡大に係る公正競争

ガイドライン」においては、活用業務の認可要

件である、電気通信事業の公正な競争を確保す

るためにＮＴＴ東・西が講ずべき措置として７

つのパラメータが規定されているところです。

本規定自体は公正競争を担保する要件が網羅さ

れているものの、競争事業者との同等性の確保

やグループドミナンスの排除等の実効性が担保

されていないことから、これまで認められてき

たＮＧＮをはじめとする活用業務によってＮＴ

Ｔ東・西の光ファイバシェアは７４．２％（２

０１２年３月末時点「電気通信サービスの契約

数及びシェアに関する四半期データの公表（平

成２３年度第４四半期（３月末）））と依然と

して高止まりしている状況となっています。 

昨年６月８日に競争事業者２２社が総務大臣

宛に提出した連名要望書でも述べているとお

り、認可制から届出制へと規制緩和されること

によって、競争事業者はパブリックコメントを

通して公式に意見を主張する場がなくなること

に対し、ＮＴＴ東・西は、公の場での議論を経

ォン上のアプリケーションにより通信サービス

（電話・メール等）を自在に提供するなど、端

末やコンテンツ・アプリケーションと通信との

一体的なサービス提供が進展し、お客様はその

多様なサービス・選択肢を自由に選択・利用し

うる状態になっている等、活用業務制度の導入

時点と比べ、さらに加速度的に変化してきてお

ります。 

・ また、ＮＴＴグループ以外の事業者は、市場

環境・競争環境の変化に対応し、自社のスマー

トフォンと自社又は特定の他社のＦＴＴＨ等を

組み合わせた割引サービスの提供を開始する

等、柔軟なサービス提供を展開しています。こ

のような中でＮＴＴグループだけが柔軟に連

携・対応できないとすると、ＮＴＴグループの

お客様だけが不利益を被ることになり、ＩＰ・

ブロードバンドの利活用促進やお客様利便の向

上を阻害することになります。 

・ したがって、市場環境や競争環境の変化を踏

まえ、ＮＴＴ東西の業務範囲を制限するといっ

た電話時代の考え方を改め、過去に認可申請し

た活用業務において課された認可条件等のう

ち、実態にそぐわない不要な規制は見直し又は

撤廃していただきたいと考えます。 

（ＮＴＴ東日本） 
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ることなく短期間で活用業務を開始できるよう

になることから、公正競争上問題があるサービ

スであっても、まずは活用業務として届け出て

サービスを開始することを繰り返すことで既成

事実化し、なし崩し的に業務範囲を拡大する恐

れがあります。 

そのためにも、省令・ガイドラインにおいて

十分な事前届出期間や競争事業者の意見を反映

する公の場を設ける等を規定し、同等性の確保

やグループドミナンス排除の実効性を担保し、

公正競争環境を確保した上で、慎重な運用をす

べきと考えます。 

加えて、総務省への活用業務の届出は具体的

なサービス名は明示されることなく包括的に行

われることから、同種の設備構成・提供形態に

よる全く異なるサービスであっても、個々に活

用業務の届出を行うことなしにサービスが開始

される恐れもあります。そのようなことが起こ

らないよう、総務省では個々のサービス単位で

届出を求め厳格に調査・検証を行う必要がある

と考えます。 

さらに、公正競争上支障があることが明白で

ある移動体事業やＩＳＰ事業等への参入の禁

止、公正競争確保のための委員会等の設置によ

る透明性確保や検証機能の強化等を実施し、そ

の上で２０１４年度の包括的検証において公正

競争上の問題があると認定されれば、活用業務

制度のみならずＮＴＴの在り方を含めた競争政

策全体を見直すべきと考えます。 

（ＫＤＤＩ） 
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 意見５７ ＮＴＴ東西及びＮＴＴコミュニケー

ションズの共同営業行為と疑われる事例が見

受けられる。総務省は、実態の調査等を行っ

たうえ、是正に向けた措置等を講ずるべき。 

 再意見５７ 考え方５７ 

■ （ウ）ＮＴＴ東西殿及びＮＴＴコミュニケー

ションズ殿の共同営業行為 

ＮＴＴ東西殿が自社ユーザの新規獲得に当た

り、併せてエヌ・ティ・ティ・コミュニケーシ

ョンズ株式会社（以下、「ＮＴＴコミュニケー

ションズ」という。）殿のサービスに割引を付

すという事例を始め、事業法等で禁止されてい

る共同営業行為と疑われる事例が見受けられま

す。これらはＮＴＴグループの一体となった営

業行為であると考えられ、電気通信事業法第３

０条第３項第２号及び「「日本電信電話株式会

社の事業の引継ぎ並びに権利及び義務の承継に

関する基本方針」（平成９年郵政省告示第６６

４号）における承継会社への事業の引継ぎに当

たって電気通信の分野における公正な競争の確

保に関し必要な事項に関する基本的な事項」

（八）（九）に実質的に該当するものと考えま

す。総務省殿においては、踏み込んだ実態の調

査等を行ったうえ、是正に向けた措置等を講じ

ていただきたいと考えます。 

・ ＮＴＴ東日本殿のフレッツ光ネクスト導入を

条件にＮＴＴコミュニケーションズ殿のＩＳＰ

料金の値下げ提案を同一のＮＴＴ東日本営業担

当者が実施等 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

■ 弊社はＮＴＴ東日本・西日本とは独立して営

業活動を実施しており、再編成の主旨に反する

ものではありません。 

（ＮＴＴコミュニケーションズ） 

 

■ 当社はＮＴＴコミュニケーションズ殿とは独

立した営業活動を実施しており、また、当社が

ＮＴＴコミュニケーションズの販売業務を受託

する場合の条件、当社がＮＴＴコミュニケーシ

ョンズに提供する情報は他の電気通信事業者と

の間のものと同一としており、公正競争上の問

題はありません。 

・ なお、当社としては、お客様の多様なご要望

に基づき実施する他社との共同提案について

は、利用者利便を確保する観点から制限される

べきでないと考えます。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ 電気通信役務の提供に関する取引条件、当社

がＮＴＴコミュニケーションズ殿の販売業務を

受託する場合の条件、当社がＮＴＴコミュニケ

ーションズ殿に提供する顧客情報その他の情報

は、他の電気通信事業者との間のものと同一と

しており、公正競争上の問題はありません。 

・ なお、当社としては、お客様の多様なご要望

に基づき実施する他社との共同提案について

■ ＮＴＴコミュニケーションズによれば、Ｎ

ＴＴ東西と独立して営業活動を実施している

としており、また、ＮＴＴ東西によれば、Ｎ

ＴＴコミュニケーションズの販売業務を受託

する場合の条件や同社に提供する顧客情報そ

の他の情報について、他の電気通信事業者と

の間のものと同一であるとしている。以上の

点を鑑みれば、現時点で、公正競争上の問題

が発生しているという論拠があるとはいえな

い。 

  ただし、これらを確保するための運用が徹

底されない場合には、事業法第３０条第３項

第２号及び第３１条第２項第２号並びに「Ｎ

ＴＴの承継に関する基本方針」（八）及び

（九）に抵触するおそれがあるため、ＮＴＴ

東西とＮＴＴコミュニケーションズとの間の

販売業務の受託について、その状況を引き続

き注視していくこととする。 
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は、利用者利便を確保する観点から制限される

べきでないと考えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

 意見５８ ＮＴＴグループ会社間の役員等の人

事異動については、公正競争環境に著しい悪

影響を及ぼす懸念があるため、ＮＴＴの在り

方を含む競争ルール全体の見直しに当たって

は、論点として盛り込むべき。 

 再意見５８  考え方５８ 

■ （エ）ＮＴＴグループ会社間の役員等の人事

異動禁止 

ＮＴＴ持株殿を中心とした戦略的な人材配置

※２については、なし崩し的なグループの再統

合、独占への回帰を図る動きと捉えることが可

能であり、公正競争環境に著しい悪影響を及ぼ

す懸念があります。ＮＴＴの在り方を含む競争

ルール全体の枠組みの見直しに当たっては、論

点として盛り込むべきと考えます。 

※２ 別添資料１参照 

（別添資料１） 

 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

■ 役員の選任については、出身に関わらず、電

気通信事業に精通している者、あるいは当社が

必要としている高度な専門知識を有するものの

中から、人格、識見に優れ、役員として最も適

任と思われる候補者を選定しており、公正競争

上問題ないと考えます。 

・ さらに、役員の人事異動に際し、退任・退職

（転籍）後を含めた守秘義務等の遵守に関する

誓約書の提出を義務付ける等の取り組みを実施

しており、公正競争の確保に配意しておりま

す。 

（ＮＴＴドコモ） 

 

■ 再編成後の人事については、ＮＴＴの再編成

に関する基本方針で示されたＮＴＴ東日本・西

日本と弊社との間のルールを遵守しており、公

正競争上の問題はないものと認識しておりま

す。 

なお、会社間人事異動時には役員を含めた全

従業員を対象として退任・退職（転籍）後を含

めた守秘義務等の遵守に関する誓約書の提出を

義務付けるなど公正競争を確保するための取り

■ ＮＴＴグループ各社の役員等の人事異動に

ついては、ＮＴＴ持株がその業務を遂行する

ため、各グループ会社の経営実態に関する知

識を必要とする場合があり得ること等から、

一般に禁止することは適当でない。 

また、移動体分離及びＮＴＴ再編成におい

て、旧ＮＴＴと移動体部門との間においては

在籍出向の禁止、地域会社と長距離会社にお

いては役員兼任及び在籍出向の禁止を課して

いる。更に、ＮＴＴ東西等によれば、会社間

人事異動時に全従業員を対象として退任・退

職（転籍）後を含めた守秘義務等の遵守に関

する誓約書の提出を義務付けるなどの取組を

実施しているとしていることに鑑みれば、Ｎ

ＴＴグループ会社間の役員等の人事異動につ

いて、直ちに公正競争確保の観点から問題が

生じているとは認められないが、「移動体分

離の際の公正有効競争条件」（３）並びに

「ＮＴＴの承継に関する基本方針」（一）及

び（二）を実質的に潜脱する行為となってい

ないか等、公正競争環境を阻害するような問

題が生じていないかについて、今後、必要が

 ２２２ 



フトバンクモバイル） 組みを実施しており、新たな規制を追加する必

要はないものと考えます。 

（ＮＴＴコミュニケーションズ） 

 

■ 当社における人事については、「日本電信電

話株式会社の移動体通信業務の分離の際におけ

る公正有効競争条件」や「日本電信電話株式会

社の事業の引継ぎ並びに権利及び義務の承継に

関する基本方針」で示されたルールを遵守して

おり、公正競争上問題ないものと考えます。 

・ なお、会社間人事異動時には役員を含めた全

従業員を対象として退任・退職（転籍）後を含

めた守秘義務等の遵守に関する誓約書の提出を

義務付ける等、人事交流によって公正競争が阻

害されることがないよう、公正競争の遵守に引

き続き取り組んでいく考えです。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ 再編成後の人事については、ＮＴＴの再編成

に関する基本方針で示されたＮＴＴ東西とＮＴ

Ｔコミュニケーションズ殿との間のルール及び

移動体分離の際における公正有効競争条件を遵

守しており、新たな規制を追加する必要は無い

と考えます。 

・ なお、人事交流によって公正競争を阻害する

ことがないよう、会社間人事異動時には役員を

含めた全従業員を対象として退任・退職（転

籍）後を含めた守秘義務等の遵守に関する誓約

書の提出を義務付ける等の取り組みを実施して

おります。 

あると認められる場合には、検証を行うこと

とする。 

 

 

 ２２３ 



（ＮＴＴ東日本） 

 意見５９ 「フレッツ・テレビ」サービスは、

平成２０年度の要請以降もＮＴＴ東西が放送

サービスの提供主体であるような誤認を与え

る広告が引き続きなされていることから、総

務省は適切な措置等を講じるべき。 

 再意見５９  考え方５９ 

■（カ）「フレッツ」のサービス名称使用 

オプティキャスト殿が提供する「フレッツ・

テレビ」の広告表示に関しては、２００９年２

月にＮＴＴ東日本殿に対して、放送サービスの

提供主体が他社であることを広告に明記するよ

う行政指導※３が出されていますが、依然とし

てＮＴＴ東日本殿が本サービスを提供している

かのように誤認させる広告宣伝が散見される状

況です※４。 

ＮＴＴ法で放送業が禁止されていることを踏

まえれば、ＮＴＴ東西殿は「フレッツ・テレ

ビ」の提供主体がオプティキャスト殿であるこ

とを利用者が明確に理解できるようにすべきで

あり、総務省殿においては、適切な措置等を講

じるべきと考えます。 

※３「競争セーフガード制度に基づく検証結果

（２００８年度）」に基づき講じるべき措

置について（要請）（２００９年２月２５

日） 

ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｓｏｕｍｕ．ｇ

ｏ．ｊｐ／ｍｅｎｕ ｎｅｗｓ／ｓ－ｎｅ

ｗｓ／０９０２２５ ５．ｈｔｍｌ＃ｂｓ

１ 

※４別添資料２参照 

■ 「フレッツ・テレビ」の提供にあたっては、

広告・ＣＭ等については、以下の内容※を掲載

し、放送サービスの提供主体を明確にすること

で、指摘のような誤解が生じないよう努めてお

ります。また、本社に設置した広告審査組織等

において、すべての広告物の審査を実施してい

るところであります。 

 ※広告物への主な掲載内容 

  「フレッツ・テレビ」は、ＮＴＴ西日本が提

供する電気通信サービス「フレッツ・テレビ

伝送サービス」の契約と、（株）オプティキ

ャストが提供する放送サービス「オプティキ

ャスト施設利用サービス」の契約によりご利

用頂けます。 

フレッツ・テレビ月額利用料６８２．５円

（税込）（オプティキャスト施設利用料２１

０円（税込）／月を含みます。） 

 ※ＣＭでの掲載内容 

「フレッツ・テレビ」は地デジ受信方法のひ

とつであり、「フレッツ光」を利用し、

（株）オプティキャストの放送サービス（地

上／ＢＳ）を受信するサービスです。 

フレッツ・テレビ月額利用料６８２．５円

（税込）（オプティキャスト施設利用料２１

■ 「フレッツ・テレビ」サービスについて

は、現行のＮＴＴ法においてはＮＴＴ東西が

放送事業を営むことは認められておらず、活

用業務ガイドラインにおいても活用業務に放

送業は含まないとしていることを踏まえ、Ｎ

ＴＴ法に基づく業務範囲規制を厳格に運用す

る観点から、平成２１年２月、ＮＴＴ東日本

に対して、利用者が「フレッツ・テレビ」サ

ービスをＮＴＴ東日本による放送サービスと

誤解することなく、放送サービスの提供主体

が他社であることについて、明確に理解でき

るようにするため、放送サービス提供主体が

他社であることを広告に明記すること等につ

いて周知・徹底することを要請したところで

ある。当該要請以降、ＮＴＴ東西によれば、

両社が電気通信サービスを提供し、他社が放

送サービスを提供することについて、誤解が

生じないように広告物に明記しているとして

おり、総務省においても、それを確認してい

ること等から、直ちに更なる対応を取ること

が必要とはいえないが、今後、必要があると

認められる場合には、更に検証を行うことと

する。 

 

 ２２４ 



 

（別添資料２） 

 
（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ ＮＴＴ東日本の「フレッツ・テレビ」の広告

表示 

従来から指摘を重ねていますが、２０１１年

度の検証結果においても、「利用者が『フレッ

ツ・テレビ』サービスをＮＴＴ東・西による放

送サービスと誤解することのないよう、ＮＴＴ

東・西は放送サービスの提供主体が他社である

ことについて利用者が明確に理解できるように

する措置を十分に講じることが適切である。」

とされており、２００８年度の検証結果に基づ

く要請を受けたて講じている運用状況等につい

て引き続き注視するとされているところです

が、平成２４年６月時点の広告物（別添資料参

照）を見ても、「放送サービスの提供主体が他

０円（税込）／月を含みます。）」 

・ 現在、ブロードバンド市場においては、トリ

プルプレイに対するお客様ニーズに応えるべ

く、様々な事業者が自らの経営資源の活用や他

社とのアライアンスなどを通じ、映像サービス

やＩＰ電話サービス等を提供し、活発な競争を

展開しています。当社も、インターネット以外

のフレッツ光の新たな利用シーン・魅力とし

て、フレッツ光と共に提供される各種映像サー

ビスの紹介を通じて、こうしたお客様ニーズに

応えていく考えです。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ フレッツ・テレビにおいて、当社が提供して

いるのは、電気通信サービス「フレッツ光」及

び「フレッツ・テレビ伝送サービス」であり、

放送サービスの提供は行っていません。 

・ また、当社はフレッツ・テレビの提供におい

て、放送サービスの提供主体がオプティキャス

ト殿である旨を広告に明記しており、指摘のよ

うな誤解が生じないよう努めているところで

す。 

・ したがって、現に公正競争上の問題は生じて

おらず、また、放送サービスの提供主体を誤認

しないための措置は既に講じていることから、

新たな措置を追加する必要は無いと考えます。 

・ 当社は今後とも電気通信サービスである「フ

レッツ光」、「フレッツ・テレビ伝送サービ

ス」等の提供を通じて、インターネットのみな

らず、映像サービス等ますます多様化してきて

 ２２５ 



社であること」を利用者が視認しやすい表記に

なっているとはいえません。 

ＮＴＴ東・西が放送事業を行うことは禁止さ

れており、提供主体がＮＴＴ東・西であるよう

な誤解を利用者に与える広告手法は問題です。

利用者への説明責任の観点からも、放送サービ

スの提供主体はオプティキャストであり、同社

との契約が別途必要なことが理解できるように

目立させて表示すべきであり、注視だけでは状

況が改善しない場合は更なる対応を取る必要が

あるものと考えます。 

（別添資料） 

 

（ＫＤＤＩ） 

いるお客様のニーズに対して応えていく考えで

す。 

（ＮＴＴ東日本） 

 意見６０ 「ＮＴＴ」等の名称を使用する場合

は、サービスの提供主体を誤認させる恐れも

あるため、「ＮＴＴ」等のブランド使用に関

するガイドライン等を早急に整備すべき。 

 再意見６０  考え方６０ 

 ２２６ 



■ （オ）ＮＴＴブランド使用ルール整備 

ＮＴＴグループ各社が社名の一部に「ＮＴＴ

●●」のように「ＮＴＴ」等の名称を用いて営

業することは、ＮＴＴグループによる一体的な

サービス提供を想起させるおそれが高いと想定

されます。また、後述のとおり、株式会社オプ

ティキャスト（以下、「オプティキャスト」と

いう。）殿が提供する「フレッツ・テレビ」の

ようにサービスに「フレッツ」等の名称を使用

する場合は、サービスの提供主体を誤認させる

恐れもあるため、利用者保護及び公正競争確保

の観点から問題が生じないよう、「ＮＴＴ」等

のブランド使用に関するガイドライン等を早急

に整備すべきと考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ ＮＴＴブランドの使用 

県域等子会社やＮＴＴグループ各社は、ＮＴ

Ｔ法第８条によって本来使用がＮＴＴ持株及び

ＮＴＴ東・西に限定されている「日本電信電

話」＝ＮＴＴブランドを「ＮＴＴ東日本－○

○」や「ＮＴＴ○○」のように社名に冠するこ

とにより（別添資料参照）、ＮＴＴ再編時の趣

旨に反して公社時代から継承したブランド力

を、法の趣旨を逸脱してグループ全体で使用し

ていることから、直ちに使用を制限すべきで

す。 

（別添資料） 

■ ＮＴＴ東西以外の各社の指摘によると、ＮＴ

Ｔグループでの個人情報の流用やＮＴＴブラン

ドを濫用した営業活動等が後を絶たないようで

す。 

  思うに、ＮＴＴグループにおけるＮＴＴブラ

ンドの使用は、顧客や従業員等に対して不当に

ＮＴＴグループの一体感を認識させ、ＮＴＴ各

社を分離して公正競争を確保し、ブロードバン

ドを普及促進しようとする制度の趣旨に反する

結果を招いていると思います。 

  したがって、ＮＴＴグループ各社に対し、

「ＮＴＴ」及び「日本電信電話」の名称の使用

を禁止し、各社は、それぞれ異なる名称を使用

しなければならないこととするべきだと思いま

す。 

（個人） 

 

■ ブランドの使用については、「再編成に関す

る基本方針（平成９年１１２月４日公表）」に

おいても、一般的な商取引の問題であるとさ

れ、使用について禁止されておらず、ブランド

や信頼性は企業としての経営努力の結果として

獲得されるものであり、公正競争の観点から問

題となるものではありません。 

・ また、フレッツ・テレビの提供においては、

放送サービスの提供主体がオプティキャストで

ある旨を広告に明記しており、指摘のような誤

解が生じないよう努めているところです。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ 一般的に、隣接市場間で同一ブランドが使

用されるケースにおける事業者選択は、企業

ブランドや料金設定、営業戦略等も反映した

複合的な結果と考えられる。現時点で、公正

競争確保の観点から直ちに問題となる事象と

は必ずしもいえないが、県域等子会社等のＮ

ＴＴグループ各社におけるＮＴＴブランドの

使用も含め、今後、ブランド力に関して公正

競争の観点から問題が生じていないかどう

か、引き続き注視していくこととする。 

 

■ 「フレッツ・テレビ」におけるサービス提

供主体については、考え方５９のとおり。 

 

 

 

 ２２７ 



 

 

（ＫＤＤＩ） 

■ ブランドの使用については、「再編成に関す

る基本方針（１９９７年１２月４日公表）」に

おいても、一般的な商取引の問題であるとさ

れ、使用について禁止されていないことから、

特段の制約は必要無いものと考えます。 

・ なお、当社はフレッツ・テレビの提供におい

て、放送サービスの提供主体がオプティキャス

ト殿である旨を広告に明記しており、指摘のよ

うな誤解が生じないよう努めているところで

す。 

（ＮＴＴ東日本） 

 意見６１ ＮＴＴ東西の提供する光ポータブル

は、ＮＴＴ東西が本来業務として認められて

いない移動体通信事業への事実上の進出であ

り、無条件に放置すべきではない。 

 再意見６１  考え方６１ 

■ 光ポータブル ■ ＫＤＤＩ殿の意見のとおり、それぞれの市場■ ＮＴＴ東西が提供する光ポータブルについ

 ２２８ 



  ＮＴＴ東・西の提供する光ポータブルは、Ｎ

ＴＴドコモ等、他の携帯事業者のＳＩＭカード

を差し込むことで、３Ｇモバイルデータ通信が

利用可能となりますが、これはＮＴＴ東・西が

本来業務として認められていない移動体通信事

業への事実上の進出であり、無条件に放置すべ

きではありません。 

また、現状はＮＴＴ東・西のフレッツ光とＮ

ＴＴドコモとの直接的なパッケージ販売は行っ

ていないものの、光ポータブルを使用してＮＴ

Ｔドコモサービスを利用することが可能となっ

ており、ＦＴＴＨ市場とモバイル市場でそれぞ

れ圧倒的に高いシェアを持つＮＴＴ東・西とＮ

ＴＴドコモとの実質的な連携がなされておりま

す。従って、総務省においては、ＮＴＴグルー

プのサービスを直接的・間接的に連携させるよ

うな動きについて注視するだけでなく、厳格な

調査、検証を行い、問題が認められた場合には

是正措置を着実に講じるべきと考えます。 

（ＫＤＤＩ） 

において圧倒的に高いシェアを持つＮＴＴ東西

殿と株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ（以

下、「ＮＴＴドコモ」という。）殿の実質的な

連携等は、市場に対して大きな影響を与えるも

のと考えます。共に大きな市場支配力を有する

ＮＴＴ東西殿とＮＴＴドコモ殿等、ＮＴＴグル

ープの直接的・間接的な連携について、総務省

殿は、公正競争上の問題が生じないように、厳

格な調査及び検証を行い、必要な措置等を実施

することが必要と考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ 光ポータブルは３Ｇモバイルデータ通信が利

用できるだけでなく、宅内では無線ＬＡＮルー

タとして、屋外では公衆無線ＬＡＮサービスを

利用可能とするものであり、フレッツ光の利活

用促進に資する通信機器であると認識していま

す。３Ｇモバイルデータ通信は、各携帯電話事

業者のＳＩＭカードを利用することで実現でき

ますが、３Ｇモバイルデータ通信の役務提供及

び料金設定は各携帯電話事業者が行っているこ

とから、当社が移動体通信事業に進出している

という指摘は適当では無いと考えます。 

・ また、当社の提供する光ポータブルはＳＩＭ

フリー端末となっており、各社の様々な３Ｇモ

バイルデータ通信サービスをご利用いただくこ

とが可能で、ＮＴＴドコモ殿の３Ｇモバイルデ

ータ通信サービスもそのひとつに過ぎません。

したがって、ＮＴＴドコモ殿との排他的な連携

ては、各携帯電話事業者が提供するＳＩＭを

利用することでモバイルデータ通信が利用可

能となるが、当該モバイルデータ通信の提供

及び料金設定は各携帯電話事業者が行ってい

ることから、ＮＴＴ東西が携帯電話事業に進

出しているとは認められない。 

また、ＮＴＴ東西は、ＳＩＭフリー端末の

光ポータブルを提供しており、光ポータブル

を利用したモバイルデータ通信については複

数の電気通信事業者のサービスを選択可能で

あり、「特定の電気通信事業者に対する不当

に優先的な取扱い」や「自己の関係事業者と

一体となった排他的な業務」等に該当するも

のと直ちに認められるものではないため、公

正競争上問題があるとはいえない。 

 

■ 市場環境や競争環境の変化を踏まえたＮＴ

Ｔグループの規制の見直しについては、考え

方４０のとおり。 
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にはあたりません。 

・ むしろ、情報通信市場においては、固定と移

動の融合が急速に進展する中で、お客様利便の

高いサービスの提供に向け、各事業者が他の事

業者との協業も活用し、活発な事業展開を行っ

ているところであり、現に、他社は、特定の事

業者の固定通信を利用した場合にスマートフォ

ンの月額料金を割り引く等固定とモバイルを組

み合わせた新たなサービスを提供している一方

で、ＮＴＴ東西に対しては、電話時代を前提と

した指定電気通信設備規制や禁止行為規制とい

った非対称規制や、往時の競争環境を前提とし

た累次の公正競争要件等が課せられており、こ

れにより、お客様の利便性の向上に対する要請

に機動的かつ柔軟に対応できないとなれば、Ｎ

ＴＴグループのお客様だけが不利益を被ること

となります。 

・ したがって、すべての事業者のお客様が多様

なサービスの利便を制約無く享受し、ブロード

バンドサービスの利活用の一層の促進を図る観

点から、現在の規制のうち時代にそぐわないも

のは撤廃または緩和していただきたいと考えま

す。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ 光ポータブルについては、携帯電話事業者が

提供するＳＩＭカードを差し込むことで、３Ｇ

モバイルデータ通信が利用可能となるものであ

り、３Ｇモバイルデータ通信の役務提供及び料

金設定は、携帯電話事業者が行っていることか
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ら、当社による移動体通信事業への進出ではあ

りません。 

・ また、光ポータブルはＮＴＴドコモ殿以外の

モバイルキャリアに対応する「ＳＩＭフリー」

機種を提供しており、お客様はモバイルキャリ

アを選択いただくことが可能であることから、

排他的な共同営業にはあたらず、更なる調査、

検証及び措置は不要と考えます。 

・ むしろ、ＮＴＴグループ以外の事業者は、市

場環境・競争環境の変化に対応し、自社のスマ

ートフォンと自社又は特定の他社のＦＴＴＨ等

を組み合わせた割引サービスの提供を開始する

等、柔軟なサービス提供を展開しています。こ

のような中でＮＴＴグループだけが柔軟に連

携・対応できないとすると、ＮＴＴグループの

お客様だけが不利益を被ることになり、ＩＰ・

ブロードバンドの利活用促進やお客様利便の向

上を阻害することになります。 

・ したがって、こうした市場環境や競争環境の

変化を踏まえ、電話時代を前提とした非対称規

制の必要性から検証し、実態にそぐわない不要

な規制は見直し又は撤廃していただきたいと考

えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

３ その他 

意   見 再  意  見 考  え  方 

 意見６２ ブロードバンドとは何かを仕切り直

した上で、公正競争ではなく、セキュリティ

の適切な確保が重要。 

 再意見６２  考え方６２ 

 ２３１ 



■ １、何のためのブロードバンドなのか、を考

えること 

  正直に言えば、有線と無線では、無線を重視

する消費者が多い。簡単に言えば、スマートフ

ォンの携帯電話（デザリング）＋普通の携帯電

話、などである。もはや有線にする魅力がある

のか、に関して、ＮＴＴ側も気づいており、す

でにＮＴＴコミュニケーションズは、０５０電

話の重視をしている。 

  公正な取引かどうかをワーワー言っているう

ちに、無線局が置かれ、携帯電話で話をする時

代となってしまった。そのことを深く認識しつ

つ『ブロードバンドとは何か』を仕切りなおし

てはどうだろうか？ 

 

■ ２、市場主義でないからできることもあるこ

と 

  ＮＴＴ東西は、電話帳を毎回使うか使わない

かはともかく配布し、公衆電話を置いている。

それは一辺倒に市場主義でないからである。し

かし、電話帳の意義はだんだん薄れつつある。

その理由は、電話帳が個人情報であり、これが

悪用されたからである。 

  公正な取引を維持したいなら、極端に言えば

ＮＴＴの有線（配線）部門を分社化して公益社

団法人化し、会計とサービス料金を明確化すれ

ばよいだけである。そこに、各社が契約部門に

監査で入り、お金を払えば、携帯電話無線局を

共有化できるようにすればいいのである。ＮＴ

Ｔもおそらくそう考えている気がする。 

なし ■ 本制度は、固定系ブロードバンドサービス

と移動系ブロードバンドサービスの双方を対

象としつつ、電気通信市場における公正競争

の確保等を通じてブロードバンドの普及を促

進する観点から運用しているものである。 

御意見のとおり、セキュリティの適切な確

保は重要と考えるが、事業者間の競争を促進

し、料金の低廉化やサービスの向上を実現す

るための公正競争環境の整備を行うことは現

在においても引き続き重要と考える。 
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  しかし、いまどきそれ以外で有線部門でうま

みがあるのだろうか。公正競争でワーワー言う

べき時なのだろうか。 

  もしも、言われるとすれば、例えば、同じ契

約会社同士と別の契約会社との電話回線のつな

がる速さが違いすぎる、とかであろう。 

  しかし、そういうものは、検査すればすぐわ

かることである、と考える。 

  それよりも、今やるべき時は、セキュリティ

の適切な確保ではないかと考えられる。通信の

秘密をどうするか。通信の安全をどうするか。

それをもっと真摯に話し合うときであろう。 

  公共の維持とセキュリティに見合った料金。

これをしっかり議題に挙げてほしい。 

（個人） 

 意見６３ 競争事業者からＮＴＴ東西へ番号ポ

ータピリティを行う際に、手続の不備により

ユーザへの二重請求が発生している状況を踏

まえ、ＮＴＴ東西の再発防止策自体の実効性

があるか等の踏み込んだ検証を行うととも

に、総務省が必要な指導等を行うべき。 

 再意見６３  考え方６３ 

■ （ア）ＮＴＴ東西殿への番号ポ手続きの不備

によるユーザへの二重請求 

競争事業者からＮＴＴ東西殿へ番号ポータビ

リティを行う際に、ＮＴＴ東西殿の手続き不備

により移転元事業者（競争事業者）のサービス

が解約されず、ユーザへの請求が二重に行われ

るトラブルが発生しています。本件について

は、「競争セーフガード制度の運用に関する意

見募集（２０１１年度）」において弊社共より

■ 本事象に関しては、過去、番号ポータビリテ

ィ実施時において、移転先の事業者である当社

から移転元の事業者への連絡が不徹底だったこ

とにより発生したものであり、当社としては、

その都度お客様および事業者への対応を行い、

是正に努めてきたところです。 

・ また、本年５月からは番号ポータビリティを

伴う工事オーダー作成時において、移転元事業

者との工事日の事前調整漏れをチェックする等

■ 御指摘の事案については、番号ポータビリ

ティ実施時において、移転先の事業者である

ＮＴＴ東西から移転元の事業者への連絡が不

徹底だったことにより発生しており、ＮＴＴ

東西は、その都度利用者及び事業者への対応

を行い、是正に努めてきたとしている。更

に、平成２４年５月からシステム面での対処

を実施する等、再発防止の徹底のための更な

る改善策が講じられており、それ以降、発生
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意見を提出し、再意見等においてＮＴＴ東西殿

は移転先事業者（ＮＴＴ東西殿）から「移転元

事業者への連絡不備が原因との見解により、社

内における注意喚起及び再発防止措置を講じ

る」としました。その結果、総務省殿による本

件について特段の措置等はなされず、ＮＴＴ東

西殿の上記措置を踏まえ当該措置の遵守状況に

ついて注視する旨の考え方が示されたと認識し

ています。 

しかしながら、現時点（２０１２年６月）に

おいても二重請求のトラブルは年間数十件のペ

ースで発生しており、ＮＴＴ東西殿が再発防止

措置を講じたとされる時期以後も改善されてい

ない状況にあります。総務省殿においては、現

にユーザに不利益が発生している状況を踏ま

え、ＮＴＴ東西殿の再発防止策自体の実効性が

あるか等の踏み込んだ検証を行い、二重請求撲

滅に向けて必要な指導等をして頂くことを要望

します。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

のシステム面での対処も実施することで、更な

る改善を図ってきているところです。 

・ システム対応後、二重請求に関する事象は現

在まで発生しておりませんが、引き続き、再発

防止に努めていく考えです。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ 本事象に関しては、過去、番号ポータビリテ

ィ実施時において、移転先の事業者である当社

から移転元の事業者への連絡が不徹底だったこ

とにより発生したものであり、当社としては、

その都度お客様及び事業者への対応を行い、是

正に努めてきたところです。 

・ また、本年５月からは番号ポータビリティを

伴う工事オーダー作成時において、移転元事業

者との工事日の事前調整漏れをチェックする等

のシステム面での対処も実施することで、更な

る改善を図ってきているところです。 

・ 今回ご指摘の件については、工事予定日直前

での工事変更により発生した事象等であり、運

用フローの改善等再発防止の徹底に努めていく

考えです。 

（ＮＴＴ東日本） 

件数は大幅に減少していることを確認してい

るところである。本件は、必ずしも公正競争

上の問題であるとはいえないが、引き続き再

発防止策を徹底することが望まれる。 

 

 

意見６４ ＮＴＴ西日本の番号情報データベー

スシステムから番号情報を抽出する条件とし

て、事業者識別番号を設定し、電話帳発行を

行うことは、公正競争の確保や、電気通信事

業における個人情報保護に関するガイドライ

ンに照らして問題であり、是正措置を講ずべ

き。 

 再意見６４  考え方６４ 
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■ （イ）電話帳掲載における不利な取り扱い 

現在、一部の電話帳発行事業者がＮＴＴ西日

本殿の保有する番号情報データベースシステム

（以下、「ＴＤＩＳ」という。）から情報提供

を受ける際、事業者を選別して情報を抽出し電

話帳の発行を行っているため、ユーザにおいて

は利用する電話サービス事業者によって電話番

号が電話帳に掲載されないケースが出ておりま

す。電話帳発行を行うに当たって、一般的に電

話帳発行事業者は、ＴＤＩＳに番号登録を行う

側の電気通信事業者とは特段の個別契約を締結

することがないため、事業者を選別せずに電話

帳発行を行っています。しかしながら、お客様

が掲載情報として想定していない事業者識別情

報をＴＤＩＳ情報の抽出条件として設定できる

ために上記問題が生じていると考えられ、これ

により、止む無く電話サービスの提供事業者そ

のものを変更するユーザも存在しています。 

本事象は、結果的に競争事業者が公正な競争

を行う環境を阻害しているのみならず、電話帳

会社を選別せずに電話帳掲載を希望して電話番

号情報を提供しているお客様の権利利益をも害

しているものと考えます。加えて、掲載に当た

って本来不要である事業者識別情報を利用して

電話帳発行が行われている点については、個人

情報保護の観点から電気通信事業における個人

情報保護に関するガイドライン第２９条第２項

及び第３項の抵触等が懸念されます。従って、

総務省殿においては、実態の調査及び問題の検

証を行ったうえで、電話番号情報の抽出条件を

■ ＴＤＩＳに登録されている番号情報には事業

者識別情報が含まれていますが、これは、例え

ば、お客様から電話帳発行事業者（ＴＤＩＳ利

用事業者）に対し、掲載に誤りがある等の申告

があったときに、電話帳発行事業者が自らのデ

ータベース等を修正するだけでなく、お客様か

らの要望を踏まえ、ＴＤＩＳ登録事業者へデー

タベース等の修正を依頼する等の対応ができる

ようにするためのものです。 

・ 現に、ＴＤＩＳ登録事業者とＴＤＩＳ利用事

業者は、番号情報の誤謬の訂正等について、当

該情報を用いて相互に連携して対処しており、

ソフトバンク殿が要望されるような抽出条件の

見直しはできません。 

・ なお、ソフトバンク殿が問題視されている一

部の電話帳発行事業者の電話帳の扱いについて

は、ソフトバンク殿と当該電話帳発行事業者と

の間の問題であり、当事者間で直接解決すべき

と考えます。 

（ＮＴＴ西日本） 

■ 番号情報データシステム（以下「ＴＤＩ

Ｓ」という。）から抽出した番号情報の電話

帳への掲載に関する取扱いについては一義的

には電話帳発行事業者が判断する事項であ

り、公正競争上の問題であるとはいえない。 

なお、ＮＴＴ西日本によれば、ＴＤＩＳに

登録されている番号情報に事業者識別情報が

含まれているのは、電話帳の掲載に誤りがあ

る等の申告があったときに、ＴＤＩＳ登録事

業者へデータベース等の修正を依頼する等の

対応のために必要であるとしており、これを

踏まえれば、事業者識別情報を含む番号情報

の提供は、業務の目的達成のため必要な限度

を超えておらず、また、本人の権利利益を不

当に侵害しないものであり、電気通信事業者

における個人情報保護に関するガイドライン

（平成２３年１１月改正）第２９条第２項及

び第３項に抵触するものではないと考えられ

る。 
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見直す等、是正措置を講じて頂くことを要望し

ます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

意見６５ ベストエフォート回線を用いた０Ａ

Ｂ－ＪＩＰ電話サービスについては、技術基

準等を取り扱う場の議論のみで容認されるべ

きではなく、競争政策の観点からも議論を尽

くした上でその是非が判断されるべきであ

り、それまでの間は、当該サービスの提供は

見送られるべき。 

 再意見６５  考え方６５ 

■ 現在、情報通信審議会 情報通信技術分科会

ＩＰネットワーク設備委員会 通信品質検討ア

ドホックグループにおいて、ソフトバンク殿の

提案するベストエフォート回線を用いた０ＡＢ

Ｊ－ＩＰ電話サービスの提供について、その是

非が議論されておりますが、当該サービスは、

現行の０ＡＢＪ－ＩＰ電話の通信品質基準が確

保されておらず、緊急通報呼が繋がらなくなる

可能性もあるなど、国民生活に支障を及ぼすこ

とになります。 

  また、ユニバーサルサービスの在り方等、以

下のような競争政策上の問題も孕んでいるにも

かかわらず、こうした観点からの議論は一切な

されておりません。 

（１）ユニバーサルサービスの在り方について 

・ 今回のソフトバンク殿の提案は、当社のフレ

ッツ光（ブロードバンドサービス）上で提供す

ることを前提としているため、ユニバーサルサ

ービスには該当しませんが、同様の方式で「電

■ 東日本電信電話株式会社のご意見に賛同いた

します。 

利用者のニーズからもベストエフォートの０

ＡＢ－Ｊ ＩＰ電話サービスを低廉な料金で提供

される事は望ましいと考えますが、今後も、広

くあまねく０ＡＢ－Ｊサービスが提供されるよ

う、ユニバーサルサービス基金制度を見直す必

要があると考えます。  

（アットアイ） 

 

■ ＮＴＴ殿のＮＧＮには、優先制御、および帯

域制御の機能を有しているとＮＴＴ殿も認めて

いるところですが、これらの機能を利用できる

事業者がＮＴＴ殿のみであることは、同等性確

保などの観点から問題であると言わざるを得ま

せん。優先制御や帯域制御等の重要な網機能

は、速やかに、ＮＴＴ殿自身の利用形態と等し

い技術的条件で機能開放が行われるべきである

と考えます。 

■ ソフトバンクの提案に基づくベストエフォ

ート回線を用いた０ＡＢ－ＪＩＰ電話サービ

スの実現方式については、情報通信審議会に

おける審議の過程においては、明示的に安定

品質以外の品質基準に適合しないとのデータ

は得られなかった。このため、平成２４年９

月２７日付け情報通信審議会答申において示

されたとおり、当該方式は、その測定データ

に基づき判断する限り、現時点では安定品質

以外の品質基準を概ね満足していると考えら

れる。 

また、当該方式については、優先制御機能

がアンバンドルされていない中で、講じうる

限りの措置を実施し、ふくそう時にも通信品

質を確保するとしている。このため、その背

景等に鑑みて、安定品質に関して実施条件を

付す等した上で、個別に承認されたものであ

る。 

当該方式の承認に際しては、今後のＮＧＮ
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話のみメニュー」を低廉な料金で提供する場

合、当該メニューがユニバーサルサービスに該

当するか否か明確になっていません。 

・ 仮に、当該メニューがユニバーサルサービス

に該当するのであれば、当社もこれからＰＳＴ

Ｎマイグレーションを控えている中で、ＩＰに

よる電話サービスの提供方法を抜本的に見直さ

ざるを得ません。 

・ 逆に、当該メニューがユニバーサルサービス

に該当せず、ユニバーサルサービスとしては従

来どおりの品質を求めるというのであれば、

（２）のようなアンフェアな競争下において、

当社はユニバーサルサービス責務を果たすこと

が困難となるため、ユニバーサルサービスの定

義そのものを抜本的に見直すことが必要です。 

・ 現在、ユニバーサルサービスの維持に係るコ

ストについては、その一部を基金で補填し、大

半をＮＴＴ東西の内部補填により賄っています

が、他事業者が都市部等の競争エリアにおい

て、今回の提案方式によるベストエフォートの

０ＡＢＪ－ＩＰ電話サービスを低廉な料金で提

供するようになると、都市部等でのＰＳＴＮユ

ーザの流出が進み、ＮＴＴ東西の内部補填によ

るユニバーサルサービスの維持が困難になるこ

とから、ユニバーサルサービス基金制度の抜本

的な見直しが必要です。 

（２）ネットワーク利用料の負担の公平性につい

て 

・ 今回、ソフトバンク殿は、当社のＮＧＮとＩ

ＳＰ接続することで、ルータによる伝送部分の

  情報通信審議会情報通信技術分科会ＩＰネッ

トワーク設備委員会 報告でも指摘されている

とおり、これら優先制御機能等がＮＴＴ殿のＮ

ＧＮにおいて機能開放されていないことが要因

で、ＮＴＴ殿以外の事業者が０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電

話に参入できませんでした。今回、特例措置で

はあるものの、ＮＴＴ殿以外の事業者による参

入を積極的に認めた点においては、開放に向け

た動きのひとつとして評価できます。 

しかしながら、ソフトバンクテレコム株式会

社殿（以下ＳＢ殿という）の提案方式は、慢性

的に品質が確保できない場合はドライカッパに

よる迂回を実施するとあります。この提案方式

は事実上、大手通信事業者のみが採りうるもの

であり、弊社をはじめとした多くの競争事業者

はこの方式により０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話を提供す

ることが困難です。そのため、ＮＧＮにおける

０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話が、ＮＴＴ殿のみによる独

占的提供状況は回避されるものの、いまだに完

全な競争環境ではありません。これらの状況を

回避するためにも、ＮＧＮの機能開放や技術基

準の見直しを早急に行うべきと考えます。 

（Ｚｉｐ Ｔｅｌｅｃｏｍ） 

 

■ 弊社は０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話の通信品質に係る

技術基準を見直すべきと考えます。昨今の固定

電話の利用環境やニーズは、ＰＳＴＮを構築し

た当初とは大きく変わっています。世界的にも

稀である日本の技術基準は、不必要に競争や発

展を阻害しており、固定電話が持つ新たな可能

における音声の優先制御機能等のアンバンド

ルの検討状況も踏まえるため暫定的なものと

し、従来の０ＡＢ－Ｊ番号とは異なるもので

あることの利用者への周知の徹底を条件とし

たものであることから、競争条件を抜本的に

変更するものではないと考えられる。 

また、負担の相違については、当該方式

が、ベストエフォート・ネットワークを利用

するために生ずるものであり、以上を踏まえ

れば、直ちに競争上の問題となるものではな

いと考えられる。なお、当該方式による電話

サービスは、ＮＴＴ東西のフレッツ光の利用

を前提として提供されるものであり、事業法

施行規則第１４条第３号の役務に当たらない

ことから、ユニバーサルサービスに該当しな

いものと考えられ、現時点においてユニバー

サルサービスの定義を見直す必要はないと考

えられる。 

また、都市部等の競争エリアにおけるＩＰ

化の進展に伴うユニバーサルサービスへの影

響については、既にコスト算定上の補正を措

置済みである。 

 

■ ＮＧＮのオープン化については、上述の情

報通信審議会答申において、「競争事業者が

ＮＧＮにおいてアンバンドルされた音声の優

先制御機能等を適切に利用できるよう、引き

続き必要な取組を行うことが適当」とされて

いる。ＮＧＮのオープン化については、現在

「ＰＳＴＮマイグレーションに係る関係事業
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ネットワーク利用料を負担することなく０ＡＢ

Ｊ－ＩＰ電話サービスを提供しようとしてお

り、通話料を無料にしてくることも想定されま

すが、当社を含む０ＡＢＪ電話サービス提供事

業者は、交換機やルータによる伝送部分のネッ

トワーク利用料（コスト）について通話料で回

収することを前提に事業を運営してきたところ

であり、当該コストを他の料金で回収するよう

な見直しは現実的に難しいと考えます。 

・ このように既存事業者が、現実的に採り得な

い仕組みで０ＡＢＪ－ＩＰ電話サービスの提供

を認めることは、これまでの０ＡＢＪ電話市場

における競争環境を根本的に覆し、現行のＰＳ

ＴＮ並みの品質確保を前提に技術開発・研究・

投資を重ねてきた既存事業者に対して圧倒的に

不利な競争条件を強いるものであり、同じ０Ａ

ＢＪ電話でありながらネットワーク利用料の負

担の公平性が図れないなどの点について、競争

政策上の観点から検討が必要です。 

  したがって、本件については、技術基準等を

取り扱う場の議論のみで容認されるべきではな

く、十分に国民からのコンセンサスを得るとと

もに、競争政策の観点からも議論を尽くした上

でその是非が判断されるべきであり、それまで

の間は、当該サービスの提供は見送られるべき

であると考えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

【ベストエフォート０ＡＢＪ－ＩＰ電話サービス

について】 

性を減滅させ、ひいては日本における電気通信

分野の技術革新を抑制させるものです。特に、

日本の技術基準は技術的実現手段を細かく定義

するものであり、ＳＢ殿の提案方式のような、

新たな技術等の開発を大きく萎縮させるもので

す。このように技術的基準を厳格に定義してい

るのは、世界的に見ても稀です。世界の多くの

国は、技術的中立性のスタンスに立ち、通信品

質や品質維持のための技術的手法等は通信事業

者が自由に選択し、提供します。日本において

も、技術的な実現方法でなく提供役務の品質評

価に重点を置き、自由な競争を促進すべきであ

ると考えます。 

（Ｚｉｐ Ｔｅｌｅｃｏｍ） 

 

■ ＮＴＴ殿が主張された「通話料を無料にして

くることも想定される」との点については、Ｎ

ＴＴ殿が提供するひかり電話の「もっと安心プ

ラン」は、利用者が支払う料金を超えた金額の

無料通話が付されていることから、同様の指摘

が当てはまると考えます。 

（Ｚｉｐ Ｔｅｌｅｃｏｍ） 

 

■ ＮＴＴ東西殿の意見に賛同いたします。 

情報通信審議会 情報通信技術分科会（ＩＰ

ネットワーク設備委員会）において、ベストエ

フォート回線による０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話サービ

スの提供の是非について、技術的な観点から検

討されているところですが、次の懸念から、特

例措置の適用によるサービス提供は認められる

者間の意識合わせの場」等において議論が進

められているところであり、引き続き関係事

業者間で協議が行われることが適当である。 

 

■ なお、通信品質に係る技術基準を見直すべ

きとの御意見については、今後の参考とさせ

ていただく。 
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・ 現在、情報通信審議会 情報通信技術分科会 

ＩＰネットワーク設備委員会 通信品質検討ア

ドホックグループにおいて、ソフトバンク殿が

提案する「ベストエフォート回線を用いた０Ａ

ＢＪ－ＩＰ電話サービス」の提供の是非につい

て議論されていますが、当該サービスについて

は、現行の０ＡＢＪ－ＩＰ電話の通話品質基準

が確保されておらず、緊急通報呼が繋がらなく

なる可能性もある等、国民生活に支障を及ぼす

ことになることに加え、以下のとおり、技術的

な問題だけでなく、競争政策上の極めて大きな

問題を孕んでいるため、もっぱら技術基準等を

取り扱う場の議論のみで容認されるべきではな

く、競争政策の観点から、十分議論を尽くした

上で、その是非を判断する必要があり、それま

での間は、当該サービスの提供は見送られるべ

きであると考えます。 

（１）ユニバーサルサービスの在り方について 

・ 今回のソフトバンク殿の提案は、当社のフレ

ッツ光（ブロードバンドサービス）上で提供す

ることを前提としているため、ユニバーサルサ

ービスには該当しませんが、同様の方式で「電

話のみメニュー」が低廉な料金で提供されるよ

うになった場合に、当該メニューがユニバーサ

ルサービスに該当するか否か明確になっていま

せん。 

・ 仮に、当該メニューがユニバーサルサービス

に該当するとされるのであれば、当社もこれか

らＰＳＴＮマイグレーションを控えている中

で、ＩＰ電話サービスの提供方法を抜本的に見

べきでないと考えます。 

（１）不公平な競争環境の形成 

０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話のサービスを提供する既

存事業者は、現行の技術基準に則って、相応の

設備投資等を行った上で、サービス提供してき

たところですが、ベストエフォート回線による

０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話サービスを提供する新たな

方式（以下、提案方式とする）は、既存の提供

方法に比べ、設備投資を大幅に抑制できること

から、特例措置の適用によって技術基準に差異

が生じることになれば、提案方式が既存の提供

方法に対して著しい競争優位性を有することは

明らかです。 

したがって、特例措置の適用により提供方法

毎に技術基準の差異が生じれば、競争上の公平

性を欠くとともに、提案方式による市場支配が

進行することで、現行の技術基準の実効性が失

われることから、特例措置の適用は認められる

べきでないと考えます。 

（２）利用者の利益に及ぼす影響 

ＩＰネットワーク設備委員会 報告（案）に

おいて、「提案方式は、技術基準（特に安定品

質）に適合していると結論づけられない」とし

ながら、特例措置を適用したサービス提供が認

められることとなれば、当該サービスの利用者

は、緊急通報を安定的に確立できない等の不利

益を被る可能性があり、人命および国民の安

心・安全が脅かされる恐れがあることから、特

例措置の適用は認められるべきでないと考えま

す。 
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直さざるを得ないものと考えます。 

・ 逆に、当該メニューがユニバーサルサービス

には該当せず、ユニバーサルサービスとしては

従来どおりの品質を求めるとされるのであれ

ば、（２）に後述するような競争中立性を欠い

た競争環境下において、当社はユニバーサルサ

ービスを提供する責務を果たすことが困難とな

るため、ユニバーサルサービスの定義そのもの

を抜本的に見直すことが必要になると考えま

す。 

・ また、現在、ユニバーサルサービスの維持に

係るコストについては、その一部を基金で補填

し、大半をＮＴＴ東西の内部補填により賄って

いるところですが、他事業者が都市部等の競争

エリアにおいて、今回の提案方式によるベスト

エフォートの０ＡＢＪ－ＩＰ電話サービスを低

廉な料金で提供するようになると、都市部等で

のＰＳＴＮユーザの流出が進み、ＮＴＴ東西の

内部補填によるユニバーサルサービスの維持が

困難になることから、ユニバーサルサービス基

金制度についても抜本的に見直すことが必要に

なると考えます。 

（２）ネットワーク利用料の負担の公平性につい

て 

・ 今回、ソフトバンク殿は、当社のＮＧＮとＩ

ＳＰ接続することで、ルータによる伝送部分の

ネットワーク利用料を負担することなく、０Ａ

ＢＪ－ＩＰ電話サービスを提供しようとしてお

り、当該サービスの通話料を無料にしてくるこ

とも想定されますが、当社を含む０ＡＢＪ電話

また、当該サービスの提供の是非を判断する

にあたっては、同分科会における技術的な視点

からの検討に加えて、当該サービスに関係する

さまざまな視点から広く検討がなされるべきと

考えます。 

（ケイ・オプティコム） 

 

■ 「ブロードバンド普及促進のための環境整備

の在り方 答申（平成２３年１２月２０日）」

にあるとおり、ブロードバンドの普及促進を図

るためには、ＮＴＴ－ＮＧＮについて、一層の

オープン化措置を検討していくことが必要であ

ると考えます。他方、情報通信審議会情報通信

技術分科会ＩＰネットワーク設備委員会報告

（以下、「報告」という）に記載されていると

おり、現在に至るまで、ＮＴＴ東西殿は第一種

指定電気通信設備であるＮＴＴ－ＮＧＮにおい

て電話役務に係る重要な機能アンバンドルを行

なっておらず、競争事業者はＮＴＴ－ＮＧＮに

おける０ＡＢＪ－ＩＰ電話を提供できない状況

が継続していることから、ＮＴＴ東西殿のみが

事実上当該サービスを独占的に提供している環

境にあります。 

また、報告には「競争事業者がＮＧＮにおい

てアンバンドルされた音声の優先制御機能等を

適切に利用できるよう、引き続き必要な取組を

行うことが適当である」と記載されています。

弊社及びＮＴＴ東西殿は、数年前よりＮＴＴ－

ＮＧＮにおける音声の優先制御等のアンバンド

ル協議を行ってきたところですが、ＮＴＴ東西

 ２４０ 



サービス提供事業者は、交換機やルータによる

伝送部分のネットワーク利用料（コスト）につ

いて、電話サービスの通話料で回収することを

前提に事業を運営してきたところであり、当該

コストを他の料金で回収するような見直しは現

実的には難しいと考えます。 

・ このように既存事業者が、現実的に採り得な

い仕組みで０ＡＢＪ－ＩＰ電話サービスの提供

を認めることは、これまでの０ＡＢＪ電話市場

における競争環境を根本的に覆し、現行のＰＳ

ＴＮ並みの品質確保を前提に技術開発・研究・

投資を重ねてきた既存事業者に対して圧倒的に

不利な競争条件を強いるものであり、同じ０Ａ

ＢＪ電話でありながらネットワーク利用料の負

担の公平性が図れない等の点について、競争政

策上の観点から十分検討する必要があると考え

ます。 

（ＮＴＴ西日本） 

殿からは弊社提案方式での実現が困難であると

回答いただけたものの、その回答に、困難であ

ることの具体的かつ詳細な理由についての説明

はありません。また、実現性のある提案を行う

ためのＮＴＴ－ＮＧＮの情報の開示若しくは代

替案の提示もいただけないことから、弊社は適

切な具体的要望を行うことができておらず、数

年経過した現在においても協議に大きな進展は

ないところです。すなわち、競争政策の観点か

らは機能開放を進めるべきとされているにも係

わらず、ＮＴＴ東西殿によって開放若しくはそ

れに係る協議が一向に進展しない状況です。 

ＮＴＴ東西殿が指摘されるように、０ＡＢＪ

－ＩＰ電話の国民生活に対する重要性や競争政

策の観点からも、現在停滞している機能アンバ

ンドルの接続協議が進展するべく前向きな対応

を行っていただきたいと考えます。なお、本ア

ンバンドル協議を適切に進展させるには、ＮＴ

Ｔ東西殿においてＮＴＴ－ＮＧＮの情報開示を

行うことが必要であると考えます。 

また、ＮＴＴ－ＮＧＮのアンバンドル議論に

おいては、その影響が長期間にわたり国民生活

や企業活動全体に及ぶものであることから、通

信事業者間の接続協議のみでなく、国民が議論

に参加可能であるオープンな場において消費者

の視点にたった議論もなされるべきであると考

えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 
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■ 情報通信審議会情報通信技術分科会ＩＰネッ

トワーク設備委員会通信品質検討アドホックグ

ループにおいて弊社が行った提案方式（以下、

「提案方式」という）は、ＮＴＴ－ＮＧＮのブ

ロードバンド回線上で実現するものであり、ユ

ニバーサルサービスには該当するものではあり

ません。また、ユニバーサルサービスの適用

は、提案方式に係わらず技術基準の是非とは無

関係であることから、本提案とは切り離して議

論すべき事項であると考えます。 

なお、ＮＴＴ東西殿を含めた光サービスへの

移行が大きな流れとしてある中で、提案方式だ

けがユニバーサルサービスの維持を危うくする

との指摘はあたらないと考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ ＰＳＴＮ並みの品質確保を前提に技術開発・

研究・投資を重ねてきた既存事業者に対して圧

倒的に不利かどうかについては、「現行の品質

基準において、０ＡＢＪ－ＩＰ電話の提供方法

のバリエーションを拡げる」と報告書にも記載

のあるとおり、ＰＳＴＮ並みの品質確保を前提

に技術開発・研究・投資をしているものであ

り、ネットワーク利用料の負担の公平性が図れ

ていないものでは無いと考えます。提案方式

は、ＮＴＴ－ＮＧＮのアンバンドルが実現しな

い現状であるものの、市場からの強い要望に応

えるために提案したものです。本提案方式にお

いては、本来ＮＴＴ－ＮＧＮのアンバンドルが
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適切に行われていれば不必要であった設備投資

等を行っていることから、ＮＴＴ東西殿の指摘

とは異なり、当該方式により参入する弊社が、

既存事業者よりも競争上不利な側面を多分に有

するものと考えます。弊社としては、本提案が

もつ不利な競争環境を早急に改善させるために

も、アンバンドル協議を進展させるようＮＴＴ

東西殿へ引き続き要請していく考えです。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ まず、ＮＴＴ－ＮＧＮ網に係るコストは、各

加入者がＮＴＴ－ＮＧＮ網利用料として負担し

ています。また、弊社は、ＩＳＰ（ＶＮＥ）専

用となる区間について接続料として負担してい

ます。その他、ひかり電話に相当するＳＩＰサ

ーバ及び関連する伝送部分を弊社網内に構築

し、当該コストを通話料等で回収するものであ

りＮＴＴ東西殿と同様であることから、提案方

式は利用料の公平性を欠いたものではありませ

ん。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ 今回のベストエフォート回線による０ＡＢＪ

－ＩＰ電話についての提案方式を認めること

は、加入者網や０ＡＢＪ－ＩＰのための品質維

持や、その他位置固定などに設備投資を行なっ

てきた各事業者の投資意欲を減退させる恐れが

あり、結果的に設備競争によってもたらされる
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ダイバーシティ確保や多様なサービスによるユ

ーザ利便性の向上を阻害することにもなりかね

ません。 

従って、本件についてはユーザにとっての品

質の確保及び設備競争の保持の観点から十分に

検証を行い、適否の判断を行うことが先決で

す。 

（ＫＤＤＩ） 

意見６６ 地下管路等に接続事業者が共同収容を

行うに当たっては、接続事業者とＮＴＴ東西殿

との損害賠償に係る契約内容が片務的であるた

め、総務省にて検証を行うべき。 

再意見６６ 考え方６６ 

■ 地下管路等の共同収容について 

ＮＴＴ東西殿所有の地下管路等に接続事業者

が共同収容を行うにあたっては、接続事業者と

ＮＴＴ東西殿との損害賠償に係る契約内容が片

務的であり、貸主としての接続事業者とＮＴＴ

東西殿との公正性もしくは同等性が確保されて

いないと考えております。 

ボトルネック設備の利用条件の公正性・同等性

を確保する観点からも総務省殿にて検証を行う

べきと考えます。 

（イー・アクセス） 

■ ご指摘については、設備の貸主としてリスク

を免責させていただくための条項であり、当社

地下管路等をご利用いただく際の条件の一つと

させていただいておりますが、具体的な内容を

お伺いし、協議させていただく考えです。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

■ ご指摘の条項については、設備の貸主として

リスクを免責させていただくための条項であ

り、当社の地下管路等をご利用いただく際の条

件の一つとさせていただいていますが、イー・

アクセス殿が何らか懸念されている事項がある

とのことであれば、その具体的な内容をお伺い

した上で、協議させていただく考えです。 

（ＮＴＴ西日本） 

■ ＮＴＴ東西の地下管路等に接続事業者が共

同収容を行う際の契約内容については、まず

は、接続事業者からの要望を踏まえ、ＮＴＴ

東西と接続事業者の間で協議を行うことが適

当である。 

意見６７ ＦＷＡはＤＳＬ同様もはや時代遅れ

の技術であるので、ＤＳＬと同じく通信速度

にかかわらず超高速ブロードバンドに含めな

再意見６７ 考え方６７ 
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いこととするべき。 

■ 本件ガイドライン案第３ページ注５は、下り

３０Ｍｂｐｓ以上のＦＷＡを超高速ブロードバ

ンドとしています。しかし、ＦＷＡの場合、回

線を複数の利用者で共用している場合がしばし

ばあると思いますが、このような場合は、下り

３０Ｍｂｐｓ以上という要件をどのように判定

するのでしょうか？ 

  私の意見では、ＦＷＡは、ＤＳＬ同様もはや

時代遅れの技術であると思うので、ＤＳＬと同

じく通信速度にかかわらず超高速ブロードバン

ドに含めないこととするべきだと思います。 

  この点、ＤＳＬは、メタル回線であるのに対

し、ＦＷＡは、光回線を用いているから異なる

とも考えられます。しかし、回線がメタルであ

るか光であるかは、利用者の利便性にとって重

要でなく、この点にこだわるのは、妥当でない

と思います 

（個人） 

なし ■ 本意見募集及び再意見募集は、公正競争レ

ビュー制度運用ガイドライン中「ＮＴＴ東西

等における規制の遵守状況等の検証」の対象

となる事項について行ったものであり、同ガ

イドライン自体を対象として行ったものでは

ない。 

 

■ なお、ＦＷＡに関しても、下り３０Ｍｂｐ

ｓ以上となるサービスが存在するならば、超

高速ブロードバンドに含めている。 
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